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5. 参考資料 

5.1 特定複合観光施設区域整備法
5.2 特定複合観光施設区域の整備のための基本的な方針（案）
5.3 特定複合観光施設区域整備の事業可能性の検討に係る意見募集要項
5.4 Guidance on Request for Concept to Consider Business Feasibility of Development 
of Specified Complex Tourist Facilities Area 

5.1 特定複合観光施設区域整備法（平成三十年法律第八十号） 

特定複合観光施設区域整備法（平成三十年法律第八十号）

目次

第一章

総則（第一条―第四条）

第二章

特定複合観光施設区域

第一節

区域整備計画の認定等（第五条―第十四条）

第二節

認定設置運営事業者等の義務等（第十五条―第十九条）

第三節

設置運営事業等の監査及び会計（第二十条―第二十八条）

第四節

認定設置運営事業者等の監督等（第二十九条―第三十四条）

第五節

区域整備計画の認定の取消し（第三十五条・第三十六条）

第六節

認定区域整備計画の実施の状況の評価等（第三十七条・第三十八条）

第三章

カジノ事業及びカジノ事業者

第一節

カジノ事業の免許等

第一款

カジノ事業の免許（第三十九条―第五十七条）

第二款

認可主要株主等（第五十八条―第六十四条）
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第二節

カジノ事業者が行う業務

第一款

総則（第六十五条―第六十七条）

第二款

依存の防止のための措置及び入場規制等（第六十八条―第七十二条）

第三款

カジノ行為業務（第七十三条―第七十五条）

第四款

特定金融業務（第七十六条―第九十条）

第五款

カジノ行為区画内関連業務等（第九十一条・第九十二条）

第六款

カジノ事業者が行う業務に係る契約（第九十三条―第百二条）

第七款

犯罪による収益の移転防止のための措置（第百三条―第百五条）

第八款

カジノ事業に関するその他の措置（第百六条―第百十三条）

第三節

カジノ事業の従業者（第百十四条―第百二十三条）

第四章

カジノ施設供用事業（第百二十四条―第百三十五条）

第五章

認可施設土地権利者（第百三十六条―第百四十一条）

第六章

カジノ関連機器等製造業等

第一節

カジノ関連機器等製造業等の許可等（第百四十二条―第百五十条）

第二節

型式検定等（第百五十一条―第百五十七条）

第三節

カジノ関連機器等製造業等の従業者（第百五十八条）

第四節

指定試験機関（第百五十九条―第百七十二条）

第七章

カジノ施設への入場等の制限（第百七十三条―第百七十五条）
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第八章

入場料及び認定都道府県等入場料

第一節

入場料及び認定都道府県等入場料の賦課等（第百七十六条―第百八十二条）

第二節

申告及び徴収（第百八十三条―第百九十一条）

第九章

国庫納付金及び認定都道府県等納付金

第一節

国庫納付金及び認定都道府県等納付金の納付等（第百九十二条―第百九十四条）

第二節

申告及び徴収（第百九十五条）

第十章

カジノ事業者等の監督（第百九十六条―第二百十二条）

第十一章

カジノ管理委員会（第二百十三条―第二百三十条）

第十二章

雑則（第二百三十一条―第二百三十五条）

第十三章

罰則（第二百三十六条―第二百五十一条）

附則

第一章 総則

（目的）

第一条 この法律は、我が国における人口の減少、国際的な交流の増大その他の我が国を取

り巻く経済社会情勢の変化に対応して我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図

るためには、国内外からの観光旅客の来訪及び滞在を促進することが一層重要となってい

ることに鑑み、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律（平成二十八年法律第百十

五号。以下「推進法」という。）第五条の規定に基づく法制上の措置として、適切な国の監

視及び管理の下で運営される健全なカジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間

の活力を生かした特定複合観光施設区域の整備を推進することにより、我が国において国

際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するため、特定複合観光施設区域に関し、国土交

通大臣による基本方針の作成、都道府県等による区域整備計画の作成、国土交通大臣による

当該区域整備計画の認定等の制度を定めるほか、カジノ事業の免許その他のカジノ事業者

の業務に関する規制措置、カジノ施設への入場等の制限及び入場料等に関する事項、カジノ

事業者が納付すべき国庫納付金等に関する事項、カジノ事業等を監督するカジノ管理委員

会の設置、その任務及び所掌事務等に関する事項その他必要な事項を定め、もって観光及び
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地域経済の振興に寄与するとともに、財政の改善に資することを目的とする。

（定義）

第二条 この法律において「特定複合観光施設」とは、カジノ施設と第一号から第五号まで

に掲げる施設から構成される一群の施設（これらと一体的に設置され、及び運営される第六

号に掲げる施設を含む。）であって、民間事業者により一体として設置され、及び運営され

るものをいう。

一 国際会議の誘致を促進し、及びその開催の円滑化に資する国際会議場施設であって、政

令で定める基準に適合するもの

二 国際的な規模の展示会、見本市その他の催しの開催の円滑化に資する展示施設、見本市

場施設その他の催しを開催するための施設であって、政令で定める基準に適合するもの

三 我が国の伝統、文化、芸術等を生かした公演その他の活動を行うことにより、我が国の

観光の魅力の増進に資する施設であって、政令で定めるもの

四 我が国における各地域の観光の魅力に関する情報を適切に提供し、併せて各地域への

観光旅行に必要な運送、宿泊その他のサービスの手配を一元的に行うことにより、国内にお

ける観光旅行の促進に資する施設であって、政令で定める基準に適合するもの

五 利用者の需要の高度化及び多様化に対応した宿泊施設であって、政令で定める基準に

適合するもの

六 前各号に掲げるもののほか、国内外からの観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する

施設

２ この法律において「特定複合観光施設区域」とは、一の特定複合観光施設を設置する一

団の土地の区域として、当該特定複合観光施設を設置し、及び運営する民間事業者（施設供

用事業が行われる場合には、当該施設供用事業を行う民間事業者を含む。）により当該区域

が一体的に管理されるものであって、第九条第十一項の認定を受けた同条第一項に規定す

る区域整備計画（第十一条第一項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のも

の。以下「認定区域整備計画」という。）に記載された区域をいう。

３ この法律において「設置運営事業」とは、次に掲げる事業をいう。

一 特定複合観光施設を設置し、及び運営する事業

二 前号に掲げる事業に附帯する事業

４ この法律において「設置運営事業者」とは、設置運営事業を行う民間事業者をいう。

５ この法律において「施設供用事業」とは、特定複合観光施設を構成する一群の施設の整

備（新設、改修又は増設をいう。）を一体的に行う業務並びに設置運営事業者との契約に基

づき当該特定複合観光施設をその用途に応じて管理し及び当該設置運営事業者に専ら使用

させる業務並びにこれらに附帯する業務を行う事業をいう。

６ この法律において「施設供用事業者」とは、施設供用事業を行う民間事業者をいう。

７ この法律において「カジノ行為」とは、カジノ事業者と顧客との間又は顧客相互間で、

同一の施設において、その場所に設置された機器又は用具を用いて、偶然の事情により金銭
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の得喪を争う行為であって、海外において行われているこれに相当する行為の実施の状況

を勘案して、カジノ事業の健全な運営に対する国民の信頼を確保し、及びその理解を得る観

点から我が国においても行われることが社会通念上相当と認められるものとしてその種類

及び方法をカジノ管理委員会規則で定めるものをいう。

８ この法律において「カジノ事業」とは、次に掲げる業務（以下「カジノ業務」という。）

を行う事業をいう。

一 カジノ施設におけるカジノ行為を顧客との間で行い、又は顧客相互間で行わせること

に係る業務（以下「カジノ行為業務」という。）

二 カジノ行為を行う顧客の依頼を受けて当該顧客の金銭について行う次に掲げる業務

（第三章において「特定金融業務」という。）

イ 銀行その他のカジノ管理委員会規則で定める金融機関を介し、カジノ事業者の管理す

る当該顧客の口座と当該顧客の指定する預貯金口座との間で当該顧客の金銭の移動に係る

為替取引を行う業務（第三章第二節第四款において「特定資金移動業務」という。）

ロ 当該顧客の金銭を受け入れる業務（第八十四条において「特定資金受入業務」という。）

ハ 当該顧客に金銭を貸し付ける業務（第三章第二節において「特定資金貸付業務」という。）

ニ 金銭の両替を行う業務

三 前二号に掲げる業務に附帯する業務

９ この法律において「カジノ事業者」とは、第九条第十一項の認定（第十一条第一項の規

定による変更の認定を含む。以下「区域整備計画の認定」という。）を受けた設置運営事業

者（以下「認定設置運営事業者」という。）であって、第三十九条の免許を受けてカジノ事

業を行うものをいう。

１０ この法律において「カジノ施設」とは、特定複合観光施設区域に設置する施設であっ

て、カジノ事業者がカジノ行為業務を行うための次に掲げる区画により構成されるものを

いう。

一 主としてカジノ行為を顧客との間で行い、又は顧客相互間で行わせるための区画（以下

「カジノ行為区画」という。）

二 第七十条第一項の確認（次号において「本人確認」という。）をするための区画（第三

章において「本人確認区画」という。）

三 カジノ事業者がカジノ行為業務又は本人確認に係る業務に附帯する監視、警備その他

の業務を行うための区画

１１ この法律において「カジノ行為区画内関連業務」とは、顧客の利便性の向上を図るた

めカジノ行為区画において顧客に対して行う次に掲げる業務及びこれらに附帯する業務を

いう。

一 設備を設けて飲食物の提供をする業務であって、次のイ又はロのいずれにも該当しな

いもの

イ 顧客の接待（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第
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百二十二号。第九十一条第九項において「風俗営業適正化法」という。）第二条第三項に規

定する接待をいう。）を伴うもの

ロ 他から見通すことが困難であって、その広さが五平方メートル以下である客席を設け

て行うもの

二 歌謡ショーその他の興行をする業務（顧客がカジノ行為を行いながら鑑賞することが

できるもの又は前号に掲げる業務に伴って行われるものに限る。）であって、同号イ又はロ

のいずれにも該当しないもの

三 物品の給付をする業務（第一号に掲げる業務を除く。）

１２ この法律において「認可主要株主等」とは、会社（当該会社が持株会社（私的独占の

禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第九条第四項第一号

に規定する持株会社をいう。以下この項及び第四十条第一項第七号において同じ。）の子会

社（持株会社がその総株主又は総出資者の議決権（株式会社にあっては、株主総会において

決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式について

の議決権を除き、会社法（平成十七年法律第八十六号）第八百七十九条第三項の規定により

議決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。以下同じ。）の過半数を保

有する他の会社をいう。この場合において、持株会社及びその一若しくは二以上の子会社又

は当該持株会社の一若しくは二以上の子会社がその総株主又は総出資者の議決権の過半数

を保有する他の会社は、当該持株会社の子会社とみなす。第四十条第一項第七号において同

じ。）であるときは、当該持株会社を含む。）の主要株主等基準値（次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める基準値をいう。以下同じ。）以上の数の議決権又は株式若しくは持

分（以下「議決権等」という。）の保有者（他人（仮設人を含む。）の名義をもって保有する

者を含み、国、地方公共団体その他これらに準ずるものとしてカジノ管理委員会規則で定め

る法人を除き、法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものは、これを当

該法人でない社団又は財団の名義をもって保有される議決権等の保有者とみなす。以下同

じ。）であって、第五十八条第一項若しくは第四項ただし書（これらの規定を第百三十一条

及び第百六十四条において準用する場合を含む。）の認可を受けているもの又は第五十八条

第一項（第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。）の認可を受けて設

立されるものをいう。この場合において、持株会社が保有する議決権又は議決権等の保有者

が保有する議決権等には、金銭又は有価証券の信託に係る信託財産として所有する議決権

等（委託者又は受益者が行使し、又はその行使について当該持株会社若しくは当該議決権等

の保有者に指図を行うことができるものに限る。）その他カジノ管理委員会規則で定める議

決権等を含まないものとし、信託財産である議決権等で、当該持株会社又は当該議決権等の

保有者が委託者若しくは受益者として行使し、又はその行使について指図を行うことがで

きるもの（カジノ管理委員会規則で定める議決権等を除く。）及び社債、株式等の振替に関

する法律（平成十三年法律第七十五号）第百四十七条第一項又は第百四十八条第一項の規定

により発行者に対抗することができない株式又はこれに係る議決権を含むものとし、一の
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者と株式又は持分の所有関係、親族関係その他カジノ管理委員会規則で定める特別の関係

にある者が議決権等の保有者であるときは、当該特別の関係にある者が保有する当該議決

権等は、当該一の者がこれを保有しているものとみなす。

一 議決権 総株主又は総出資者の議決権の百分の五

二 株式又は持分 発行済株式（当該会社の有する自己の株式を除く。）又は出資の総数又

は総額の百分の五

１３ この法律において「カジノ行為関連景品類」とは、次に掲げるものをいう。

一 顧客をカジノ行為に誘引するための手段として、カジノ事業者がカジノ行為に付随し

て相手方に提供する物品、金銭、役務その他の経済上の利益

二 顧客をカジノ行為に誘引するための手段として、カジノ事業者その他の事業者が商品

の販売、役務の提供その他の取引に付随して相手方に提供する金銭その他の経済上の利益

であって、第七十三条第六項に規定するチップと交換することができるもの（前号に掲げる

ものを除く。）

１４ この法律において「カジノ施設供用事業」とは、カジノ事業者との契約に基づきカジ

ノ施設をその用途に応じて管理し及び当該カジノ事業者に専ら使用させる業務並びにこれ

に附帯する業務（以下「カジノ施設供用業務」という。）を行う事業をいう。

１５ この法律において「カジノ施設供用事業者」とは、区域整備計画の認定を受けた施設

供用事業者（以下「認定施設供用事業者」という。）であって、第百二十四条の免許を受け

てカジノ施設供用事業を行うものをいう。

１６ この法律において「認可施設土地権利者」とは、特定複合観光施設区域の土地に関す

る所有権若しくは地上権その他カジノ管理委員会規則で定める使用及び収益を目的とする

権利又はこれらの権利の取得を目的とする権利（第四十条第一項第十一号及び第五章にお

いて「施設土地に関する権利」という。）を保有する者（国、地方公共団体及び第十条第二

項に規定する認定設置運営事業者等を除く。以下「施設土地権利者」という。）であって、

第百三十六条第一項若しくは第五項ただし書の認可を受けているもの又は同条第一項の認

可を受けて設立されるものをいう。

１７ この法律において「カジノ関連機器等」とは、専らカジノ行為業務において使用され

るように設計された機器等（機器若しくは用具又はプログラム（電子計算機に対する指令で

あって、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。次項第二号におい

て同じ。）若しくはこれを記録した記録媒体をいう。以下同じ。）であって、カジノ行為の結

果、当該結果に基づく金銭の支払若しくはカジノ行為業務に関する会計事務又はこれらを

監視する業務に関連するものとしてその種別、用途及び機能をカジノ管理委員会規則で定

めるものをいう。

１８ この法律において「電磁的カジノ関連機器等」とは、カジノ関連機器等のうち、次に

掲げるものをいう。

一 電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法を利用
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した機器又は用具

二 プログラム又はこれを記録した記録媒体

１９ この法律において「非電磁的カジノ関連機器等」とは、電磁的カジノ関連機器等以外

のカジノ関連機器等をいう。

（国の責務）

第三条 国は、推進法第三条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、

我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するため、特定複合観光施設

区域の整備の推進に関する施策（特定複合観光施設区域の周辺地域の開発及び整備、交通環

境の改善その他の特定複合観光施設区域の整備に伴い必要となる関連する施策を含む。次

条及び次章第一節において同じ。）を策定し、及び実施するとともに、犯罪の発生の予防、

善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持、青少年の健全育成、カジノ施設に入場した者がカジ

ノ施設を利用したことに伴い受ける悪影響の防止並びにこれらの実施のために必要な体制

の整備その他のカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必

要な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第四条 特定複合観光施設区域の整備に関係する地方公共団体は、基本理念にのっとり、特

定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策並びにカジノ施設の設置及び運営に伴う有

害な影響の排除を適切に行うために必要な施策に関し、国との適切な役割分担の下、地方公

共団体が実施すべき施策として、その地方公共団体の区域の実情に応じた施策を策定し、及

び実施する責務を有する。

第二章 特定複合観光施設区域

第一節 区域整備計画の認定等

（基本方針）

第五条 国土交通大臣は、特定複合観光施設区域の整備のための基本的な方針（以下「基本

方針」という。）を定めなければならない。

２ 基本方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 特定複合観光施設区域の整備の意義及び目標に関する事項

二 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策に関する基本的な事項

三 設置運営事業等（設置運営事業又は、施設供用事業が行われる場合には設置運営事業及

び施設供用事業をいう。以下この章において同じ。）及び設置運営事業者等（設置運営事業

者又は、施設供用事業が行われる場合には設置運営事業者及び施設供用事業者をいう。以下

この節において同じ。）に関する基本的な事項

四 区域整備計画の認定に関する基本的な事項

五 前各号に掲げるもののほか、カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の

活力を生かした特定複合観光施設区域の整備を推進することにより我が国において国際競

争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための施策に関する基本的な事項
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六 カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策に

関する基本的な事項

３ 国土交通大臣は、基本方針を定めようとするときは、関係行政機関の長に協議するとと

もに、特定複合観光施設区域整備推進本部の決定を経なければならない。

４ 国土交通大臣は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。

（実施方針）

第六条 都道府県等（都道府県又は指定都市（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）

第二百五十二条の十九第一項に規定する指定都市をいい、当該指定都市の区域に特定複合

観光施設区域を整備しようとする区域の全部を包含するものに限る。）をいう。以下この節

において同じ。）は、特定複合観光施設区域を整備しようとするときは、第八条第一項の規

定による選定に先立ち、基本方針に即して、当該特定複合観光施設区域の整備の実施に関す

る方針（以下この節において「実施方針」という。）を定めなければならない。

２ 実施方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 当該特定複合観光施設区域の整備の意義及び目標に関する事項

二 当該特定複合観光施設区域を整備しようとする区域の位置及び規模に関する事項

三 当該特定複合観光施設を構成する施設の種類、機能及び規模に関する事項並びに設置

運営事業等に関する事項

四 設置運営事業等を行おうとする民間事業者の募集及び選定に関する事項

五 設置運営事業等の円滑かつ確実な実施の確保に関する事項

六 カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の活力を生かした当該特定複合

観光施設区域の整備を推進することにより我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在

型観光を実現するための施策及び措置に関する事項

七 カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及

び措置に関する事項

３ 前項第五号から第七号までに掲げる事項には、都道府県等が実施する施策及び措置に

係るもの（特定複合観光施設区域を整備しようとする区域を管轄する都道府県公安委員会

（以下この章において「公安委員会」という。）が実施する施策及び措置に係るものを含む。）

を記載するほか、必要に応じ、立地市町村等（当該都道府県等が都道府県であるときは当該

特定複合観光施設区域を整備しようとする区域をその区域に含む市町村及び特別区を、当

該都道府県等が指定都市であるときは当該特定複合観光施設区域を整備しようとする区域

をその区域に含む都道府県をいう。以下この章において同じ。）が実施する施策及び措置に

係るもの（公安委員会が実施する施策及び措置に係るものを除く。）を記載することができ

る。

４ 都道府県等は、実施方針を定めようとするときは、第十二条第一項に規定する協議会が

組織されている場合には当該協議会における協議を、同項に規定する協議会が組織されて
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いない場合には立地市町村等及び公安委員会との協議をしなければならない。

５ 都道府県等は、実施方針に定める次の各号に掲げる事項については、あらかじめ、当該

各号に定める者の同意を得なければならない。この場合において、第二号に定める者の同意

については、地方自治法第九十六条第二項の規定の適用を妨げない。

一 公安委員会が実施する施策及び措置に係る事項 公安委員会

二 立地市町村等が実施する施策及び措置に係る事項（前号に掲げるものを除く。） 立地

市町村等

６ 都道府県等は、実施方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

７ 前三項の規定は、実施方針の変更について準用する。

（実施方針の策定の提案）

第七条 設置運営事業等を行おうとする民間事業者（当該民間事業者がまだ設立されてい

ないときは、発起人その他の当該民間事業者を設立しようとする者。次項において同じ。）

は、都道府県等に対し、実施方針を定めることを提案することができる。この場合において、

当該民間事業者は、特定複合観光施設区域を整備しようとする区域の位置及び規模、特定複

合観光施設を構成する施設の種類、機能及び規模並びに当該設置運営事業等の概要及びそ

の実施により見込まれる経済的社会的効果に関する事項を記載した書類その他国土交通省

令で定める書類を添付しなければならない。

２ 前項の都道府県等は、同項の規定による提案を踏まえた実施方針を定める必要がない

と認めるときは、その旨及びその理由を当該提案をした民間事業者に通知しなければなら

ない。

（民間事業者の選定）

第八条 都道府県等は、実施方針に即して、次条第一項の規定により同項に規定する区域整

備計画を共同して作成し国土交通大臣の認定を申請する民間事業者を公募の方法により選

定するものとする。

２ 都道府県等は、前項の規定による選定をしようとするときは、第十二条第一項に規定す

る協議会が組織されている場合には当該協議会における協議を、同項に規定する協議会が

組織されていない場合には立地市町村等及び公安委員会との協議をしなければならない。

（区域整備計画の認定）

第九条 都道府県等は、設置運営事業等を行おうとする民間事業者と共同して、基本方針及

び実施方針に即して、特定複合観光施設区域の整備に関する計画（以下「区域整備計画」と

いう。）を作成し、国土交通大臣の認定を申請することができる。この場合において、当該

民間事業者がまだ設立されていないときは、発起人その他の当該民間事業者を設立しよう

とする者と区域整備計画を共同して作成し国土交通大臣の認定を申請するものとする。

２ 区域整備計画には、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる事項を定めるもの

とする。

一 区域整備計画の意義及び目標に関する事項
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二 特定複合観光施設区域を整備しようとする区域の位置及び規模に関する事項

三 設置運営事業者等の名称及び住所並びに代表者の氏名

四 特定複合観光施設を構成する施設の種類、機能及び規模に関する事項並びに設置運営

事業等及び設置運営事業者等に関する事項その他の設置運営事業等の基本となる事項に関

する計画（以下この章において「事業基本計画」という。）

五 前各号に掲げるもののほか、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策及び措

置に関する事項

六 前各号に掲げるもののほか、カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の

活力を生かした特定複合観光施設区域の整備を推進することにより我が国において国際競

争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための施策及び措置に関する事項

七 カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及

び措置に関する事項

八 区域整備計画の実施により見込まれる経済的社会的効果に関する事項

九 第百七十九条第一項に規定する認定都道府県等入場料納入金の使途に関する事項

十 第百九十三条第一項に規定する認定都道府県等納付金の使途（当該認定都道府県等納

付金を立地市町村等その他の関係地方公共団体に交付する場合には、その条件を含む。）に

関する事項

３ 前項第五号から第七号までに掲げる事項には、都道府県等が実施する施策及び措置に

係るもの（公安委員会が実施する施策及び措置に係るものを含む。）を記載するほか、必要

に応じ、立地市町村等が実施する施策及び措置に係るもの（公安委員会が実施する施策及び

措置に係るものを除く。）を記載することができる。

４ 事業基本計画は、設置運営事業等を行おうとする民間事業者が作成する案に基づいて

作成するものとする。

５ 都道府県等は、区域整備計画を作成しようとするときは、第十二条第一項に規定する協

議会が組織されている場合には当該協議会における協議を、同項に規定する協議会が組織

されていない場合には立地市町村等及び公安委員会との協議をしなければならない。

６ 都道府県等は、区域整備計画に定める次の各号に掲げる事項については、あらかじめ、

当該各号に定める者の同意を得なければならない。この場合において、第二号に定める者の

同意については、地方自治法第九十六条第二項の規定の適用を妨げない。

一 公安委員会が実施する施策及び措置に係る事項 公安委員会

二 立地市町村等が実施する施策及び措置に係る事項（前号に掲げるものを除く。） 立地

市町村等

７ 都道府県等は、区域整備計画を作成しようとするときは、公聴会の開催その他の住民の

意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。

８ 都道府県等は、第一項の規定による申請をしようとするときは、その議会の議決を経な

ければならない。
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９ 前項の場合において、当該都道府県等が都道府県であるときは、当該都道府県は、あら

かじめ、当該特定複合観光施設区域を整備しようとする区域をその区域に含む市町村及び

特別区の同意を得なければならない。この場合において、当該同意については、地方自治法

第九十六条第二項の規定の適用を妨げない。

１０ 第一項の規定による申請は、基本方針の公表後の政令で定める期間内にしなければ

ならない。

１１ 国土交通大臣は、第一項の規定による申請があった場合において、その区域整備計画

が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定をすることができる。

一 基本方針に適合するものであること。

二 国内外の主要都市との交通の利便性その他の経済的社会的条件からみて、特定複合観

光施設区域の整備を推進することが適切と認められる地域であること。

三 事業基本計画が次に掲げる基準に適合するものであること。

イ カジノ事業の収益が設置運営事業の実施に活用されることにより、設置運営事業が一

の設置運営事業者により一体的かつ継続的に行われると認められるものであること。

ロ 施設供用事業が行われる場合には、設置運営事業等が設置運営事業者と施設供用事業

者との適切な責任分担及び相互の緊密な連携により行われると認められるものであること。

ハ 設置運営事業者等が会社法に規定する会社であって、専ら設置運営事業（施設供用事業

者にあっては、施設供用事業）を行うものとされていること。

ニ 設置運営事業者が特定複合観光施設を所有するものとされていること（施設供用事業

が行われる場合には、施設供用事業者が所有する特定複合観光施設を設置運営事業者が使

用するものとされていること。）。

ホ 設置運営事業者等がカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行う

ために必要な措置を講ずると認められるものであること。

ヘ イからホまでに掲げるもののほか、設置運営事業等が円滑かつ確実に行われると見込

まれること。

四 前三号に掲げるもののほか、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策及び措

置が適切に実施されると認められるものであること。

五 国際競争力の高い魅力ある滞在型観光の実現を図ることにより、観光及び地域経済の

振興に寄与すると認められるものであること。

六 カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及

び措置が実施されると認められるものであること。

七 その認定をすることによって、認定区域整備計画の数が三を超えることとならないこ

と。

１２ 国土交通大臣は、前項の認定をしようとするときは、関係行政機関の長に協議し、こ

れらの同意を得るとともに、特定複合観光施設区域整備推進本部の意見を聴かなければな

らない。
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１３ 国土交通大臣は、特定複合観光施設区域の適正な整備を確保するため必要があると

認めるときは、第十一項の認定に条件を付し、及びこれを変更することができる。

１４ 国土交通大臣は、第十一項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨及びその内容を公

示しなければならない。前項の規定により新たに条件を付し、又は変更したときも、同様と

する。

（認定の有効期間等）

第十条 区域整備計画の認定の有効期間は、前条第十一項の認定の日から起算して十年と

する。

２ 区域整備計画の認定を受けた都道府県等（以下「認定都道府県等」という。）は、区域

整備計画の認定を受けた設置運営事業者等（以下「認定設置運営事業者等」という。）と共

同して、区域整備計画の認定の更新を受けることができる。

３ 前項の更新を受けようとする認定都道府県等は、認定設置運営事業者等と共同して、区

域整備計画の認定の有効期間の満了の日の六月前から三月前までの期間内に、国土交通大

臣に申請をしなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により当該期間内に

当該申請をすることができないときは、国土交通大臣が当該事由を勘案して定める期間内

に申請をしなければならない。

４ 前条第五項から第九項まで及び第十一項から第十四項までの規定は、第二項の更新に

ついて準用する。

５ 第三項の申請があった場合において、区域整備計画の認定の有効期間の満了の日まで

に当該申請に対する処分がされないときは、従前の区域整備計画の認定は、その有効期間の

満了後も当該処分がされるまでの間は、なお効力を有する。

６ 第二項の更新がされたときは、区域整備計画の認定の有効期間は、従前の区域整備計画

の認定の有効期間の満了の日の翌日から起算して五年とする。

（認定区域整備計画の変更）

第十一条 認定都道府県等は、設置運営事業又は施設供用事業の内容の変更又は譲渡、認定

設置運営事業者又は認定施設供用事業者の合併又は分割その他の事由により認定区域整備

計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、国土交通

省令で定めるところにより、認定設置運営事業者等（設置運営事業又は施設供用事業の譲渡

により認定区域整備計画の変更をしようとするときは、当該事業を譲り受けようとする者

を含む。）と共同して、国土交通大臣の認定を受けなければならない。

２ 認定都道府県等は、前項の国土交通省令で定める軽微な変更をしたときは、認定設置運

営事業者等と共同して、国土交通省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を国土交通

大臣に届け出なければならない。この場合において、認定都道府県等は、国土交通省令で定

める書類を添付しなければならない。

３ 第九条第五項から第九項までの規定は認定都道府県等が認定区域整備計画を変更しよ

うとする場合について、同条第十一項から第十四項までの規定は認定区域整備計画の変更
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の認定について、それぞれ準用する。

４ 第一項の規定による変更の認定を受けた認定区域整備計画に基づく設置運営事業若し

くは施設供用事業の譲渡又は認定設置運営事業者若しくは認定施設供用事業者たる会社の

合併若しくは分割があったときは、設置運営事業若しくは施設供用事業を譲り受けた会社、

合併後存続する会社、合併により設立された会社又は分割により設置運営事業若しくは施

設供用事業を承継した会社は、認定設置運営事業者又は認定施設供用事業者の地位を承継

する。

（協議会）

第十二条 都道府県等は、実施方針の策定及び変更、設置運営事業等を行おうとする民間事

業者の選定、区域整備計画の作成及び認定区域整備計画の変更並びに第三十七条第二項の

規定による認定区域整備計画の実施の状況の報告その他必要な事項について協議するため

の協議会（以下この章において「協議会」という。）を組織することができる。

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。

一 都道府県等の長

二 立地市町村等の長

三 公安委員会

四 都道府県等の住民、学識経験者、関係行政機関その他の都道府県等が必要と認める者

３ 協議会に議長を置き、前項第一号に掲げる者をもって充てる。

４ 都道府県等は、第八条第一項の規定により設置運営事業等を行おうとする民間事業者

を選定したときは、当該民間事業者を協議会の構成員として加えるものとする。

５ 協議会の構成員は、当該協議会において協議が調った事項については、当該協議の結果

を尊重しなければならない。

６ 国土交通大臣は、協議会の議長の求めに応じて、必要な助言をすることができる。

７ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

（実施協定）

第十三条 認定都道府県等及び認定設置運営事業者等は、第九条第十一項の認定の後速や

かに、次に掲げる事項をその内容に含む協定（以下この章において「実施協定」という。）

を締結しなければならない。設置運営事業若しくは施設供用事業の譲渡又は認定設置運営

事業者若しくは認定施設供用事業者たる会社の合併若しくは分割により第十一条第一項の

規定による変更の認定を受けたときも、同様とする。

一 設置運営事業等の具体的な実施体制及び実施方法に関する事項（施設供用事業が行わ

れる場合には、施設の管理その他の事項に係る認定設置運営事業者と認定施設供用事業者

との間の責任分担及び相互の連携に関する事項を含む。）

二 設置運営事業等の継続が困難となった場合における措置に関する事項

三 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策その他の国際競争力の高い魅力ある

滞在型観光を実現するための施策及び措置に関する事項
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四 カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及

び措置に関する事項

五 実施協定に違反した場合における措置に関する事項

六 実施協定の有効期間

七 前各号に掲げるもののほか、認定区域整備計画の適正な実施のために必要な事項とし

て国土交通省令で定めるもの

２ 認定都道府県等及び認定設置運営事業者等は、実施協定を締結しようとするときは、国

土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

３ 認定都道府県等及び認定設置運営事業者等は、前項の認可を受けようとするときは、国

土交通省令で定める書類を添付しなければならない。

４ 国土交通大臣は、第二項の認可をしようとするときは、関係行政機関の長に協議し、こ

れらの同意を得なければならない。

５ 認定都道府県等は、実施協定を締結したときは、国土交通省令で定めるところにより、

遅滞なく、当該実施協定の概要を公表するものとする。これを変更したときも、同様とする。

（認定都道府県等の指示等）

第十四条 認定都道府県等は、認定区域整備計画の適正な実施及び前条第二項の認可を受

けた実施協定の確実な履行のため、認定設置運営事業者等に対して、その業務若しくは経理

の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。

第二節 認定設置運営事業者等の義務等

（認定設置運営事業者等の事業実施義務等）

第十五条 認定設置運営事業者等は、認定区域整備計画及び第十三条第二項の認可を受け

た実施協定に従い、設置運営事業等を行わなければならない。

２ 認定設置運営事業者等は、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切

に行うため国及び認定都道府県等が実施する施策に協力しなければならない。

３ 認定設置運営事業者等は、カジノ事業の収益の活用に当たっては、カジノ事業が特定複

合観光施設区域の整備の推進のため特別に認められるものであることに鑑み、第三十七条

第一項の規定による評価の結果に基づき、当該収益を特定複合観光施設の整備その他設置

運営事業等の事業内容の向上及び認定都道府県等が実施する認定区域整備計画に関する施

策への協力に充てるよう努めなければならない。

（事業計画）

第十六条 認定設置運営事業者等は、カジノ事業の収益を活用して設置運営事業等を円滑

かつ確実に行うため、毎事業年度の開始前に、事業基本計画に基づき、国土交通省令で定め

るところにより、当該事業年度における特定複合観光施設の維持管理、設備投資その他の事

業活動に関する計画（以下この条及び第三十七条において「事業計画」という。）を作成し、

認定都道府県等の同意を得て、国土交通大臣に届け出なければならない。これを変更したと

きも、同様とする。
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２ 認定設置運営事業者等の第九条第十一項の認定後最初の事業年度の事業計画について

は、前項中「毎事業年度の開始前に」とあるのは、「第九条第十一項の認定後遅滞なく」と

する。

３ 認定設置運営事業者等は、第一項の規定による届出をしたときは、国土交通省令で定め

るところにより、遅滞なく、その事業計画を公表しなければならない。

４ 国土交通大臣は、第一項の規定による事業計画の届出があったときは、速やかに関係行

政機関の長に通知しなければならない。

（特定複合観光施設の営業の開始）

第十七条 認定設置運営事業者は、特定複合観光施設の営業を開始しようとするときは、国

土交通省令で定めるところにより、その開始の時期を、認定都道府県等の同意を得て、国土

交通大臣に届け出なければならない。

２ 認定設置運営事業者は、特定複合観光施設のうちカジノ施設の営業を先行して開始し

てはならない。

３ 国土交通大臣は、第一項の規定による開始の届出があったときは、速やかに関係行政機

関の長に通知しなければならない。

（設置運営事業等以外の事業の兼営の禁止）

第十八条 認定設置運営事業者は、設置運営事業以外の事業を営んではならない。

２ 認定施設供用事業者は、施設供用事業以外の事業を営んではならない。

（設置運営事業等の廃止）

第十九条 認定設置運営事業者等は、設置運営事業等を廃止しようとするときは、あらかじ

め、その理由及び廃止の時期その他国土交通省令で定める事項を明らかにして、認定都道府

県等の同意を得て、国土交通大臣の承認を受けなければならない。

２ 第九条第五項の規定は認定都道府県等が前項の同意をしようとする場合について、同

条第十二項及び第十四項前段の規定は前項の承認について、それぞれ準用する。

３ 区域整備計画の認定は、認定設置運営事業者等が第一項の承認を受け、設置運営事業等

を廃止したときは、その効力を失う。

第三節 設置運営事業等の監査及び会計

（監査人の設置）

第二十条 認定設置運営事業者等は、監査人を置かなければならない。

２ 前項の監査人は、認定設置運営事業者等が選定する。

３ 前二項の規定は、当該認定設置運営事業者等に、会社法の規定により、監査役（その監

査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社の監査役を除く。

第二十七条第一項、第二十八条第六項及び第百五十九条第五項第一号イにおいて同じ。）、監

査等委員会又は監査委員会が置かれるときは、適用しない。

（認定設置運営事業者等と監査人との関係）

第二十一条 認定設置運営事業者等と監査人との関係は、委任に関する規定に従う。
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（監査人の資格等）

第二十二条 会社法第三百三十一条第一項各号に掲げる者は、監査人となることができな

い。

２ 監査人は、認定設置運営事業者等の業務を執行する社員（業務を執行する社員が法人で

あるときは、その職務を行うべき者）、取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人である

ときは、その職務を行うべき社員）又は使用人を兼ねることができない。

（監査人の職務及び権限）

第二十三条 監査人は、認定設置運営事業者等が行う設置運営事業等を監査する。この場合

において、監査人は、国土交通省令（当該認定設置運営事業者等がカジノ事業者又はカジノ

施設供用事業者であるときは、カジノ管理委員会規則・国土交通省令。第二十五条第二項及

び第二十八条において同じ。）で定めるところにより、監査報告を作成し、認定設置運営事

業者等にその内容を通知しなければならない。

２ 監査人は、いつでも、認定設置運営事業者等及びその役員（業務を執行する社員（業務

を執行する社員が法人であるときは、その職務を行うべき者を含む。以下この項において同

じ。）、取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべき社員

を含む。以下この項において同じ。）、監査役若しくは監査人、代表者、管理人又はこれらに

準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人等（法

人又は法人でない社団若しくは財団で代表者若しくは管理人の定めがあるものをいう。以

下同じ。）に対し業務を執行する社員、取締役、執行役、会計参与、監査役若しくは監査人、

代表者、管理人又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。以下同じ。）、代理人、使用人その他の従業者（以下単に「従業者」という。）（監査人

を除く。）に対して設置運営事業等の報告を求め、又は設置運営事業等若しくは当該認定設

置運営事業者等の財産の状況を調査することができる。

（監査人の報告義務）

第二十四条 監査人は、設置運営事業等において認定設置運営事業者等が不正の行為をし

若しくはするおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは

著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、その旨を当該認定設置運営事業者等に

報告しなければならない。

（監査人による認定設置運営事業者等の行為の差止め）

第二十五条 監査人は、設置運営事業等において認定設置運営事業者等が法令若しくは定

款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によ

って設置運営事業等の健全な運営に著しい支障が生ずるおそれがあるときは、当該認定設

置運営事業者等に対し、当該行為をやめることを請求しなければならない。

２ 前項の規定による請求をした監査人は、遅滞なく、その旨その他国土交通省令で定める

事項を国土交通大臣（当該認定設置運営事業者等がカジノ事業者又はカジノ施設供用事業

者であるときは、カジノ管理委員会及び国土交通大臣。第二十八条第四項、第七項、第八項、
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第十項、第十一項及び第十八項において同じ。）に報告しなければならない。

３ 前項の規定による報告をした監査人は、当該認定設置運営事業者等及び認定都道府県

等に対し、当該報告をした旨及びその内容を書面で通知しなければならない。

４ 第一項の規定による請求がされた場合において、裁判所が仮処分をもって同項の認定

設置運営事業者等に対し当該行為をやめることを命ずるときは、担保を立てさせないもの

とする。

（費用等の請求）

第二十六条 監査人がその職務の執行について認定設置運営事業者等に対して次に掲げる

請求をしたときは、当該認定設置運営事業者等は、当該請求に係る費用又は債務が当該監査

人の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを拒むことができない。

一 費用の前払の請求

二 支出した費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求

三 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にないときは、相当の担保の提

供）の請求

（会社法の規定により選任された監査役等についての本法の適用関係）

第二十七条 認定設置運営事業者等に監査役が置かれるときは、第二十三条から前条まで

の規定の適用については、これを監査人とみなす。

２ 認定設置運営事業者等に監査等委員会又は監査委員会が置かれるときは、第二十三条

第一項の規定の適用については当該監査等委員会又は当該監査委員会を監査人と、同条第

二項の規定の適用については当該監査等委員会が選定する監査等委員又は当該監査委員会

が選定する監査委員を監査人と、前三条の規定の適用については当該監査等委員会の監査

等委員又は当該監査委員会の監査委員を監査人とみなす。

（認定設置運営事業者等が行う業務の会計）

第二十八条 認定設置運営事業者等は、設置運営事業等について、国土交通省令で定めると

ころにより、その事業年度並びに勘定科目の分類及び貸借対照表、損益計算書その他の財務

諸表で国土交通省令で定めるもの（第八項において「財務諸表」という。）の様式を定め、

その会計を整理しなければならない。

２ 認定設置運営事業者は、国土交通省令で定めるところにより、カジノ業務、カジノ行為

区画内関連業務及び第二条第一項各号に掲げる施設ごとの業務並びにそれら以外の業務に

係る経理をそれぞれ区分して整理しなければならない。

３ 認定施設供用事業者は、国土交通省令で定めるところにより、カジノ施設供用業務及び

第二条第一項各号に掲げる施設ごとの業務に係る経理をそれぞれ区分して整理しなければ

ならない。

４ 認定設置運営事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、事業年度ごとに、次に

掲げる事項を記載した報告書（以下この条において「財務報告書」という。）を、認定都道

府県等の同意を得て、当該事業年度経過後三月以内（やむを得ない理由により当該期間内に
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提出することができないと認められるときは、国土交通省令で定めるところによりあらか

じめ国土交通大臣の承認を受けた期間内）に、国土交通大臣に提出しなければならない。

一 経理の状況

二 業務の内容に関する重要な事項（前号に掲げる事項を除く。）

三 前二号に掲げるもののほか、法人の概況、事業の状況その他の国土交通省令で定める事

項

５ 財務報告書には、定款その他の国土交通省令で定める書類を添付しなければならない。

６ 認定設置運営事業者等は、第四項の規定により財務報告書を提出するときは、国土交通

省令で定めるところにより、監査人の監査を受けなければならない。この場合において、認

定設置運営事業者等に監査役、監査等委員会又は監査委員会が置かれるときは、これらを監

査人とみなす。

７ 認定設置運営事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、財務報告書の記載内容

が国土交通省令に基づき適正であることを確認した旨を記載した確認書（以下この条にお

いて「確認書」という。）を、当該財務報告書と併せて認定都道府県等の同意を得て、国土

交通大臣に提出しなければならない。

８ 認定設置運営事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、事業年度ごとに、財務

諸表その他の財務報告に関する情報の適正性を確保するために必要なものとして国土交通

省令で定める体制について、国土交通省令で定めるところにより評価を行った報告書（以下

この条において「財務報告に係る内部統制報告書」という。）を、財務報告書と併せて認定

都道府県等の同意を得て、国土交通大臣に提出しなければならない。

９ 財務報告に係る内部統制報告書には、前項の国土交通省令で定める体制に関する事項

を記載した書類その他の書類で国土交通省令で定めるものを添付しなければならない。

１０ 認定設置運営事業者等は、第四項、第五項及び第七項から前項までの規定により提出

した財務報告書及びその添付書類、確認書又は財務報告に係る内部統制報告書及びその添

付書類（以下この項において「財務報告書等」という。）に記載すべき重要な事項の変更そ

の他財務報告書等の内容を訂正する必要があるものとして国土交通省令で定める事由があ

るときは、その内容を訂正した財務報告書等を、認定都道府県等の同意を得て、国土交通大

臣に提出しなければならない。これらの事由がない場合において、認定設置運営事業者等が

当該財務報告書等のうちに訂正を必要とするものがあると認めたときも、同様とする。

１１ 認定設置運営事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、その事業年度の期間

を三月ごとに区分した各期間（国土交通省令で定める期間を除く。）ごとに、第四項第一号

及び第二号に掲げる事項のほか、法人の概況、事業の状況その他の国土交通省令で定める事

項を記載した報告書（以下この条において「四半期報告書」という。）を、認定都道府県等

の同意を得て、当該各期間経過後四十五日以内の国土交通省令で定める期間内（やむを得な

い理由により当該期間内に提出することができないと認められるときは、国土交通省令で

定めるところによりあらかじめ国土交通大臣の承認を受けた期間内）に、国土交通大臣に提
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出しなければならない。

１２ 第六項及び第七項の規定は前項の規定により提出する四半期報告書について、第十

項の規定は前項の規定により提出した四半期報告書及びこの項において準用する第七項の

規定により提出した確認書について、それぞれ準用する。

１３ 認定設置運営事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる書類を公

告しなければならない。

一 財務報告書（第十項の規定によりその内容を訂正したものを含む。）及びその添付書類

二 確認書（第十項の規定によりその内容を訂正したものを含む。）

三 財務報告に係る内部統制報告書（第十項の規定によりその内容を訂正したものを含む。）

及びその添付書類

四 四半期報告書（前項において準用する第十項の規定によりその内容を訂正したものを

含む。）

五 前項において準用する第七項の規定により提出した確認書（前項において準用する第

十項の規定によりその内容を訂正したものを含む。）

１４ 認定設置運営事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、前項各号に掲げる書

類の内容である情報を、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用

する方法であって国土交通省令で定めるものにより不特定多数の者が継続して提供を受け

ることができる状態に置く措置を講ずることができる。この場合においては、同項の規定に

よる公告をしたものとみなす。

１５ 認定設置運営事業者等が第四項、第十項（第十二項において準用する場合を含む。）

及び第十一項の規定により提出する財務報告書及び四半期報告書には、当該認定設置運営

事業者等と特別の利害関係（公認会計士（公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）第十

六条の二第五項に規定する外国公認会計士を含む。以下同じ。）又は監査法人が当該認定設

置運営事業者等との間に有する同法第二十四条から第二十四条の三まで（これらの規定を

同法第十六条の二第六項において準用する場合を含む。）、第三十四条の十一第一項又は第

三十四条の十一の二に規定する関係及び公認会計士又は監査法人が認定設置運営事業者等

に対し株主若しくは出資者として有する関係又は認定設置運営事業者等の事業若しくは財

産経理に関して有する関係で、財務の適正性の確保のために認めることが相当でない利害

関係として国土交通省令で定めるものをいう。）のない公認会計士又は監査法人の監査証明

を受けなければならない。認定設置運営事業者等が第八項の規定により提出する財務報告

に係る内部統制報告書（第十項の規定によりその内容を訂正したものを含む。）についても、

同様とする。

１６ 前項の監査証明は、国土交通省令で定める基準及び手続によって、これを行わなけれ

ばならない。

１７ 公認会計士又は監査法人は、第十五項前段の監査証明を行うに当たって、認定設置運

営事業者等が行う業務における法令に違反する事実その他の財務の適正性の確保に影響を
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及ぼすおそれがある事実（次項第一号において「法令違反等事実」という。）を発見したと

きは、国土交通省令で定めるところにより、当該事実の内容及び当該事実に係る法令違反の

是正その他の適切な措置を講ずべき旨を、遅滞なく、当該認定設置運営事業者等に書面で通

知しなければならない。

１８ 前項の規定による通知をした公認会計士又は監査法人は、当該通知をした日から起

算して国土交通省令で定める期間が経過した日後なお次の各号に掲げる事項のいずれにも

該当すると認める場合において、第一号に規定する著しい支障を防止するため必要がある

と認めるときは、国土交通省令で定めるところにより、当該事項に関する意見を国土交通大

臣に申し出なければならない。この場合において、当該公認会計士又は監査法人は、あらか

じめ、国土交通大臣に申出をする旨を当該認定設置運営事業者等及び認定都道府県等に書

面で通知しなければならない。

一 法令違反等事実が、認定設置運営事業者等の財務の適正性の確保に重大な影響を及ぼ

し、設置運営事業等の健全な運営に著しい支障が生ずるおそれがあること。

二 前項の規定による通知を受けた認定設置運営事業者等が、同項の適切な措置を講じな

いこと。

１９ 前項の規定による申出をした公認会計士又は監査法人は、当該認定設置運営事業者

等及び認定都道府県等に対し、当該申出をした旨及びその内容を書面で通知しなければな

らない。

２０ 国土交通大臣は、第十三項各号に掲げる書類の提出があったときは、速やかに、その

旨を関係行政機関の長に通知しなければならない。

第四節 認定設置運営事業者等の監督等

（認定設置運営事業者等に対する報告の徴収等）

第二十九条 国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、認定設置運営事業者

等に対し、当該認定設置運営事業者等が行う業務又はその財産に関し、参考となるべき報告

又は資料の提出を求めることができる。

２ 国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、認定設置運営事

業者等に対し、当該認定設置運営事業者等が行う業務若しくはその財産に関し質問させ、又

は当該認定設置運営事業者等の営業所若しくは事務所その他の施設に立ち入らせ、帳簿書

類その他の物件を検査させることができる。

３ 前項の規定による質問又は立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者に提示しなければならない。

４ 第二項の規定による質問及び立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解してはならない。

５ 関係行政機関の長は、国土交通大臣に対し、認定設置運営事業者等に対し設置運営事業

等の実施の状況を報告することを求めるよう申し出ることができる。

（認定設置運営事業者等に対する指示等）
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第三十条 国土交通大臣は、設置運営事業等の的確な実施を図るため必要があると認める

ときは、認定設置運営事業者等に対し、その実施に関し必要な措置を講ずべきことを指示す

ることができる。

２ 国土交通大臣は、認定設置運営事業者等が前項の指示に違反したときは、当該認定設置

運営事業者等に対し、期限を付して、設置運営事業等の全部又は一部の停止を命ずることが

できる。

３ 関係行政機関の長は、設置運営事業等の的確な実施を図るため必要があると認めると

きは、国土交通大臣に対し、認定設置運営事業者等に対し必要な措置を講ずべきことを指示

するよう申し出ることができる。

４ 国土交通大臣は、第二項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その旨を公示しな

ければならない。

（認定設置運営事業者等に対する指示等の通知）

第三十一条 国土交通大臣は、前条第一項又は第二項の規定による処分をしようとすると

きは、カジノ管理委員会及び認定都道府県等に当該処分の内容及び理由を通知しなければ

ならない。

（認定都道府県等に対する報告の徴収）

第三十二条 国土交通大臣は、認定都道府県等に対し、認定区域整備計画の実施の状況につ

いて報告を求めることができる。

２ 関係行政機関の長は、国土交通大臣に対し、認定都道府県等に対し認定区域整備計画に

記載された第九条第二項第五号から第七号までの施策及び措置の実施の状況を報告するこ

とを求めるよう申し出ることができる。

（認定都道府県等に対する措置の要求）

第三十三条 国土交通大臣は、認定区域整備計画の的確な実施を図るため必要があると認

めるときは、認定都道府県等に対し、その実施に関し必要な措置を講ずるよう求めることが

できる。

２ 関係行政機関の長は、認定区域整備計画に記載された第九条第二項第五号から第七号

までの施策及び措置の的確な実施を図るため必要があると認めるときは、国土交通大臣に

対し、認定都道府県等に対しその実施に関し必要な措置を講ずることを求めるよう申し出

ることができる。

（認定都道府県等に対する指示等）

第三十四条 国土交通大臣は、認定都道府県等がカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な

影響の排除について必要な措置を講じていないと認められるときその他の認定区域整備計

画の的確な実施のため特に必要があると認められるときは、認定都道府県等に対し、必要な

指示をすることができる。

２ 関係行政機関の長は、認定区域整備計画の実施に関し、認定都道府県等がカジノ施設の

設置及び運営に伴う有害な影響の排除について必要な措置を講じていないと認められると
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きは、国土交通大臣に対し、認定都道府県等に対し必要な指示をするよう申し出ることがで

きる。

第五節 区域整備計画の認定の取消し

（認定の取消し）

第三十五条 国土交通大臣は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、区域整

備計画の認定を取り消すことができる。

一 認定区域整備計画が第九条第十一項各号に掲げる基準に適合しなくなったと認めると

き。

二 公益上必要があるものとして認定都道府県等から区域整備計画の認定の取消しの申請

があったとき。

三 認定設置運営事業者等が第三十条第一項又は第二項の規定による処分に違反したとき。

四 認定都道府県等が前条第一項の指示に違反したとき。

２ 関係行政機関の長は、国土交通大臣に対し、前項の規定による取消しに関し必要と認め

る意見を申し出ることができる。

３ 第九条第十二項及び第十四項前段の規定は、第一項の規定による取消しについて準用

する。

（認定の取消しの通知）

第三十六条 国土交通大臣は、前条第一項の規定により区域整備計画の認定を取り消した

ときは、直ちに、カジノ管理委員会にその旨を通知しなければならない。

第六節 認定区域整備計画の実施の状況の評価等

（認定区域整備計画の実施の状況の評価）

第三十七条 国土交通大臣は、基本方針に即して、毎年度、認定区域整備計画（事業計画を

含む。以下この条において同じ。）の実施の状況について、評価を行わなければならない。

２ 国土交通大臣は、前項の評価を行おうとするときは、認定都道府県等に対し、認定区域

整備計画の実施の状況について、報告を求めることができる。この場合において、認定都道

府県等は、認定区域整備計画のうち事業基本計画及び事業計画の実施の状況については、認

定設置運営事業者等に対し報告を求め、当該報告について意見があるときは、意見を付して、

国土交通大臣に報告するものとする。

３ 認定都道府県等は、前項の規定により認定区域整備計画の実施の状況について報告し

ようとするときは、協議会が組織されている場合には協議会における協議を、協議会が組織

されていない場合には立地市町村等及び公安委員会との協議をしなければならない。

４ 国土交通大臣は、第一項の評価を行おうとするときは、関係行政機関の長に協議すると

ともに、特定複合観光施設区域整備推進本部の意見を聴かなければならない。

５ 国土交通大臣は、第一項の評価を行ったときは、遅滞なく、認定都道府県等に対し、当

該評価の結果を通知するとともに、これを公表しなければならない。

６ 認定都道府県等及び認定設置運営事業者等は、第一項の規定による評価の結果を、事業
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基本計画及び事業計画に適時に反映させるなど、認定区域整備計画に係る業務運営の改善

に適切に反映させなければならない。

（関係行政機関の協力）

第三十八条 国土交通大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長に対し、必要な資料又は情報の提供、意見の開陳その他の協力を求めるこ

とができる。

第三章 カジノ事業及びカジノ事業者

第一節 カジノ事業の免許等

第一款 カジノ事業の免許

（免許等）

第三十九条 認定設置運営事業者は、カジノ管理委員会の免許を受けたときは、当該免許に

係るカジノ施設において、当該免許に係る種類及び方法のカジノ行為に係るカジノ事業を

行うことができる。この場合において、当該免許に係るカジノ行為区画で行う当該カジノ行

為（第三十条第二項の規定による設置運営事業の停止の命令若しくは第二百四条第一項若

しくは第二項の規定によるカジノ事業の停止の命令又は第二百六条第八項の規定に違反し

て行われたものを除く。）については、刑法（明治四十年法律第四十五号）第百八十五条及

び第百八十六条の規定は、適用しない。

（免許の申請）

第四十条 認定設置運営事業者は、前条の免許を受けようとするときは、次に掲げる事項を

記載した申請書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

一 申請者の名称及び住所並びに代表者の氏名

二 カジノ施設の名称及び設置場所並びにカジノ行為区画の位置

三 行おうとするカジノ行為の種類及び方法

四 カジノ施設の構造及び設備の概要

五 使用しようとするカジノ関連機器等の種別その他カジノ関連機器等に関しカジノ管理

委員会規則で定める事項

六 申請者の役員の氏名又は名称及び住所

七 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者（申請者が持株会社の子会社

であるときは、当該持株会社の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者を含む。以下

同じ。）の氏名又は名称及び住所並びに当該主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者

が法人等であるときは、その代表者又は管理人の氏名並びに役員の氏名又は名称及び住所

八 特定金融業務を行おうとするときは、その種別及び内容その他カジノ管理委員会規則

で定める事項

九 カジノ行為区画内関連業務を行おうとするときは、その種別及び内容その他カジノ管

理委員会規則で定める事項

十 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者の氏名又は名称及び住所並び
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に当該施設土地権利者が法人であるときは、その代表者の氏名並びに役員の氏名又は名称

及び住所

十一 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者の土地の所在及び面積並び

に施設土地に関する権利の種別及び内容

十二 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

一 申請者が当該申請に係る認定区域整備計画（次条において「申請認定区域整備計画」と

いう。）に記載された認定設置運営事業者であることを示す書面

二 当該申請に係る特定複合観光施設の名称及び所在地並びにその概要を記載した書類

三 次条第二項各号に掲げる事由のいずれにも該当しないことを誓約する書面

四 定款及び登記事項証明書

五 第五十三条第一項の業務方法書

六 第五十四条第一項のカジノ施設利用約款

七 第五十五条第一項の依存防止規程

八 第五十六条第一項の犯罪収益移転防止規程

九 貸借対照表

十 収支の見込みを記載した書類

十一 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者が法人であるときは、当該

法人の定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。）

十二 当該申請に係る特定複合観光施設について認定施設供用事業者があるときは、当該

申請に係るカジノ施設の使用の権原、管理する部分の別及びその方法その他当該カジノ施

設の管理及び使用に関し当該認定施設供用事業者との合意内容を示す書面

十三 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者が法人であるときは、当該

法人の定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。）

十四 当該申請に係る特定複合観光施設区域の土地の登記事項証明書

十五 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類

３ 前条の免許の申請は、当該申請に係る特定複合観光施設について認定施設供用事業者

がある場合には、当該特定複合観光施設に係る第百二十四条の免許の申請と同時にしなけ

ればならない。

（免許の基準等）

第四十一条 カジノ管理委員会は、第三十九条の免許の申請があったときは、当該申請が次

に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

一 申請者が、人的構成に照らして、カジノ事業を的確に遂行することができる能力を有し、

かつ、十分な社会的信用を有する者であること。

二 申請者の役員が十分な社会的信用を有する者であること。
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三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

が十分な社会的信用を有する者であること。

四 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者（営業に関し成年者と同一の

行為能力を有しない未成年者であるときは、その法定代理人（法定代理人が法人であるとき

は、その役員を含む。以下同じ。））及び当該主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者

が法人等であるときはその役員が十分な社会的信用を有する者であること。

五 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者（営業に関し成年者と同一の

行為能力を有しない未成年者であるときは、その法定代理人）及び当該施設土地権利者が法

人であるときはその役員が十分な社会的信用を有する者であること。

六 申請者がカジノ事業を健全に遂行するに足りる財産的基礎を有し、かつ、当該カジノ事

業に係る収支の見込みが良好であること。

七 申請認定区域整備計画に記載された特定複合観光施設区域におけるカジノ施設の数が

一を超えず、かつ、当該カジノ施設のカジノ行為区画のうち専らカジノ行為の用に供される

ものとしてカジノ管理委員会規則で定める部分の床面積の合計が、カジノ事業の健全な運

営を図る見地から適当であると認められるものとして政令で定める面積を超えないこと。

八 カジノ施設の構造及び設備がカジノ管理委員会規則で定める技術上の基準に適合する

こと。

九 使用しようとする電磁的カジノ関連機器等が、第百五十一条第一項又は第二項の検定

に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等であること。

十 使用しようとする非電磁的カジノ関連機器等が、第百五十六条第一項の表示が付され、

かつ、カジノ管理委員会規則で定める技術上の基準（第七十四条第一項及び第百五十四条第

一項第一号において「技術基準」という。）に適合すること。

十一 定款及び第五十三条第一項の業務方法書の規定が、法令に適合し、かつ、カジノ事業

を適正に遂行するために十分なものであること。

十二 第五十四条第一項のカジノ施設利用約款が、法令に適合し、かつ、カジノ管理委員会

規則で定める基準に適合するものであること。

十三 第五十五条第一項の依存防止規程が、法令に適合し、かつ、カジノ行為に対する依存

を防止するために十分なものであること。

十四 第五十六条第一項の犯罪収益移転防止規程が、法令に適合し、かつ、カジノ事業にお

ける犯罪による収益の移転防止（犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成十九年法律

第二十二号。以下「犯罪収益移転防止法」という。）第一条に規定する犯罪による収益の移

転防止をいう。）のために十分なものであること。

十五 カジノ行為区画内関連業務を行おうとするときは、当該カジノ行為区画内関連業務

がカジノ事業の健全な運営に支障を及ぼすおそれがないものであること。

２ カジノ管理委員会は、第三十九条の免許の申請について、次の各号に掲げる事由のいず

れかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに虚偽の記載があり、若しく
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は重要な事実の記載が欠けているときは、当該免許を与えてはならない。

一 申請者が次のイからヘまでに掲げる者のいずれかに該当すること。

イ 申請認定区域整備計画に記載された認定設置運営事業者でない者

ロ 第四十九条若しくは第二百四条第三項の規定により第三十九条の免許を取り消され、

第百三十条において準用する第四十九条の規定若しくは第二百六条第三項の規定により第

百二十四条の免許を取り消され、第百四十九条において準用する第四十九条（第四号を除

く。）の規定若しくは第二百八条第二項の規定により第百四十三条第一項の許可を取り消さ

れ、第百五十条第二項において準用する第百四十九条において準用する第四十九条（第四号

を除く。）の規定若しくは第二百九条の規定により第百五十条第一項の認定を取り消され、

第百六十九条若しくは第二百十条第二項の規定により第百五十九条第一項の規定による指

定を取り消され、若しくはこの法律に相当する外国の法令の規定により当該外国において

受けているこれらの免許、許可、認定若しくは指定に相当する行政処分を取り消され、又は

これらの免許、許可、認定若しくは指定若しくはこれらに相当する行政処分の更新を拒否さ

れ、当該取消し又は更新の拒否の日から起算して五年を経過しない者

ハ 第六十二条第一項若しくは第二百五条第二項の規定により第五十八条第一項若しくは

第四項ただし書の認可を取り消され、第百三十一条において準用する第六十二条第一項の

規定若しくは第二百五条第二項の規定により第百三十一条において準用する第五十八条第

一項若しくは第四項ただし書の認可を取り消され、第百三十九条第一項若しくは第二百七

条第二項の規定により第百三十六条第一項若しくは第五項ただし書の認可を取り消され、

第百六十四条において準用する第六十二条第一項の規定若しくは第二百五条第二項の規定

により第百六十四条において準用する第五十八条第一項若しくは第四項ただし書の認可を

取り消され、又はこの法律に相当する外国の法令の規定により当該外国において受けてい

るこれらの認可に相当する行政処分を取り消され、当該取消しの日から起算して五年を経

過しない者

ニ ロ若しくはハに規定する免許、許可、認定、指定若しくは認可の取消しに係る聴聞の期

日及び場所が公示された日若しくはロ若しくはハに規定するこれらに相当する行政処分の

取消しの日前六十日以内に当該免許、許可、認定、指定若しくは認可若しくはこれらに相当

する行政処分を取り消された法人等の役員であった者又はこれらの免許、許可、認定若しく

は指定若しくはこれらに相当する行政処分の更新を拒否された法人等の役員であった者で、

当該取消し又は更新の拒否の日から起算して五年を経過しないもの

ホ 第二百四条第八項、第二百六条第七項、第二百八条第四項若しくは第二百十条第四項の

規定により解任を命ぜられ、又はこの法律に相当する外国の法令の規定により解任を命ぜ

られた役員で、当該解任の日から起算して五年を経過しないもの

ヘ この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は組織的な犯罪の処

罰及び犯罪収益の規制等に関する法律（平成十一年法律第百三十六号。以下「組織的犯罪処

罰法」という。）第十七条の罪、犯罪収益移転防止法第三十一条の罪その他政令で定める罪
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を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、当該刑の執

行を終わり、又は当該刑の執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しな

い者

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。

イ 個人であるときは、次の（１）から（９）までに掲げる者のいずれかに該当する者

（１） 二十歳未満の者

（２） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り

扱われている者

（３） 前号ハからホまでに掲げる者のいずれかに該当する者

（４） 第百十九条若しくは第二百四条第七項の規定により第百十四条の確認を取り消さ

れ、第百三十四条第二項において準用する第百十九条の規定若しくは第二百六条第六項の

規定により第百三十四条第一項の確認を取り消され、第百五十八条第三項において準用す

る第百十九条の規定若しくは第二百八条第三項の規定により第百五十八条第一項の確認を

取り消され、第百六十五条第二項において準用する第百十九条の規定若しくは第二百十条

第三項の規定により第百六十五条第一項の確認を取り消され、若しくはこの法律に相当す

る外国の法令の規定により当該外国において受けているこれらの確認に相当する行政処分

を取り消され、又はこれらの確認若しくはこれらに相当する行政処分の更新を拒否された

場合における当該確認又はこれに相当する行政処分に係る従業者であって、当該取消し又

は更新の拒否の日から起算して五年を経過しないもの（当該取消し又は更新の拒否につい

て当該従業者の責めに帰すべき事由があるときに限る。）

（５） 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、当該刑

の執行を終わり、又は当該刑の執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過

しない者

（６） この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は刑法第百八十五

条若しくは第百八十七条の罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条、第

十一条若しくは第十七条の罪、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年

法律第七十七号。以下「暴力団対策法」という。）第四十六条から第四十九条まで、第五十

条（第一号に係る部分に限る。）若しくは第五十一条の罪、犯罪収益移転防止法第二十五条

から第三十一条までの罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法

令による刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は当該刑の執行を受けること

がなくなった日から起算して五年を経過しない者

（７） アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者

（８） 暴力団対策法第二条第六号に規定する暴力団員（以下この（８）において「暴力団

員」という。）又は暴力団員でなくなった日から起算して五年を経過しない者

（９） 心身の故障によりカジノ事業を的確に遂行することができない者としてカジノ管

理委員会規則で定めるもの



139 

ロ 法人であるときは、前号ロからヘまでに掲げる者のいずれかに該当する者

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

のうちに前号イ（（９）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。

四 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者のうちに第六十条第二項各号

に掲げる者のいずれかに該当する者があること。

五 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者のうちに第百三十八条第二項

において準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する者があること。

３ カジノ管理委員会は、第一項各号に掲げる基準に照らし必要があると認めるときは、第

三十九条の免許に条件を付し、及びこれを変更することができる。

４ カジノ管理委員会は、第三十九条の免許については、その申請に係る特定複合観光施設

について認定施設供用事業者がある場合には、当該特定複合観光施設に係る第百二十四条

の免許を与えるときでなければ、これを与えてはならない。

（免許状等）

第四十二条 カジノ管理委員会は、第三十九条の免許を与えたときは、カジノ管理委員会規

則で定めるところにより、当該免許に係るカジノ事業者の名称、カジノ施設の名称及び設置

場所並びにカジノ行為区画の位置、カジノ行為の種類及び方法、カジノ施設の構造及び設備

の概要並びに特定金融業務の実施の有無及びその種別その他カジノ管理委員会規則で定め

る事項を記載した免許状を交付しなければならない。

２ カジノ管理委員会は、第三十九条の免許を与えないときは、カジノ管理委員会規則で定

めるところにより、申請者にその旨を通知しなければならない。

３ 免許状の交付又は書換えを受けた者は、当該免許状を亡失し、又は当該免許状が滅失し

たときは、速やかにその旨をカジノ管理委員会に届け出て、免許状の再交付を受けなければ

ならない。

（免許の有効期間等）

第四十三条 第三十九条の免許の有効期間は、当該免許の日から起算して三年とする。

２ 前項の有効期間の満了後引き続きカジノ事業を行おうとするカジノ事業者は、当該免

許の更新を受けなければならない。

３ 前項の更新を受けようとするカジノ事業者は、第一項の有効期間の満了の日前の期間

でカジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をしなければならな

い。

４ 第四十条（第一項第十一号並びに第二項第十一号及び第十三号を除く。）、第四十一条

（第一項第四号、第五号及び第七号から第十号まで、第二項第一号イ及び第二号イ（１）並

びに第三項を除く。）及び前条の規定は、第二項の更新について準用する。この場合におい

て、第四十条第三項及び第四十一条第四項中「第百二十四条の免許」とあるのは「第百二十

七条第二項の更新」と、同条第二項第四号中「第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに

該当する」とあるのは「認可主要株主等でない」と、同項第五号中「第百三十八条第二項に
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おいて準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する」とあるのは「認可施

設土地権利者でない」と読み替えるものとする。

５ 第三項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に

対する処分がされないときは、従前の免許は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされる

までの間は、なお効力を有する。

６ 第二項の更新がされたときは、当該免許の有効期間は、従前の免許の有効期間の満了の

日の翌日から起算して三年とする。

（完成検査等）

第四十四条 カジノ事業者は、第三十九条の免許を受けた後において、当該免許に係るカジ

ノ施設の工事が完成したときは、その施設及び使用しようとするカジノ関連機器等につい

て、カジノ管理委員会の検査を申請しなければならない。

２ 前項の検査の申請は、当該カジノ施設についてカジノ施設供用事業者がある場合には、

当該カジノ施設に係る第百二十八条第一項の検査の申請と同時にしなければならない。

３ カジノ管理委員会は、第一項の検査の結果、当該カジノ施設及び使用しようとするカジ

ノ関連機器等が第四十一条第一項第七号から第十号までに掲げる基準に適合していると認

めるときでなければ、これを合格させてはならない。

４ カジノ管理委員会は、第一項の検査については、第二項に規定する場合には、その申請

に係るカジノ施設を第百二十八条第一項の検査に合格させるときでなければ、これを合格

させてはならない。

５ カジノ事業者は、第三十九条の免許に係るカジノ施設について、第一項の検査に合格し

た後でなければ、その営業を開始してはならない。

６ カジノ事業者は、カジノ施設の営業を開始したときは、遅滞なく、その旨をカジノ管理

委員会に届け出なければならない。

（会社の合併）

第四十五条 カジノ事業者たる会社がその合併により消滅することとなる場合において、

あらかじめ当該合併についてカジノ管理委員会規則で定めるところによりカジノ管理委員

会に申請してその承認を受けたときは、当該合併後存続し、又は当該合併により設立された

会社は、そのカジノ事業についてのカジノ事業者の地位を承継する。

２ 第四十一条第一項（第五号及び第七号から第十号までを除く。）及び第二項（第五号を

除く。）の規定は、前項の承認について準用する。

３ 第一項の場合において、当該合併後存続する会社又は当該合併により設立された会社

は、当該合併後遅滞なく、当該合併により消滅した会社が交付を受けた免許状をカジノ管理

委員会に提出して、その書換えを受けなければならない。

（会社の分割）

第四十六条 カジノ事業者たる会社が分割によりカジノ事業の全部を承継させる場合にお

いて、あらかじめ当該分割についてカジノ管理委員会規則で定めるところによりカジノ管
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理委員会に申請してその承認を受けたときは、当該分割によりカジノ事業を承継した会社

は、当該カジノ事業についてのカジノ事業者の地位を承継する。

２ 第四十一条第一項（第五号及び第七号から第十号までを除く。）及び第二項（第五号を

除く。）の規定は、前項の承認について準用する。

３ 第一項の場合において、当該分割によりカジノ事業を承継した会社は、当該分割後遅滞

なく、当該分割をした会社が交付を受けた免許状をカジノ管理委員会に提出して、その書換

えを受けなければならない。

（カジノ事業の譲渡）

第四十七条 カジノ事業者が譲渡によりカジノ事業の全部を承継させる場合において、あ

らかじめ当該譲渡についてカジノ管理委員会規則で定めるところによりカジノ管理委員会

に申請してその承認を受けたときは、当該譲渡によりカジノ事業を承継した会社は、当該カ

ジノ事業についてのカジノ事業者の地位を承継する。

２ 第四十一条第一項（第五号及び第七号から第十号までを除く。）及び第二項（第五号を

除く。）の規定は、前項の承認について準用する。

３ 第一項の場合において、当該譲渡によりカジノ事業を承継した会社は、当該譲渡後遅滞

なく、当該譲渡をした会社が交付を受けた免許状をカジノ管理委員会に提出して、その書換

えを受けなければならない。

（変更の承認等）

第四十八条 カジノ事業者は、次に掲げる事項の変更（第三号に掲げる事項にあっては、カ

ジノ管理委員会規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、カジノ管理委員

会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会の承認を受けなければならない。

一 カジノ施設のカジノ行為区画の位置

二 カジノ行為の種類又は方法

三 カジノ施設の構造若しくは設備（当該カジノ施設についてカジノ施設供用事業者があ

る場合には、専らカジノ施設供用事業者が管理する部分に係る構造及び設備を除く。）又は

これらの管理方法

四 役員

五 特定金融業務の実施の有無又は特定金融業務の種別若しくは内容その他特定金融業務

に関するカジノ管理委員会規則で定める事項

２ 前項の承認（同項第一号及び第三号に掲げる事項の承認に限る。第四項、第七項、第十

一項及び第十二項において同じ。）の申請は、当該カジノ施設についてカジノ施設供用事業

者がある場合において、当該申請に係る変更と同時に当該カジノ施設供用事業者が当該カ

ジノ施設の構造若しくは設備又はこれらの管理方法の変更をしようとするときは、第百二

十九条第一項の承認（同項第一号又は第二号に掲げる事項の承認に限る。第四項において同

じ。）の申請と同時にしなければならない。

３ 第四十一条第一項（第四号、第五号、第九号及び第十号を除く。）及び第二項（第一号、
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第四号及び第五号を除く。）の規定は、第一項の承認について準用する。

４ カジノ管理委員会は、第一項の承認については、第二項に規定する場合には、その申請

に係るカジノ施設に係る第百二十九条第一項の承認を与えるときでなければ、これを与え

てはならない。

５ カジノ事業者は、第一項のカジノ管理委員会規則で定める軽微な変更又はカジノ事業

者の名称の変更その他のカジノ管理委員会規則で定める軽微な変更をしたときは、カジノ

管理委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なけ

ればならない。この場合において、カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定める書類を

添付しなければならない。

６ カジノ事業者は、第一項の承認を受けた事項又は前項の規定による届出に係る事項が

免許状の記載事項に該当するときは、遅滞なく、その書換えを受けなければならない。

７ カジノ事業者は、第一項の承認を受けたカジノ施設の構造又は設備の変更に係る工事

を完成したときは、遅滞なく、カジノ管理委員会の検査を申請しなければならない。

８ 前項の検査の申請は、当該カジノ施設についてカジノ施設供用事業者がある場合には、

当該カジノ施設に係る第百二十九条第五項の検査の申請と同時にしなければならない。

９ カジノ管理委員会は、第七項の検査の結果、当該カジノ施設が第四十一条第一項第七号

及び第八号に掲げる基準に適合していると認めるときでなければ、これを合格させてはな

らない。

１０ カジノ管理委員会は、第七項の検査については、第八項に規定する場合には、その申

請に係るカジノ施設を第百二十九条第五項の検査に合格させるときでなければ、これを合

格させてはならない。

１１ カジノ事業者は、第一項の承認を受けてその構造又は設備を変更したカジノ施設（当

該変更に係る部分に限る。次項において同じ。）について、第七項の検査に合格した後でな

ければ、これをカジノ業務又はカジノ行為区画内関連業務の用に供してはならない。

１２ カジノ事業者は、第一項の承認を受けてその構造又は設備を変更したカジノ施設の

供用を開始したときは、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

（免許の取消し）

第四十九条 カジノ管理委員会は、カジノ事業者について、次の各号に掲げる事実のいずれ

かが判明したときは、第三十九条の免許を取り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により第三十九条の免許、第四十三条第二項の更新又は第四十

五条第一項、第四十六条第一項、第四十七条第一項若しくは前条第一項の承認を受けたこと。

二 第四十一条第一項各号に掲げる基準に適合していないこと。

三 第四十一条第二項各号に掲げる事由のいずれかに該当していること。

四 正当な事由がないのに、第四十四条第三項の規定による合格の日から起算して六月以

内にカジノ行為業務を開始せず、又は引き続き六月以上カジノ行為業務を休止し、現にカジ

ノ行為業務を行っていないこと。
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（免許の失効）

第五十条 カジノ事業者について、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当することとな

ったときは、第三十九条の免許は、その効力を失う。

一 第三十五条第一項の規定により区域整備計画の認定が取り消されたとき。

二 カジノ施設供用事業者がある場合において、第百二十四条の免許が取り消され、又は失

効したとき。

（免許状の返納）

第五十一条 免許状の交付又は書換えを受けた者は、次の各号に掲げる場合のいずれかに

該当することとなったときは、遅滞なく、免許状（第四号にあっては、発見し、又は回復し

た免許状）をカジノ管理委員会に返納しなければならない。

一 カジノ事業を廃止し、又は譲渡したとき（第四十六条第一項又は第四十七条第一項の承

認を受けた場合を除く。）。

二 第四十九条又は第二百四条第三項の規定により第三十九条の免許が取り消されたとき。

三 前条の規定により第三十九条の免許が失効したとき。

四 亡失により免許状の再交付を受けた場合において、亡失した免許状を発見し、又は回復

したとき。

２ 前項第一号に掲げる場合において、免許状の返納があったときは、第三十九条の免許は、

その効力を失う。

３ 免許状の交付又は書換えを受けた者が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するこ

ととなったときは、当該各号に定める者は、遅滞なく、免許状をカジノ管理委員会に返納し

なければならない。

一 合併以外の事由により解散したとき 清算人又は破産管財人

二 合併により消滅したとき（当該消滅までに、合併後存続し、又は合併により設立される

会社について第四十五条第一項の承認が与えられなかったときに限る。） 合併後存続し、

又は合併により設立された会社の代表者

（定款）

第五十二条 カジノ事業者は、定款の変更をしようとするときは、カジノ管理委員会規則で

定めるところにより、カジノ管理委員会の認可を受けなければならない。

２ カジノ管理委員会は、前項の認可の申請があったときは、当該申請が定款に係る第四十

一条第一項第十一号に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

（業務方法書）

第五十三条 業務方法書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 カジノ行為業務及びこれに附帯する業務に関し、カジノ行為の種類及び方法に関する

事項（賭金額、払戻率その他のカジノ行為に関する事項を含む。）、顧客に対する情報提供の

方法に関する事項、カジノ行為が公平かつ公正に行われることを確保するための措置に関

する事項、顧客のカジノ行為への誘引のための措置に関する事項並びに広告及び勧誘に関
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する事項

二 第七十条第一項の確認に関する事項

三 第百十条第一項の措置に関する事項

四 第百十一条第一項の措置に関する事項

五 特定金融業務を行おうとするときは、その種別及び内容に関する事項

六 カジノ行為区画内関連業務を行おうとするときは、その種別及び内容に関する事項

七 カジノ事業者が行う業務（カジノ業務及びカジノ行為区画内関連業務以外の設置運営

事業に係る業務を含む。以下同じ。）の執行が法令に適合することを確保するための体制そ

の他当該カジノ事業者が行う業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

八 カジノ事業者が行う業務の会計に関する事項

九 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ 前条の規定は、業務方法書の変更について準用する。

（カジノ施設利用約款）

第五十四条 カジノ施設利用約款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 カジノ施設の利用に関する事項（第六十八条第一項第一号及び第二号に掲げるカジノ

施設の利用を制限する措置に関する事項を含む。）

二 カジノ行為の種類及び方法に関する事項（賭金額、払戻率その他のカジノ行為に関する

事項を含む。）

三 特定金融業務に関する事項

四 取引時確認（犯罪収益移転防止法第四条第六項に規定する取引時確認をいう。第五十六

条第一項第一号において同じ。）及び第百四条各項の措置に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ 第五十二条の規定は、カジノ施設利用約款の変更について準用する。この場合において、

同条第二項中「第四十一条第一項第十一号」とあるのは、「第四十一条第一項第十二号」と

読み替えるものとする。

（依存防止規程）

第五十五条 依存防止規程には、第六十八条第一項及び第二項の措置に関する事項を記載

しなければならない。

２ 第五十二条の規定は、依存防止規程の変更について準用する。この場合において、同条

第二項中「第四十一条第一項第十一号」とあるのは、「第四十一条第一項第十三号」と読み

替えるものとする。

（犯罪収益移転防止規程）

第五十六条 犯罪収益移転防止規程には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 取引時確認の的確な実施に関する事項

二 取引記録等（犯罪収益移転防止法第七条第三項に規定する取引記録等をいう。）の作成

及び保存に関する事項
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三 疑わしい取引の届出（犯罪収益移転防止法第八条第三項に規定する疑わしい取引の届

出をいう。）に係る判断の方法に関する事項

四 第百三条第一項の規定による措置、第百四条各項の措置、第百五条の規定による表示及

び第百九条第一項の規定による届出に関する事項

２ 第五十二条の規定は、犯罪収益移転防止規程の変更について準用する。この場合におい

て、同条第二項中「第四十一条第一項第十一号」とあるのは、「第四十一条第一項第十四号」

と読み替えるものとする。

（名義貸しの禁止）

第五十七条 カジノ事業者は、自己の名義をもって、他の者にカジノ事業を行わせてはなら

ない。

第二款 認可主要株主等

（認可等）

第五十八条 次に掲げる取引若しくは行為によりカジノ事業者の主要株主等基準値以上の

数の議決権等の保有者になろうとする者又はカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の

議決権等の保有者になる法人等の設立をしようとする者は、カジノ管理委員会の認可を受

けなければならない。

一 当該議決権等の保有者になろうとする者によるカジノ事業者の議決権等の取得

二 前号に掲げるもののほか、合併その他のカジノ管理委員会規則で定める取引又は行為

２ 認定設置運営事業者が第三十九条の免許を受けたときは、当該免許の申請書に記載さ

れた主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者は、その免許の時に前項の認可を受け

たものとみなす。

３ 第一項の認可に係る取引若しくは行為又は法人等の設立によりカジノ事業者の認可主

要株主等になった者は、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

４ 第一項に規定する取引若しくは行為又は法人等の設立以外の事由によりカジノ事業者

の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者になった者（以下この条において「特定保

有者」という。）は、当該事由の生じた日から起算して六十日を経過する日（以下この条に

おいて「猶予期限日」という。）以内にカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の議決権

等の保有者でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。ただし、当該特定保有者

が、猶予期限日後も引き続きカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有

者であることについてカジノ管理委員会の認可を受けたときは、この限りでない。

５ 特定保有者は、前項本文の措置によりカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の議

決権等の保有者でなくなったときは、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なけれ

ばならない。同項本文の措置によることなくカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の

議決権等の保有者でなくなったときも、同様とする。

６ カジノ管理委員会は、第一項の認可を受けることなく同項に規定する取引若しくは行

為によりカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者になった者若しく
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はカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者として設立された法人等

又は第四項ただし書の認可を受けることなく猶予期限日後もカジノ事業者の主要株主等基

準値以上の数の議決権等の保有者である者に対し、当該カジノ事業者の主要株主等基準値

以上の数の議決権等の保有者でなくなるよう、所要の措置を講ずべきことを命ずることが

できる。

（認可の申請）

第五十九条 前条第一項又は第四項ただし書の認可を受けようとする者は、次に掲げる事

項を記載した申請書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所並びに当該申請者が法人等であるときは、その代表者

又は管理人の氏名

二 申請者が法人等であるときは、その役員の氏名又は名称及び住所

三 当該申請に係る認可を受けて法人等が設立されるときは、当該法人等の名称及び住所、

代表者又は管理人の氏名並びに役員の氏名又は名称及び住所

四 主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者になる取引若しくは行為又は主要株主

等基準値以上の数の議決権等の保有者になる法人等を設立する行為の内容

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

一 次条第二項各号に掲げる者のいずれにも該当しないことを誓約する書面

二 申請者が法人であるときは、定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。）

三 当該申請に係る認可を受けて法人が設立されるときは、当該法人の定款（これに準ずる

ものを含む。）

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類

（認可の基準）

第六十条 カジノ管理委員会は、第五十八条第一項又は第四項ただし書の認可の申請があ

ったときは、当該申請が次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

一 申請者（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であるときは、その法

定代理人）が十分な社会的信用を有する者であること。

二 第五十八条第一項の認可の申請の場合において、当該認可を受けて法人等が設立され

るときは、当該法人等が十分な社会的信用を有する者であること。

三 前二号に規定する者（第一号に規定する者にあっては、法人等であるものに限る。）の

役員が十分な社会的信用を有する者であること。

２ カジノ管理委員会は、第五十八条第一項又は第四項ただし書の認可の申請について、そ

の申請者が次の各号に掲げる者のいずれかに該当するとき若しくは前項第二号に規定する

法人等が第二号ハに掲げる者に該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに

虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、当該認可をしてはなら

ない。
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一 個人であるときは、次のイからハまでに掲げる者のいずれかに該当する者

イ 第四十一条第二項第二号イ（２）から（５）まで又は（８）に掲げる者のいずれかに該

当する者

ロ この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は刑法第百八十五条

若しくは第百八十七条の罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条、第十

一条若しくは第十七条の罪、暴力団対策法第四十六条から第四十九条まで、第五十条（第一

号に係る部分に限る。）若しくは第五十一条の罪、犯罪収益移転防止法第二十五条から第三

十一条までの罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による

刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は当該刑の執行を受けることがなくな

った日から起算して五年を経過しない者

ハ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であるときは、その法定代理

人のうちに次の（１）又は（２）に掲げる者のいずれかに該当する者がある者

（１） 個人であるときは、イ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者

（２） 法人であるときは、次号イ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者

二 法人等であるときは、次のイからハまでに掲げる者のいずれかに該当する者

イ 第四十一条第二項第一号ロからホまでに掲げる者のいずれかに該当する者

ロ この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は組織的犯罪処罰法

第十七条の罪、犯罪収益移転防止法第三十一条の罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑

（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は

当該刑の執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者

ハ その役員のうちに前号ハ（１）又は（２）に掲げる者のいずれかに該当する者がある者

（変更の承認等）

第六十一条 カジノ事業者の認可主要株主等（法人等であるものに限る。）は、その役員の

変更をしようとするときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員

会の承認を受けなければならない。

２ 前条第一項及び第二項（第二号ハに係る部分に限る。）の規定は、前項の承認について

準用する。

３ カジノ事業者の認可主要株主等は、氏名又は名称の変更その他のカジノ管理委員会規

則で定める軽微な変更をしたときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、遅滞な

く、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

（認可の取消し）

第六十二条 カジノ管理委員会は、カジノ事業者の認可主要株主等について、次の各号に掲

げる事実のいずれかが判明したときは、第五十八条第一項又は第四項ただし書の認可を取

り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により第五十八条第一項若しくは第四項ただし書の認可又は前

条第一項の承認を受けたこと。
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二 第六十条第一項各号に掲げる基準に適合していないこと。

三 第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当していること。

２ 前項の規定により認可が取り消されたときは、当該認可に係る認可主要株主等であっ

た者は、カジノ管理委員会が指定する期間内にカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数

の議決権等の保有者でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。

３ 第五十八条第五項及び第六項の規定は、第一項の規定により認可が取り消された場合

における認可主要株主等であった者に係る前項の措置について準用する。

（認可の失効）

第六十三条 第五十八条第一項の認可について次の各号に掲げる場合のいずれかに該当す

ることとなったとき、又は同条第四項ただし書の認可について第二号に掲げる場合に該当

することとなったときは、当該認可は、その効力を失う。

一 当該認可を受けた日から起算して六月以内に当該認可があった事項が実行されなかっ

たとき（やむを得ない理由がある場合において、あらかじめカジノ管理委員会の承認があっ

たときを除く。）。

二 当該認可に係る認可主要株主等がカジノ事業者の主要株主等基準値以上の数の議決権

等の保有者でなくなったとき。

２ 前項（第二号に係る部分に限る。）の規定により認可が失効したときは、当該認可に係

る認可主要株主等であった者は、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければな

らない。

（株主等の社会的信用確保等）

第六十四条 カジノ事業者は、当該カジノ事業者の議決権等の保有者の十分な社会的信用

を確保するために必要な措置として、当該議決権等の保有又は譲渡を制限する措置その他

のカジノ管理委員会規則で定める措置を講じなければならない。

２ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、定期的に、当該カジノ

事業者の議決権等の保有者を記載した書類をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

第二節 カジノ事業者が行う業務

第一款 総則

（約款に基づく契約の締結）

第六十五条 カジノ事業者は、顧客にカジノ施設を利用させるときは、カジノ施設利用約款

（第四十条第一項の申請書に添付されたもの（第五十四条第二項において準用する第五十

二条第一項の規定による変更の認可があったときは、その変更後のもの）に限る。次項及び

第九十四条において同じ。）に基づいて、これをしなければならない。

２ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ施設利用約款の

内容を顧客に提供しなければならない。

（カジノ施設の構造及び設備等）

第六十六条 カジノ事業者は、カジノ施設並びにその構造及び設備を、第四十一条第一項第
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七号及び第八号に掲げる基準に適合するように維持しなければならない。この場合におい

て、当該カジノ施設についてカジノ施設供用事業者があるときは、当該カジノ施設供用事業

者との責任分担に従い、及び当該カジノ施設供用事業者との緊密な連携の下に、これを行わ

なければならない。

２ カジノ事業者は、カジノ施設並びにその構造及び設備が第四十一条第一項第七号及び

第八号に掲げる基準に適合するものでなければ、当該カジノ施設をカジノ事業の用に供し

てはならない。

３ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより計ったカジノ施設内の

照度を、カジノ管理委員会規則で定める数値以下としてその業務を行ってはならない。

（カジノ行為粗収益の集計等）

第六十七条 カジノ事業者は、カジノ施設の営業の開始前に、カジノ行為粗収益（第百九十

二条第一項第一号に規定するカジノ行為粗収益をいう。以下この条において同じ。）の集計

に関する業務の手順及び体制の手続を定め、カジノ管理委員会の認可を受けなければなら

ない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ カジノ事業者は、適正かつ確実に集計することができる集計方法としてカジノ管理委

員会規則で定める方法により、カジノ行為粗収益を集計しなければならない。

３ カジノ事業者は、カジノ行為粗収益の集計の状況について、カジノ管理委員会規則で定

めるところにより、定期に、当該カジノ事業者と第二十八条第十五項に規定する特別の利害

関係のない公認会計士又は監査法人の監査を受けなければならない。

４ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、帳簿を備え、これにカ

ジノ行為粗収益の集計の状況に関する事項を記録し、これを保存しなければならない。

第二款 依存の防止のための措置及び入場規制等

（カジノ行為に対する依存の防止のための措置）

第六十八条 カジノ事業者は、カジノ行為に対する依存を防止するため、カジノ管理委員会

規則で定めるところにより、依存防止規程（第四十条第一項の申請書に添付されたもの（第

五十五条第二項において準用する第五十二条第一項の規定による変更の認可があったとき

は、その変更後のもの）に限る。第三項において同じ。）に従って、次に掲げる措置を講じ

なければならない。この場合において、カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めると

ころにより、その講じた措置の内容及び実施の状況をカジノ管理委員会に報告しなければ

ならない。

一 入場者（カジノ行為区画に入場しようとする者及びカジノ行為区画に入場した後当該

カジノ行為区画に滞在する者をいい、業務として入場する者その他の政令で定める者を除

く。以下同じ。）又はその家族その他の関係者の申出により当該入場者のカジノ施設の利用

を制限する措置

二 前号に掲げるもののほか、カジノ行為に対する依存による悪影響を防止する観点から

カジノ施設を利用させることが不適切であると認められる者のカジノ施設の利用を制限す
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る措置

三 カジノ施設の利用に関する入場者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体

制の整備その他のカジノ施設の利用に関する入場者の適切な判断を助けるための措置

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ行為に対する依存による悪影響を防止する観点か

ら必要なものとしてカジノ管理委員会規則で定める措置

２ カジノ事業者は、前項の措置を的確に実施するため、次に掲げる措置を講じなければな

らない。

一 前項の措置の的確な実施のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前項の措置の的確な実施のための体制の整備（同項の措置の的確な実施のために必要

な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者の選任を含む。）

三 前項の措置に関する評価の実施

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

３ カジノ事業者及びその従業者は、依存防止規程を守らなければならない。

４ カジノ事業者は、第一項の措置の的確な実施に関し、第二項第二号の統括管理する者の

その職務を行う上での意見を尊重しなければならない。

５ カジノ事業者は、第二項第三号の評価を行ったときは、カジノ管理委員会規則で定める

ところにより、遅滞なく、当該評価の結果をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

６ カジノ事業者は、第二十三条第一項の監査報告の内容（第一項の措置に関する部分に限

る。）の通知を受けたときは、遅滞なく、これをカジノ管理委員会に届け出なければならな

い。

（入場規制）

第六十九条 カジノ事業者は、政令で定める場合を除き、次に掲げる者をカジノ施設に入場

させ、又は滞在させてはならない。

一 二十歳未満の者

二 第四十一条第二項第二号イ（８）に掲げる者

三 第百八十一条第一項又は第二項の規定に違反して、入場料（第百七十六条第一項に規定

する入場料をいう。次号において同じ。）又は認定都道府県等入場料（第百七十七条第一項

に規定する認定都道府県等入場料をいう。）を納付しない者

四 本邦内に住居を有しない外国人以外の者であって、カジノ施設に入場し、又は滞在しよ

うとする日（次号において「入場等基準日」という。）から起算して過去七日間において第

百七十六条第一項の規定により入場料を賦課されてカジノ行為区画（入場し、又は滞在しよ

うとするカジノ施設以外のカジノ施設のカジノ行為区画を含む。）に入場した回数及び同条

第三項の規定により入場料を再賦課され、又は同条第五項の規定により入場料を再々賦課

された回数（同号及び次条第一項において「入場等回数」という。）が既に三回に達してい

るもの（直近の賦課入場時（第百七十六条第一項の規定により賦課された入場料の納付後初

めてカジノ行為区画に入場した時をいう。）、再賦課基準時（同条第二項に規定する再賦課基
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準時をいう。）又は再々賦課基準時（同条第四項に規定する再々賦課基準時をいう。）（同号

において「賦課入場時等」という。）からそれぞれ二十四時間を経過するまでの間にある者

を除く。）

五 本邦内に住居を有しない外国人以外の者であって、入場等基準日から起算して過去二

十八日間における入場等回数が既に十回に達しているもの（直近の賦課入場時等からそれ

ぞれ二十四時間を経過するまでの間にある者を除く。）

（入退場時の本人確認等）

第七十条 カジノ事業者は、入場者について、当該入場者がカジノ行為区画に入場しようと

する時及びカジノ行為区画から退場しようとする時ごとに、当該入場者から行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年法律第二十七

号）第二条第七項に規定する個人番号カード（本邦内に住居を有しない日本人及び外国人並

びに本邦内に住居を有する外国人であって住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）

第三十条の四十五の表の上欄に掲げる者（以下この項において「中長期在留者等」という。）

以外のものにあっては、旅券（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）

第二条第五号に掲げる旅券をいう。）その他の特定の入場者を識別することができるものと

してカジノ管理委員会規則で定めるもの）の提示を受け、当該入場者から当該個人番号カー

ドに記録された署名用電子証明書（電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認

証業務に関する法律（平成十四年法律第百五十三号）第三条第一項に規定する署名用電子証

明書をいう。）の送信を受ける方法その他の特定の入場者の識別及び当該入場者に係る入場

等回数の確認をすることができるものとしてカジノ管理委員会規則で定める方法により、

本人特定事項（氏名、住所等（本邦内に住居を有する日本人及び中長期在留者等にあっては

住所を、本邦内に住居を有しない日本人にあっては本籍地都道府県名を、中長期在留者等以

外の外国人にあっては国籍をいう。）、生年月日及び写真をいう。以下この条において同じ。）

及び当該入場者が前条の規定によりカジノ施設に入場させ、又は滞在させてはならないこ

ととされている者（以下この節において「入場禁止対象者」という。）に該当しないことの

確認をしなければならない。この場合において、カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で

定めるところにより、次に掲げる事項について記録を作成し、これを保存しなければならな

い。

一 当該確認をした日時及び当該入場者の本人特定事項（写真を除く。）

二 当該入場者が入場禁止対象者に該当するかどうかについての当該確認の結果

三 当該入場者がカジノ行為区画に入場したときは、その入場した日時及び当該カジノ行

為区画から退場した日時

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ カジノ事業者は、入場者（本邦内に住居を有しない外国人を除く。次項において同じ。）

が前条第四号又は第五号に掲げる者に該当するかどうか（以下この条において「入場等回数

制限対象者該当性」という。）について前項の確認をするに当たっては、カジノ管理委員会
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規則で定める方法により、カジノ管理委員会に対し入場等回数制限対象者該当性について

の照会（第五項において単に「照会」という。）をしなければならない。この場合において、

カジノ管理委員会は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、直ちに、カジノ事業者

に回答するものとする。

３ カジノ事業者は、入場者をカジノ行為区画に入場させたとき及び当該入場者がカジノ

行為区画から退場したときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、直ちに、当該

入場者の本人特定事項その他のカジノ管理委員会規則で定める事項をカジノ管理委員会に

報告しなければならない。

４ 入場者は、第一項の確認を受けるときは、カジノ事業者に対し、当該確認に係る事項を

偽ってはならない。

５ カジノ事業者及びその行う入場等回数制限対象者該当性についての確認に係る業務に

従事する従業者は、当該確認以外の目的のためにカジノ管理委員会に対し照会をし、又は照

会に対するカジノ管理委員会の回答により得られた情報（次項において「回答情報」という。）

を当該確認以外の目的に使用し、若しくは第三者に提供してはならない。

６ カジノ事業者及びその行う入場等回数制限対象者該当性についての確認に係る業務に

従事していた従業者は、当該カジノ事業者がカジノ事業者に該当しなくなった後又は当該

従業者が当該業務に従事しなくなった後においては、回答情報を使用し、又は第三者に提供

してはならない。

（入場禁止対象者によるカジノ施設の利用の防止のための措置）

第七十一条 カジノ事業者は、カジノ施設の適正な利用を確保するため、カジノ管理委員会

規則で定めるところにより、カジノ施設において入場禁止対象者を発見するために必要な

措置、カジノ施設において入場禁止対象者を発見した場合においてこれをカジノ施設から

退去させる措置その他入場禁止対象者によるカジノ施設の利用を防止するために必要な措

置を講じなければならない。

（入場規制等に係る規定の遵守のための措置）

第七十二条 カジノ事業者は、前三条の規定を遵守するため、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。

一 前三条の規定の遵守のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前三条の規定の遵守のための行為準則の作成

三 前三条の規定の遵守のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者

の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

２ カジノ事業者は、前項第二号の行為準則を作成したときは、カジノ管理委員会規則で定

めるところにより、遅滞なく、カジノ管理委員会に届け出なければならない。届け出た行為

準則の内容を変更したときも、同様とする。

３ 第六十八条第三項の規定は第一項第二号の行為準則について、同条第四項の規定は前
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三条の規定の遵守について、それぞれ準用する。この場合において、同項中「第二項第二号」

とあるのは、「第七十二条第一項第三号」と読み替えるものとする。

第三款 カジノ行為業務

（カジノ行為）

第七十三条 カジノ事業者は、入場禁止対象者及び第百七十四条第二項の規定によりカジ

ノ行為を行ってはならないこととされている者にカジノ行為を行わせてはならない。

２ カジノ事業者は、カジノ行為を顧客との間で行い、又は顧客相互間で行わせるときは、

カジノ行為区画のうち第四十一条第一項第七号のカジノ管理委員会規則で定める部分にお

いて行い、又は行わせなければならない。

３ カジノ事業者は、カジノ行為の公正性を確保し、又は著しく顧客の射幸心をそそること

を防止するために必要なものとしてカジノ管理委員会規則で定めるカジノ行為に関する基

準に従い、カジノ行為業務を行わなければならない。

４ カジノ事業者は、カジノ行為に関し、その公正性を確保し、顧客の利益が不当に害され

ることのないよう、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ行為の方法その他

顧客に参考となるべき情報を提供しなければならない。

５ カジノ事業者は、カジノ行為に関し、次に掲げる行為をしてはならない。

一 顧客に対し、虚偽のことを告げ、又はカジノ行為の内容のうち重要な事項を告げない行

為

二 顧客に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると誤認させる

おそれのあることを告げる行為

三 前二号に掲げるもののほか、偽りその他不正又は不当な行為

６ カジノ事業者は、顧客との間でカジノ行為を行うときは、その得喪を争う金銭に代えて、

チップ（金銭の額に相当する価額を有するものとして交付又は付与（以下この節及び第百九

十二条第一項第一号において「交付等」という。）をされる証票、電子機器その他の物又は

番号、記号その他の符号であって、カジノ行為を行うために提示、交付その他の方法により

使用することができるものをいう。以下同じ。）を使用しなければならない。

７ カジノ事業者は、顧客が当該カジノ事業者との間又は顧客相互間でカジノ行為を行う

ときは、その得喪を争う金銭に代えて、チップを顧客に使用させなければならない。

８ カジノ事業者は、顧客にチップの交付等をするときは、カジノ管理委員会規則で定める

ところにより、顧客から、現金による支払のほか、元本の拠出があり、かつ、容易に換価す

ることができるものとしてカジノ管理委員会規則で定める支払手段又はカジノ行為関連景

品類であってこれと引換えにチップの交付等をするものとして顧客に提供されたもの以外

の手段による支払を受けてはならない。

９ カジノ事業者は、前項の規定にかかわらず、本邦内に住居を有しない外国人である顧客

がクレジットカード（それを提示し又は通知して、事業者から商品若しくは権利を購入し又

は有償で役務の提供を受けることができるカードその他の物又は番号、記号その他の符号
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（以下この項において「カード等」という。）であって、当該顧客が当該カード等を提示し

又は通知して事業者から商品若しくは権利を購入し又は有償で役務の提供を受けたときは、

当該顧客に当該カード等を交付し、又は付与した者が当該事業者に当該商品若しくは権利

の代金又は当該役務の対価に相当する額の金銭を直接に又は第三者を経由して交付すると

ともに、当該顧客からあらかじめ定められた時期までに当該代金若しくは当該対価の合計

額の金銭を受領し、又はあらかじめ定められた時期ごとに当該合計額を基礎としてあらか

じめ定められた方法により算定して得た額の金銭を受領するもの（次款の規定による特定

資金貸付業務に係る規制を勘案してカジノ管理委員会が適当と認める条件によるものに限

る。）をいう。）を提示したときは、当該クレジットカードの利用による支払を受けて、当該

顧客に対し、チップの交付等をすることができる。

１０ カジノ事業者は、顧客の求めに応じ、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、

チップと引換えに、当該チップの価額（当該顧客が特定資金貸付契約（顧客からカジノ行為

に供しようとする金銭の貸付けに係る依頼を受け、当該顧客との間でカジノ事業者が締結

する特定資金貸付業務に係る契約をいう。以下同じ。）に基づきカジノ事業者に対して債務

を有する場合には、当該債務の額を控除した額）に相当する現金又は元本の拠出があり、か

つ、容易に換価することができるものとしてカジノ管理委員会規則で定めるものを当該顧

客に交付しなければならない。

１１ カジノ事業者は、前各項の規定を遵守するため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。

一 前各項の規定の遵守のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前各項の規定の遵守のための行為準則の作成

三 前各項の規定の遵守のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者

の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

１２ 第六十八条第三項及び前条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第六十

八条第四項の規定は第一項から第十項までの規定の遵守について、それぞれ準用する。この

場合において、同条第四項中「第二項第二号」とあるのは、「第七十三条第十一項第三号」

と読み替えるものとする。

１３ カジノ管理委員会があらかじめ指定するカジノ管理委員会の職員（次条において「指

定職員」という。）は、カジノ事業者が第四十一条第三項の条件に違反し、第四十八条第一

項の承認を受けないでカジノ行為の種類若しくは方法を変更し、又は第一項から第十項ま

で若しくは第百十四条の規定に違反してカジノ行為業務を行っていると認めるときは、当

該カジノ事業者に対し、当該カジノ行為業務をやめるよう命ずることができる。

（カジノ行為業務に使用するカジノ関連機器等）

第七十四条 カジノ事業者は、カジノ行為業務を行うに当たっては、第百五十一条第一項若

しくは第二項の検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等又は第百五十六条第一項の
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表示が付され、かつ、技術基準に適合する非電磁的カジノ関連機器等（以下この条において

「適合機器等」という。）以外の機器等をカジノ関連機器等の用途に使用し、又は適合機器

等をその用途以外のカジノ関連機器等の用途に使用してはならない。

２ カジノ事業者は、増設、交替その他の事由によりカジノ関連機器等の変更（カジノ行為

業務において大量に使用され又は廃棄されるトランプその他のカジノ管理委員会規則で定

める非電磁的カジノ関連機器等にあっては、その種別の変更に限る。）をしようとするとき

は、カジノ管理委員会規則で定める軽微な変更の場合を除き、カジノ管理委員会規則で定め

るところにより、カジノ管理委員会の承認を受けなければならない。

３ カジノ管理委員会は、前項の承認の申請について、当該申請に係るカジノ関連機器等が

適合機器等でないときは、当該承認を与えてはならない。

４ カジノ事業者は、カジノ関連機器等について第二項のカジノ管理委員会規則で定める

軽微な変更をしたときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨

をカジノ管理委員会に届け出なければならない。この場合において、カジノ事業者は、カジ

ノ管理委員会規則で定める書類を添付しなければならない。

５ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ関連機器等の管

理に関し、点検及び修理の状況その他のカジノ管理委員会規則で定める事項について記録

を作成し、これを保存しなければならない。

６ 何人も、適合機器等以外の機器等がカジノ関連機器等の用途に使用され、又は適合機器

等がその用途以外のカジノ関連機器等の用途に使用されることを知りながら、カジノ事業

者に対し、それぞれ適合機器等以外の機器等又は適合機器等を販売し、貸与し、又は授与し

てはならない。

７ 指定職員は、第一項、第二項又は第四項の規定に違反して機器等が使用されていると認

めるときは、カジノ事業者に対し、当該機器等の使用を継続してはならない旨を命ずること

ができる。

８ 指定職員は、前項の規定による命令をしたときは、当該カジノ事業者に対し、当該機器

等について使用の継続を禁止する旨を記載した文書を交付し、かつ、当該機器等の見やすい

箇所にその旨を表示する標章を貼り付けなければならない。

９ 指定職員は、前項の規定による措置をとったときは、その旨をカジノ管理委員会に報告

しなければならない。

１０ 第八項の規定により貼り付けられた標章は、何人も、これを破損し、又は汚損しては

ならず、また、当該機器等につき必要な措置がとられたことについて、カジノ管理委員会規

則で定める手続により、カジノ管理委員会の確認を受けた後でなければ、これを取り除いて

はならない。

１１ 第八項の規定により交付する文書及び貼付する標章の様式は、カジノ管理委員会規

則で定める。

（カジノ行為業務の状況等の報告）
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第七十五条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、三月ごとに、

カジノ行為業務及びカジノ施設の運営の状況に関し、カジノ管理委員会規則で定める事項

をカジノ管理委員会に報告しなければならない。

２ カジノ事業者は、前項に定めるもののほか、カジノ行為に関し、不正の行為又は法令に

違反する重大な事実を発見したときは、遅滞なく、これをカジノ管理委員会に報告しなけれ

ばならない。

第四款 特定金融業務

（特定金融業務の規制）

第七十六条 カジノ事業者は、特定金融業務においては、顧客がチップの交付等を受けるた

めの支払に充てようとする金銭、チップと引換えに交付された金銭又は特定資金貸付契約

に基づくカジノ事業者に対する債務の弁済に充てようとする金銭以外の金銭を取り扱って

はならない。

２ カジノ事業者は、特定金融業務の実施に関し、次に掲げる行為をしてはならない。

一 顧客に対し、虚偽のことを告げ、又は特定金融業務の内容のうち重要な事項を告げない

行為

二 顧客に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると誤認させる

おそれのあることを告げる行為

三 前二号に掲げるもののほか、偽りその他不正又は不当な行為

四 前三号に掲げるもののほか、顧客の保護に欠けるおそれがあるものとしてカジノ管理

委員会規則で定める行為

３ カジノ事業者が第三十九条の免許を受けて行う特定金融業務については、銀行法（昭和

五十六年法律第五十九号）の規定は、適用しない。

４ カジノ事業者は、この款の規定を遵守するため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。

一 この款の規定の遵守のための従業者に対する教育訓練の実施

二 この款の規定の遵守のための行為準則の作成

三 この款の規定の遵守のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者

の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

５ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定はこの款の規定の遵守について、それぞれ準用する。この場合におい

て、同項中「第二項第二号」とあるのは、「第七十六条第四項第三号」と読み替えるものと

する。

（特定金融業務の記録）

第七十七条 カジノ事業者は、特定金融業務を行ったときは、カジノ管理委員会規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記録した特定金融業務に関する帳簿書類を作成し、これ
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を保存しなければならない。

一 当該特定金融業務に係る顧客の氏名、住所又は居所及び生年月日

二 当該特定金融業務を行った日時

三 当該特定金融業務の種別及び内容

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

（特定金融業務に関する報告書）

第七十八条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、一事業年度内

でカジノ管理委員会規則で定める期間ごとに、特定金融業務に関する報告書を作成し、カジ

ノ管理委員会に提出しなければならない。

（特定資金移動業務の規制）

第七十九条 カジノ事業者は、特定資金移動業務については、当該カジノ事業者の管理する

顧客の口座及び当該顧客の指定する預貯金口座の名義がいずれも当該顧客のものでなけれ

ば、これを行ってはならない。

（特定資金移動履行保証金の供託）

第八十条 カジノ事業者は、一月を超えない範囲内でカジノ管理委員会規則で定める期間

ごとに、当該期間における特定資金移動要履行保証額（各日における未達債務の額（カジノ

事業者がその行う特定資金移動業務に関し負担する債務の額であって、カジノ管理委員会

規則で定めるところにより算出した額をいう。）と第八十二条第一項の権利の実行の手続に

関する費用の額としてカジノ管理委員会規則で定めるところにより算出した額の合計額を

いう。）の最高額（次条第三項第一号において「特定資金移動要供託額」という。）以上の額

に相当する額の履行保証金（以下この款において「特定資金移動履行保証金」という。）を、

当該期間の末日（同号において「基準日」という。）から起算して一週間以内に、当該カジ

ノ事業者に係るカジノ施設の最寄りの供託所に供託しなければならない。

２ 前項又は次条第二項の規定により供託する特定資金移動履行保証金は、国債証券、地方

債証券その他のカジノ管理委員会規則で定める債券（社債、株式等の振替に関する法律第二

百七十八条第一項に規定する振替債を含む。）をもってこれに充てることができる。この場

合において、当該債券の評価額は、カジノ管理委員会規則で定めるところによる。

（特定資金移動履行保証金保全契約等）

第八十一条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、特定資金移動

履行保証金保全契約（銀行その他のカジノ管理委員会規則で定める者が、特定資金移動業務

を行うカジノ事業者のために、カジノ管理委員会の命令に応じて特定資金移動履行保証金

を供託する旨の契約をいう。以下この条において同じ。）を締結したときは、当該特定資金

移動履行保証金保全契約の効力の存する間、保全金額（当該特定資金移動履行保証金保全契

約において供託されることとなっている金額をいう。以下この条において同じ。）について、

特定資金移動履行保証金の全部又は一部の供託をしないことができる。

２ カジノ管理委員会は、特定資金移動業務を利用する顧客の利益の保護のため必要があ
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ると認めるときは、特定資金移動履行保証金保全契約を締結したカジノ事業者又はその契

約の相手方に対し、保全金額の全部又は一部を供託すべき旨を命ずることができる。

３ 前条第一項又は前項の規定により供託した特定資金移動履行保証金は、次の各号に掲

げる場合のいずれかに該当するときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、その

全部又は一部を取り戻すことができる。

一 基準日における特定資金移動要供託額が、その直前の基準日に係る前条第一項又は前

項の規定により供託した特定資金移動履行保証金の額と保全金額の合計額を下回るとき。

二 次条第一項の権利の実行の手続が終了したとき。

三 特定資金移動業務に関し負担する債務の履行を完了した場合としてカジノ管理委員会

規則で定めるとき。

（特定資金移動履行保証金の還付）

第八十二条 カジノ事業者がその行う特定資金移動業務に関し負担する債務に係る債権者

は、第八十条第一項又は前条第二項の規定により供託された特定資金移動履行保証金につ

いて、他の債権者に先立ち弁済を受ける権利を有する。

２ 前項の権利の実行は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときに、することが

できる。

一 カジノ事業者について破産手続開始の申立て等（破産手続開始の申立て、再生手続開始

の申立て、更生手続開始の申立て、特別清算開始の申立て又は外国倒産処理手続の承認の申

立て（外国の法令上これらに相当する申立てを含む。）をいう。）がされたとき。

二 カジノ管理委員会に対し当該権利の実行の申立てがあった場合において、カジノ管理

委員会が当該申立てを理由があると認めるとき。

３ カジノ管理委員会は、前項各号に掲げる場合には、第一項の権利を有する者に対し、六

十日を下らない一定の期間内にカジノ管理委員会に債権の申出をすべきこと及び当該期間

内に債権の申出をしないときはその公示に係る特定資金移動履行保証金についての権利の

実行の手続から除斥されるべきことの公示をする措置その他の同項の権利の実行のために

必要な措置を講じなければならない。

４ カジノ管理委員会は、第二項各号に掲げる場合において必要と認めるときは、カジノ管

理委員会規則で定めるところにより、前項の申出の受付その他の第一項の権利の実行のた

めに必要な事務を銀行その他のカジノ管理委員会規則で定める者（以下この条において「権

利実行事務代行者」という。）に委託することができる。この場合において、権利実行事務

代行者は、他の法律の規定にかかわらず、この項の規定により委託を受けた業務を行うこと

ができる。

５ 前項の規定により業務の委託を受けた権利実行事務代行者又はその役員若しくは職員

であって当該委託を受けた業務に従事するものは、刑法その他の罰則の適用については、法

令により公務に従事する職員とみなす。

６ 第二項から前項までに規定するもののほか、第一項の権利の実行に関し必要な事項は、
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カジノ管理委員会規則で定める。

（特定資金移動履行保証金の保管替えその他の手続）

第八十三条 前三条に規定するもののほか、カジノ事業者の所在地の変更に伴う第八十条

第一項又は第八十一条第二項の規定により供託された特定資金移動履行保証金の保管替え

その他特定資金移動履行保証金の供託に関し必要な事項は、カジノ管理委員会規則・法務省

令で定める。

（特定資金受入業務の規制）

第八十四条 カジノ事業者は、特定資金受入業務においては、いかなる名義をもってするか

を問わず、顧客から手数料を受領し、又は顧客に利息を支払ってはならない。

２ カジノ事業者は、基準日特定資金受入残高（カジノ事業者が毎年三月三十一日及び九月

三十日における顧客からの特定資金受入業務に係る受入残高としてカジノ管理委員会規則

で定めるところにより算出した額をいう。）が政令で定める額を超えるときは、当該基準日

特定資金受入残高の二分の一の額（次項において「特定資金受入要供託額」という。）以上

の額に相当する額の受入保証金（同項において「特定資金受入保証金」という。）を、カジ

ノ管理委員会規則で定めるところにより、当該カジノ事業者に係るカジノ施設の最寄りの

供託所に供託しなければならない。

３ 第八十条第二項及び前三条の規定は、特定資金受入業務に係る特定資金受入保証金及

び特定資金受入要供託額について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政

令で定める。

（特定資金貸付業務の規制）

第八十五条 カジノ事業者は、特定資金貸付業務においては、次に掲げる者以外の者に金銭

を貸し付けてはならない。

一 本邦内に住居を有しない外国人

二 カジノ管理委員会規則で定める金額以上の金銭を当該カジノ事業者の管理する口座に

預け入れている者

２ カジノ事業者は、返済期間が二月を超える特定資金貸付契約を締結してはならない。

３ カジノ事業者は、貸付金について、利息（みなし利息（礼金、割引金、手数料、調査料

その他いかなる名義をもってするかを問わず、金銭の貸付けに関し債権者の受ける元本以

外の金銭（特定資金貸付契約の締結及び債務の弁済の費用であって、カジノ管理委員会規則

で定めるものを除く。）のうち、金銭の貸付けに関して顧客に交付された書面の再発行の手

数料その他の顧客の要請によりカジノ事業者が行う事務の費用としてカジノ管理委員会規

則で定めるものを除いたものをいう。）を含む。以下この項において同じ。）を付することを

内容とする特定資金貸付契約を締結し、又は利息を受領し、若しくはその支払を要求しては

ならない。

４ カジノ事業者は、顧客が特定資金貸付契約の返済期限までに貸付金を返済しなかった

ときは、当該顧客に対し、その延滞した額につき年十四・六パーセントの割合で返済期限の
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翌日から起算して返済の日の前日までの日数によって計算した額の範囲内において、違約

金の支払を請求することができる。

５ カジノ事業者は、特定資金貸付契約に基づく債務を主たる債務とする保証契約を締結

してはならない。

６ カジノ事業者は、特定資金貸付契約に基づく債権についてその全部の弁済を受けた場

合において、当該債権の証書を有するときは、遅滞なく、これを当該弁済をした顧客に返還

しなければならない。

７ 特定資金貸付契約の債務者その他カジノ管理委員会規則で定める者は、カジノ事業者

に対し、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、第七十七条の帳簿書類（利害関係が

ある部分に限る。）の閲覧又は謄写を請求することができる。この場合において、カジノ事

業者は、当該請求が当該請求をした者の権利の行使に関する調査を目的とするものでない

ことが明らかであるときを除き、当該請求を拒むことができない。

（返済能力に関する調査等）

第八十六条 カジノ事業者は、特定資金貸付契約を締結しようとするときは、カジノ管理委

員会規則で定めるところにより、顧客の収入又は収益その他の資力、信用、借入れの状況、

返済計画その他の返済能力に関する事項を調査し、その結果に基づいて貸付けの金額に係

る限度額（次項において「貸付限度額」という。）を顧客ごとに定めなければならない。こ

の場合において、カジノ事業者は、指定信用情報機関（貸金業法（昭和五十八年法律第三十

二号）第四十一条の十三第一項の規定による指定を受けた者をいう。以下この款において同

じ。）が保有する信用情報（顧客の借入金の返済能力に関する情報をいう。以下この款にお

いて同じ。）（顧客が本邦内に住居を有しない外国人であるときは、指定信用情報機関に相当

するものとしてカジノ管理委員会が適当と認める者が保有する信用情報）を使用しなけれ

ばならない。

２ カジノ事業者は、貸付限度額を超えて貸付けをすることを内容とする特定資金貸付契

約を締結してはならない。

（個人信用情報の提供等）

第八十七条 カジノ事業者は、当該カジノ事業者に対して信用情報の提供をすることを内

容とする契約（以下この条において「信用情報提供契約」という。）を指定信用情報機関と

締結したときは、遅滞なく、当該信用情報提供契約の締結前に締結した特定資金貸付契約

（カジノ管理委員会規則で定めるものを除く。以下この条において同じ。）で当該信用情報

提供契約を締結した時点において貸付けの残高があるものに係る次に掲げる事項を当該指

定信用情報機関に提供しなければならない。

一 顧客の氏名及び住所その他の当該顧客を識別することができる事項としてカジノ管理

委員会規則で定めるもの

二 契約年月日

三 貸付けの金額
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四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ カジノ事業者は、特定資金貸付契約を締結したときは、遅滞なく、当該特定資金貸付契

約に係る前項各号に掲げる事項（以下この条において「個人信用情報」という。）を信用情

報提供契約を締結した指定信用情報機関（以下この条において「契約指定信用情報機関」と

いう。）に提供しなければならない。

３ 前二項の規定による個人信用情報の提供をしたカジノ事業者は、当該提供をした個人

信用情報に変更があったときは、遅滞なく、その内容を契約指定信用情報機関に提供しなけ

ればならない。

４ カジノ事業者は、契約指定信用情報機関に顧客に係る信用情報の提供の依頼（当該顧客

に係る他の指定信用情報機関が保有する個人信用情報の提供の依頼を含む。）をしようとす

るときは、当該顧客から書面又は電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であって、カジノ管理委員会規則で定めるものをいう。以下こ

の款において同じ。）により同意を得なければならない。

５ カジノ事業者は、特定資金貸付契約を締結しようとするときは、顧客から書面又は電磁

的方法により次に掲げる同意を得なければならない。

一 当該顧客に関する個人信用情報を契約指定信用情報機関に提供することについての同

意

二 前号の個人信用情報を契約指定信用情報機関が当該契約指定信用情報機関と信用情報

提供契約を締結した事業者（次号において「契約事業者」という。）に提供することについ

ての同意

三 第一号の個人信用情報を契約指定信用情報機関が他の指定信用情報機関の契約事業者

からの依頼に基づく当該他の指定信用情報機関の提供の依頼に応じ、当該他の指定信用情

報機関の契約事業者に提供することについての同意

６ カジノ事業者は、前二項の同意を得たときは、カジノ管理委員会規則で定めるところに

より、当該同意に関する記録を作成し、これを保存しなければならない。

７ カジノ事業者は、契約指定信用情報機関の商号又は名称を公表しなければならない。

８ カジノ事業者及びその行う特定資金貸付業務に従事する従業者は、当該カジノ事業者

から貸付けを受けようとする顧客の借入金の返済能力その他の金銭債務の弁済能力に関す

る調査（以下この項において「返済能力等調査」という。）以外の目的のために契約指定信

用情報機関に第四項の信用情報の提供の依頼をし、又は契約指定信用情報機関から提供を

受けた信用情報を返済能力等調査以外の目的に使用し、若しくは第三者に提供してはなら

ない。

９ カジノ事業者及びその行う特定資金貸付業務に従事していた従業者は、当該カジノ事

業者が特定資金貸付業務を行わなくなった後又は当該従業者が特定資金貸付業務に従事し

なくなった後においては、契約指定信用情報機関から提供を受けた信用情報を使用し、又は

第三者に提供してはならない。
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（取立て行為の規制）

第八十八条 カジノ事業者又は特定資金貸付契約に基づく債権の取立てについて当該カジ

ノ事業者から委託を受けた者（当該者から委託（二以上の段階にわたる委託を含む。）を受

けた者を含む。）（以下この条において「カジノ事業者等」という。）は、特定資金貸付契約

に基づく債権の取立てをするに当たっては、人を威迫し、又は次に掲げる言動その他の人の

私生活若しくは業務の平穏を害するような言動をしてはならない。

一 正当な理由がないのに、社会通念に照らし不適当と認められる時間帯としてカジノ管

理委員会規則で定める時間帯に、顧客に電話をかけ、若しくはファクシミリ装置を用いて送

信し、又は顧客の居宅を訪問すること。

二 顧客が弁済し、又は連絡し、若しくは連絡を受ける時期を申し出た場合において、その

申出が社会通念に照らし相当であると認められないことその他の正当な理由がないのに、

前号のカジノ管理委員会規則で定める時間帯以外の時間帯に、顧客に電話をかけ、若しくは

ファクシミリ装置を用いて送信し、又は顧客の居宅を訪問すること。

三 正当な理由がないのに、顧客の勤務先その他の居宅以外の場所に電話をかけ、電報を送

達し、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は顧客の勤務先その他の居宅以外の場

所を訪問すること。

四 顧客の居宅又は勤務先その他の顧客を訪問した場所において、顧客から当該場所から

退去すべき旨の意思を示されたにもかかわらず、当該場所から退去しないこと。

五 立看板、貼り紙、電磁的方法その他何らの方法をもってするかを問わず、顧客の借入れ

に関する事実その他顧客の私生活に関する事実を顧客以外の者に明らかにすること。

六 顧客に対し、顧客以外の者からの金銭の借入れその他これに類する方法により特定資

金貸付契約に基づく債務の弁済資金を調達することを要求すること。

七 顧客以外の者に対し、顧客に代わって債務を弁済することを要求すること。

八 顧客以外の者が顧客の居所又は連絡先を知らせることその他の債権の取立てに協力す

ることを拒否している場合において、更に債権の取立てに協力することを要求すること。

九 顧客が、特定資金貸付契約に基づく債権に係る債務の処理を弁護士若しくは弁護士法

人若しくは司法書士若しくは司法書士法人（以下この号において「弁護士等」という。）に

委託し、又はその処理のため必要な裁判所における民事事件に関する手続をとり、弁護士等

又は裁判所から書面によりその旨の通知があった場合において、正当な理由がないのに、顧

客に対し、電話をかけ、電報を送達し、若しくはファクシミリ装置を用いて送信し、又は訪

問する方法により、当該債務を弁済することを要求し、これに対し顧客から直接要求しない

よう求められたにもかかわらず、更にこれらの方法で当該債務を弁済することを要求する

こと。

十 顧客に対し、前各号（第六号を除く。）に掲げる言動のいずれかをすることを告げるこ

と。

２ カジノ事業者等は、特定資金貸付契約に基づく債権の取立てをする場合において、顧客
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に対して書面又はこれに代わる電磁的方法により支払を催告するときは、カジノ管理委員

会規則で定めるところにより、次に掲げる事項を通知しなければならない。

一 カジノ事業者の名称、住所及び電話番号

二 支払を催告する者の氏名

三 当該特定資金貸付契約を締結した年月日

四 貸付けの金額

五 支払の催告に係る債権の弁済期

六 支払を催告する金額

七 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

３ 前項に定めるもののほか、カジノ事業者等は、特定資金貸付契約に基づく債権の取立て

をする場合において、顧客から請求があったときは、カジノ管理委員会規則で定めるところ

により、取立てをする者の氏名又は名称及び住所その他カジノ管理委員会規則で定める事

項を当該顧客に明らかにしなければならない。

（債権を譲り受ける者への通知）

第八十九条 カジノ事業者は、特定資金貸付契約に基づく債権を他の者に譲渡するときは、

カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項を当該債権を譲り受ける者

に通知しなければならない。

一 当該債権が特定資金貸付契約に基づいて発生したことその他カジノ管理委員会規則で

定める事項

二 当該債権を譲り受ける者が当該債権に関してする行為について、次条において準用す

る第七十七条、第八十五条第三項、第四項、第六項及び第七項、前条並びにこの条の規定並

びに第百九十七条第一項及び第二項の規定の適用がある旨

（債権を譲り受けた者への規制）

第九十条 第七十七条、第八十五条第三項、第四項、第六項及び第七項並びに第八十八条の

規定は特定資金貸付契約に基づく債権の譲渡があった場合における当該債権を譲り受けた

者が当該債権の取立てをするときについて、前条の規定は当該債権を譲り受けた者が当該

債権を他の者に譲渡するときについて、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術

的読替えは、政令で定める。

第五款 カジノ行為区画内関連業務等

（カジノ行為区画内関連業務の規制）

第九十一条 カジノ事業者は、カジノ施設においては、カジノ業務のほか、カジノ管理委員

会の承認を受けたカジノ行為区画内関連業務に限り、行うことができる。

２ カジノ事業者は、前項の承認を受けようとするときは、カジノ管理委員会規則で定める

ところにより、その行おうとするカジノ行為区画内関連業務の種別及び内容その他カジノ

管理委員会規則で定める事項を記載した申請書及びその添付書類をカジノ管理委員会に提

出しなければならない。
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３ カジノ管理委員会は、第一項の承認の申請について、当該申請に係るカジノ行為区画内

関連業務の内容がカジノ事業の健全な運営に支障を及ぼすおそれがあると認めるときは、

当該承認を与えてはならない。

４ カジノ管理委員会は、カジノ事業の健全な運営の確保のため必要があると認めるとき

は、第一項の承認に条件を付し、及びこれを変更することができる。

５ 第四十条第一項第九号に掲げる事項の記載がある同項の申請書により第三十九条の免

許を受けたカジノ事業者は、その免許の時において当該カジノ行為区画内関連業務を行う

ことについて第一項の承認を受けたものとみなす。

６ カジノ事業者は、第一項の承認を受けたカジノ行為区画内関連業務の種別又は内容そ

の他カジノ管理委員会規則で定める事項の変更をしようとするときは、カジノ管理委員会

の承認を受けなければならない。この場合においては、第二項及び第三項の規定を準用する。

７ カジノ管理委員会は、第一項の承認を受けたカジノ事業者について、次の各号に掲げる

事実のいずれかが判明したときは、当該承認を取り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により第一項又は前項の承認を受けたこと。

二 正当な事由がないのに、第一項若しくは前項の承認を受けた日（第四十四条第一項の検

査に合格する前に当該承認を受けたときは、当該合格の日）から起算して六月以内に当該承

認に係るカジノ行為区画内関連業務を開始せず、又は引き続き六月以上カジノ行為区画内

関連業務を休止し、現にカジノ行為区画内関連業務を行っていないこと。

８ カジノ事業者は、自己の名義をもって、他の者にカジノ行為区画内関連業務を行わせて

はならない。

９ カジノ事業者が第一項の承認を受けて行うカジノ行為区画内関連業務については、風

俗営業適正化法の規定は、適用しない。

（カジノ施設における物品給付等の制限）

第九十二条 カジノ事業者は、第九十五条第一項の認可を受けた契約に基づき当該契約の

相手方が物品の給付又は役務の提供をする場合（第百条第一項の認可を受けた許諾に係る

再委託により当該再委託を受けた者が物品の給付又は役務の提供をする場合を含む。）を除

き、カジノ施設において、当該カジノ事業者以外の者に入場者に対する物品の給付又は役務

の提供をさせてはならない。

２ カジノ事業者以外の者は、前項に規定する場合を除き、カジノ施設において、入場者に

対し物品の給付又は役務の提供をしてはならない。

第六款 カジノ事業者が行う業務に係る契約

（カジノ事業者が行う業務の委託）

第九十三条 カジノ事業者は、次に掲げる業務を除き、カジノ業務を他の者に委託してはな

らない。

一 カジノ関連機器等の保守又は修理その他の管理に係る業務

二 特定資金貸付契約に基づく債権の取立てに係る業務
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三 前二号に掲げるもののほか、カジノ事業の健全な運営に及ぼす影響が少ない業務とし

てカジノ管理委員会規則で定めるもの

２ カジノ事業者は、その行う業務を他の者に委託するときは、カジノ管理委員会規則で定

めるところにより、当該委託する業務の適正な遂行を確保するために必要な措置を講じな

ければならない。

３ カジノ事業者から業務の委託を受けた者は、当該カジノ事業者の許諾を受けた場合に

限り、再委託をすることができる。再委託に係る契約を更新し、又は変更するときも、同様

とする。

４ 前項前段の規定により再委託を受けた者は、カジノ事業者から業務の委託を受けた者

とみなして、同項の規定を適用する。

（契約の締結の制限）

第九十四条 カジノ事業者は、その行う業務に関し、次の各号のいずれにも該当する契約以

外の契約（カジノ施設利用約款に基づく契約その他の契約で顧客との間で締結するもの、雇

用契約及び国又は地方公共団体との間の契約を除く。以下この款において同じ。）を締結し

てはならない。

一 契約が次に掲げる基準に適合すること。

イ 相手方が十分な社会的信用を有する者であること。

ロ 相手方が法人であるときは、その役員が十分な社会的信用を有する者であること。

ハ 相手方において当該契約を締結する権限を有する使用人があるときは、その者が十分

な社会的信用を有する者であること。

ニ 出資、融資、取引その他の関係を通じて相手方の事業活動に支配的な影響力を有する者

が十分な社会的信用を有する者であること。

ホ 当該契約の内容が、第百九十二条第一項第一号に規定するカジノ行為粗収益の額に比

例して算出される金額その他当該カジノ行為粗収益の全部又は一部の額に基づいて算出さ

れる金額を支払うものでないこと。

ヘ 当該契約の内容が、相手方にカジノ施設において入場者に対する物品の給付又は役務

の提供をさせるものである場合（カジノ行為区画内関連業務又は前条第一項第三号に掲げ

る業務を委託した者に当該委託に基づき物品の給付又は役務の提供をさせるものである場

合を除く。）には、当該物品の給付又は役務の提供が、入場者の利便性の向上を図るもので

あってカジノ事業者以外の者でなければすることが困難なものとしてカジノ管理委員会規

則で定めるものであること。

ト 当該契約の内容がカジノ事業の健全な運営を図る見地から適当であると認められるこ

と。

二 契約の相手方が次のイからトまでに掲げる者のいずれにも該当しない者であること。

イ 第九十八条若しくは第二百四条第五項の規定により次条第一項の認可を取り消され、

第百三十三条第四項において準用する第九十八条の規定若しくは第二百六条第四項の規定
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により第百三十三条第二項の認可を取り消され、又はこの法律に相当する外国の法令の規

定により当該外国において受けているこれらの認可に相当する行政処分を取り消された場

合におけるこれらの認可又は行政処分に係る契約の相手方（当該取消しについて責めに帰

すべき事由がある者に限る。）であって、当該取消しの日から起算して五年を経過しないも

の（当該契約の相手方が法人であるときは、当該認可の取消しに係る聴聞の期日及び場所が

公示された日又は当該行政処分の取消しの日前六十日以内に当該法人の役員であった者で

これらの取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。）

ロ 第百一条第三項において準用する第九十八条の規定若しくは第二百四条第六項の規定

により第百条第一項の認可を取り消され、第百三十三条第四項において準用する第百一条

第三項において準用する第九十八条の規定若しくは第二百六条第五項の規定により第百三

十三条第四項において準用する第百条第一項の認可を取り消され、又はこの法律に相当す

る外国の法令の規定により当該外国において受けているこれらの認可に相当する行政処分

を取り消された場合におけるこれらの認可又は行政処分に係る再委託に係る契約の相手方

（当該取消しについて責めに帰すべき事由がある者に限る。）であって、当該取消しの日か

ら起算して五年を経過しないもの（当該再委託に係る契約の相手方が法人であるときは、当

該認可の取消しに係る聴聞の期日及び場所が公示された日又は当該行政処分の取消しの日

前六十日以内に当該法人の役員であった者でこれらの取消しの日から起算して五年を経過

しないものを含む。）

ハ この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は刑法第百八十五条

若しくは第百八十七条の罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条、第十

一条若しくは第十七条の罪、暴力団対策法第四十六条から第四十九条まで、第五十条（第一

号に係る部分に限る。）若しくは第五十一条の罪、犯罪収益移転防止法第二十五条から第三

十一条までの罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による

刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は当該刑の執行を受けることがなくな

った日から起算して五年を経過しない者

ニ 個人であるときは、第四十一条第二項第二号イ（５）又は（８）に掲げる者のいずれか

に該当する者

ホ 法人であるときは、その役員のうちにイからニまでに掲げる者のいずれかに該当する

者がある者

ヘ 相手方の当該契約を締結する権限を有する使用人のうちにイからニまでに掲げる者の

いずれかに該当する者がある者

ト 出資、融資、取引その他の関係を通じて相手方の事業活動に支配的な影響力を有する者

のうちにイからニまでに掲げる者のいずれかに該当する者がある者

（契約の認可）

第九十五条 カジノ事業者は、次に掲げる契約を締結しようとするときは、カジノ管理委員

会の認可を受けなければならない。締結した契約を更新し、又は変更しようとするときも、
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同様とする。

一 カジノ業務に係る契約又はカジノ行為区画内関連業務に係る契約

二 カジノ事業者が行う業務の委託に係る契約（前号に掲げるものを除く。）

三 カジノ事業者が行う業務に係る資金調達に係る契約（第一号に掲げるものを除く。）

四 カジノ事業者が行う施設の賃貸に係る契約（第一号に掲げるものを除く。）

五 前各号に掲げるもののほか、その契約の期間又はその契約に基づき支払う金額がカジ

ノ管理委員会規則で定める期間又は金額を超える契約

２ 前項の認可を受けないで締結した同項各号に掲げる契約は、その効力を生じない。

（認可の申請）

第九十六条 カジノ事業者は、前条第一項の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項

を記載した申請書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

一 相手方の氏名又は名称及び住所並びに相手方が法人であるときは、その代表者の氏名

二 相手方が法人であるときは、その役員の氏名又は名称及び住所

三 相手方において当該申請に係る契約を締結する権限を有する使用人があるときは、そ

の者の氏名及び住所

四 当該契約の概要

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

一 前条第一項の認可を受けようとする契約の契約書

二 相手方が第九十四条第二号イからトまでに掲げる者のいずれにも該当しないことを誓

約する書面

三 相手方が法人であるときは、その定款及び登記事項証明書

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類

（認可の基準等）

第九十七条 カジノ管理委員会は、第九十五条第一項の認可の申請があったときは、当該申

請に係る契約が第九十四条第一号イからトまでに掲げる基準に適合するかどうかを審査し

なければならない。

２ カジノ管理委員会は、第九十五条第一項の認可の申請について、相手方が第九十四条第

二号イからトまでに掲げる者のいずれかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書

類のうちに虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、当該認可を

してはならない。

（認可の取消し）

第九十八条 カジノ管理委員会は、第九十五条第一項の認可をした契約について、次の各号

に掲げる事実のいずれかが判明したときは、当該認可を取り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により第九十五条第一項の認可を受けたこと。

二 第九十四条第一号イからトまでに掲げる基準に適合していないこと。
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三 相手方が第九十四条第二号イからトまでに掲げる者のいずれかに該当していること。

（契約の届出）

第九十九条 カジノ事業者は、次に掲げる契約を締結したときは、カジノ管理委員会規則で

定めるところにより、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

一 第九十五条第一項各号に掲げる契約以外の契約であって、カジノ事業の健全な運営に

影響を及ぼす業務としてカジノ管理委員会規則で定めるものに係るもの

二 第九十五条第一項各号及び前号に掲げる契約以外の契約であって、一年以内に再度同

一の相手方と締結するもの

（再委託契約に係る許諾の認可）

第百条 カジノ事業者は、第九十三条第三項に規定する再委託に係る契約（その更新又は変

更を含む。次項及び次条において同じ。）の許諾をしようとするときは、カジノ管理委員会

の認可を受けなければならない。

２ 前項の認可を受けないで許諾をした再委託に係る契約は、その効力を生じない。

（許諾の認可の基準等）

第百一条 カジノ管理委員会は、前条第一項の認可の申請があったときは、当該申請に係る

再委託に係る契約が次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

一 再委託に係る契約の相手方が十分な社会的信用を有する者であること。

二 再委託に係る契約の相手方が法人であるときは、その役員が十分な社会的信用を有す

る者であること。

三 再委託に係る契約の相手方において当該再委託に係る契約を締結する権限を有する使

用人があるときは、その者が十分な社会的信用を有する者であること。

四 出資、融資、取引その他の関係を通じて再委託に係る契約の相手方の事業活動に支配的

な影響力を有する者が十分な社会的信用を有する者であること。

五 当該再委託に係る契約の内容がカジノ事業の健全な運営を図る見地から適当であると

認められること。

２ カジノ管理委員会は、前条第一項の認可の申請について、再委託に係る契約の相手方が

次の各号に掲げる者のいずれかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうち

に虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、当該認可をしてはな

らない。

一 第九十四条第二号イからホまでに掲げる者のいずれかに該当する者

二 再委託に係る契約の相手方の当該再委託に係る契約を締結する権限を有する使用人の

うちに第九十四条第二号イからニまでに掲げる者のいずれかに該当する者がある者

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて再委託に係る契約の相手方の事業活動に支配的

な影響力を有する者のうちに第九十四条第二号イからニまでに掲げる者のいずれかに該当

する者がある者

３ 第九十六条及び第九十八条の規定は、前条第一項の認可について準用する。この場合に
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おいて、第九十六条第二項第二号及び第九十八条第三号中「第九十四条第二号イからトまで」

とあるのは「第百一条第二項各号」と、同条第二号中「第九十四条第一号イからトまで」と

あるのは「第百一条第一項各号」と読み替えるものとする。

（契約に係る規定の遵守のための措置）

第百二条 カジノ事業者は、第九十三条から第九十六条まで、第九十九条及び第百条の規定

を遵守するため、次に掲げる措置を講じなければならない。

一 第九十三条から第九十六条まで、第九十九条及び第百条の規定の遵守のための従業者

に対する教育訓練の実施

二 第九十三条から第九十六条まで、第九十九条及び第百条の規定の遵守のための行為準

則の作成

三 第九十三条から第九十六条まで、第九十九条及び第百条の規定の遵守のために必要な

業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

２ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定は第九十三条から第九十六条まで、第九十九条及び第百条の規定の

遵守について、それぞれ準用する。この場合において、同項中「第二項第二号」とあるのは、

「第百二条第一項第三号」と読み替えるものとする。

第七款 犯罪による収益の移転防止のための措置

（取引時確認等の措置等の的確な実施のための措置）

第百三条 カジノ事業者は、犯罪収益移転防止法第十一条の規定にかかわらず、取引時確認

等の措置（同条に規定する取引時確認等の措置をいう。）並びに次条各項の措置、第百五条

の規定による表示及び第百九条第一項の規定による届出（以下この章において「取引時確認

等の措置等」という。）を的確に実施するため、犯罪収益移転防止規程（第四十条第一項の

申請書に添付されたもの（第五十六条第二項において準用する第五十二条第一項の規定に

よる変更の認可があったときは、その変更後のもの）に限る。次項において同じ。）に従っ

て、犯罪収益移転防止法第四条第六項に規定する取引時確認をした事項に係る情報を最新

の内容に保つための措置を講ずるほか、次に掲げる措置を講じなければならない。

一 取引時確認等の措置等の的確な実施のための従業者に対する教育訓練の実施

二 取引時確認等の措置等の的確な実施のための体制の整備（取引時確認等の措置等の的

確な実施のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者の選任を含む。）

三 取引時確認等の措置等に関する評価の実施

四 前三号に掲げるもののほか、犯罪収益移転防止法第三条第三項に規定する犯罪収益移

転危険度調査書の内容又はカジノ事業の特性を勘案して講ずべきものとしてカジノ管理委

員会規則で定める措置

２ 第六十八条第三項の規定は犯罪収益移転防止規程について、同条第四項の規定は取引

時確認等の措置等の的確な実施について、同条第五項の規定は前項第三号の評価について、
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同条第六項の規定は取引時確認等の措置等に関する監査報告に係る届出について、それぞ

れ準用する。この場合において、同条第四項中「第二項第二号」とあるのは、「第百三条第

一項第二号」と読み替えるものとする。

（チップの譲渡等の防止のための措置）

第百四条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、顧客がチップを

他人（自己と生計を一にする配偶者その他の親族（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者及び当該事情にある者の親族を含む。）及び当該カジノ事業者を除

く。以下この款及び第百七十五条第一項において同じ。）に譲渡すること及びチップを他人

から譲り受けることを防止するために必要な措置を講じなければならない。

２ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、顧客がチップをカジノ

行為区画の外に持ち出すことを防止するために必要な措置を講じなければならない。

（チップの譲渡等の禁止の表示）

第百五条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、顧客がチップを

他人に譲渡し、若しくはチップを他人から譲り受け、又はチップをカジノ行為区画の外に持

ち出すことが禁止されている旨を、本人確認区画及びカジノ行為区画に表示しなければな

らない。

第八款 カジノ事業に関するその他の措置

（広告及び勧誘の規制）

第百六条 何人も、カジノ事業又はカジノ施設に関して広告又は勧誘をするときは、次に掲

げる表示又は説明をしてはならない。

一 虚偽の又は誇大な表示又は説明

二 客観的事実であることを証明することができない表示又は説明

三 善良の風俗又は清浄な風俗環境を害するおそれのある表示又は説明

２ 何人も、カジノ事業又はカジノ施設に関して、次に掲げる方法で広告をしてはならない。

一 特定複合観光施設区域以外の地域（主として公共交通機関を利用する外国人旅客の乗

降、待合いその他の用に供する施設として政令で定めるものを除く。次号において同じ。）

において、広告物（常時又は一定の期間継続して公衆に表示されるものであって、看板、立

看板、貼り紙及び貼り札並びに広告塔、広告板、建物その他の工作物に掲出され、又は表示

されたもの並びにこれらに類するものをいう。）を表示すること。

二 特定複合観光施設区域以外の地域においてビラ等（ビラ、パンフレット又はこれらに類

する広告の用に供される文書図画をいう。以下この号において同じ。）を頒布し、又は特定

複合観光施設区域において二十歳未満の者に対してビラ等を頒布すること。

３ 何人も、二十歳未満の者に対してカジノ事業又はカジノ施設に関して勧誘をしてはな

らない。

４ 何人も、カジノ事業又はカジノ施設に関して勧誘をするに際し、その相手方がカジノ施

設を利用しない旨の意思（当該勧誘を引き続き受けることを希望しない旨の意思を含む。）
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を表示したときは、当該勧誘を継続する行為をしてはならない。

５ 何人も、カジノ事業又はカジノ施設に関して広告又は勧誘をするときは、カジノ管理委

員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項を表示し、又は説明しなければならない。

一 二十歳未満の者がカジノ施設に入場してはならない旨

二 カジノ施設の利用とカジノ行為に対する依存との関係について注意を促すために必要

なものとしてカジノ管理委員会規則で定める内容

６ 何人も、カジノ事業又はカジノ施設に関して広告又は勧誘をするときは、二十歳未満の

者に対するその影響及びカジノ施設の利用とカジノ行為に対する依存との関係に配慮する

とともに、その広告又は勧誘が過度にわたることのないよう努めなければならない。

７ カジノ事業者は、前各項の規定を遵守するため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。

一 前各項の規定の遵守のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前各項の規定の遵守のための行為準則の作成

三 前各項の規定の遵守のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者

の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

８ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定は第一項から第六項までの規定の遵守について、それぞれ準用する。

この場合において、同条第四項中「第二項第二号」とあるのは、「第百六条第七項第三号」

と読み替えるものとする。

９ カジノ管理委員会は、第六項の規定の趣旨に照らして必要があると認めるときは、カジ

ノ事業又はカジノ施設に関する広告又は勧誘をする者に対し、当該広告又は勧誘をするに

当たって従うべき指針（次条において「広告勧誘指針」という。）を示すことができる。

（広告又は勧誘の中止命令等）

第百七条 カジノ管理委員会は、カジノ事業又はカジノ施設に関する広告又は勧誘が、前条

第一項から第五項までの規定に違反していると認めるときは、当該広告又は勧誘をした者

に対し、期限を付して、当該広告若しくは勧誘を中止し、又はその内容を是正すべきことを

命ずることができる。

２ カジノ管理委員会は、広告勧誘指針に従わずにカジノ事業又はカジノ施設に関する広

告又は勧誘をした者に対し、必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。

３ カジノ管理委員会は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わなかったと

きは、その旨を公表することができる。

４ カジノ管理委員会は、カジノ事業若しくはカジノ施設に関する広告若しくは勧誘が前

条第一項から第五項までの規定に違反しているおそれがあり、若しくは広告勧誘指針に従

ってされていないおそれがあり、又は当該広告若しくは勧誘をした者が第二項の規定によ

る勧告に従っていないおそれがあると認めるときは、当該広告又は勧誘をした者に対し、必
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要な報告を命じ、又はその職員に、当該広告若しくは勧誘をした者の営業所若しくは事務所

その他の施設に立ち入らせ、当該広告若しくは勧誘に関する文書その他の物件を検査させ

ることができる。

５ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による立入検査について準用する。

（カジノ行為関連景品類の規制）

第百八条 カジノ事業者その他の事業者は、カジノ行為関連景品類を提供するに当たって

は、その内容、経済的価値又は提供方法が善良の風俗を害するおそれのあるものとしてカジ

ノ管理委員会規則で定める基準に該当することのないようにしなければならない。

２ カジノ事業者は、カジノ行為関連景品類を提供し、又はチップと交換したときは、カジ

ノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項について記録を作成し、これを保

存しなければならない。

一 カジノ行為関連景品類を提供し、又はチップと交換した日時

二 カジノ行為関連景品類を提供し、又はチップと交換した顧客の氏名

三 提供し、又はチップと交換したカジノ行為関連景品類の内容及び経済的価値

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

３ カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、当該カジノ事業者以外

の事業者が提供するカジノ行為関連景品類について、その内容、経済的価値及び提供方法の

適切な把握その他の適正な提供の確保のために必要な措置を講じなければならない。

４ カジノ事業者は、前三項の規定を遵守するため、次に掲げる措置を講じなければならな

い。

一 前三項の規定の遵守のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前三項の規定の遵守のための行為準則の作成

三 前三項の規定の遵守のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者

の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

５ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定は第一項から第三項までの規定の遵守について、それぞれ準用する。

この場合において、同条第四項中「第二項第二号」とあるのは、「第百八条第四項第三号」

と読み替えるものとする。

６ カジノ事業者がカジノ行為関連景品類（第二条第十三項第一号に掲げるものに限る。）

を提供するときは、当該カジノ行為関連景品類については、不当景品類及び不当表示防止法

（昭和三十七年法律第百三十四号）第四条の規定は、適用しない。

（取引の届出等）

第百九条 カジノ事業者は、顧客との間で、カジノ業務に係る取引のうち、チップの交付等

をする取引その他の政令で定める取引であって、政令で定める額を超える現金の受払いを

するものを行ったときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、当該取
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引の内容、金額その他カジノ管理委員会規則で定める事項をカジノ管理委員会に届け出な

ければならない。

２ カジノ管理委員会は、前項の規定による届出を受けたときは、速やかに、当該届出に係

る事項を国家公安委員会に通知するものとする。

（カジノ施設及びその周辺における秩序の維持のための措置）

第百十条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、犯罪の発生の予

防並びに善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持その他のカジノ施設及びその周辺における

秩序の維持を図るため、カジノ施設を利用させることが不適切であると認められる者によ

るカジノ施設の利用の禁止又は制限、カジノ施設及びその周辺における監視及び警備の実

施その他の必要な措置を講じなければならない。

２ カジノ事業者は、前項の措置を的確に実施するため、次に掲げる措置を講じなければな

らない。

一 前項の措置の的確な実施のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前項の措置の実施に関する行為準則の作成

三 前項の措置の的確な実施のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査す

る者の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

３ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定は第一項の措置の的確な実施について、それぞれ準用する。この場合

において、同条第四項中「第二項第二号」とあるのは、「第百十条第二項第三号」と読み替

えるものとする。

（苦情の処理のための措置）

第百十一条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ業務又

はカジノ行為区画内関連業務に係る苦情の処理に関する記録を作成しこれを保存すること

その他の苦情の適切かつ迅速な処理を図るために必要な措置を講じなければならない。

２ カジノ事業者は、前項の措置を的確に実施するため、次に掲げる措置を講じなければな

らない。

一 前項の措置の的確な実施のための従業者に対する教育訓練の実施

二 前項の措置の実施に関する行為準則の作成

三 前項の措置の的確な実施のために必要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査す

る者の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

３ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定は第一項の措置の的確な実施について、それぞれ準用する。この場合

において、同条第四項中「第二項第二号」とあるのは、「第百十一条第二項第三号」と読み

替えるものとする。
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（入場禁止対象者等の利用禁止等の表示）

第百十二条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる者

についてカジノ施設の利用の禁止又は制限がされている旨を、本人確認区画の入口及びカ

ジノ行為区画に表示しなければならない。

一 第六十八条第一項第一号又は第二号の措置としてカジノ施設の利用を制限している者

二 入場禁止対象者

三 第百十条第一項の措置としてカジノ施設の利用を禁止し、又は制限している者

（カジノ事業者間の連携協力）

第百十三条 カジノ事業者は、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除その他

のカジノ事業の健全な運営の確保に関し、相互に連携を図りながら協力しなければならな

い。

第三節 カジノ事業の従業者

（確認）

第百十四条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会の確認を受けなければ、その雇用する者そ

の他の者を、次に掲げるカジノ業務（以下この節において「特定カジノ業務」という。）に

従事させてはならない。ただし、第百五十八条第一項の確認を受けた者を、第一号（ヘに係

る部分に限る。）に掲げる業務に従事させるときは、この限りでない。

一 次に掲げる事項の実施又は監督をする業務（第三号に掲げる業務を除く。）

イ カジノ行為を顧客との間で行い、又は顧客相互間で行わせる業務

ロ 第六十七条第二項の規定によるカジノ行為粗収益の集計

ハ 特定金融業務

ニ カジノ行為区画又は本人確認区画の監視

ホ 警備

ヘ カジノ関連機器等の保守又は修理その他の管理

二 次に掲げる事項の監督をする業務（次号に掲げる業務を除く。）

イ 内部監査

ロ 財務

ハ カジノ事業に係る顧客の勧誘又は管理

ニ 前号イからヘまでに掲げる事項の実施若しくは監督をする業務又はこの号イからハま

でに掲げる事項の監督をする業務に従事する者の人事

三 次に掲げる業務を統括管理する業務

イ 第六十八条第一項の措置の的確な実施のために必要な業務

ロ 第六十九条から第七十一条までの規定の遵守のために必要な業務

ハ 第七十三条第一項から第十項までの規定の遵守のために必要な業務

ニ 前節第四款の規定の遵守のために必要な業務

ホ 第九十三条から第九十六条まで、第九十九条及び第百条の規定の遵守のために必要な
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業務

ヘ 取引時確認等の措置等の的確な実施のために必要な業務

ト 第百六条第一項から第六項までの規定の遵守のために必要な業務

チ 第百八条第一項から第三項までの規定の遵守のために必要な業務

リ 第百十条第一項の措置の的確な実施のために必要な業務

ヌ 第百十一条第一項の措置の的確な実施のために必要な業務

ル この条、次条、第百十七条、第百十八条、第百二十一条及び第百二十二条の規定の遵守

のために必要な業務

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ業務の適正な実施の確保のために必要な業務とし

てカジノ管理委員会規則で定めるもの

（確認の申請）

第百十五条 カジノ事業者は、前条の確認を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載

した申請書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

一 当該確認を受けようとする雇用する者その他の者（以下この節において「申請対象者」

という。）の氏名、住所及び生年月日

二 申請対象者に従事させようとする特定カジノ業務の種別（前条各号に掲げる業務の別

並びに同条第一号に掲げる業務に係る同号イからヘまでに掲げる事項の別、同条第二号に

掲げる業務に係る同号イからニまでに掲げる事項の別、同条第三号に掲げる業務に係る同

号イからルまでに掲げる業務の別及び同条第四号のカジノ管理委員会規則で定める業務の

別をいう。第百十八条第一項において同じ。）

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、申請対象者が次条第

二項各号に掲げる者のいずれにも該当しないことを誓約する書面その他カジノ管理委員会

規則で定める書類を添付しなければならない。

（確認の基準）

第百十六条 カジノ管理委員会は、第百十四条の確認の申請があったときは、申請対象者が

その従事する特定カジノ業務を的確に遂行することができる能力を有し、かつ、十分な社会

的信用を有する者であるかどうかを審査しなければならない。

２ カジノ管理委員会は、申請対象者が次の各号に掲げる者のいずれかに該当するとき、又

は申請書若しくはその添付書類のうちに虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が

欠けているときは、第百十四条の確認をしてはならない。

一 第四十一条第二項第二号イ（１）、（２）、（４）、（５）、（７）又は（８）に掲げる者のい

ずれかに該当する者

二 この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は刑法第百八十五条

若しくは第百八十七条の罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条、第十

一条若しくは第十七条の罪、暴力団対策法第四十六条から第四十九条まで、第五十条（第一

号に係る部分に限る。）若しくは第五十一条の罪、犯罪収益移転防止法第二十五条から第三
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十一条までの罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による

刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は当該刑の執行を受けることがなくな

った日から起算して五年を経過しない者

三 心身の故障により特定カジノ業務を的確に遂行することができない者としてカジノ管

理委員会規則で定めるもの

（確認の有効期間等）

第百十七条 第百十四条の確認の有効期間は、当該確認の日から起算して三年とする。

２ 前項の有効期間の満了後引き続き第百十四条の確認を受けた特定カジノ業務に従事す

る者（以下この節及び第二百四条第七項において「確認特定カジノ業務従事者」という。）

を当該特定カジノ業務に従事させようとするカジノ事業者は、当該確認の更新を受けなけ

ればならない。

３ 前項の更新を受けようとするカジノ事業者は、第一項の有効期間の満了の日前の期間

でカジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をしなければならな

い。

４ 前二条の規定は、第二項の更新について準用する。この場合において、前条第二項第一

号中「第四十一条第二項第二号イ（１）、（２）」とあるのは、「第四十一条第二項第二号イ（２）」

と読み替えるものとする。

５ 第三項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に

対する処分がされないときは、従前の確認は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされる

までの間は、なお効力を有する。

６ 第二項の更新がされたときは、当該確認の有効期間は、従前の確認の有効期間の満了の

日の翌日から起算して三年とする。

（変更の承認等）

第百十八条 カジノ事業者は、確認特定カジノ業務従事者の従事する特定カジノ業務の種

別の変更をしようとするときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理

委員会に申請書を提出して、その承認を受けなければならない。

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定める書類を添付しなければならない。

３ カジノ管理委員会は、第一項の承認の申請があったときは、確認特定カジノ業務従事者

がその従事する特定カジノ業務を的確に遂行することができる能力を有する者であるかど

うかを審査しなければならない。

４ カジノ管理委員会は、第一項の承認の申請について、申請書若しくはその添付書類のう

ちに虚偽の記載があり、又は重要な事実の記載が欠けているときは、当該承認を与えてはな

らない。

５ カジノ事業者は、確認特定カジノ業務従事者について、次の各号に掲げる場合のいずれ

かに該当することとなったときは、遅滞なく、カジノ管理委員会規則で定める事項を記載し

た書面により、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。
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一 特定カジノ業務に従事しなくなったとき。

二 氏名又は住所の変更があったとき。

三 前二号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定めるとき。

（確認の取消し）

第百十九条 カジノ管理委員会は、確認特定カジノ業務従事者について、次の各号に掲げる

事実のいずれかが判明したときは、第百十四条の確認を取り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により第百十四条の確認、第百十七条第二項の更新又は前条第

一項の承認を受けたこと。

二 その従事する特定カジノ業務を的確に遂行することができる能力を有しておらず、又

は十分な社会的信用を有していないこと。

三 確認特定カジノ業務従事者が第百十六条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当して

いること。

（確認の失効）

第百二十条 確認特定カジノ業務従事者について、次の各号に掲げる場合のいずれかに該

当することとなったときは、第百十四条の確認は、その効力を失う。

一 当該確認に係る特定カジノ業務に従事しなくなったとき。

二 当該確認に係るカジノ事業者の第三十九条の免許が取り消され、又は失効したとき。

（従業者の制限）

第百二十一条 カジノ事業者は、次に掲げる者をカジノ業務（特定カジノ業務を除く。）又

はカジノ行為区画内関連業務に従事させてはならない。

一 十分な社会的信用を有する者でない者

二 第四十一条第二項第二号イ（１）、（５）、（７）若しくは（８）又は第百十六条第二項第

二号に掲げる者のいずれかに該当する者

２ カジノ事業者は、その雇用する者その他の者をカジノ業務（特定カジノ業務を除く。）

又はカジノ行為区画内関連業務に従事させたときは、カジノ管理委員会規則で定めるとこ

ろにより、遅滞なく、次に掲げる事項をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

一 従事させた者の氏名、住所及び生年月日

二 従事させた者が従事する業務の内容

三 前二号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

３ カジノ事業者は、前項の規定による届出をする場合には、カジノ管理委員会規則で定め

る書類を添付しなければならない。

４ カジノ事業者は、第二項の規定により届出をした者について、次の各号に掲げる場合の

いずれかに該当することとなったときは、遅滞なく、カジノ管理委員会規則で定める事項を

記載した書面により、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

一 当該者がカジノ業務（特定カジノ業務を除く。）又はカジノ行為区画内関連業務に従事

しなくなったとき。
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二 第二項各号に掲げる事項に変更があったとき。

（証明書の携帯等）

第百二十二条 カジノ事業者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ業務

又はカジノ行為区画内関連業務に従事する者に、これらの業務に従事する者であることそ

の他カジノ管理委員会規則で定める事項を証する証明書を携帯させなければ、当該者をそ

の業務に従事させてはならない。

（カジノ事業の従業者に係る規定の遵守のための措置）

第百二十三条 カジノ事業者は、第百十四条、第百十五条、第百十七条、第百十八条及び前

二条の規定を遵守するため、次に掲げる措置を講じなければならない。

一 第百十四条、第百十五条、第百十七条、第百十八条及び前二条の規定の遵守のための従

業者に対する教育訓練の実施

二 第百十四条、第百十五条、第百十七条、第百十八条及び前二条の規定の遵守のための行

為準則の作成

三 第百十四条、第百十五条、第百十七条、第百十八条及び前二条の規定の遵守のために必

要な業務を統括管理する者及び当該業務を監査する者の選任

四 前三号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める措置

２ 第六十八条第三項及び第七十二条第二項の規定は前項第二号の行為準則について、第

六十八条第四項の規定は第百十四条、第百十五条、第百十七条、第百十八条及び前二条の規

定の遵守について、それぞれ準用する。この場合において、同項中「第二項第二号」とある

のは、「第百二十三条第一項第三号」と読み替えるものとする。

第四章 カジノ施設供用事業

（免許）

第百二十四条 認定施設供用事業者は、カジノ管理委員会の免許を受けたときは、その認定

区域整備計画に記載された特定複合観光施設区域においてカジノ施設供用事業を行うこと

ができる。

（免許の申請）

第百二十五条 認定施設供用事業者は、前条の免許を受けようとするときは、第四十条第一

項第一号、第二号、第四号、第六号、第七号、第十号及び第十一号に掲げる事項並びにカジ

ノ管理委員会規則で定める事項を記載した申請書をカジノ管理委員会に提出しなければな

らない。

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

一 第四十条第二項第二号、第四号、第九号から第十一号まで、第十三号及び第十四号に掲

げる書類

二 申請者が当該申請に係る認定区域整備計画（次条第二項第一号イにおいて「申請認定区

域整備計画」という。）に記載された認定施設供用事業者であることを示す書面
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三 次条第二項各号に掲げる事由のいずれにも該当しないことを誓約する書面

四 第百三十条において準用する第五十三条第一項の業務方法書

五 当該申請に係るカジノ施設の使用の権原、管理する部分の別及びその方法その他当該

カジノ施設の管理及び使用に関し認定設置運営事業者との合意内容を示す書面

六 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類

３ 前条の免許の申請は、当該申請に係る特定複合観光施設に係る第三十九条の免許の申

請と同時にしなければならない。

（免許の基準等）

第百二十六条 カジノ管理委員会は、第百二十四条の免許の申請があったときは、当該申請

が次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

一 第四十一条第一項第二号から第五号まで、第七号及び第八号に掲げる基準に適合する

ものであること。

二 申請者が、人的構成に照らして、カジノ施設供用事業を的確に遂行することができる能

力を有し、かつ、十分な社会的信用を有する者であること。

三 申請者がカジノ施設供用事業を健全に遂行するに足りる財産的基礎を有し、かつ、当該

カジノ施設供用事業に係る収支の見込みが良好であること。

四 定款及び第百三十条において準用する第五十三条第一項の業務方法書の規定が、法令

に適合し、かつ、カジノ施設供用事業を適正に遂行するために十分なものであること。

２ カジノ管理委員会は、第百二十四条の免許の申請について、次の各号に掲げる事由のい

ずれかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに虚偽の記載があり、若し

くは重要な事実の記載が欠けているときは、当該免許を与えてはならない。

一 申請者が次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当すること。

イ 申請認定区域整備計画に記載された認定施設供用事業者でない者

ロ 第四十一条第二項第一号ロからヘまでに掲げる者のいずれかに該当する者

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。

イ 第四十一条第二項第二号イ（（９）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する者

ロ 心身の故障によりカジノ施設供用事業を的確に遂行することができない者としてカジ

ノ管理委員会規則で定めるもの

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

のうちに第四十一条第二項第二号イ（（９）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当す

る者があること。

四 申請者の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者のうちに第六十条第二項各号

に掲げる者のいずれかに該当する者があること。

五 当該申請に係る特定複合観光施設区域の施設土地権利者のうちに第百三十八条第二項

において準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する者があること。

３ カジノ管理委員会は、第百二十四条の免許については、その申請に係る特定複合観光施
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設に係る第三十九条の免許を与えるときでなければ、これを与えてはならない。

（免許の有効期間等）

第百二十七条 第百二十四条の免許の有効期間は、当該免許の日から起算して三年とする。

２ 前項の有効期間の満了後引き続きカジノ施設供用事業を行おうとするカジノ施設供用

事業者は、当該免許の更新を受けなければならない。

３ 前項の更新を受けようとするカジノ施設供用事業者は、第一項の有効期間の満了の日

前の期間でカジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をしなけれ

ばならない。

４ 第百二十五条及び前条（第二項第一号イを除く。）の規定並びに第百三十条において準

用する第四十二条の規定は、第二項の更新について準用する。この場合において、第百二十

五条第一項中「、第十号及び第十一号」とあるのは「及び第十号」と、同条第二項第一号中

「から第十一号まで、第十三号」とあるのは「、第十号」と、同条第三項及び前条第三項中

「第三十九条の免許」とあるのは「第四十三条第二項の更新」と、同条第一項第一号中「か

ら第五号まで、第七号及び第八号」とあるのは「及び第三号」と、同条第二項第二号イ中

「（９）」とあるのは「（１）及び（９）」と、同項第四号中「第六十条第二項各号に掲げる者

のいずれかに該当する」とあるのは「認可主要株主等でない」と、同項第五号中「第百三十

八条第二項において準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する」とあ

るのは「認可施設土地権利者でない」と読み替えるものとする。

５ 第三項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に

対する処分がされないときは、従前の免許は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされる

までの間は、なお効力を有する。

６ 第二項の更新がされたときは、当該免許の有効期間は、従前の免許の有効期間の満了の

日の翌日から起算して三年とする。

（完成検査）

第百二十八条 カジノ施設供用事業者は、第百二十四条の免許を受けた後において、当該免

許に係るカジノ施設の工事が完成したときは、その施設について、カジノ管理委員会の検査

を申請しなければならない。

２ 前項の検査の申請は、当該申請に係るカジノ施設に係る第四十四条第一項の検査の申

請と同時にしなければならない。

３ カジノ管理委員会は、第一項の検査の結果、当該カジノ施設が第百二十六条第一項第一

号（第四十一条第一項第七号及び第八号に係る部分に限る。）に掲げる基準に適合している

と認めるときでなければ、これを合格させてはならない。

４ カジノ管理委員会は、第一項の検査については、その申請に係るカジノ施設を第四十四

条第一項の検査に合格させるときでなければ、これを合格させてはならない。

（変更の承認等）

第百二十九条 カジノ施設供用事業者は、次に掲げる事項の変更（第二号に掲げる事項にあ
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っては、カジノ管理委員会規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、カジ

ノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会の承認を受けなければならな

い。

一 カジノ施設のカジノ行為区画の位置

二 カジノ施設の構造若しくは設備（専らカジノ事業者が管理する部分に係る構造及び設

備を除く。）又はこれらの管理方法

三 役員

２ 前項の承認（同項第三号に掲げる事項の承認を除く。第四項から第六項までにおいて同

じ。）の申請は、当該申請に係る変更と同時に当該カジノ事業者が当該カジノ施設の構造若

しくは設備又はこれらの管理方法の変更をしようとするときは、第四十八条第一項の承認

（同項第一号又は第三号に掲げる事項の承認に限る。第四項及び第六項において同じ。）の

申請と同時にしなければならない。

３ 第百二十六条第一項及び第二項（第一号、第四号及び第五号を除く。）の規定は、第一

項の承認について準用する。この場合において、同条第一項第一号中「から第五号まで」と

あるのは、「、第三号」と読み替えるものとする。

４ カジノ管理委員会は、第一項の承認については、第二項に規定する場合には、その申請

に係るカジノ施設に係る第四十八条第一項の承認を与えるときでなければ、これを与えて

はならない。

５ カジノ施設供用事業者は、第一項の承認を受けたカジノ施設の構造又は設備の変更に

係る工事を完成したときは、遅滞なく、カジノ管理委員会の検査を申請しなければならない。

６ 前項の検査の申請は、第一項の承認と同時に第四十八条第一項の承認を受けたカジノ

事業者がある場合には、同条第七項の検査の申請と同時にしなければならない。

７ カジノ管理委員会は、第五項の検査の結果、当該カジノ施設が第百二十六条第一項第一

号（第四十一条第一項第七号及び第八号に係る部分に限る。）に掲げる基準に適合している

と認めるときでなければ、これを合格させてはならない。

８ カジノ管理委員会は、第五項の検査については、第六項に規定する場合には、その申請

に係るカジノ施設を第四十八条第七項の検査に合格させるときでなければ、これを合格さ

せてはならない。

（カジノ事業の免許に関する規定の準用）

第百三十条 第四十一条第三項、第四十二条及び第四十九条から第五十一条までの規定は

第百二十四条の免許について、第四十五条から第四十七条まで、第四十八条第五項、第六項、

第十一項及び第十二項、第五十二条、第五十三条（第一項第一号から第六号までを除く。）

並びに第五十七条の規定はカジノ施設供用事業者が行うカジノ施設供用事業について、そ

れぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

（認可主要株主等に関する規定の準用）

第百三十一条 前章第一節第二款の規定は、カジノ施設供用事業者の認可主要株主等につ
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いて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

（カジノ施設供用事業者が行う業務の規制）

第百三十二条 カジノ施設供用事業者は、カジノ施設供用事業者が行う業務（カジノ施設供

用業務以外の施設供用事業に係る業務を含む。以下同じ。）を他の者に委託するときは、カ

ジノ管理委員会規則で定めるところにより、当該委託する業務の適正な遂行を確保するた

めに必要な措置を講じなければならない。

２ カジノ施設供用事業者は、カジノ事業者との責任分担に従い、及び当該カジノ事業者と

の緊密な連携の下に、カジノ施設並びに当該カジノ施設供用事業者が管理する部分に係る

カジノ施設の構造及び設備を、第四十一条第一項第七号及び第八号に掲げる基準に適合す

るよう維持しなければならない。

（カジノ施設供用事業者が行う業務に係る契約）

第百三十三条 カジノ施設供用事業者は、その行う業務に関し、第九十四条各号（第一号ホ

及びヘを除く。）のいずれにも該当する契約以外の契約（雇用契約及び国又は地方公共団体

との間の契約を除く。以下この条において同じ。）を締結してはならない。

２ カジノ施設供用事業者は、次に掲げる契約を締結しようとするときは、カジノ管理委員

会の認可を受けなければならない。締結した契約を更新し、又は変更しようとするときも、

同様とする。

一 カジノ施設供用業務に係る契約

二 カジノ施設供用事業者が行う業務の委託に係る契約（前号に掲げるものを除く。）

三 カジノ施設供用事業者が行う業務に係る資金調達に係る契約（第一号に掲げるものを

除く。）

四 前三号に掲げるもののほか、その契約の期間又はその契約に基づき支払う金額がカジ

ノ管理委員会規則で定める期間又は金額を超える契約

３ 前項の認可を受けないで締結した同項各号に掲げる契約は、その効力を生じない。

４ 第九十三条第三項及び第四項並びに第九十六条から第百二条までの規定は、カジノ施

設供用事業者が行う業務に係る契約について準用する。この場合において、必要な技術的読

替えは、政令で定める。

（特定の業務に従事する者の確認）

第百三十四条 カジノ施設供用事業者は、カジノ管理委員会の確認を受けなければ、その雇

用する者その他の者を、次に掲げるカジノ施設供用業務（次項及び次条において「特定カジ

ノ施設供用業務」という。）に従事させてはならない。

一 次に掲げる事項の監督をする業務（次号に掲げる業務を除く。）

イ 内部監査

ロ 財務

ハ イ又はロに掲げる事項の監督をする業務に従事する者の人事

二 次に掲げる業務を統括管理する業務
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イ 第百三十二条第一項並びに前条第一項及び第二項の規定並びに同条第四項において準

用する第九十六条、第九十九条及び第百条の規定の遵守のために必要な業務

ロ この項の規定、次項において準用する第百十五条、第百十七条及び第百十八条の規定並

びに次条の規定の遵守のために必要な業務

三 前二号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める業務

２ 第百十五条から第百二十条までの規定は、前項の確認及び当該確認を受けた特定カジ

ノ施設供用業務に従事する者（第二百六条第六項において「確認特定カジノ施設供用業務従

事者」という。）について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定

める。

（従業者の制限等）

第百三十五条 カジノ施設供用事業者は、第百二十一条第一項各号に掲げる者をカジノ施

設供用業務（特定カジノ施設供用業務を除く。）に従事させてはならない。

２ 第百二十一条第二項から第四項までの規定は、カジノ施設供用事業者が行うカジノ施

設供用業務（特定カジノ施設供用業務を除く。）について準用する。

３ 第百二十三条の規定は、カジノ施設供用業務に従事する者に係る措置について準用す

る。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

第五章 認可施設土地権利者

（認可等）

第百三十六条 第三十九条の免許に係る特定複合観光施設区域の土地について、施設土地

に関する権利の移転若しくは設定をする取引若しくは行為又は施設土地権利者になる法人

の設立その他のカジノ管理委員会規則で定める取引若しくは行為（それぞれ国、地方公共団

体並びに当該特定複合観光施設区域に係るカジノ事業者及びカジノ施設供用事業者（以下

この項において「国等」という。）が当該施設土地に関する権利を取得する取引及び行為を

除く。）であって施設土地権利者の変更を伴うものをしようとする者（国等を除く。）は、カ

ジノ管理委員会の認可を受けなければならない。

２ 前項の認可を受けないでした同項に規定する取引又は行為（施設土地に関する権利の

移転又は設定をする取引又は行為に限り、政令で定める取引又は行為を除く。）は、その効

力を生じない。

３ 認定設置運営事業者が第三十九条の免許を受けたときは、当該免許の申請書に記載さ

れた施設土地権利者は、その免許の時に第一項の認可を受けたものとみなす。

４ 第一項の認可に係る取引又は行為により認可施設土地権利者になった者は、遅滞なく、

その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

５ 第一項に規定する取引又は行為以外の事由により施設土地権利者になった者（以下こ

の条において「特定施設土地権利者」という。）は、当該事由の生じた日から起算して六十

日を経過する日（以下この条において「猶予期限日」という。）以内に施設土地権利者でな

くなるよう、所要の措置を講じなければならない。ただし、当該特定施設土地権利者が、猶
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予期限日後も引き続き当該施設土地に関する権利を保有することについてカジノ管理委員

会の認可を受けたときは、この限りでない。

６ 特定施設土地権利者は、前項本文の措置により施設土地権利者でなくなったときは、遅

滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。同項本文の措置によること

なく施設土地権利者でなくなったときも、同様とする。

７ カジノ管理委員会は、第一項の認可を受けることなく同項に規定する取引若しくは行

為により施設土地権利者になった者又は第五項ただし書の認可を受けることなく猶予期限

日後も施設土地権利者である者に対し、施設土地権利者でなくなるよう、所要の措置を講ず

べきことを命ずることができる。

（認可の申請）

第百三十七条 前条第一項又は第五項ただし書の認可を受けようとする者は、次に掲げる

事項を記載した申請書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

一 申請者の氏名又は名称及び住所並びに当該申請者が法人であるときは、その代表者の

氏名

二 申請者が法人であるときは、その役員の氏名又は名称及び住所

三 当該申請に係る認可を受けて法人が設立されるときは、当該法人の名称及び住所、代表

者の氏名並びに役員の氏名又は名称及び住所

四 当該申請に係る土地の所在及び面積

五 当該申請に係る施設土地に関する権利の種別及び内容

六 前条第一項に規定する取引若しくは行為又は同条第五項に規定する事由の内容

七 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

一 次条第二項において準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれにも該当しない

ことを誓約する書面

二 申請者が法人であるときは、定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。）

三 当該申請に係る認可を受けて法人が設立されるときは、当該法人の定款（これに準ずる

ものを含む。）

四 土地の登記事項証明書

五 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類

（認可の基準）

第百三十八条 カジノ管理委員会は、第百三十六条第一項又は第五項ただし書の認可の申

請があったときは、当該申請が次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければなら

ない。

一 次に掲げる者が十分な社会的信用を有する者であること。

イ 申請者（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であるときは、その法
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定代理人）

ロ 第百三十六条第一項の認可の申請の場合において、当該認可を受けて法人が設立され

るときは、当該法人

ハ イ又はロに掲げる者（イに掲げる者にあっては、法人であるものに限る。）の役員

二 前条第一項第六号に掲げる内容がカジノ事業の健全な運営を図る見地から適当である

と認められること。

２ 第六十条第二項の規定は、第百三十六条第一項及び第五項ただし書の認可の申請につ

いて準用する。この場合において、第六十条第二項中「前項第二号」とあるのは「第百三十

八条第一項第一号ロ」と、「法人等」とあるのは「法人」と読み替えるものとする。

（認可の取消し）

第百三十九条 カジノ管理委員会は、認可施設土地権利者について、次の各号に掲げる事実

のいずれかが判明したときは、第百三十六条第一項又は第五項ただし書の認可を取り消す

ことができる。

一 偽りその他不正の手段により第百三十六条第一項若しくは第五項ただし書の認可又は

第百四十一条において準用する第六十一条第一項の承認を受けたこと。

二 前条第一項各号に掲げる基準に適合していないこと。

三 前条第二項において準用する第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当してい

ること。

２ 前項の規定により認可が取り消されたときは、当該認可に係る認可施設土地権利者で

あった者は、カジノ管理委員会が指定する期間内に施設土地権利者でなくなるよう、所要の

措置を講じなければならない。

３ 第百三十六条第六項及び第七項の規定は、第一項の規定により認可が取り消された場

合における認可施設土地権利者であった者に係る前項の措置について準用する。

（認可の失効）

第百四十条 第百三十六条第一項の認可について次の各号に掲げる場合のいずれかに該当

することとなったとき、又は同条第五項ただし書の認可について第二号に掲げる場合に該

当することとなったときは、当該認可は、その効力を失う。

一 当該認可を受けた日から起算して六月以内に当該認可があった事項が実行されなかっ

たとき（やむを得ない理由がある場合において、あらかじめカジノ管理委員会の承認があっ

たときを除く。）。

二 当該認可に係る認可施設土地権利者が施設土地権利者でなくなったとき。

２ 前項（第二号に係る部分に限る。）の規定により認可が失効したときは、当該認可に係

る認可施設土地権利者であった者は、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なけれ

ばならない。

（認可主要株主等に関する規定の準用）

第百四十一条 第六十一条第一項及び第二項の規定は認可施設土地権利者に係る変更の承
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認について、同条第三項の規定は認可施設土地権利者に係る軽微な変更の届出について、そ

れぞれ準用する。この場合において、同条第一項中「法人等」とあるのは「法人」と、同条

第二項中「前条第一項及び第二項」とあるのは「第百三十八条第一項（第二号を除く。）の

規定及び同条第二項において準用する前条第二項」と読み替えるものとする。

第六章 カジノ関連機器等製造業等

第一節 カジノ関連機器等製造業等の許可等

（定義）

第百四十二条 この章において「カジノ関連機器等製造業」とは、カジノ関連機器等を製造

し、及びこれを販売し又は貸与する事業をいう。

２ この章において「カジノ関連機器等製造業者」とは、次条第一項の許可を受けてカジノ

関連機器等製造業を行う者をいう。

３ この章において「カジノ関連機器等輸入業」とは、カジノ関連機器等を輸入し、及びこ

れを販売し又は貸与する事業をいう。

４ この章において「カジノ関連機器等輸入業者」とは、次条第一項の許可を受けてカジノ

関連機器等輸入業を行う者をいう。

５ この章において「カジノ関連機器等販売業」とは、カジノ関連機器等を販売し、又は貸

与する事業をいう。

６ この章において「カジノ関連機器等販売業者」とは、次条第一項の許可を受けてカジノ

関連機器等販売業を行う者をいう。

７ この章において「カジノ関連機器等修理業」とは、カジノ関連機器等を保守し、又は修

理する事業をいう。

８ この章において「カジノ関連機器等修理業者」とは、次条第一項の許可を受けてカジノ

関連機器等修理業を行う者をいう。

９ この章において「カジノ関連機器等外国製造業」とは、外国において、本邦に輸出され

るカジノ関連機器等を製造し、及びこれを販売する事業をいう。

１０ この章において「カジノ関連機器等外国製造業者」とは、第百五十条第一項の認定を

受けてカジノ関連機器等外国製造業を行う者をいう。

（許可）

第百四十三条 カジノ関連機器等製造業、カジノ関連機器等輸入業、カジノ関連機器等販売

業又はカジノ関連機器等修理業（以下「カジノ関連機器等製造業等」という。）を行おうと

する者は、その種別に応じて、カジノ管理委員会の許可を受けなければならない。

２ 前項の許可（カジノ関連機器等製造業に係るものに限る。）は、製造所ごとに受けなけ

ればならない。

（許可の申請）

第百四十四条 前条第一項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請

書をカジノ管理委員会に提出しなければならない。
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一 申請者の名称及び住所並びに代表者の氏名

二 許可を受けようとするカジノ関連機器等製造業等の種別

三 カジノ関連機器等製造業の許可を受けようとするときは、製造所の所在地並びにその

構造及び設備の概要

四 取り扱おうとするカジノ関連機器等の種別

五 申請者の役員の氏名又は名称及び住所

六 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める事項

２ 前項の申請書には、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、次に掲げる書類を添

付しなければならない。

一 次条第二項各号に掲げる事由のいずれにも該当しないことを誓約する書面

二 定款及び登記事項証明書

三 第百四十八条第一項の業務方法書

四 貸借対照表

五 収支の見込みを記載した書類

六 前各号に掲げるもののほか、カジノ管理委員会規則で定める書類

（許可の基準等）

第百四十五条 カジノ管理委員会は、第百四十三条第一項の許可の申請があったときは、当

該申請が次に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

一 申請者が、人的構成に照らして、当該申請に係るカジノ関連機器等製造業等を的確に遂

行することができる能力を有し、かつ、十分な社会的信用を有する者であること。

二 申請者の役員が十分な社会的信用を有する者であること。

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

が十分な社会的信用を有する者であること。

四 申請者が当該申請に係るカジノ関連機器等製造業等を健全に遂行するに足りる財産的

基礎を有し、かつ、当該カジノ関連機器等製造業等に係る収支の見込みが良好であること。

五 カジノ関連機器等製造業の許可を受けようとするときは、製造所の構造及び設備並び

に技術水準が、第百五十一条又は第百五十四条の規定を遵守してカジノ関連機器等を製造

するために適切なものであり、かつ、カジノ関連機器等製造業を的確に遂行するために十分

なものであること。

六 定款及び第百四十八条第一項の業務方法書の規定が、法令に適合し、かつ、当該申請に

係るカジノ関連機器等製造業等を適正に遂行するために十分なものであること。

２ カジノ管理委員会は、第百四十三条第一項の許可の申請について、次の各号に掲げる事

由のいずれかに該当するとき、又は申請書若しくはその添付書類のうちに虚偽の記載があ

り、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、当該許可を与えてはならない。

一 申請者が次のイからハまでに掲げる者のいずれかに該当すること。

イ 会社法に規定する会社でない者
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ロ 第四十一条第二項第一号ロからホまでに掲げる者のいずれかに該当する者

ハ この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は組織的犯罪処罰法

第十七条の罪、犯罪収益移転防止法第三十一条の罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑

（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は

当該刑の執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。

イ 個人であるときは、次の（１）から（３）までに掲げる者のいずれかに該当する者

（１） 第四十一条第二項第二号イ（１）から（５）まで、（７）又は（８）に掲げる者の

いずれかに該当する者

（２） この法律若しくはこれに相当する外国の法令の規定に違反し、又は刑法第百八十五

条若しくは第百八十七条の罪、組織的犯罪処罰法第九条第一項から第三項まで、第十条、第

十一条若しくは第十七条の罪、暴力団対策法第四十六条から第四十九条まで、第五十条（第

一号に係る部分に限る。）若しくは第五十一条の罪、犯罪収益移転防止法第二十五条から第

三十一条までの罪その他政令で定める罪を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法令によ

る刑を含む。）に処せられ、当該刑の執行を終わり、又は当該刑の執行を受けることがなく

なった日から起算して五年を経過しない者

（３） 心身の故障により当該申請に係るカジノ関連機器等製造業等を的確に遂行するこ

とができない者としてカジノ管理委員会規則で定めるもの

ロ 法人であるときは、前号ロ又はハに掲げる者のいずれかに該当する者

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

のうちに前号イ（（３）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。

（許可の有効期間等）

第百四十六条 第百四十三条第一項の許可の有効期間は、当該許可の日から起算して三年

とする。

２ 前項の有効期間の満了後引き続きカジノ関連機器等製造業等を行おうとするカジノ関

連機器等製造業者、カジノ関連機器等輸入業者、カジノ関連機器等販売業者又はカジノ関連

機器等修理業者（以下「カジノ関連機器等製造業者等」という。）は、当該許可の更新を受

けなければならない。

３ 前項の更新を受けようとするカジノ関連機器等製造業者等は、第一項の有効期間の満

了の日前の期間でカジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をし

なければならない。

４ 第百四十四条及び前条（第二項第一号イを除く。）の規定並びに第百四十九条において

準用する第四十二条の規定は、第二項の更新について準用する。この場合において、前条第

二項第二号イ（１）中「第四十一条第二項第二号イ（１）」とあるのは、「第四十一条第二項

第二号イ（２）」と読み替えるものとする。

５ 第三項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に
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対する処分がされないときは、従前の許可は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされる

までの間は、なお効力を有する。

６ 第二項の更新がされたときは、当該許可の有効期間は、従前の許可の有効期間の満了の

日の翌日から起算して三年とする。

（変更の承認等）

第百四十七条 カジノ関連機器等製造業者等は、次に掲げる事項の変更（第二号に掲げる事

項にあっては、カジノ管理委員会規則で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、

カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会の承認を受けなければな

らない。

一 取り扱おうとするカジノ関連機器等の種別

二 カジノ関連機器等製造業の許可に係る製造所の構造又は設備

三 役員

２ 第百四十五条（第二項第一号を除く。）の規定は、前項の承認について準用する。

３ カジノ関連機器等製造業者等は、第一項のカジノ管理委員会規則で定める軽微な変更

又はカジノ関連機器等製造業者等の名称の変更その他のカジノ管理委員会規則で定める軽

微な変更をしたときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を

カジノ管理委員会に届け出なければならない。この場合において、カジノ関連機器等製造業

者等は、カジノ管理委員会規則で定める書類を添付しなければならない。

（業務方法書）

第百四十八条 業務方法書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 カジノ関連機器等製造業等に係る業務に関し、その種別に応じたカジノ関連機器等の

管理の方法（カジノ関連機器等製造業及びカジノ関連機器等輸入業に係る業務にあっては、

第百五十一条又は第百五十四条の規定の遵守のための管理の方法を含む。）

二 カジノ関連機器等製造業等に係る業務の執行が法令に適合することを確保するための

体制その他当該カジノ関連機器等製造業等に係る業務の適正を確保するための体制の整備

に関する事項

三 前二号に掲げるもののほか、カジノ関連機器等製造業等に係る業務の適正な実施を確

保するために必要な事項としてカジノ管理委員会規則で定めるもの

２ カジノ関連機器等製造業者等は、業務方法書の変更をしようとするときは、カジノ管理

委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会の認可を受けなければならない。

３ カジノ管理委員会は、前項の認可の申請があったときは、当該申請が業務方法書に係る

第百四十五条第一項第六号に掲げる基準に適合するかどうかを審査しなければならない。

（カジノ事業の免許に関する規定の準用）

第百四十九条 第四十一条第三項、第四十二条、第四十五条から第四十七条まで、第四十八

条第六項、第四十九条（第四号を除く。）、第五十一条（第一項第三号を除く。）、第五十二条

及び第五十七条の規定は、カジノ関連機器等製造業者等及びカジノ関連機器等製造業等並
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びに第百四十三条第一項の許可について準用する。この場合において、必要な技術的読替え

は、政令で定める。

（カジノ関連機器等外国製造業の認定）

第百五十条 カジノ関連機器等外国製造業を行おうとする者は、カジノ管理委員会の認定

を受けることができる。

２ 第百四十三条第二項、第百四十四条（第一項第二号を除く。）及び第百四十五条から前

条までの規定は、カジノ関連機器等外国製造業者及びカジノ関連機器等外国製造業並びに

前項の認定について準用する。この場合において、第百四十六条第四項中「第百四十四条」

とあるのは、「第百四十四条（第一項第二号を除く。）」と読み替えるほか、必要な技術的読

替えは、政令で定める。

第二節 型式検定等

（型式検定）

第百五十一条 カジノ関連機器等製造業者又はカジノ関連機器等輸入業者は、電磁的カジ

ノ関連機器等を製造し、又は輸入しようとするときは、カジノ管理委員会規則で定めるとこ

ろにより、カジノ管理委員会が行う当該電磁的カジノ関連機器等の型式についての検定を

受けなければならない。ただし、その型式について次項の検定に合格した電磁的カジノ関連

機器等を輸入する場合については、この限りでない。

２ カジノ関連機器等外国製造業者は、電磁的カジノ関連機器等を本邦に輸出しようとす

るときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会が行う当該電磁

的カジノ関連機器等の型式についての検定を受けることができる。

３ カジノ管理委員会は、前二項の検定（以下この章において「検定」という。）の申請に

ついて、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当するときは、当該型式を検定に合格させて

はならない。

一 当該申請に係る型式がカジノ管理委員会規則で定める技術上の規格に適合していない

こと。

二 当該申請に係る型式の電磁的カジノ関連機器等を製造し、及び検査する設備、体制及び

手続（第百五十三条第三号において「設備等」という。）がカジノ管理委員会規則で定める

基準に適合していないこと。

三 申請者がカジノ関連機器等輸入業者である場合において、当該申請に係る型式の電磁

的カジノ関連機器等を製造した者がその製造所及び当該電磁的カジノ関連機器等の種別に

係る前条第一項のカジノ関連機器等外国製造業の認定を受けていないこと。

４ 検定を受けた者は、当該検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等に、カジノ管理

委員会規則で定めるところにより、検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等である

旨の表示を付さなければならない。

５ 何人も、検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等以外の機器等には、前項の表示

を付し、又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。
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（検定の有効期間）

第百五十二条 検定の有効期間は、電磁的カジノ関連機器等の種別に応じて、カジノ管理委

員会規則で定める期間とする。

（合格の取消し）

第百五十三条 カジノ管理委員会は、検定に合格した型式について、次の各号に掲げる事実

のいずれかが判明したときは、検定の合格を取り消すことができる。

一 偽りその他不正の手段により当該検定を受けたこと。

二 検定に合格した型式が第百五十一条第三項第一号のカジノ管理委員会規則で定める技

術上の規格に適合していないこと。

三 検定に合格した型式の電磁的カジノ関連機器等を製造し、又は検査する設備等が第百

五十一条第三項第二号のカジノ管理委員会規則で定める基準に適合していないこと。

（自己確認）

第百五十四条 カジノ関連機器等製造業者又はカジノ関連機器等輸入業者は、非電磁的カ

ジノ関連機器等を製造し、又は輸入しようとするときは、カジノ管理委員会規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項について、自ら確認をしなければならない。ただし、次項の確

認がされた非電磁的カジノ関連機器等を輸入する場合については、この限りでない。

一 製造され又は輸入される非電磁的カジノ関連機器等の設計が、当該非電磁的カジノ関

連機器等が技術基準に適合することを確保できるものであること。

二 製造され又は輸入される非電磁的カジノ関連機器等が前号の設計に合致するものとな

ることを確保するための措置に関する事項が定められ、かつ、当該事項が適切なものである

こと。

２ カジノ関連機器等外国製造業者は、非電磁的カジノ関連機器等を本邦に輸出しようと

するときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、前項各号に掲げる事項について、

自ら確認をすることができる。

３ 前二項の確認（以下この条において「自己確認」という。）をしたカジノ関連機器等製

造業者、カジノ関連機器等輸入業者又はカジノ関連機器等外国製造業者（以下この節におい

て「自己確認実施製造業者等」という。）は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、

遅滞なく、次に掲げる事項をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

一 当該自己確認実施製造業者等の名称及び住所並びに代表者の氏名

二 当該自己確認に係る非電磁的カジノ関連機器等の種別

三 第一項第一号の設計及び同項第二号の措置に関する事項

四 当該自己確認の結果

五 前各号に掲げるもののほか、自己確認の方法に関する事項としてカジノ管理委員会規

則で定めるもの

４ 自己確認実施製造業者等は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、前項第四号

及び第五号に掲げる事項について記録を作成し、これを保存しなければならない。
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５ 自己確認実施製造業者等は、第一項第一号の設計又は同項第二号の措置に関する事項

の変更をしようとするときは、改めて自己確認をしなければならない。この場合においては、

前二項の規定を準用する。

６ カジノ管理委員会は、第三項（前項後段において準用する場合を含む。次条第一項及び

第三項において同じ。）の規定による届出があったときは、カジノ管理委員会規則で定める

ところにより、当該届出に係る事項を公示しなければならない。第三項第一号に掲げる事項

に係る第百四十七条第三項（第百五十条第二項において準用する場合を含む。）の規定によ

る変更の届出があったときも、同様とする。

（設計合致義務等）

第百五十五条 自己確認実施製造業者等（カジノ関連機器等輸入業者を除く。）は、非電磁

的カジノ関連機器等を製造する場合には、当該非電磁的カジノ関連機器等を前条第三項の

規定による届出に係る同条第一項第一号の設計（次項及び次条第一項において「届出設計」

という。）に合致させるようにしなければならない。

２ 自己確認実施製造業者等（カジノ関連機器等輸入業者に限る。）は、届出設計に合致し

ない非電磁的カジノ関連機器等を輸入してはならない。

３ 自己確認実施製造業者等は、製造し、又は輸入した非電磁的カジノ関連機器等について、

前条第三項の規定による届出に係る同条第一項第二号の措置に関する事項に従って検査を

し、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、当該検査の記録を作成し、これを保存し

なければならない。

（表示）

第百五十六条 自己確認実施製造業者等は、届出設計に基づき製造された非電磁的カジノ

関連機器等について前条第三項の検査の記録を作成したときは、当該非電磁的カジノ関連

機器等にカジノ管理委員会規則で定める表示を付さなければならない。

２ 何人も、前項に規定する非電磁的カジノ関連機器等以外の機器等に同項の表示を付し、

又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。

（記録）

第百五十七条 カジノ関連機器等製造業者等は、カジノ管理委員会規則で定めるところに

より、カジノ関連機器等の製造、輸入、販売若しくは貸与又は保守若しくは修理その他のカ

ジノ関連機器等の管理に関しカジノ管理委員会規則で定める事項について記録を作成し、

これを保存しなければならない。

第三節 カジノ関連機器等製造業等の従業者

第百五十八条 カジノ関連機器等製造業者等は、カジノ管理委員会の確認を受けなければ、

その雇用する者その他の者を、次に掲げる業務（第三項において「特定カジノ関連機器等製

造業務等」という。）に従事させてはならない。

一 カジノ関連機器等の製造又はその保守若しくは修理その他の管理をする業務

二 カジノ関連機器等の製造、輸入、販売若しくは貸与の監督又はその保守若しくは修理そ
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の他の管理の監督をする業務

２ 前項の確認（カジノ関連機器等製造業に係るものに限る。）は、製造所ごとに受けなけ

ればならない。

３ 第百十五条から第百二十条までの規定は第一項の確認及び当該確認を受けた特定カジ

ノ関連機器等製造業務等に従事する者（以下この項及び第二百八条第三項において「確認特

定カジノ関連機器等製造業務等従事者」という。）について、第百二十三条の規定は確認特

定カジノ関連機器等製造業務等従事者に係る措置について、それぞれ準用する。この場合に

おいて、必要な技術的読替えは、政令で定める。

第四節 指定試験機関

（指定）

第百五十九条 カジノ管理委員会は、その指定する者（以下「指定試験機関」という。）に、

検定に必要な試験の実施に関する事務（以下「試験事務」という。）の全部又は一部を行わ

せることができる。

２ 前項の規定による指定は、試験事務を行おうとする者の申請により行う。

３ 前項の申請をしようとする者は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、申請書

をカジノ管理委員会に提出しなければならない。

４ カジノ管理委員会は、第二項の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときで

なければ、第一項の規定による指定をしてはならない。

一 申請者が、人的構成に照らして、試験事務を適正かつ確実に遂行することができる能力

を有し、かつ、十分な社会的信用を有する者であること。

二 申請者の役員が十分な社会的信用を有する者であること。

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

が十分な社会的信用を有する者であること。

四 申請者が株式会社であるときは、その主要株主等基準値以上の数の議決権又は株式の

保有者（営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であるときは、その法定代

理人）及び当該主要株主等基準値以上の数の議決権又は株式の保有者が法人等であるとき

はその役員が十分な社会的信用を有する者であること。

五 職員、設備、試験の実施方法その他の事項についての試験事務の実施に関する計画が、

試験事務の適正かつ確実な実施のために適切なものであること。

六 申請者が前号の試験事務の実施に関する計画を適正かつ確実に遂行するに足りる経理

的基礎及び技術的能力を有する者であること。

５ カジノ管理委員会は、第二項の申請について、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当

するときは、第一項の規定による指定をしてはならない。

一 申請者が次のイからハまでに掲げる者のいずれかに該当すること。

イ 株式会社（監査役、監査等委員会又は監査委員会を置くものに限る。）又は一般社団法

人（監事を置くものに限る。）若しくは一般財団法人でない者
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ロ 第百四十五条第二項第一号ロ又はハに掲げる者のいずれかに該当する者

ハ その行う試験事務以外の業務により試験事務を公正に実施することができないおそれ

がある者

二 申請者の役員のうちに次のイ又はロに掲げる者のいずれかに該当する者があること。

イ 第百四十五条第二項第二号イ（（３）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当する

者

ロ 心身の故障により試験事務を適正かつ確実に遂行することができない者としてカジノ

管理委員会規則で定めるもの

三 出資、融資、取引その他の関係を通じて申請者の事業活動に支配的な影響力を有する者

のうちに第百四十五条第二項第二号イ（（３）を除く。）又はロに掲げる者のいずれかに該当

する者があること。

四 申請者が株式会社であるときは、その主要株主等基準値以上の数の議決権又は株式の

保有者のうちに第六十条第二項各号に掲げる者のいずれかに該当する者があること。

（指定の有効期間等）

第百六十条 前条第一項の規定による指定の有効期間は、当該指定の日から起算して三年

とする。

２ 前項の有効期間の満了後引き続き試験事務を行おうとする指定試験機関は、カジノ管

理委員会規則で定めるところにより、当該指定の更新を受けなければならない。

３ 前項の更新を受けようとする指定試験機関は、第一項の有効期間の満了の日前の期間

でカジノ管理委員会規則で定める期間内に、カジノ管理委員会に申請をしなければならな

い。

４ 前項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までに当該申請に対

する処分がされないときは、従前の指定は、同項の有効期間の満了後も当該処分がされるま

での間は、なお効力を有する。

５ 第二項の更新がされたときは、当該指定の有効期間は、従前の指定の有効期間の満了の

日の翌日から起算して三年とする。

（指定試験機関の役員の選任及び解任）

第百六十一条 指定試験機関は、その役員を選任し、又は解任しようとするときは、カジノ

管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会に申請して、その認可を受けなけ

ればならない。

２ 前項の認可を受けないでした役員の選任又は解任は、その効力を生じない。

（事業計画の認可等）

第百六十二条 指定試験機関は、毎事業年度、事業計画及び収支予算を作成し、当該事業年

度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年度にあっては、当該指定後遅滞なく）、カジ

ノ管理委員会の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 指定試験機関は、毎事業年度の経過後三月以内に、当該事業年度の事業報告書及び収支
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決算書を作成し、カジノ管理委員会に提出しなければならない。

（試験事務規程）

第百六十三条 指定試験機関は、試験事務の開始前に、試験事務の実施に関する規程（以下

この条及び第二百十条第二項第二号において「試験事務規程」という。）を作成し、カジノ

管理委員会の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 試験事務規程で定めるべき事項は、カジノ管理委員会規則で定める。

３ カジノ管理委員会は、第一項の認可をした試験事務規程が試験事務の適正かつ確実な

実施上不適当となったと認めるときは、指定試験機関に対し、当該試験事務規程を変更すべ

きことを命ずることができる。

（指定試験機関の認可主要株主等）

第百六十四条 第三章第一節第二款の規定は、指定試験機関（株式会社であるものに限る。

第百九十九条第一項及び第二百五条第一項において同じ。）の認可主要株主等について準用

する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

（特定の業務に従事する者の確認）

第百六十五条 指定試験機関は、カジノ管理委員会の確認を受けなければ、その職員を、試

験事務に関して行われる次に掲げる業務（次項において「特定試験業務」という。）に従事

させてはならない。

一 電磁的カジノ関連機器等の型式が第百五十一条第三項第一号のカジノ管理委員会規則

で定める技術上の規格に適合するかどうかの判定に関する業務

二 電磁的カジノ関連機器等の試験のための保管その他の管理又はその監督をする業務

２ 第百十五条から第百二十条までの規定は前項の確認及び当該確認を受けた特定試験業

務に従事する者（以下この項及び第二百十条第三項において「確認特定試験業務従事者」と

いう。）について、第百二十三条の規定は確認特定試験業務従事者に係る措置について、そ

れぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

（秘密保持義務等）

第百六十六条 指定試験機関の役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、試験事務

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

２ 試験事務に従事する指定試験機関の役員又は職員は、刑法その他の罰則の適用につい

ては、法令により公務に従事する職員とみなす。

（試験事務に関する事項の記録等）

第百六十七条 指定試験機関は、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、帳簿を備え、

これに試験事務に関する事項でカジノ管理委員会規則で定めるものを記録し、これを保存

しなければならない。

（試験事務の休廃止）

第百六十八条 指定試験機関は、試験事務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとする

ときは、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、カジノ管理委員会に申請して、その
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許可を受けなければならない。

（指定の取消し等）

第百六十九条 カジノ管理委員会は、指定試験機関について、次の各号に掲げる事実のいず

れかが判明したときは、第百五十九条第一項の規定による指定を取り消し、又は期限を定め

て試験事務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

一 偽りその他不正の手段により第百五十九条第一項の規定による指定又は第百六十条第

二項の更新を受けたこと。

二 第百五十九条第四項各号に掲げる基準に適合していないこと。

三 第百五十九条第五項各号に掲げる事由のいずれかに該当していること。

（カジノ管理委員会による試験事務の実施等）

第百七十条 カジノ管理委員会は、第百五十九条第一項の規定による指定をしたときは、当

該指定に係る指定試験機関が行う試験事務を行わないことができる。

２ カジノ管理委員会は、指定試験機関が第百六十八条の許可を受けて試験事務の全部若

しくは一部を休止したとき、前条若しくは第二百十条第一項若しくは第二項の規定により

指定試験機関に対し試験事務の全部若しくは一部の停止を命じたとき、又は指定試験機関

が天災その他の事由により試験事務の全部若しくは一部を実施することが困難となった場

合において必要があると認めるときは、当該試験事務の全部又は一部を自ら行うものとす

る。

（公示）

第百七十一条 カジノ管理委員会は、次に掲げる場合には、その旨を公示しなければならな

い。

一 第百五十九条第一項の規定による指定をしたとき。

二 第百六十八条の許可をしたとき。

三 第百六十九条若しくは第二百十条第一項若しくは第二項の規定により、第百五十九条

第一項の規定による指定を取り消し、又は試験事務の全部若しくは一部の停止を命じたと

き。

四 前条第一項の規定により試験事務を行わないこととするとき、又は同条第二項の規定

により試験事務の全部若しくは一部を自ら行うこととするとき。

（カジノ管理委員会規則への委任）

第百七十二条 この節並びに第二百二条及び第二百十条に規定するもののほか、検定に必

要な試験及び指定試験機関に関する事項その他この節の規定の施行に関し必要な事項は、

カジノ管理委員会規則で定める。

第七章 カジノ施設への入場等の制限

（入場制限）

第百七十三条 第六十九条各号に掲げる者は、政令で定める場合を除き、カジノ施設に入場

し、又は滞在してはならない。
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（カジノ行為の制限）

第百七十四条 第六十九条各号に掲げる者は、カジノ行為を行ってはならない。

２ 次の各号に掲げる者は、政令で定める場合を除き、当該各号に定めるカジノ施設におい

て、カジノ行為を行ってはならない。

一 推進法第十七条第一項に規定する本部長、推進法第十八条第一項に規定する副本部長、

推進法第十九条第一項に規定する本部員及び推進法第二十二条第二項に規定する事務局長

その他の職員 全てのカジノ施設

二 基本方針及び区域整備計画に関する事務に従事する政府職員（前号に掲げる者を除く。） 

全てのカジノ施設

三 カジノ管理委員会の委員長、委員、専門委員及び事務局の職員 全てのカジノ施設

四 認定都道府県等の職員（当該認定都道府県等に係る認定区域整備計画に関する事務に

従事する者に限る。） 当該認定区域整備計画に記載された特定複合観光施設区域に設置さ

れるカジノ施設

五 カジノ事業者の従業者（役員以外の者にあっては、カジノ業務又はカジノ行為区画内関

連業務に従事する者に限る。） 当該カジノ事業者が設置するカジノ施設

六 カジノ施設供用事業者の従業者（役員以外の者にあっては、カジノ施設供用業務に従事

する者に限る。） 当該カジノ施設供用事業者が管理するカジノ施設

（チップの譲渡等の制限）

第百七十五条 顧客は、チップを他人に譲り渡し、又はチップを他人から譲り受けてはなら

ない。

２ 顧客は、チップをカジノ行為区画の外に持ち出してはならない。

第八章 入場料及び認定都道府県等入場料

第一節 入場料及び認定都道府県等入場料の賦課等

（入場料の賦課等）

第百七十六条 国は、入場者（本邦内に住居を有しない外国人を除く。以下この節において

同じ。）に対し、当該入場者がカジノ行為区画に入場しようとする時に、三千円の入場料を

賦課するものとする。

２ 前項の規定は、入場料を納付した者が当該入場料の納付後初めてカジノ行為区画に入

場した時から二十四時間を経過する時（以下この条において「再賦課基準時」という。）ま

での間に反復してカジノ行為区画に入場しようとする場合には、適用しない。

３ 国は、入場者が再賦課基準時になおカジノ行為区画に滞在しているときは、当該入場者

に対し、第一項に定める額の入場料を再賦課するものとする。

４ 第一項の規定は、入場料を再納付した者が再賦課基準時から二十四時間を経過する時

（以下この条において「再々賦課基準時」という。）までの間に反復してカジノ行為区画に

入場しようとする場合には、適用しない。

５ 国は、入場者が再々賦課基準時になおカジノ行為区画に滞在しているときは、当該入場
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者に対し、第一項に定める額の入場料を再々賦課するものとする。

６ 第一項の規定は、入場料を再々納付した者が再々賦課基準時から二十四時間を経過す

る時までの間に反復してカジノ行為区画に入場しようとする場合には、適用しない。

（認定都道府県等入場料の賦課等）

第百七十七条 認定都道府県等は、入場者に対し、当該入場者がカジノ行為区画に入場しよ

うとする時に、三千円の認定都道府県等入場料を賦課するものとする。

２ 前条第二項から第六項までの規定は、認定都道府県等の認定都道府県等入場料につい

て準用する。

（入場料及び認定都道府県等入場料の徴収）

第百七十八条 カジノ事業者は、入場者から、そのカジノ行為区画への入場の前に、国が賦

課する入場料及び認定都道府県等が賦課する認定都道府県等入場料を徴収しなければなら

ない。

２ カジノ事業者は、入場者から、国が再賦課する入場料及び再々賦課する入場料並びに認

定都道府県等が再賦課する認定都道府県等入場料及び再々賦課する認定都道府県等入場料

を徴収しなければならない。

（入場料納入金及び認定都道府県等入場料納入金の納付等）

第百七十九条 カジノ事業者は、政令で定めるところにより、各月ごとに、前条の規定によ

り徴収すべき入場料の額に相当する額（以下この章において「入場料納入金」という。）及

び認定都道府県等入場料の額に相当する額（以下この章において「認定都道府県等入場料納

入金」という。）を、その翌月の政令で定める日までに国に納付しなければならない。

２ 国は、認定都道府県等入場料納入金の納付があったときは、政令で定めるところにより、

当該認定都道府県等入場料納入金として納付された額を、当該納付があった月の翌々月の

末日までに認定都道府県等に払い込むものとする。

３ カジノ事業者は、第一項の規定により国に納付した入場料納入金又は認定都道府県等

入場料納入金のうち入場者から徴収できなかった入場料又は認定都道府県等入場料に相当

する部分については、当該入場者に対して求償権を有する。

（証票）

第百八十条 カジノ管理委員会及び認定都道府県等は、それぞれ、カジノ事業者に対し、カ

ジノ管理委員会規則で定めるところにより、当該カジノ事業者が入場料及び認定都道府県

等入場料を徴収すべき義務を課せられた者であることを証する証票を交付しなければなら

ない。

２ カジノ事業者は、前項の証票をそのカジノ行為区画に入場しようとする者に見やすい

箇所に掲示しなければならない。

３ 第一項の証票は、他人に貸し付け、又は譲り渡してはならない。

４ カジノ事業者は、第三十九条の免許が取り消され、又は失効したときは、遅滞なく、第

一項の証票を、それぞれ、カジノ管理委員会及び認定都道府県等に返納しなければならない。
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（入場料及び認定都道府県等入場料の納付義務等）

第百八十一条 入場者は、カジノ行為区画に入場しようとするときは、その入場の前に、国

が賦課する入場料及び認定都道府県等が賦課する認定都道府県等入場料をカジノ事業者に

納付しなければならない。

２ 入場者は、国が再賦課する入場料及び再々賦課する入場料並びに認定都道府県等が再

賦課する認定都道府県等入場料及び再々賦課する認定都道府県等入場料をカジノ事業者に

納付しなければならない。

３ カジノ事業者は、入場料及び認定都道府県等入場料の全部又は一部を立て替え、又は補

塡してはならない。

（政令への委任）

第百八十二条 この節に定めるもののほか、入場料及び認定都道府県等入場料に関し必要

な事項は、政令で定める。

第二節 申告及び徴収

（入場料納入金及び認定都道府県等入場料納入金の申告等）

第百八十三条 カジノ事業者は、各月ごとに、当該月に係る第百七十九条第一項の規定によ

り納付すべき入場料納入金及び認定都道府県等入場料納入金の額その他カジノ管理委員会

規則で定める事項を記載した申告書を、その翌月の政令で定める日までにカジノ管理委員

会に提出しなければならない。

２ カジノ事業者は、前項の申告書の記載に誤りがあることを知ったときは、遅滞なく、そ

の旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。

３ カジノ管理委員会は、カジノ事業者が第一項の申告書の提出期限までに同項の申告書

を提出しないとき、又は同項の申告書の記載に誤りがあると認めたときは、入場料納入金又

は認定都道府県等入場料納入金の額を決定し、第五項に規定する場合を除き、カジノ事業者

に納入の告知をするものとする。

４ 前項の納入の告知を受けたカジノ事業者は、同項の規定によりカジノ管理委員会が決

定した額の入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金（第一項の規定による申告に基

づき納付した入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金があるときは、その額を控除

した額）を、その告知を受けた日から起算して十五日以内に国に納付しなければならない。

５ カジノ管理委員会は、カジノ事業者が第一項の規定による申告に基づき納付した入場

料納入金若しくは認定都道府県等入場料納入金の額が第三項の規定によりカジノ管理委員

会が決定した額を超えるときは、その超える額又は入場料納入金若しくは認定都道府県等

入場料納入金に係る過誤納金について、カジノ管理委員会規則で定めるところにより、入場

料納入金、認定都道府県等入場料納入金その他この節の規定による徴収金（以下この節にお

いて単に「徴収金」という。）のうち未納のものがあるときはこれに充当し、なお残余があ

ればその時以後に納付すべき徴収金の額から順次控除するものとする。ただし、当該残余に

ついて、カジノ事業者がカジノ事業を廃止したときは、遅滞なく、金銭で還付しなければな
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らない。

６ カジノ管理委員会は、前項の規定による充当、控除又は還付をしたときは、その旨をカ

ジノ事業者に通知しなければならない。

（加算金）

第百八十四条 カジノ管理委員会は、カジノ事業者が前条第四項の規定により入場料納入

金又は認定都道府県等入場料納入金を納付しなければならないときは、その納付すべき額

（その額に千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。）に百分の十を乗じて

得た額の加算金を徴収する。ただし、カジノ事業者が、天災その他やむを得ない理由により、

同条第一項の申告書を提出することができず当該入場料納入金又は認定都道府県等入場料

納入金を納付しなければならなくなったときは、この限りでない。

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する入場料納入金又は認定都道府県等入場料納

入金が千円未満であるときは、同項の加算金は、徴収しない。

３ カジノ管理委員会は、第一項の規定により加算金を徴収するときは、カジノ管理委員会

規則で定めるところにより、カジノ事業者に対し、期限を指定して、その納付すべき加算金

の額を通知しなければならない。

（特別加算金）

第百八十五条 前条第一項本文に規定する場合において、カジノ事業者がその入場料納入

金又は認定都道府県等入場料納入金の額の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠

蔽し、又は仮装し、その隠蔽し、又は仮装したところに基づき申告書を提出していたときは、

政令で定めるところにより、当該カジノ事業者に対し、加算金の額の計算の基礎となるべき

入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額（その入場料納入金又は認定都道府県

等入場料納入金の額の計算の基礎となるべき事実で隠蔽し、又は仮装されていないものに

基づくことが明らかであるものがあるときは、当該隠蔽し、又は仮装されていない事実に基

づく入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額として政令で定めるところにより

計算した金額を控除した入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額とし、その額

に千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。）に係る加算金に代え、当該基

礎となるべき入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額に百分の三十五を乗じて

得た額の特別加算金を徴収する。

２ 前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定により徴収する特別加算金について準用

する。

（徴収金の督促及び滞納処分）

第百八十六条 カジノ管理委員会は、カジノ事業者が徴収金を納付しないときは、期限を指

定して督促しなければならない。

２ カジノ管理委員会は、前項の規定による督促をするときは、当該カジノ事業者に対し、

督促状を発する。この場合において、督促状により指定すべき期限は、督促状を発する日か

ら起算して十日以上経過した日でなければならない。
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３ カジノ管理委員会は、第一項の規定による督促を受けたカジノ事業者がその指定の期

限までに徴収金を完納しないときは、国税滞納処分の例により、滞納処分をすることができ

る。

（延滞金）

第百八十七条 カジノ管理委員会は、前条第一項の規定による督促をしたときは、当該督促

に係る入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額につき年十四・五パーセントの

割合で納付期限の翌日から起算してその完納又は財産差押えの日の前日までの日数によっ

て計算した額の延滞金を徴収する。ただし、督促に係る入場料納入金又は認定都道府県等入

場料納入金の額が千円未満であるときは、この限りでない。

２ 前項の場合において、入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額の一部につ

き納付があったときは、その納付の日以降の期間に係る延滞金の額の計算の基礎となる入

場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額は、その納付のあった入場料納入金又は

認定都道府県等入場料納入金の額を控除した額とする。

３ 延滞金の計算において、前二項の入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金の額

に千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。

４ 前三項の規定により計算した延滞金の額に百円未満の端数があるときは、その端数は、

切り捨てる。

５ 延滞金は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、徴収しない。ただし、

第四号に掲げる場合には、その執行を停止し、又は猶予した期間に対応する部分の金額に限

る。

一 督促状に指定した期限までに入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金を完納し

たとき。

二 納付義務者の住所又は居所が不明のため、公示送達の方法により督促したとき。

三 延滞金の額が百円未満であるとき。

四 入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金について滞納処分の執行を停止し、又

は猶予したとき。

五 入場料納入金又は認定都道府県等入場料納入金を納付しないことについてやむを得な

い理由があると認められるとき。

（先取特権の順位）

第百八十八条 徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。

（徴収金の徴収手続等）

第百八十九条 徴収金は、この節に別段の定めがある場合を除き、国税徴収の例により徴収

する。

（時効）

第百九十条 徴収金を徴収し、又はその還付を受ける権利は、これらを行使することができ

る時から五年を経過したときは、時効により消滅する。
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２ カジノ管理委員会が行う徴収金の納入の告知又は第百八十六条第一項の規定による督

促は、時効の更新の効力を生ずる。

（政令への委任）

第百九十一条 この節に定めるもののほか、入場料納入金及び認定都道府県等入場料納入

金の申告及び徴収に関し必要な事項は、政令で定める。

第九章 国庫納付金及び認定都道府県等納付金

第一節 国庫納付金及び認定都道府県等納付金の納付等

（国庫納付金の納付等）

第百九十二条 カジノ事業者は、政令で定めるところにより、各月ごとに、第一号に掲げる

額と第二号に掲げる額の合計額（以下この章において「国庫納付金」という。）を、その翌

月の政令で定める日までに国に納付しなければならない。

一 イに掲げる額からロに掲げる額を減じて得た額とハに掲げる額の合計額（以下この節

において「カジノ行為粗収益」という。）の百分の十五に相当する額

イ 当該カジノ事業者が当該各月に顧客から交付等を受けたチップの価額（それと引換え

に第七十三条第十項に規定する現金又はカジノ管理委員会規則で定めるものを交付したチ

ップの価額を除く。）の総額

ロ 当該カジノ事業者が当該各月に顧客に対して交付等をしたチップの価額（第七十三条

第八項に規定する現金による支払、カジノ管理委員会規則で定める支払手段による支払若

しくはカジノ行為関連景品類による支払又は同条第九項に規定するクレジットカードの利

用による支払を受けて交付等をしたチップの価額を除く。）の総額

ハ 当該カジノ事業者が当該各月に行わせた顧客相互間のカジノ行為により得られた利益

に相当する額

二 カジノ管理委員会が行うカジノ施設に関する秩序の維持及び安全の確保を図るための

必要かつ合理的な施策に要する費用のうち当該カジノ事業者に負担させることが相当なも

のの額としてカジノ管理委員会が定める額

２ カジノ行為粗収益が零を下回るときは、その翌月に納付すべき国庫納付金のうち、前項

第一号に掲げる額の計算の基礎となるカジノ行為粗収益の額は、零とする。この場合におい

て、零を下回る額は、その翌々月に納付すべき同号に掲げる額の計算の基礎となるカジノ行

為粗収益の額の計算上控除するものとする。ただし、控除してもなお控除しきれない部分の

額があるときは、当該控除しきれない部分の額は、その翌々月の翌月以後の各月に納付すべ

き国庫納付金のうち、同号に掲げる額の計算の基礎となるカジノ行為粗収益の額の計算上

順次控除するものとする。

（認定都道府県等納付金の納付等）

第百九十三条 カジノ事業者は、認定都道府県等に納付する納付金として、政令で定めると

ころにより、各月ごとに、当該月のカジノ行為粗収益の百分の十五に相当する額（以下この

章において「認定都道府県等納付金」という。）を、その翌月の政令で定める日までに国に



203 

納付しなければならない。

２ 前条第二項の規定は、認定都道府県等納付金について準用する。

３ 国は、認定都道府県等納付金の納付があったときは、政令で定めるところにより、当該

認定都道府県等納付金として納付された額を、当該納付があった月の翌々月の末日までに

認定都道府県等に払い込むものとする。

（政令への委任）

第百九十四条 この節に定めるもののほか、国庫納付金及び認定都道府県等納付金の納付

に関し必要な事項は、政令で定める。

第二節 申告及び徴収

第百九十五条 前章第二節の規定は、国庫納付金及び認定都道府県等納付金について準用

する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。

第十章 カジノ事業者等の監督

（監査）

第百九十六条 カジノ管理委員会は、毎年、カジノ事業者及びカジノ施設供用事業者の業務

及び経理の監査をしなければならない。

（カジノ事業者が行う業務等に関する報告の徴収等）

第百九十七条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、カジノ事業者

若しくは当該カジノ事業者に係る次に掲げる者又はこれらの者の従業者若しくは従業者で

あった者に対し、当該カジノ事業者について第三十九条の免許を受けた後も引き続き第四

十一条第一項各号に掲げる基準に適合しているかどうか及び同条第二項各号に掲げる事由

のいずれにも該当していないかどうか（次項において「免許基準適合性等」という。）又は

当該カジノ事業者が行う業務若しくはその財産に関し、参考となるべき報告又は資料の提

出を求めることができる。

一 議決権等の保有者

二 出資、融資、取引その他の関係を通じて当該カジノ事業者の事業活動に支配的な影響力

を有する者

三 カジノ施設供用事業者

四 認可施設土地権利者

五 カジノ関連機器等製造業者等

六 当該カジノ事業者から業務の委託を受けた者（当該者から委託（二以上の段階にわたる

委託を含む。）を受けた者を含む。）

七 当該カジノ事業者の契約（第六十五条第一項に規定するカジノ施設利用約款に基づく

契約その他の契約で顧客との間で締結するもの、雇用契約及び国又は地方公共団体との間

の契約を除く。）の相手方（前号に掲げる者を除く。）

八 出資、融資、取引その他の関係を通じて前二号に掲げる者の事業活動に支配的な影響力

を有する者
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九 特定資金貸付契約に基づく債権を譲り受けた者

十 第二十八条第十五項の監査証明又は第六十七条第三項の監査を行った公認会計士又は

監査法人

２ カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定

する者の関係者に対し、免許基準適合性等若しくは当該カジノ事業者が行う業務若しくは

その財産に関し質問させ、当該カジノ事業者若しくは当該カジノ事業者に係る同項第一号

から第九号までに掲げる者若しくはこれらの者の従業者の営業所若しくは事務所その他の

施設に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は試験に必要な限度において非電

磁的カジノ関連機器等を無償で収去させることができる。

３ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問、立入検査及び収去につ

いて準用する。

（カジノ施設供用事業者が行う業務等に関する報告の徴収等）

第百九十八条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、カジノ施設供

用事業者若しくは当該カジノ施設供用事業者に係る次に掲げる者又はこれらの者の従業者

若しくは従業者であった者に対し、当該カジノ施設供用事業者について第百二十四条の免

許を受けた後も引き続き第百二十六条第一項各号に掲げる基準に適合しているかどうか及

び同条第二項各号に掲げる事由のいずれにも該当していないかどうか（次項において「免許

基準適合性等」という。）又は当該カジノ施設供用事業者が行う業務若しくはその財産に関

し、参考となるべき報告又は資料の提出を求めることができる。

一 議決権等の保有者

二 出資、融資、取引その他の関係を通じて当該カジノ施設供用事業者の事業活動に支配的

な影響力を有する者

三 カジノ事業者

四 認可施設土地権利者

五 当該カジノ施設供用事業者から業務の委託を受けた者（当該者から委託（二以上の段階

にわたる委託を含む。）を受けた者を含む。）

六 当該カジノ施設供用事業者の契約（雇用契約及び国又は地方公共団体との間の契約を

除く。）の相手方（前号に掲げる者を除く。）

七 出資、融資、取引その他の関係を通じて前二号に掲げる者の事業活動に支配的な影響力

を有する者

八 第二十八条第十五項の監査証明を行った公認会計士又は監査法人

２ カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定

する者の関係者に対し、免許基準適合性等若しくは当該カジノ施設供用事業者が行う業務

若しくはその財産に関し質問させ、又は当該カジノ施設供用事業者若しくは当該カジノ施

設供用事業者に係る同項第一号から第七号までに掲げる者若しくはこれらの者の従業者の

営業所若しくは事務所その他の施設に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させるこ
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とができる。

３ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問及び立入検査について

準用する。

（認可主要株主等の業務等に関する報告の徴収等）

第百九十九条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、カジノ事業者、

カジノ施設供用事業者若しくは指定試験機関の認可主要株主等又はその従業者若しくは従

業者であった者に対し、当該認可主要株主等について第五十八条第一項若しくは第四項た

だし書（これらの規定を第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。第二

百五条第二項において同じ。）の認可を受けた後も引き続き第六十条第一項各号（第百三十

一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。）に掲げる基準に適合しているかどう

か及び第六十条第二項各号（第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。）

に掲げる者のいずれにも該当していないかどうか（次項において「認可基準適合性等」とい

う。）又は当該認可主要株主等の業務若しくはその財産に関し、参考となるべき報告又は資

料の提出を求めることができる。

２ カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定

する者の関係者に対し、認可基準適合性等若しくは当該認可主要株主等の業務若しくはそ

の財産に関し質問させ、又は当該認可主要株主等の営業所若しくは事務所その他の施設に

立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

３ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問及び立入検査について

準用する。

（認可施設土地権利者の業務等に関する報告の徴収等）

第二百条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、認可施設土地権利

者又はその従業者若しくは従業者であった者に対し、当該認可施設土地権利者について第

百三十六条第一項若しくは第五項ただし書の認可を受けた後も引き続き第百三十八条第一

項各号に掲げる基準に適合しているかどうか及び同条第二項において準用する第六十条第

二項各号に掲げる者のいずれにも該当していないかどうか（次項において「認可基準適合性

等」という。）又は当該認可施設土地権利者の業務若しくはその財産に関し、参考となるべ

き報告又は資料の提出を求めることができる。

２ カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定

する者の関係者に対し、認可基準適合性等若しくは当該認可施設土地権利者の業務若しく

はその財産に関し質問させ、又は当該認可施設土地権利者の営業所若しくは事務所その他

の施設に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

３ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問及び立入検査について

準用する。

（カジノ関連機器等製造業者等の業務等に関する報告の徴収等）

第二百一条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、カジノ関連機器
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等製造業者等若しくは出資、融資、取引その他の関係を通じて当該カジノ関連機器等製造業

者等の事業活動に支配的な影響力を有する者又はこれらの者の従業者若しくは従業者であ

った者に対し、当該カジノ関連機器等製造業者等について第百四十三条第一項の許可を受

けた後も引き続き第百四十五条第一項各号に掲げる基準に適合しているかどうか及び同条

第二項各号に掲げる事由のいずれにも該当していないかどうか（次項において「許可基準適

合性等」という。）又は当該カジノ関連機器等製造業者等の業務若しくはその財産に関し、

参考となるべき報告又は資料の提出を求めることができる。

２ カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定

する者の関係者に対し、許可基準適合性等若しくは当該カジノ関連機器等製造業者等の業

務若しくはその財産に関し質問させ、当該カジノ関連機器等製造業者等若しくは出資、融資、

取引その他の関係を通じて当該カジノ関連機器等製造業者等の事業活動に支配的な影響力

を有する者若しくはこれらの者の従業者の営業所若しくは事務所その他の施設に立ち入ら

せ、帳簿書類その他の物件を検査させ、又は試験に必要な限度において非電磁的カジノ関連

機器等を無償で収去させることができる。

３ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問、立入検査及び収去につ

いて準用する。

（指定試験機関の業務等に関する報告の徴収等）

第二百二条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、指定試験機関若

しくは当該指定試験機関に係る次に掲げる者又はこれらの者の従業者若しくは従業者であ

った者に対し、当該指定試験機関について第百五十九条第一項の規定による指定を受けた

後も引き続き同条第四項各号に掲げる基準に適合しているかどうか及び同条第五項各号に

掲げる事由のいずれにも該当していないかどうか（次項において「指定基準適合性等」とい

う。）又は当該指定試験機関の業務若しくはその財産に関し、参考となるべき報告又は資料

の提出を求めることができる。

一 議決権若しくは株式の保有者（当該指定試験機関が株式会社である場合に限る。）又は

社員（当該指定試験機関が一般社団法人である場合に限る。）若しくは評議員（当該指定試

験機関が一般財団法人である場合に限る。）

二 出資、融資、取引その他の関係を通じて当該指定試験機関の事業活動に支配的な影響力

を有する者

２ カジノ管理委員会は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、前項に規定

する者の関係者に対し、指定基準適合性等若しくは当該指定試験機関の業務若しくはその

財産に関し質問させ、又は当該指定試験機関若しくは当該指定試験機関に係る同項各号に

掲げる者若しくはこれらの者の従業者の営業所若しくは事務所その他の施設に立ち入らせ、

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

３ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問及び立入検査について

準用する。
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（カジノ管理委員会の職員の権限）

第二百三条 カジノ管理委員会の職員は、第七十三条第十三項又は第七十四条第七項の規

定の施行に必要な限度において、カジノ事業者若しくはその従業者若しくはこれらの関係

者に質問し、又はカジノ施設に立ち入り、カジノ関連機器等その他の物件を検査することが

できる。

２ 第二十九条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問及び立入検査について

準用する。

（カジノ事業者に対する監督処分）

第二百四条 カジノ管理委員会は、カジノ事業者が行う業務又は当該カジノ事業者の財産

の状況に照らして、そのカジノ事業の健全な運営を確保するため必要があると認めるとき

は、当該カジノ事業者に対し、業務方法書の変更、業務の運営若しくは財産の状況の改善計

画の提出その他の当該カジノ事業者が行う業務の運営若しくは当該カジノ事業者の財産の

状況の改善に必要な措置を講ずべきことを命じ、又はその必要の限度において、期限を付し

て当該カジノ事業若しくはカジノ行為区画内関連業務の全部若しくは一部の停止を命ずる

ことができる。

２ カジノ管理委員会は、カジノ事業者が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当し、又は

該当するおそれがあると認めるときは、当該カジノ事業者に対し、期限を付して、そのカジ

ノ事業又はカジノ行為区画内関連業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 当該カジノ事業者が行う業務に関し他の法令の規定に違反したとき。

三 第四十一条第三項の規定により第三十九条の免許に付された条件又は第九十一条第四

項の規定により同条第一項の承認に付された条件に違反したとき。

３ カジノ管理委員会は、カジノ事業者が前項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると

きは、第三十九条の免許又は第九十一条第一項の承認を取り消すことができる。

４ カジノ管理委員会は、カジノ事業者がカジノ事業の健全な運営に著しく支障を及ぼす

おそれのある方法で第九十一条第一項の承認に係るカジノ行為区画内関連業務を行ったと

きは、当該承認を取り消し、又は当該カジノ行為区画内関連業務の全部若しくは一部の停止

を命ずることができる。

５ カジノ管理委員会は、第九十五条第一項の認可を受けた契約の相手方が次の各号に掲

げる場合のいずれかに該当するときは、当該認可を取り消すことができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 当該契約に係る業務に関し他の法令の規定に違反したとき。

６ カジノ管理委員会は、第百条第一項の認可を受けた許諾に係る再委託に係る契約の相

手方が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、当該認可を取り消すことがで

きる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。
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二 当該再委託に係る業務に関し他の法令の規定に違反したとき。

７ カジノ管理委員会は、確認特定カジノ業務従事者が第二項各号に掲げる場合のいずれ

かに該当するとき、又はカジノ事業者が同項各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合

においてその確認特定カジノ業務従事者がその違反行為をしたときは、当該確認特定カジ

ノ業務従事者についての第百十四条の確認を取り消すことができる。

８ カジノ管理委員会は、カジノ事業者の役員が第二項各号に掲げる場合のいずれかに該

当するとき、又はカジノ事業者が同項各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合におい

てその役員がその違反行為をしたときは、当該カジノ事業者に対し、当該役員の解任を命ず

ることができる。

（認可主要株主等に対する監督処分）

第二百五条 カジノ管理委員会は、カジノ事業、カジノ施設供用事業又は指定試験機関が行

う試験事務の健全な運営を確保するため必要があると認めるときは、これらを行うカジノ

事業者、カジノ施設供用事業者又は指定試験機関（以下この条において「カジノ事業者等」

という。）の認可主要株主等に対し、監督上必要な措置を講ずべきことを命ずることができ

る。

２ カジノ管理委員会は、カジノ事業者等の認可主要株主等がこの法律若しくはこの法律

に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、第五十八条第一項又は第四項た

だし書の認可を取り消すことができる。

３ 前項の規定により認可が取り消されたときは、当該認可に係る認可主要株主等であっ

た者は、カジノ管理委員会が指定する期間内に、カジノ事業者等の主要株主等基準値以上の

数の議決権等の保有者でなくなるよう、所要の措置を講じなければならない。

４ 第二項の規定により認可が取り消された場合において、当該認可に係る認可主要株主

等であった者は、前項の措置によりカジノ事業者等の主要株主等基準値以上の数の議決権

等の保有者でなくなったときは、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければな

らない。同項の措置によることなくカジノ事業者等の主要株主等基準値以上の数の議決権

等の保有者でなくなったときも、同様とする。

５ カジノ管理委員会は、第三項のカジノ管理委員会が指定する期間の経過後もカジノ事

業者等の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者である者に対し、当該カジノ事業

者等の主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者でなくなるよう、所要の措置を講ず

べきことを命ずることができる。

（カジノ施設供用事業者に対する監督処分）

第二百六条 カジノ管理委員会は、カジノ施設供用事業者が行う業務又は当該カジノ施設

供用事業者の財産の状況に照らして、そのカジノ施設供用事業の健全な運営を確保するた

め必要があると認めるときは、当該カジノ施設供用事業者に対し、業務方法書の変更、業務

の運営若しくは財産の状況の改善計画の提出その他の当該カジノ施設供用事業者が行う業

務の運営若しくは当該カジノ施設供用事業者の財産の状況の改善に必要な措置を講ずべき
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ことを命じ、又はその必要の限度において、期限を付して当該カジノ施設供用事業の全部若

しくは一部の停止を命ずることができる。

２ カジノ管理委員会は、カジノ施設供用事業者が次の各号に掲げる場合のいずれかに該

当し、又は該当するおそれがあると認めるときは、当該カジノ施設供用事業者に対し、期限

を付して、そのカジノ施設供用事業の全部又は一部の停止を命ずることができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 当該カジノ施設供用事業者が行う業務に関し他の法令の規定に違反したとき。

三 第百三十条において準用する第四十一条第三項の規定により第百二十四条の免許に付

された条件に違反したとき。

３ カジノ管理委員会は、カジノ施設供用事業者が前項各号に掲げる場合のいずれかに該

当するときは、第百二十四条の免許を取り消すことができる。

４ カジノ管理委員会は、第百三十三条第二項の認可を受けた契約の相手方が次の各号に

掲げる場合のいずれかに該当するときは、当該認可を取り消すことができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 当該契約に係る業務に関し他の法令の規定に違反したとき。

５ カジノ管理委員会は、第百三十三条第四項において準用する第百条第一項の認可を受

けた許諾に係る再委託に係る契約の相手方が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当する

ときは、当該認可を取り消すことができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 当該再委託に係る業務に関し他の法令の規定に違反したとき。

６ カジノ管理委員会は、確認特定カジノ施設供用業務従事者が第二項各号に掲げる場合

のいずれかに該当するとき、又はカジノ施設供用事業者が同項各号に掲げる場合のいずれ

かに該当する場合においてその確認特定カジノ施設供用業務従事者がその違反行為をした

ときは、当該確認特定カジノ施設供用業務従事者についての第百三十四条第一項の確認を

取り消すことができる。

７ カジノ管理委員会は、カジノ施設供用事業者の役員が第二項各号に掲げる場合のいず

れかに該当するとき、又はカジノ施設供用事業者が同項各号に掲げる場合のいずれかに該

当する場合においてその役員がその違反行為をしたときは、当該カジノ施設供用事業者に

対し、当該役員の解任を命ずることができる。

８ カジノ事業者は、その使用するカジノ施設に係るカジノ施設供用事業者が第一項又は

第二項の規定によりそのカジノ施設供用事業の全部又は一部の停止を命じられたときは、

当該停止の期間中は、当該カジノ施設（当該停止を命じられたカジノ施設供用事業に係る部

分に限る。）においてカジノ事業及びカジノ行為区画内関連業務を行うことができない。

（認可施設土地権利者に対する監督処分）

第二百七条 カジノ管理委員会は、カジノ事業の健全な運営を確保するため必要があると

認めるときは、認可施設土地権利者に対し、監督上必要な措置を講ずべきことを命ずること
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ができる。

２ カジノ管理委員会は、認可施設土地権利者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令

又はこれらに基づく処分に違反したときは、第百三十六条第一項又は第五項ただし書の認

可を取り消すことができる。

３ 前項の規定により認可が取り消されたときは、当該認可に係る認可施設土地権利者で

あった者は、カジノ管理委員会が指定する期間内に当該認可に係る施設土地権利者でなく

なるよう、所要の措置を講じなければならない。

４ 第二項の規定により認可が取り消された場合において、当該認可に係る認可施設土地

権利者であった者は、前項の措置により当該認可に係る施設土地権利者でなくなったとき

は、遅滞なく、その旨をカジノ管理委員会に届け出なければならない。同項の措置によるこ

となく当該認可に係る施設土地権利者でなくなったときも、同様とする。

５ カジノ管理委員会は、第三項のカジノ管理委員会が指定する期間の経過後も当該認可

に係る施設土地権利者である者に対し、当該認可に係る施設土地権利者でなくなるよう、所

要の措置を講ずべきことを命ずることができる。

（カジノ関連機器等製造業者等に対する監督処分）

第二百八条 カジノ管理委員会は、カジノ関連機器等製造業者等の業務又は財産の状況に

照らして、そのカジノ関連機器等製造業等の健全な運営を確保するため必要があると認め

るときは、当該カジノ関連機器等製造業者等に対し、当該カジノ関連機器等製造業等の運営

若しくは当該カジノ関連機器等製造業者等の財産の状況の改善に必要な措置を講ずべきこ

とを命じ、又はその必要の限度において、期限を付して当該カジノ関連機器等製造業等の全

部若しくは一部の停止を命ずることができる。

２ カジノ管理委員会は、カジノ関連機器等製造業者等が次の各号に掲げる場合のいずれ

かに該当するときは、第百四十三条第一項の許可若しくは第百五十一条第一項の検定の合

格を取り消し、又は期限を付して、そのカジノ関連機器等製造業等の全部若しくは一部の停

止を命ずることができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 カジノ関連機器等製造業等に関し他の法令の規定に違反したとき。

三 第百四十九条において準用する第四十一条第三項の規定により第百四十三条第一項の

許可に付された条件に違反したとき。

３ カジノ管理委員会は、確認特定カジノ関連機器等製造業務等従事者が前項各号に掲げ

る場合のいずれかに該当するとき、又はカジノ関連機器等製造業者等が同項各号に掲げる

場合のいずれかに該当する場合においてその確認特定カジノ関連機器等製造業務等従事者

がその違反行為をしたときは、当該確認特定カジノ関連機器等製造業務等従事者について

の第百五十八条第一項の確認を取り消すことができる。

４ カジノ管理委員会は、カジノ関連機器等製造業者等の役員が第二項各号に掲げる場合

のいずれかに該当するとき、又はカジノ関連機器等製造業者等が同項各号に掲げる場合の
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いずれかに該当する場合においてその役員がその違反行為をしたときは、当該カジノ関連

機器等製造業者等に対し、当該役員の解任を命ずることができる。

（カジノ関連機器等外国製造業者に対する監督処分）

第二百九条 カジノ管理委員会は、カジノ関連機器等外国製造業者（第百四十二条第十項に

規定するカジノ関連機器等外国製造業者をいう。以下この条及び第二百十七条第四項第三

号において同じ。）が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、第百五十条第一

項の認定又は第百五十一条第二項の検定の合格を取り消すことができる。

一 この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反したとき。

二 カジノ関連機器等外国製造業（第百四十二条第九項に規定するカジノ関連機器等外国

製造業をいう。）に関し他の法令（外国の法令を含む。）の規定に違反したとき。

三 第百五十条第二項において準用する第百四十九条において準用する第四十一条第三項

の規定により第百五十条第一項の認定に付された条件に違反したとき。

四 カジノ管理委員会が、必要があると認めて、カジノ関連機器等外国製造業者に対し、カ

ジノ管理委員会規則で定めるところにより必要な報告を求めた場合において、その報告が

されず、又は虚偽の報告がされたとき。

五 カジノ管理委員会が、必要があると認めて、その職員に、カジノ関連機器等外国製造業

者の製造所その他のカジノ関連機器等を業務上取り扱う場所においてその構造若しくは設

備若しくは帳簿書類その他の物件についての検査をさせ、又は従業者その他の関係者に質

問をさせようとした場合において、その検査が拒まれ、妨げられ、若しくは忌避され、又は

その質問に対して、正当な理由がないのに答弁がされず、若しくは虚偽の答弁がされたとき。

（指定試験機関に対する監督処分）

第二百十条 カジノ管理委員会は、試験事務の適正かつ確実な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、指定試験機関に対し、試験事務に関し監督上必要な命令をし、又はそ

の必要の限度において、期限を付して当該試験事務の全部若しくは一部の停止を命ずるこ

とができる。

２ カジノ管理委員会は、指定試験機関が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当すると

きは、第百五十九条第一項の規定による指定を取り消し、又は期限を付して、その試験事務

の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

二 試験事務規程によらないで試験事務を行ったとき。

三 試験事務に関し著しく不適当な行為をしたとき。

３ カジノ管理委員会は、確認特定試験業務従事者が前項各号に掲げる場合のいずれかに

該当するとき、又は指定試験機関が同項各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合にお

いてその確認特定試験業務従事者がその違反行為をしたときは、当該確認特定試験業務従

事者についての第百六十五条第一項の確認を取り消すことができる。

４ カジノ管理委員会は、指定試験機関の役員が第二項各号に掲げる場合のいずれかに該
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当するとき、又は指定試験機関が同項各号に掲げる場合のいずれかに該当する場合におい

てその役員がその違反行為をしたときは、当該指定試験機関に対し、当該役員の解任を命ず

ることができる。

（監督処分の通知等）

第二百十一条 カジノ管理委員会は、第四十九条（第百三十条において準用する場合を含

む。）、第九十一条第七項、第九十八条（第百一条第三項（第百三十三条第四項において準用

する場合を含む。）及び第百三十三条第四項において準用する場合を含む。次項において同

じ。）、第百十九条（第百三十四条第二項において準用する場合を含む。）、第二百四条若しく

は第二百六条（第八項を除く。）の規定による処分又は第百七条第一項の規定によるカジノ

事業者若しくはカジノ施設供用事業者に対する命令をしたときは、直ちに、国土交通大臣に

当該処分の内容及び理由を通知しなければならない。

２ カジノ管理委員会は、前項に規定する処分（第九十八条、第二百四条第五項及び第六項

並びに第二百六条第四項及び第五項の規定による処分を除く。）をしたときは、カジノ管理

委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、その旨を公示しなければならない。

（聴聞の特例）

第二百十二条 カジノ管理委員会は、第二百四条第一項、第二項若しくは第四項の規定によ

りカジノ事業若しくはカジノ行為区画内関連業務の停止を命じようとするとき、第二百六

条第一項若しくは第二項の規定によりカジノ施設供用事業の停止を命じようとするとき、

第二百八条第一項若しくは第二項の規定によりカジノ関連機器等製造業等の停止を命じよ

うとするとき、又は第二百十条第一項若しくは第二項の規定により指定試験機関の試験事

務の停止を命じようとするときは、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第十三条第一項

の規定による意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を行わなければならない。

第十一章 カジノ管理委員会

（設置）

第二百十三条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第三項の規定に基づ

いて、カジノ管理委員会を置く。

２ カジノ管理委員会は、内閣総理大臣の所轄に属する。

（任務）

第二百十四条 カジノ管理委員会は、カジノ施設の設置及び運営に関する秩序の維持及び

安全の確保を図ることを任務とする。

（所掌事務）

第二百十五条 カジノ管理委員会は、前条の任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさ

どる。

一 カジノ事業の監督に関すること。

二 カジノ施設供用事業の監督に関すること。

三 カジノ関連機器等製造業等の監督に関すること。
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四 カジノ施設の適正な利用に関すること。

五 前各号に掲げる事務を行うために必要な調査及び研究に関すること。

六 所掌事務に係る国際協力に関すること。

七 前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基づきカジノ管理委

員会に属させられた事務

（職権行使の独立性）

第二百十六条 カジノ管理委員会の委員長及び委員は、独立してその職権を行う。

（組織等）

第二百十七条 カジノ管理委員会は、委員長及び委員四人をもって組織する。

２ 委員のうち二人は、非常勤とすることができる。

３ 委員長及び委員は、人格が高潔であって、カジノ管理委員会の所掌事務の遂行につき公

正な判断をすることができ、かつ、識見の高い者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総

理大臣が任命する。

４ 次に掲げる者は、委員長又は委員となることができない。

一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

二 禁錮以上の刑に処せられた者

三 カジノ事業者、カジノ施設供用事業者、カジノ関連機器等製造業者等又はカジノ関連機

器等外国製造業者の従業者

四 指定試験機関の役員又は職員

五 認可主要株主等若しくは認可施設土地権利者又はこれらの者が法人等であるときはそ

の従業者

六 第三号に規定する事業者の団体の従業者

（任期等）

第二百十八条 委員長及び委員の任期は、五年とする。ただし、補欠の委員長又は委員の任

期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員長及び委員は、再任されることができる。

３ 委員長及び委員の任期が満了したときは、当該委員長及び委員は、後任者が任命される

まで引き続きその職務を行うものとする。

４ 委員長又は委員の任期が満了し、又は欠員を生じた場合において、国会の閉会又は衆議

院の解散のために両議院の同意を得ることができないときは、内閣総理大臣は、前条第三項

の規定にかかわらず、同項に定める資格を有する者のうちから、委員長又は委員を任命する

ことができる。

５ 前項の場合においては、任命後最初の国会において両議院の事後の承認を得なければ

ならない。この場合において、両議院の事後の承認が得られないときは、内閣総理大臣は、

直ちに、その委員長又は委員を罷免しなければならない。

（身分保障）
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第二百十九条 委員長及び委員は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときを除

いては、在任中、その意に反して罷免されることがない。

一 第二百十七条第四項各号に掲げる場合のいずれかに該当することとなったとき。

二 この法律の規定に違反して刑に処せられたとき。

三 カジノ管理委員会により、心身の故障のため職務を執行することができないと認めら

れたとき、又は職務上の義務違反その他委員長若しくは委員たるに適しない非行があると

認められたとき。

（罷免）

第二百二十条 内閣総理大臣は、委員長又は委員が前条各号に掲げる場合のいずれかに該

当するときは、その委員長又は委員を罷免しなければならない。

（委員長）

第二百二十一条 委員長は、カジノ管理委員会の会務を総理し、カジノ管理委員会を代表す

る。

２ カジノ管理委員会は、あらかじめ常勤の委員のうちから、委員長に事故がある場合に委

員長を代理する者を定めておかなければならない。

（会議）

第二百二十二条 カジノ管理委員会の会議は、委員長が招集する。

２ カジノ管理委員会は、委員長及び二人以上の委員の出席がなければ、会議を開き、議決

をすることができない。

３ カジノ管理委員会の議事は、出席者の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長

の決するところによる。

４ 第二百十九条第三号の規定による認定をするには、前項の規定にかかわらず、本人を除

く全員の一致がなければならない。

５ 委員長に事故がある場合の第二項の規定の適用については、前条第二項に規定する委

員長を代理する者は、委員長とみなす。

（専門委員）

第二百二十三条 カジノ管理委員会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くこと

ができる。

２ 専門委員は、カジノ管理委員会の申出に基づいて内閣総理大臣が任命する。

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

４ 専門委員は、非常勤とする。

（事務局）

第二百二十四条 カジノ管理委員会の事務を処理させるため、カジノ管理委員会に事務局

を置く。

２ 事務局に、事務局長その他の職員を置く。

３ 事務局長は、委員長の命を受けて、局務を掌理する。
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（政治運動等の禁止）

第二百二十五条 委員長及び委員は、在任中、政党その他の政治団体の役員となり、又は積

極的に政治運動をしてはならない。

２ 委員長及び常勤の委員は、在任中、内閣総理大臣の許可のある場合を除き、報酬を得て

他の職務に従事し、又は営利事業を営み、その他金銭上の利益を目的とする業務を行っては

ならない。

（秘密保持義務）

第二百二十六条 委員長、委員、専門委員及び事務局の職員は、職務上知ることのできた秘

密を漏らし、又は盗用してはならない。その職務を退いた後も、同様とする。

（給与）

第二百二十七条 委員長及び委員の給与は、別に法律で定める。

（公務所等への照会）

第二百二十八条 カジノ管理委員会は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、

公務所、公私の団体その他の関係者に照会して、必要な事項の報告を求めることができる。

（調査の委託）

第二百二十九条 カジノ管理委員会は、必要があると認めるときは、この法律の施行に必要

な限度において、次に掲げる調査の一部を、その調査を適切に行うことができるものとして

カジノ管理委員会規則で定める基準に適合する者に委託することができる。

一 第百五十九条第一項の規定による指定（第百六十条第二項の更新を含む。）の申請、第

百六十一条第一項の認可の申請、第百六十四条において準用する第五十八条第一項又は第

四項ただし書の認可の申請又は第百六十五条第一項の確認の申請に対する審査のために必

要な調査

二 第二百三十四条第一項各号に掲げる処分に係る申請に対する審査のために必要な調査

三 前章（第二百十一条及び第二百十二条を除く。）の規定による監督のために必要な調査

２ 前項の規定により事務の委託を受けた者若しくはその従業者又はこれらであった者は、

当該委託に係る事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

３ 第一項の規定により事務の委託を受けた者又はその従業者であって当該委託に係る事

務に従事するものは、刑法その他の罰則の適用については、法令により公務に従事する職員

とみなす。

（規則の制定）

第二百三十条 カジノ管理委員会は、その所掌事務について、法律若しくは政令を実施する

ため、又は法律若しくは政令の特別の委任に基づいて、カジノ管理委員会規則を制定するこ

とができる。

第十二章 雑則

（国庫納付金の観光の振興に関する施策等に必要な経費への充当）

第二百三十一条 政府は、第百九十二条第一項に規定する国庫納付金の額に相当する金額
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を、観光の振興に関する施策、地域経済の振興に関する施策その他の第一条の目的及び第三

条の国の責務を達成するための施策並びに社会福祉の増進及び文化芸術の振興に関する施

策に必要な経費に充てるものとする。

２ 前項の規定の適用については、金額の算出は、各年度において、その年度の予算金額に

よるものとする。

（認定都道府県等納付金の観光の振興に関する施策等に必要な経費への充当）

第二百三十二条 認定都道府県等は、第百九十三条第一項に規定する認定都道府県等納付

金の額に相当する金額を、観光の振興に関する施策、地域経済の振興に関する施策その他の

第一条の目的及び第四条の地方公共団体の責務を達成するための施策並びに社会福祉の増

進及び文化芸術の振興に関する施策に必要な経費に充てるものとする。

（手数料の徴収）

第二百三十三条 次に掲げる者は、政令で定めるところにより、実費を勘案して政令で定め

る額の手数料を国に納付しなければならない。

一 第四十二条第三項（第百三十条及び第百四十九条（第百五十条第二項において準用する

場合を含む。第四号及び次条第一項第二号において同じ。）において準用する場合を含む。）

の再交付を申請する者

二 第四十四条第一項、第四十八条第七項、第百二十八条第一項又は第百二十九条第五項の

検査を受ける者

三 第四十八条第一項（第四号を除く。）、第七十四条第二項、第百十八条第一項（第百三十

四条第二項及び第百五十八条第三項において準用する場合を含む。）、第百二十九条第一項

（第三号を除く。）又は第百四十七条第一項（第三号を除き、第百五十条第二項において準

用する場合を含む。）の承認を申請する者

四 第五十二条第一項（第五十三条第二項（第百三十条において準用する場合を含む。）、第

五十四条第二項、第五十五条第二項、第五十六条第二項、第百三十条及び第百四十九条にお

いて準用する場合を含む。）、第六十七条第一項又は第百四十八条第二項（第百五十条第二項

において準用する場合を含む。）の認可を申請する者

五 第百五十一条第一項又は第二項の検定を受ける者

六 第百五十九条第一項に規定する試験を受ける者（次項に規定する者を除く。）

２ 指定試験機関が行う第百五十九条第一項に規定する試験を受ける者は、政令で定める

ところにより、実費を勘案して政令で定める額の手数料を当該指定試験機関に納付しなけ

ればならない。この場合において、納付された手数料は、当該指定試験機関の収入とする。

（審査費用の徴収）

第二百三十四条 次に掲げる処分に係る申請をする者は、次項から第四項までに定めると

ころにより、その審査に要する費用を国に納付しなければならない。

一 第三十九条若しくは第百二十四条の免許又は第四十三条第二項若しくは第百二十七条

第二項の更新
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二 第四十五条第一項（第百三十条及び第百四十九条において準用する場合を含む。）、第四

十六条第一項（第百三十条及び第百四十九条において準用する場合を含む。）、第四十七条第

一項（第百三十条及び第百四十九条において準用する場合を含む。）、第四十八条第一項（第

四号に係る部分に限る。）、第六十一条第一項（第百三十一条及び第百四十一条において準用

する場合を含む。）、第九十一条第一項若しくは第六項、第百二十九条第一項（第三号に係る

部分に限る。）又は第百四十七条第一項（第三号に係る部分に限り、第百五十条第二項にお

いて準用する場合を含む。）の承認

三 第五十八条第一項若しくは第四項ただし書（これらの規定を第百三十一条において準

用する場合を含む。）、第九十五条第一項、第百条第一項（第百三十三条第四項において準用

する場合を含む。）、第百三十三条第二項又は第百三十六条第一項若しくは第五項ただし書

の認可

四 第百十四条、第百三十四条第一項若しくは第百五十八条第一項の確認又は第百十七条

第二項（第百三十四条第二項及び第百五十八条第三項において準用する場合を含む。）の更

新

五 第百四十三条第一項の許可又は第百四十六条第二項の更新

六 第百五十条第一項の認定又は同条第二項において準用する第百四十六条第二項の更新

２ 前項に規定する者は、政令で定めるところにより、カジノ管理委員会が算定して通知す

る同項の費用の概算額を、カジノ管理委員会の指定する日までに国に納付しなければなら

ない。

３ 第一項の審査に際し、前項の概算額の算定の基礎となった調査の範囲を超えてカジノ

管理委員会において追加の調査が必要となった場合には、第一項に規定する者は、政令で定

めるところにより、カジノ管理委員会が算定して通知する当該追加の調査に要する費用の

概算額を、カジノ管理委員会の指定する日までに国に納付しなければならない。

４ 前二項の規定により概算額として納付された額が第一項の費用の額に比し不足がある

ときは、同項に規定する者は、政令で定めるところにより、そのカジノ管理委員会が算定し

て通知する同項の費用の不足額をカジノ管理委員会の指定する日までに国に納付しなけれ

ばならない。

５ カジノ管理委員会は、第二項若しくは第三項の概算額又は前項の不足額の納付がそれ

ぞれ前三項の政令で定めるところによりされなかったときは、その申請を却下することが

できる。

６ 第百八十六条から第百九十一条までの規定は、第一項に規定する者が納付すべき第四

項の不足額について準用する。

７ カジノ管理委員会は、第二項若しくは第三項の概算額又は第四項の不足額を第一項に

規定する者に通知するときは、その総額のほかその内訳を通知しなければならない。ただし、

同項の審査の適正な実施に支障を及ぼすおそれがあると認める場合には、当該内訳を通知

することを要しない。
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８ 前各項に定めるもののほか、第一項の費用の納付に関し必要な事項は、カジノ管理委員

会規則で定める。

（外国執行当局への情報提供）

第二百三十五条 カジノ管理委員会は、この法律に相当する外国の法令を執行する外国の

当局（以下この条において「外国執行当局」という。）に対し、その職務（この法律に規定

するカジノ管理委員会の職務に相当するものに限る。次項において同じ。）の遂行に資する

と認める情報を提供することができる。

２ 前項の規定による情報の提供については、当該情報が当該外国執行当局の職務の遂行

以外に使用されず、かつ、次項の同意がなければ外国の刑事事件の捜査（その対象たる犯罪

事実が特定された後のものに限る。）又は審判（同項において「捜査等」という。）に使用さ

れないよう適切な措置がとられなければならない。

３ カジノ管理委員会は、外国執行当局からの要請があったときは、次の各号に掲げる場合

のいずれかに該当するときを除き、第一項の規定により提供した情報を当該要請に係る外

国の刑事事件の捜査等に使用することについて同意をすることができる。

一 当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪が政治犯罪であるとき、又

は当該要請が政治犯罪について捜査等を行う目的で行われたものと認められるとき。

二 当該要請に係る刑事事件の捜査等の対象とされている犯罪に係る行為が日本国内にお

いて行われたとした場合において、その行為が日本国の法令によれば罪に当たるものでな

いとき。

三 日本国が行う同種の要請に応ずる旨の要請国の保証がないとき。

４ カジノ管理委員会は、前項の同意をする場合においては、あらかじめ、同項第一号及び

第二号に掲げる場合に該当しないことについて法務大臣の確認を、同項第三号に掲げる場

合に該当しないことについて外務大臣の確認を、それぞれ受けなければならない。

第十三章 罰則

第二百三十六条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、五年以

下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 第三十条第二項の規定による設置運営事業の停止の命令に違反して、設置運営事業（カ

ジノ行為業務に係る部分に限る。）を行ったとき。

二 偽りその他不正の手段により第三十九条の免許を受けたとき。

三 偽りその他不正の手段により第四十三条第二項の更新を受けたとき。

四 偽りその他不正の手段により第四十五条第一項、第四十六条第一項又は第四十七条第

一項の承認を受けたとき。

五 第五十七条の規定に違反して、自己の名義をもって他の者にカジノ事業を行わせたと

き。

六 第九十三条第一項の規定に違反して、同項各号に掲げる業務以外のカジノ業務（カジノ

行為業務に係る部分に限る。）を委託したとき。
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七 第二百四条第一項又は第二項の規定によるカジノ事業の停止の命令に違反して、カジ

ノ事業（カジノ行為業務に係る部分に限る。）を行ったとき。

八 第二百六条第八項の規定に違反して、同条第一項又は第二項の規定により停止を命じ

られたカジノ施設供用事業に係るカジノ施設（当該停止を命じられたカジノ施設供用事業

に係る部分に限る。）においてカジノ事業（カジノ行為業務に係る部分に限る。）を行ったと

き。

２ 前項（第一号、第七号及び第八号に係る部分に限る。）の規定は、刑法第百八十五条及

び第百八十六条の規定の適用を妨げない。

第二百三十七条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、三年以

下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 第三十条第二項の規定による設置運営事業等の停止の命令に違反して、設置運営事業

（カジノ行為業務に係る部分を除く。）又は施設供用事業を行ったとき。

二 第四十一条第三項の規定により付した条件に違反したとき。

三 第四十四条第五項の規定に違反して、カジノ施設の営業を開始したとき。

四 第四十八条第一項の規定に違反して同項各号に掲げる事項を変更したとき、又は偽り

その他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

五 第四十八条第十一項の規定に違反したとき。

六 第六十九条の規定に違反して、同条各号に掲げる者をカジノ施設に入場させ、若しくは

滞在させたとき、又は第七十三条第一項の規定に違反して、第百七十四条第二項の規定によ

りカジノ行為を行ってはならないこととされている者にカジノ行為を行わせたとき。

七 第七十三条第二項の規定に違反して、同項に規定する場所以外のカジノ行為区画の場

所においてカジノ行為を顧客との間で行い、又は顧客相互間で行わせたとき。

八 第七十四条第一項の規定に違反したとき。

九 第七十四条第二項の規定に違反してカジノ関連機器等の変更をしたとき、又は偽りそ

の他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

十 第七十四条第六項の規定に違反したとき。

十一 第百二十四条の免許を受けないでカジノ施設供用事業を行ったとき（その行為が第

百三十三条第二項の認可を受けた契約（同項第一号に掲げるものに限る。）に基づくもので

ある場合を除く。）、又は偽りその他不正の手段により第百二十四条の免許を受けたとき。

十二 偽りその他不正の手段により第百二十七条第二項の更新を受けたとき。

十三 偽りその他不正の手段により第百三十条において準用する第四十五条第一項、第四

十六条第一項又は第四十七条第一項の承認を受けたとき。

十四 第百三十条において準用する第五十七条の規定に違反して、自己の名義をもって他

の者にカジノ施設供用事業を行わせたとき。

十五 第百四十三条第一項の規定に違反してカジノ関連機器等製造業等を行ったとき、又

は偽りその他不正の手段により同項の許可を受けたとき。
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十六 偽りその他不正の手段により第百四十六条第二項の更新を受けたとき。

十七 偽りその他不正の手段により第百四十九条において準用する第四十五条第一項、第

四十六条第一項又は第四十七条第一項の承認を受けたとき。

十八 第百四十九条において準用する第五十七条の規定に違反して、自己の名義をもって

他の者にカジノ関連機器等製造業等を行わせたとき。

十九 第百七十九条第一項の規定に違反して、入場料納入金又は認定都道府県等入場料納

入金を納付しなかったとき。

二十 第百九十二条第一項又は第百九十三条第一項の規定に違反して、国庫納付金又は認

定都道府県等納付金を納付しなかったとき。

二十一 第二百四条第一項又は第二項の規定によるカジノ事業の停止の命令に違反して、

カジノ事業（カジノ行為業務に係る部分を除く。）を行ったとき。

二十二 第二百六条第一項又は第二項の規定によるカジノ施設供用事業の停止の命令に違

反したとき。

二十三 第二百六条第八項の規定に違反して、同条第一項又は第二項の規定により停止を

命じられたカジノ施設供用事業に係るカジノ施設（当該停止を命じられたカジノ施設供用

事業に係る部分に限る。）においてカジノ事業（カジノ行為業務に係る部分を除く。）を行っ

たとき。

二十四 第二百八条第一項又は第二項の規定によるカジノ関連機器等製造業等の停止の命

令に違反したとき。

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に

処し、又はこれを併科する。

一 第百七十三条の規定に違反して、カジノ施設に入場した者（第六十九条第二号に掲げる

者に限る。）

二 第百七十四条第二項の規定に違反した者

３ 第一項（第四号（第四十八条第一項第一号及び第二号に係る部分に限る。）に係る部分

に限る。）の規定は、刑法第百八十五条及び第百八十六条の規定の適用を妨げない。

第二百三十八条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、二年以

下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 第十八条第一項の規定に違反して、設置運営事業以外の事業を営んだとき。

二 第六十七条第一項前段の規定に違反したとき、又は同項後段の規定に違反してカジノ

行為粗収益の集計に関する手続を変更したとき。

三 第七十条第一項の規定に違反して、同項の確認をしないで、入場者を入場させ、又は退

場させたとき。

四 第七十九条の規定に違反して、特定資金移動業務を行ったとき。

五 第八十七条第八項の規定に違反して、返済能力等調査以外の目的のために契約指定信

用情報機関に信用情報の提供の依頼をし、又は契約指定信用情報機関から提供を受けた信
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用情報を返済能力等調査以外の目的に使用し、若しくは第三者に提供したとき。

六 情を知って、前号の違反行為をした者から信用情報の提供を受けたとき。

七 第八十七条第九項の規定に違反して、契約指定信用情報機関から提供を受けた信用情

報を使用し、又は第三者に提供したとき。

八 情を知って、前号の違反行為をした者から信用情報の提供を受けたとき。

九 第八十八条第一項（第九十条において準用する場合を含む。）の規定に違反したとき。

十 第九十一条第一項の規定に違反して同項の承認を受けたカジノ行為区画内関連業務以

外の業務を行ったとき、又は偽りその他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

十一 第九十一条第八項の規定に違反して、自己の名義をもって他の者にカジノ行為区画

内関連業務を行わせたとき。

十二 第九十三条第一項の規定に違反して、同項各号に掲げる業務以外のカジノ業務（カジ

ノ行為業務に係る部分を除く。）を委託したとき。

十三 第九十五条第一項の規定に違反して、同項各号に掲げる契約を締結し、若しくは当該

契約を更新し、若しくは変更したとき、又は偽りその他不正の手段により同項の認可を受け

たとき。

十四 第百条第一項の規定に違反して許諾をしたとき、又は偽りその他不正の手段により

同項の認可を受けたとき。

十五 第百二十九条第一項の規定に違反して同項各号に掲げる事項を変更したとき、又は

偽りその他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

十六 第百三十条において準用する第四十一条第三項の規定により付した条件に違反した

とき。

十七 第百三十条において準用する第四十八条第十一項の規定に違反したとき。

十八 第百四十七条第一項の規定に違反して同項各号に掲げる事項を変更したとき、又は

偽りその他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

十九 第百四十九条において準用する第四十一条第三項の規定により付した条件に違反し

たとき。

二十 第二百四条第一項、第二項又は第四項の規定によるカジノ行為区画内関連業務の停

止の命令に違反したとき。

二十一 第二百六条第八項の規定に違反して、同条第一項又は第二項の規定により停止を

命じられたカジノ施設供用事業に係るカジノ施設（当該停止を命じられたカジノ施設供用

事業に係る部分に限る。）においてカジノ行為区画内関連業務を行ったとき。

第二百三十九条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、一年以

下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 第十八条第二項の規定に違反して、施設供用事業以外の事業を営んだとき。

二 第二十八条第四項の規定による財務報告書若しくは同条第五項の規定によりこれに添

付すべき書類若しくは同条第八項の規定による財務報告に係る内部統制報告書若しくは同
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条第九項の規定によりこれに添付すべき書類（いずれも同条第十項の規定によりその内容

を訂正したものを含む。）の提出をせず、又はこれらに虚偽の記載をして提出したとき。

三 第二十九条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告

若しくは資料の提出をしたとき、又は同条第二項の規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したと

き。

四 第三十条第一項の規定による指示に違反したとき。

五 第四十条第一項（第四十三条第四項において準用する場合を含む。）の申請書又は第四

十条第二項（第四十三条第四項において準用する場合を含む。）の規定によりこれに添付す

べき書類に虚偽の記載をして提出したとき。

六 第五十二条第一項（第五十三条第二項（第百三十条において準用する場合を含む。）、第

五十四条第二項、第五十五条第二項、第五十六条第二項及び第百三十条において準用する場

合を含む。）の規定に違反して、定款、業務方法書、カジノ施設利用約款、依存防止規程又

は犯罪収益移転防止規程を変更したとき。

七 第五十八条第一項（第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。以下

この号において同じ。）の規定に違反して、主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者

になったとき若しくは主要株主等基準値以上の数の議決権等の保有者である法人等を設立

したとき、又は偽りその他不正の手段により同項の認可を受けたとき。

八 偽りその他不正の手段により第五十八条第四項ただし書（第百三十一条及び第百六十

四条において準用する場合を含む。）又は第百三十六条第五項ただし書の認可を受けたとき。

九 第五十八条第六項（第六十二条第三項（第百三十一条及び第百六十四条において準用す

る場合を含む。）、第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。）又は第二

百五条第五項の規定による命令に違反したとき。

十 第七十三条第五項（第一号に係る部分に限る。）の規定に違反して、虚偽のことを告げ

たとき。

十一 第七十三条第十三項又は第七十四条第七項の規定による命令に違反したとき。

十二 第七十六条第二項（第一号に係る部分に限る。）の規定に違反して、虚偽のことを告

げたとき。

十三 第七十八条の規定による報告書の提出をせず、又はこれに虚偽の記載をして提出し

たとき。

十四 第八十条第一項又は第八十四条第二項の規定に違反したとき。

十五 第八十一条第二項（第八十四条第三項において準用する場合を含む。）の規定による

命令に違反したとき。

十六 第八十四条第一項の規定に違反して、手数料を受領し、又は利息を支払ったとき。

十七 第八十五条第一項の規定に違反して、金銭を貸し付けたとき。

十八 第八十五条第二項の規定に違反して特定資金貸付契約を締結したとき、又は同条第
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五項の規定に違反して保証契約を締結したとき。

十九 第八十五条第三項（第九十条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、特

定資金貸付契約を締結し、又は利息を受領し、若しくはその支払を要求したとき。

二十 第八十六条第一項の規定による調査をせず、又は当該調査の結果に基づく貸付限度

額を定めないで、特定資金貸付契約を締結したとき。

二十一 第八十六条第二項の規定に違反して、特定資金貸付契約を締結したとき。

二十二 第八十七条第一項から第三項までの規定に違反したとき。

二十三 第八十七条第四項の規定に違反して、顧客からの同意を得ずに、当該顧客に係る信

用情報の提供の依頼をしたとき、又は同条第五項の規定に違反して、顧客からの同意を得ず

に、特定資金貸付契約を締結したとき。

二十四 第九十一条第四項の規定により付した条件に違反したとき。

二十五 第九十一条第六項の規定に違反して同項に規定する事項を変更したとき、又は偽

りその他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

二十六 第九十二条第一項の規定に違反して、入場者に対する物品の給付若しくは役務の

提供をさせたとき、又は同条第二項の規定に違反して、物品の給付若しくは役務の提供をし

たとき。

二十七 第百六条第一項（第一号に係る部分に限る。）の規定に違反して、虚偽の表示若し

くは説明をしたとき、又は同条第二項の規定に違反して、同項各号に掲げる方法で広告をし

たとき。

二十八 第百七条第一項の規定による命令に違反したとき。

二十九 第百七条第四項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

三十 第百二十五条第一項（第百二十七条第四項において準用する場合を含む。）の申請書

又は第百二十五条第二項（第百二十七条第四項において準用する場合を含む。）の規定によ

りこれに添付すべき書類に虚偽の記載をして提出したとき。

三十一 第百三十三条第二項の規定に違反して、同項各号に掲げる契約を締結し、若しくは

当該契約を更新し、若しくは変更したとき、又は偽りその他不正の手段により同項の認可を

受けたとき。

三十二 第百三十三条第四項において準用する第百条第一項の規定に違反して許諾をした

とき、又は偽りその他不正の手段により同項の認可を受けたとき。

三十三 第百三十六条第一項の規定に違反して同項に規定する取引若しくは行為をしたと

き、又は偽りその他不正の手段により同項の認可を受けたとき。

三十四 第百三十六条第七項（第百三十九条第三項において準用する場合を含む。）又は第

二百七条第五項の規定による命令に違反したとき。

三十五 第百四十四条第一項（第百四十六条第四項において準用する場合を含む。）の申請

書又は第百四十四条第二項（第百四十六条第四項において準用する場合を含む。）の規定に
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よりこれに添付すべき書類に虚偽の記載をして提出したとき。

三十六 第百五十一条第一項の規定に違反して、電磁的カジノ関連機器等を製造し、又は輸

入したとき。

三十七 第百五十四条第三項（同条第五項後段において準用する場合を含む。）の規定によ

る届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

三十八 第百八十条第二項から第四項までの規定に違反したとき。

三十九 第百九十七条第一項若しくは第二百一条第一項の規定による報告若しくは資料の

提出をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき、又は第百九十七条第二項

若しくは第二百一条第二項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁を

し、若しくはこれらの規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

四十 第百九十八条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の

報告若しくは資料の提出をしたとき、又は同条第二項の規定による質問に対して答弁をせ

ず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避

したとき。

四十一 第二百二条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の

報告若しくは資料の提出をし、又は同条第二項の規定による質問に対して答弁をせず、若し

くは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき

（いずれもその違反行為をした者が指定試験機関の役員又は職員である場合を除く。）。

四十二 第二百三条第一項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁を

し、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

四十三 第二百四条第一項、第二百六条第一項又は第二百八条第一項の規定による命令（カ

ジノ事業若しくはカジノ行為区画内関連業務、カジノ施設供用事業又はカジノ関連機器等

製造業等の停止の命令を除く。）に違反したとき。

四十四 第二百二十九条第二項の規定に違反して、秘密を漏らしたとき。

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処

し、又はこれを併科する。

一 本人特定事項を隠蔽する目的で、第七十条第四項の規定に違反する行為（本人特定事項

に係るものに限る。）をした者

二 第百七十五条第一項又は第二項の規定に違反した者

第二百四十条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、六月以下

の懲役若しくは五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。

一 第六十一条第一項（第百三十一条、第百四十一条及び第百六十四条において準用する場

合を含む。以下この号において同じ。）の規定に違反して役員を変更したとき、又は偽りそ

の他不正の手段により同項の承認を受けたとき。

二 第七十条第五項の規定に違反して、入場等回数制限対象者該当性についての確認以外

の目的のためにカジノ管理委員会に対し照会をし、又は回答情報を当該確認以外の目的に
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使用し、若しくは第三者に提供したとき。

三 情を知って、前号の違反行為をした者から回答情報の提供を受けたとき。

四 第七十条第六項の規定に違反して、回答情報を使用し、又は第三者に提供したとき。

五 情を知って、前号の違反行為をした者から回答情報の提供を受けたとき。

六 第九十一条第二項（同条第六項において準用する場合を含む。）の申請書又は添付書類

に虚偽の記載をして提出したとき。

七 第九十六条第一項（第百一条第三項（第百三十三条第四項において準用する場合を含む。

以下この号において同じ。）及び第百三十三条第四項において準用する場合を含む。）の申請

書又は第九十六条第二項（第百一条第三項及び第百三十三条第四項において準用する場合

を含む。）の規定によりこれに添付すべき書類に虚偽の記載をして提出したとき。

八 第百十四条、第百三十四条第一項若しくは第百五十八条第一項の規定に違反してその

雇用する者その他の者を特定カジノ業務、特定カジノ施設供用業務若しくは特定カジノ関

連機器等製造業務等に従事させたとき、又は偽りその他不正の手段によりこれらの規定の

確認を受けたとき。

九 偽りその他不正の手段により第百十七条第二項（第百三十四条第二項及び第百五十八

条第三項において準用する場合を含む。）の更新を受けたとき。

十 第百四十八条第二項又は第百四十九条において準用する第五十二条第一項の規定に違

反して、業務方法書又は定款を変更したとき。

十一 第百九十九条第一項若しくは第二百条第一項の規定による報告若しくは資料の提出

をせず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき、又は第百九十九条第二項若し

くは第二百条第二項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若し

くはこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

十二 第二百五条第一項又は第二百七条第一項の規定による命令に違反したとき。

第二百四十一条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、百万円

以下の罰金に処する。

一 第十七条第一項の規定による届出をしないで営業を開始し、又は虚偽の届出をしたと

き。

二 第十九条第一項の承認を受けないで設置運営事業等を廃止したとき。

三 第二十八条第七項（同条第十二項において準用する場合を含む。）の規定による確認書

（同条第十項（同条第十二項において準用する場合を含む。）の規定によりその内容を訂正

したものを含む。）若しくは同条第十一項の規定による四半期報告書（同条第十二項におい

て準用する同条第十項の規定によりその内容を訂正したものを含む。）の提出をせず、又は

これらに虚偽の記載をして提出したとき。

四 第二十八条第十三項の規定による公告をせず、又は虚偽の公告をしたとき。

五 第五十九条第一項（第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。）の

申請書又は第五十九条第二項（第百三十一条及び第百六十四条において準用する場合を含
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む。）の規定によりこれに添付すべき書類に虚偽の記載をして提出したとき。

六 第六十七条第四項の規定に違反して、帳簿を備えず、これに記録すべき事項を記録せず、

若しくはこれを保存せず、又は帳簿に虚偽の記録をしたとき。

七 第六十八条第一項若しくは第七十五条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報

告をしたとき。

八 第七十七条（第九十条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、帳簿書類を

作成せず、若しくはこれを保存せず、又は虚偽の帳簿書類を作成したとき。

九 第八十五条第七項（第九十条において準用する場合を含む。）の規定に違反して、相当

の理由がないのに、帳簿書類の閲覧又は謄写の請求を拒んだとき。

十 第八十八条第二項若しくは第三項又は第八十九条（これらの規定を第九十条において

準用する場合を含む。）の規定に違反したとき。

十一 第九十九条（第百三十三条第四項において準用する場合を含む。）、第百九条第一項若

しくは第百二十一条第二項（第百三十五条第二項において準用する場合を含む。）の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

十二 第百十八条第一項（第百三十四条第二項及び第百五十八条第三項において準用する

場合を含む。以下この号において同じ。）の規定に違反して確認特定カジノ業務従事者、確

認特定カジノ施設供用業務従事者若しくは確認特定カジノ関連機器等製造業務等従事者の

従事する業務の種別を変更したとき、又は偽りその他不正の手段により第百十八条第一項

の承認を受けたとき。

十三 第百二十二条の規定に違反したとき。

十四 第百三十七条第一項の申請書又は同条第二項の規定によりこれに添付すべき書類に

虚偽の記載をして提出したとき。

十五 第百五十一条第四項若しくは第百五十六条第一項の規定による表示を付さず、又は

虚偽の表示を付したとき。

十六 第百五十一条第五項又は第百五十六条第二項の規定に違反して、表示を付し、又は紛

らわしい表示を付したとき。

十七 第百五十四条第四項（同条第五項後段において準用する場合を含む。）、第百五十五条

第三項若しくは第百五十七条の規定に違反して、記録を作成せず、若しくはこれを保存せず、

又は虚偽の記録を作成したとき。

十八 第百八十一条第三項の規定に違反して、入場料又は認定都道府県等入場料を立て替

え、又は補塡したとき。

第二百四十二条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、三十万

円以下の罰金に処する。

一 第四十八条第五項（第百三十条において準用する場合を含む。）、第六十一条第三項（第

百三十一条、第百四十一条及び第百六十四条において準用する場合を含む。）、第七十四条第

四項若しくは第百四十七条第三項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。
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二 第五十一条第一項又は第三項（これらの規定を第百三十条及び第百四十九条において

準用する場合を含む。）の規定に違反したとき。

三 第六十四条第二項（第百三十一条において準用する場合を含む。）の規定による書類の

提出をせず、又はこれに虚偽の記載をして提出したとき。

四 第六十八条第五項若しくは第六項（これらの規定を第百三条第二項において準用する

場合を含む。）若しくは第七十二条第二項（第七十三条第十二項、第七十六条第五項、第百

二条第二項（第百三十三条第四項において準用する場合を含む。）、第百六条第八項、第百八

条第五項、第百十条第三項、第百十一条第三項及び第百二十三条第二項（第百三十五条第三

項及び第百五十八条第三項において準用する場合を含む。）において準用する場合を含む。）

の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

五 第七十条第一項後段、第七十四条第五項若しくは第百八条第二項の規定に違反して、記

録を作成せず、若しくはこれを保存せず、又は虚偽の記録を作成したとき。

六 第七十四条第十項の規定に違反したとき。

七 第百十五条第一項（第百十七条第四項（第百三十四条第二項及び第百五十八条第三項に

おいて準用する場合を含む。以下この号において同じ。）、第百三十四条第二項及び第百五十

八条第三項において準用する場合を含む。）の申請書又は第百十五条第二項（第百十七条第

四項、第百三十四条第二項及び第百五十八条第三項において準用する場合を含む。）の規定

によりこれに添付すべき書類に虚偽の記載をして提出したとき。

第二百四十三条 法人（法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものを

含む。以下この項及び次項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の

従業者が、その法人又は人の業務若しくは財産に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為を

したときは、その行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その

人に対して各本条の罰金刑を科する。

一 第二百三十六条第一項（第四号を除く。） 五億円以下の罰金刑

二 第二百三十七条第一項（第六号、第十三号、第十七号、第十九号及び第二十号を除く。）

又は第二百三十八条（第二号から第九号までを除く。） 三億円以下の罰金刑

三 第二百三十九条第一項（第六号から第十号まで、第十二号から第十四号まで、第十六号

から第二十三号まで、第二十七号、第三十三号、第三十四号、第三十八号及び第四十四号を

除く。） 一億円以下の罰金刑

四 第二百三十六条第一項第四号、第二百三十七条第一項第六号、第十三号、第十七号、第

十九号若しくは第二十号、第二百三十八条第二号から第九号まで、第二百三十九条第一項第

六号から第十号まで、第十二号から第十四号まで、第十六号から第二十三号まで、第二十七

号、第三十三号、第三十四号、第三十八号若しくは第四十四号又は第二百四十条から前条ま

で 各本条の罰金刑

２ 前項の規定により第二百三十六条第一項の違反行為につき法人又は人に罰金刑を科す

る場合における時効の期間は、同項の罪についての時効の期間による。
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３ 法人でない社団又は財団について第一項の規定の適用がある場合には、その代表者又

は管理人がその訴訟行為につきその法人でない社団又は財団を代表するほか、法人を被告

人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。

第二百四十四条 カジノ事業者の従業者が、そのカジノ行為に係る職務に関して、賄賂を収

受し、又はその要求若しくは約束をしたときは、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に

処する。これによって不正の行為をし、又は相当の行為をしなかったときは、五年以下の懲

役又は五百万円以下の罰金に処する。

第二百四十五条 カジノ事業者の従業者になろうとする者が、その担当すべきカジノ行為

に係る職務に関し、請託を受けて、賄賂を収受し、又はその要求若しくは約束をしたときは、

カジノ事業者の従業者になった場合において、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に

処する。

２ カジノ事業者の従業者であった者が、その従業者であった期間中請託を受けてそのカ

ジノ行為に係る職務に関して不正の行為をしたこと又は相当の行為をしなかったことに関

し、賄賂を収受し、又はその要求若しくは約束をしたときも、前項と同様とする。

第二百四十六条 前二条の場合において、犯人が収受した賄賂は、没収する。その全部又は

一部を没収することができないときは、その価額を追徴する。

第二百四十七条 第二百四十四条若しくは第二百四十五条の賄賂を供与し、又はその申込

み若しくは約束をした者は、三年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。

２ 前項の罪を犯した者が自首したときは、その刑を減軽し、又は免除することができる。

第二百四十八条 第二百四十四条及び第二百四十五条の罪は、日本国外においてこれらの

罪を犯した者にも適用する。

２ 前条第一項の罪は、刑法第二条の例に従う。

第二百四十九条 偽計又は威力を用いてカジノ行為の公正を害すべき行為をした者は、三

年以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。

第二百五十条 第百六十九条又は第二百十条第一項若しくは第二項の規定による試験事務

の停止の命令に違反したときは、その違反行為をした指定試験機関の役員又は職員は、三年

以下の懲役又は三百万円以下の罰金に処する。

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関の役員又は

職員は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

一 第二百二条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽の報告

若しくは資料の提出をしたとき、又は同条第二項の規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したと

き。

二 第二百十条第一項の規定による命令（試験事務の停止の命令を除く。）に違反したとき。

３ 第百六十六条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万

円以下の罰金に処する。
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４ 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関の役員又は

職員は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

一 第百六十五条第一項の規定に違反してその職員を同項各号に掲げる業務に従事させた

とき、又は偽りその他不正の手段により同項の確認を受けたとき。

二 偽りその他不正の手段により第百六十五条第二項において準用する第百十七条第二項

の更新を受けたとき。

５ 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関の役員又は

職員は、百万円以下の罰金に処する。

一 第百六十五条第二項において準用する第百十八条第一項の規定に違反して確認特定試

験業務従事者の従事する業務の種別を変更したとき、又は偽りその他不正の手段により同

項の承認を受けたとき。

二 第百六十五条第二項において準用する第百二十三条第二項において準用する第七十二

条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。

６ 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定試験機関の役員又は

職員は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第百六十四条において準用する第六十四条第二項の規定による書類の提出をせず、又

はこれに虚偽の記載をして提出したとき。

二 第百六十五条第二項において準用する第百十五条第一項（第百六十五条第二項におい

て準用する第百十七条第四項において準用する場合を含む。）の申請書又は第百六十五条第

二項において準用する第百十五条第二項（第百六十五条第二項において準用する第百十七

条第四項において準用する場合を含む。）の規定によりこれに添付すべき書類に虚偽の記載

をして提出したとき。

三 第百六十七条の規定に違反して、帳簿を備えず、これに記録すべき事項を記録せず、若

しくはこれを保存せず、又は帳簿に虚偽の記録をしたとき。

四 第百六十八条の規定に違反して、試験事務の全部若しくは一部を休止し、又は廃止した

とき。

第二百五十一条 第二百二十六条の規定に違反して、秘密を漏らし、又は盗用した者は、二

年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

附 則 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一 次条及び附則第三条の規定 公布の日

二 第一章の規定 公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定める日

三 第十一章、第二百三十五条、第二百三十九条第一項（第四十四号に係る部分に限る。）、

第二百四十三条第一項（第四号（第二百三十九条第一項第四十四号に係る部分に限る。）に
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係る部分に限る。）及び第三項並びに第二百五十一条並びに附則第五条、第七条から第十条

まで、第十二条、第十四条（特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律第十九条第二

項の改正規定に限る。）、第十五条及び第十六条の規定 公布の日から起算して一年六月を

超えない範囲内において政令で定める日

四 第二章、第二百三十六条第一項（第一号に係る部分に限る。）、第二百三十七条第一項（第

一号に係る部分に限る。）、第二百三十八条（第一号に係る部分に限る。）、第二百三十九条第

一項（第一号から第四号までに係る部分に限る。）、第二百四十一条（第一号から第四号まで

に係る部分に限る。）並びに第二百四十三条第一項（第一号（第二百三十六条第一項第一号

に係る部分に限る。）、第二号（第二百三十七条第一項第一号及び第二百三十八条第一号に係

る部分に限る。）、第三号（第二百三十九条第一項第一号から第四号までに係る部分に限る。）

及び第四号（第二百四十一条第一号から第四号までに係る部分に限る。）に係る部分に限る。）

及び第二項（第二百三十六条第一項第一号に係る部分に限る。）並びに附則第十四条（前号

に掲げる改正規定を除く。）の規定 公布の日から起算して二年を超えない範囲内において

政令で定める日

（準備行為）

第二条 第二百十七条第三項の規定によるカジノ管理委員会の委員長及び委員の任命に関

し必要な行為は、前条第三号に掲げる規定の施行の日前においても、同項の規定の例により

することができる。

（経過措置）

第三条 附則第一条第三号に掲げる規定の施行後最初に任命されるカジノ管理委員会の委

員の任期は、第二百十八条第一項本文の規定にかかわらず、四人のうち、二人は三年、二人

は五年とする。

２ 前項に規定する各委員の任期は、内閣総理大臣が定める。

（検討）

第四条 政府は、附則第一条第四号に掲げる規定の施行後最初にされる第九条第十一項の

認定の日から起算して五年を経過した場合において、この法律の施行の状況について検討

を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

ただし、同項第七号に規定する認定区域整備計画の数については、当該認定の日から起算し

て七年を経過した場合において検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。

附 則 （令和元年五月三一日法律第一六号） 抄

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。
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5.2 特定複合観光施設区域の整備のための基本的な方針（案） 

特定複合観光施設区域の整備のための基本的な方針（案）

特定複合観光施設区域整備法（平成 30 年法律第 80 号）第５条第１項の規定に基づき、特
定複合観光施設区域の整備のための基本的な方針を定める。

第１特定複合観光施設区域の整備の意義及び目標に関する事項

１ 意義

ＩＲ（統合型リゾートをいう。以下同じ。）とは、民間事業者が一体として設置し、及び運

営する「観光振興に寄与する諸施設」と「カジノ施設」から構成される一群の施設である。

我が国において整備を目指すＩＲ（以下「日本型ＩＲ」という。）は、民間ならではの自由

な発想で日本の伝統、文化、芸術等を生かした魅力的なコンテンツを提供するとともに、象

徴的で先進性や他には見られない魅力を有する建築物により非日常的、印象的な空間を創

出することで、国内外から多くの観光客を惹き付けることができるものである。特定複合観

光施設区域整備法（以下「ＩＲ整備法」という。）に基づく日本型ＩＲを実現するための制

度（以下「ＩＲ制度」という。）は、ＩＲ区域（ＩＲ整備法第２条第２項の特定複合観光施

設区域をいう。以下同じ。）を整備し、国際会議場や家族で楽しめるエンターテインメント

施設等と、収益面での原動力となるカジノ施設が一体となったこれまでにないスケールと

クオリティを有する特定複合観光施設（ＩＲ整備法第２条第１項の特定複合観光施設をい

う。以下「ＩＲ施設」という。）が、民間事業者の活力と創意工夫を生かして設置され、及

び運営されることを、包括的に法制度の中に位置付けた世界初の制度である。この制度は、

ナショナル・プロジェクトとして、ＩＲ区域の整備の効果を日本全国に波及させようとする

ものであり、そのために、ＩＲ事業（ＩＲ整備法第５条第２項第３号の設置運営事業等をい

う。以下同じ。）の公益性が確実に担保されるよう、区域整備計画の認定や厳格なカジノ規

制をはじめとした必要な枠組みが整えられているところである。

観光は、双方向の国際交流を通じた相互理解の増進はもとより、国民経済の発展や国民生活

の安定向上にも寄与するものであり、本格的な少子高齢化・人口減少を迎える中で、真に我

が国の成長戦略と地方創生の大きな柱である。このような認識の下、政府の観光戦略である

「明日の日本を支える観光ビジョン（平成 28年 3月 30日明日の

日本を支える観光ビジョン構想会議決定）」においては、ＭＩＣＥ（企業等の会議（Meeting）、
企業等の行う報奨及び研修旅行（Incentive Travel）、国際機関及び団体、学会等が行う国際
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会議（Convention）、展示会及び見本市、イベント（Exhibition及び Event）の頭文字のこ
とであり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント等の総称。以下同じ。）誘致の促

進やインバウンド観光促進のための多様な魅力の対外発信強化、広域観光周遊ルートの世

界水準への改善などの取組により、2030年に訪日外国人旅行者数を 6,000万人、訪日外国
人旅行消費額を 15兆円とすること等が観光先進国の実現に向けた目標として掲げられてい
るところである。我が国は、自然・文化・気候・食という観光振興に必要な４つの条件を兼

ね備えた世界でも数少ない国の１つであり、豊富で多様な観光資源を有しているが、日本型

ＩＲは、こうした観光資源を生かした日本の魅力を世界に発信する機能を有するものであ

り、我が国においてＩＲを新たに整備することは、観光資源の潜在力を最大限に解き放ち、

我が国を観光先進国に引き上げるという目標に大きく寄与することが期待される。

具体的には、

（１）民間の活力を生かしてこれまでにないスケールとクオリティを有するＭＩＣＥ施設

を整備することにより、これまでにないような国際的な会議等を展開し、新たなビジネスの

起爆剤となること、

（２）世界に向けた日本の魅力の発信により、世界中から観光客を集め、全国各地の豊かな

自然、固有の歴史、文化、伝統、食などの魅力を紹介すること、

（３）ＩＲへの来訪客に国内各地の魅力を紹介し、国内各地に送り出すことにより、世界と

国内各地をつなぐ交流のハブとなること

により、国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現することが、日本型ＩＲの意義である。

これにより、観光及び地域経済の振興に寄与し、更には日本全体の健全な経済成長につなが

るとともに、併せて、国及び地方公共団体の財政の改善に資することが期待される。

また、こうした日本型ＩＲの意義が十分に発揮されるためには、都道府県等(ＩＲ整備法第
６条第１項の都道府県等をいい、区域整備計画の認定を受けた後にあっては、ＩＲ整備法第

10条第２項の認定都道府県等をいう。以下同じ。)をはじめとする地域の関係者及びＩＲ事
業者（ＩＲ整備法第５条第２項第３号の設置運営事業者等をいい、区域整備計画の認定を受

けた後にあっては、ＩＲ整備法第 10条第２項の認定設置運営事業者等をいう。以下同じ。）
が日本型ＩＲの意義を理解し、及び共有した上で、

（１）観光や地域経済の振興、財政の改善への貢献を図る観点から、長期間にわたって、安

定的で継続的なＩＲの運営が確保されること、

（２）民間事業者の活力と創意工夫が活かされるとともに、カジノ事業の収益の適切な

公益還元の観点から、カジノ事業の収益を活用したＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業

内容の向上や、都道府県等が行う認定区域整備計画に関する施策への協力が図られること、

（３）犯罪防止、治安維持、青少年の健全育成、依存防止等の観点から、カジノ施設の設置
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及び運営に伴う有害な影響の排除が適切に行われること

が極めて重要な前提条件である。

２ 目標

観光先進国の実現に向けて日本型ＩＲを整備し、その意義を十分に発揮することにより、次

に掲げる目標を達成することを目指すこととする。

（１）国際的なＭＩＣＥビジネスを展開すること

我が国のＭＩＣＥ競争力は、アジア等の競合国が誘致に向け積極的に取組を進め、ＭＩＣＥ

誘致の国際競争が激化していることから、相対的に低下しつつあるところであるが、「観光

立国推進基本計画」（平成 29年３月 28日閣議決定）において、アジア主要国における国際
会議の開催件数に占める割合を 2020年までに３割以上とし、かつアジア最大の開催国の地
位を維持する、としているところである。

これらのことを踏まえ、日本型ＩＲにおいて、これまでにないスケールとクオリティを有す

るＭＩＣＥ施設を整備することにより、これまでにないような国際的な会議等を展開し、新

たなビジネスの起爆剤となり、我が国におけるＭＩＣＥ開催件数の増加に貢献することを

目標とする。

（２）世界中から観光客を集めること

政府の観光戦略の目標として、「明日の日本を支える観光ビジョン」等において、訪日外国

人旅行者数を 2030年に 6,000 万人とし、訪日外国人旅行消費額を 2030 年に 15 兆円とす
るといったことが掲げられているところである。

日本型ＩＲにおいて、世界に向けて日本の魅力を発信し、世界中から観光客を集めることに

より、政府の観光戦略の目標達成を後押しすることを目標とする。

（３）来訪客を国内各地に送り出すこと

我が国においては、外国人延べ宿泊者数の約６割が三大都市圏に集中しており、東京や大阪

といったゴールデンルート以外の地域を含めた各地への誘客が課題となっているところで

ある。

日本型ＩＲにおいて、国内各地の魅力的な観光地や観光ルートを紹介し、来訪客を国内各地

に送り出すことにより、国内各地の観光地への訪日外国人旅行者や日本人国内旅行者の訪

問の増加に貢献することを目標とする。

第２特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策に関する基本的な事項

カジノ事業を含むＩＲ事業は、カジノ事業の収益を活用して、ＩＲ区域の整備を推進す

ることにより、国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現し、観光及び地域経済の振興に

寄与するとともに、財政の改善に資するという公益目的の実現のために、特別に認められる

ものである。そのため、ＩＲ整備法では、ＩＲ区域の整備の推進に関する施策を策定し、及
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び実施することを国と関係地方公共団体の責務とした上で、ＩＲ事業の公益性を確保する

ために必要な枠組みが整備されている。

具体的には、

（１）ＩＲ施設は、カジノ施設のみならず、国際会議場施設（ＩＲ整備法第２条第１項第１

号に掲げる施設をいう。以下同じ。）、展示等施設（ＩＲ整備法第２条第１項第２号に掲げる

施設をいう。以下同じ。）、魅力増進施設（ＩＲ整備法第２条第１項第３号に掲げる施設をい

う。以下同じ。）、送客施設（ＩＲ整備法第２条第１項第４号に掲げる施設をいう。以下同じ。）

及び宿泊施設（ＩＲ整備法第２条第１項第５号に掲げる施設をいう。以下同じ。）という公

益を実現する中核施設と一体となった施設であることを要件とするとともに、その他観光

旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設（ＩＲ整備法第２条第１項第６号に掲げる施設

をいう。）を一体的に設置し、及び運営する場合には当該施設を含めることを可能としてい

ること、

（２）国土交通大臣による区域整備計画の認定に当たっては、基本方針に適合するものであ

ること等の基準に基づき厳正な審査を行い、上限数である３を超えない範囲内で優れたも

のを認定することとしていること、

（３）国土交通大臣は、認定区域整備計画の実施の状況について、毎年度の評価や一定期間

ごとに認定の更新を行うとともに、ＩＲ事業者に対して、当該評価の結果に基づき、カジノ

事業の収益をＩＲ事業の事業内容の向上や都道府県等が行う認定区域整備計画に関する施

策への協力に充てるよう努めることを義務付けていること、

（４）カジノ事業者に対して、国及び都道府県等への納付金の納付を義務付けていること

等により、各段階において、ＩＲ事業の公益性の確保を求め、国が確認するための手続が設

けられている。

また、ＩＲ区域の整備の推進に当たっては、地域の創意工夫と民間の活力を生かすことが求

められている。そのため、都道府県等とＩＲ事業者が相互に意思疎通を図りながら、ＩＲ区

域の整備に取り組むために必要な枠組みが設けられている。

具体的には、

（１）都道府県等はＩＲ区域の整備に当たって、民間事業者からの提案も踏まえつつ、ＩＲ

区域の位置やＩＲ事業の実施条件などを定めた基本的な構想である実施方針を策定するこ

と、

（２）都道府県等は実施方針に即して、ＩＲ事業を実施する民間事業者を公募の方法

により選定すること、
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（３）都道府県等は選定した民間事業者と共同して、ＩＲ施設の具体的な規模及び機能、Ｉ

Ｒ事業の具体的な計画、ＩＲ区域の周辺地域の開発並びに整備、交通環境の改善を含め都道

府県等が実施する施策及び措置などを定める区域整備計画を作成し、及び申請すること、

（４）都道府県等とＩＲ事業者は、区域整備計画の認定後、ＩＲ事業の具体的な実施体制や

実施方法などを定める実施協定を締結すること

等により、各段階において、都道府県等とＩＲ事業者が意思疎通を図りながら、区域整備計

画を作成し、及び実行する手続が定められている。

さらに、ＩＲ区域の整備の推進に当たっては、ＩＲ区域を整備することの意義や、カジノ施

設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除について、地域における幅広い関係者の理解と

協力を得ることが不可欠である。そのため、地域における十分な合意形成を図るために必要

な枠組みが設けられている。

具体的には、

（１）実施方針の策定、民間事業者の選定、区域整備計画の作成に当たって、都道府県等は、

立地市町村等や都道府県公安委員会と協議すること、

（２）協議に当たって、都道府県等は、都道府県等の長、立地市町村等の長、都道府県公安

委員会のほか、住民、学識経験者、関係行政機関などの都道府県等が必要と認める者により

構成される協議会を組織することができること、

（３）区域整備計画の作成に当たって、都道府県等は、公聴会の開催その他の住民の意見を

反映するために必要な措置を行うこと、

（４）区域整備計画の認定申請に当たって、都道府県等は、都道府県等の議会の議決を経る、

及び申請主体が都道府県であるときは立地市町村（ＩＲ整備法第９条第９項の市町村及び

特別区をいう。以下同じ。）の同意を得ることを義務付けるとともに、立地市町村の同意に

当たってはその議会の議決事項とすることもできることとされていること

等により、都道府県等は、実施方針を策定する段階から関係者と協議し、区域整備計画を作

成し、及び申請する段階では住民の意見の反映や議会の議決を経ることとされており、地域

における十分な合意形成を図るために必要な手続が定められている。

第３設置運営事業等及び設置運営事業者等に関する基本的な事項

１ ＩＲ施設の在り方

ＩＲ施設は、民間事業者が設置し、及び運営する「観光振興に寄与する諸施設」と「カジノ

施設」から構成される一群の施設であり、民間ならではの自由な発想で日本の伝統、文化、

芸術等を生かした魅力的なコンテンツを提供するとともに、象徴的で先進性や他

には見られない魅力を有する建築物により非日常的、印象的な空間を創出することで、国内

外から多くの観光客を惹き付けることを目指している。

このため、ＩＲ整備法において、ＩＲ施設は、カジノ施設と、（１）国際会議場施設、（２）
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展示等施設、（３）魅力増進施設、（４）送客施設及び（５）宿泊施設から構成される一群の

施設であって、民間事業者により一体として設置され、及び運営されることが要件とされる

とともに、（６）その他観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設もこれらと一体的に

設置され、及び運営される場合には、当該施設も含めることが可能とされている。

なお、ＩＲ施設を構成する各施設（カジノ施設を除く。以下第３．１において同じ。）は、

主としてその機能を発揮するものとしてそれぞれ設置及び運営される必要があるが、施設

の使用頻度を高め、施設の運営による効果を最大限発揮していく観点から、当該施設の機能

を果たしつつ、他の機能としても使用することや、他の施設とつなげて一つの機能を発揮す

るなど、他の機能と併せて複合的に使用することが可能である。

また、ＩＲ施設を構成する各施設には、主として国際会議の用に供する室（以下「国際会議

室」という。）や主として展示会、見本市その他の催しの用に供する室（以下「展示スペー

ス」という。）などの中心的な設備のほかに、その機能を支えるような設備を組み込むこと

が認められる。

なお、既存施設を活用することも排除はされないが、日本型ＩＲは、これまでにないスケー

ルとクオリティを有するＩＲ施設であることが必要であり、このため、大規模な民間投資が

行われるとともに、大きな経済効果や雇用創出効果をもたらすものであることが必要であ

る。

（１）国際会議場施設及び（２）展示等施設

日本型ＩＲでは、民間の活力を生かしてこれまでにないようなスケールとクオリティを有

するＭＩＣＥ施設を整備することにより、これまでにないような国際的な会議等を展開し、

新たなビジネスの起爆剤となることを目指している。

このため、ＩＲ整備法では、ＭＩＣＥ施設を構成する施設は、

ア 国際会議の誘致を促進し、及びその開催の円滑化に資する国際会議場施設、

イ 国際的な規模の展示会、見本市その他の催し（以下「展示会等」という。）の開催の円

滑化に資する展示施設、見本市場施設その他の催しを開催するための施設

であって、それぞれが政令で定める基準に適合することが要件とされている。

なお、国際会議や展示会等の規模に応じて、国際会議室や展示スペースを、間仕切りをして

臨機応変に使用することは認められる。また、国際会議や展示会等を開催しない日に、ＭＩ

ＣＥ施設を活用して、スポーツイベントやコンサート等を開催し、誘客効果を最大化するこ

とも重要である。

（３）魅力増進施設

日本型ＩＲでは、世界に向けて、日本の魅力を発信し、世界中から観光客を集めることを目

指している。こうした日本型ＩＲを実現するために、我が国の伝統、文化、芸術等を生かし

た日本らしい魅力的なコンテンツを提供する、重要な役割を担うのが魅力増進施設である。
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このため、ＩＲ整備法では、魅力増進施設は、我が国の伝統、文化、芸術等を生かした公演

その他の活動を行うことにより、我が国の観光の魅力の増進に資する施設であって、政令で

定めるものであることが要件とされている。

（４）送客施設

日本型ＩＲは、来訪者をＩＲ区域に囲い込むのではなく、国内各地の魅力をショーケースと

して紹介し、来訪者を国内各地に送り出して、実際に現地で体験していただくことにより、

世界と国内各地をつなぐ交流のハブとなることを目指している。

このため、ＩＲ整備法では、送客施設は、我が国における各地域の観光の魅力に関する情報

を適切に提供し、併せて各地域への観光旅行に必要な運送、宿泊その他のサービスの手配を

一元的に行うことにより、国内における観光旅行の促進に資する施設であって、政令で定め

る基準に適合するものであることが要件とされている。

（５）宿泊施設

日本型ＩＲにおける宿泊施設では、ＭＩＣＥ施設等の他のＩＲ施設への来訪者の需要に対

応するだけでなく、誘客施設の一つとして、高度化及び多様化する国内外の旅行者の需要に

対応し、新たな宿泊需要を生み出すことを目指している。

このため、ＩＲ整備法では、宿泊施設は、利用者の需要の高度化及び多様化に対応したもの

であって、政令で定める基準に適合するものであることが要件とされている。

（６）その他観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設

（１）から（５）までのいずれにも該当しない施設であって、国内外からの観光旅客の来訪

及び滞在の促進に寄与する施設である。一律に設置を義務付けるものではなく、地域の創意

工夫や民間の活力を生かしてＩＲ施設への集客力を高めるために設置することが可能なも

のである。

（３）の魅力増進施設とは異なり、専ら我が国の伝統、文化、芸術等を生かした施設である

ことが求められるものではない。例えば、主たる用途が（３）に当てはまらない劇場、競技

場、美術館等のほか、遊園地、テーマパーク、水族館、動物園、ショッピングモール等の集

客施設が想定される。

当該施設には、地域の創意工夫や民間の活力を生かして、ビジネスからレジャ

ーまで、大人から子どもまで、外国人でも日本人でも、幅広い客層が楽しめるエンターテイ

ンメント施設となることが期待される。

（７）カジノ施設

国内外から子どもを含めた多くの者が訪れるＩＲ区域においては、カジノ施設に関連する
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犯罪やトラブルを防止することや、ＩＲ区域全体として清浄な風俗環境を保持し、ＩＲ区域

を訪れる者の安全安心を確保することが極めて重要である。

２ ＩＲ区域の在り方

ＩＲ区域は、ＩＲ施設の敷地と同一の単一の区画を指すものであり、ＩＲ整備法では、一の

ＩＲ施設を設置する一団の土地の区域として、当該ＩＲ施設を設置し、及び運営する民間事

業者により当該区域が一体的に管理されるものとしている。

そのため、ＩＲ施設の規模に比べ相当程度幅広い道路や河川等で実質的に分断されるなど

社会通念上一体と言えないものはＩＲ区域として認められない。一方、ＩＲ区域として整備

される土地の区域が道路や河川等をまたぐ場合であっても、専用の橋で結ぶことにより来

訪者が徒歩で行き来できるなど、ＩＲ施設間の回遊性が阻害されず、機能的に一体であると

判断される場合には一団の土地の区域に該当し得る。

また、ＩＲ施設は土地に設置することが必要であり、例えば、河川、海、湖沼など土地でな

いものに設置することは認められない。

さらに、ＩＲ事業者は必ずしもＩＲ区域内の全ての土地を所有する必要はないものの、所有

しない場合であっても地権者との契約によって一体的に管理することが求められる。

なお、ＩＲ施設の設置に当たっては、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）、港湾法（昭
和 25 年法律第 218 号）、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）等に基づく土地利用に関
する計画との調和を図るため、状況に応じて、それらの法律等に基づく手続が適切に行われ

る必要がある。

３ ＩＲ事業の在り方

（１）ＩＲ事業の一体性

カジノ事業を含むＩＲ事業はカジノ事業の収益を活用して公益目的を実現するために認め

られるものであり、カジノ事業の収益を公益目的に確実に還元するためＩＲ事業は一体性

が求められる。そのため、ＩＲ整備法においては、設置運営事業が一の設置運営事業者によ

り一体的かつ継続的に行われると認められるものであることを区域整備計画の認定基準と

するとともに、ＩＲ事業者には、ＩＲ事業以外の事業の兼業が禁止されている。

一の設置運営事業者による一体的な経営が原則となるが、経営の一体性を損なわない範囲

で、業務における効率性の確保や専門性の活用の観点から、他の民間事業者がカジノ施設を

含むＩＲ施設を一体的に整備し、その用途に応じて管

理し、設置運営事業者に専ら使用させる事業形態（ＩＲ整備法第２条第５項の施設供用事業

をいう。）や、経営判断をＩＲ事業者に留保した上で第三者にカジノ事業以外のＩＲ事業に

ついて業務委託やテナントへの入居契約を行うことが可能である。

なお、カジノ事業を自ら運営しない会社が設置運営事業者になることは認められない。

さらに、設置運営事業者はＩＲ施設を構成する全ての施設を一体として所有することを原
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則とするが、施設供用事業が行われる場合には、施設供用事業者がＩＲ施設を構成する全て

の施設を一体として所有した上で、設置運営事業者に専ら使用させることが可能である。

また、ＩＲ事業者はＩＲ事業以外の事業の兼業が禁止されているが、設置運営事業の範囲と

しては、ＩＲ施設を設置し、及び運営する事業に加え、それを支えるものとして、附帯事業

が認められる。例えば、附帯事業として、ＩＲ区域の内外にかかわらず、利用者の利便性の

確保に必要なもの等が考えられる。

（２）ＩＲ事業者の資本構成

日本型ＩＲは、民間事業者の資金や能力を生かすため、「民設民営」を基本としており、Ｉ

Ｒ整備法においても、ＩＲ施設は民間事業者により設置され、及び運営されるものと定義さ

れている。したがって、ＩＲ事業者の経営に直接公的主体が関与することは適切ではなく、

そのため、国や地方公共団体から出資や役員の派遣などを受ける事業形態は、ＩＲ事業者と

して認められない。

また、ＩＲ事業者は、会社法（平成 17年法律第 86号）に規定する会社である必要があり、
その資本構成については内外無差別とされている。関係企業が出資し、又は経営参画する会

社の形態を採ることも認められるが、当該形態を採る場合であっても、区域整備計画の認定

を受けて都道府県等との間で実施協定を締結する前に、法人登記が必要となる。

（３）ＩＲ事業者の廉潔性確保

ＩＲ事業者は、ＩＲ事業を実施する上で、カジノ事業の免許（施設供用事業が行われる場合

にはカジノ事業の免許及びカジノ施設供用事業の免許をいう。以下同じ。）を申請すること

になるため、あらかじめカジノ事業に係るＩＲ整備法の株主等に関する規制を踏まえた定

款の作成等を行うことが必要である。

また、ＩＲ事業者は、カジノ事業の免許を得るまでに進める準備（ＩＲ施設の建設、調達等

に係る契約、各種行為準則の策定、従業員の雇用・教育など）の段階から、その役員、株主

等、従業員、契約の相手方等からの反社会的勢力の排除の徹底に取り組むことが必要である。

（４）ＩＲ事業者によるカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に

行うための措置

ＩＲ事業者は、区域整備計画において定める事業基本計画において、暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２号第６号に規定する暴力団員又は
同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」とい

う。）のカジノ施設への入場の禁止、マネー・ローンダリング防止のための措置、２０歳未

満の者のカジノ施設への入場禁止、日本人や外国人居住者を対象とした一律の入場回数制

限や入場料の賦課、依存防止規程に基づく利用制限措置や相談窓口の設置をはじめとする
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依存防止のための措置、日本人等に対する貸付業務の規制や広告及び勧誘の規制など、ＩＲ

整備法に基づき取り組むことが求められるカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の

排除を適切に行うための措置を盛り込むとともに、これを着実に実施しなければならない。

なお、ＩＲ事業者は、依存防止のための措置の実効性を確保するため、カジノ施設周辺にお

いて貸付機能を有するＡＴＭ等を設置することや、ＩＲ区域内において新規与信機能を有

する貸金業の端末等を設置することは認められない。また、公営競技やぱちんこなどのギャ

ンブル等の施設は、カジノ施設と相まって射幸心をそそるおそれやカジノ規制による依存

防止のための措置の実効性を失わせるおそれのあるものであることから、ＩＲ区域内に設

置することは認められない。

４ カジノ事業の収益のＩＲ施設の整備等への活用の在り方

ＩＲ整備法第 15 条第３項において、ＩＲ事業者は、カジノ事業の収益の活用に当たって、
国土交通大臣による認定区域整備計画の実施の状況についての毎年度の評価の結果に基づ

き、当該収益をＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上や、都道府県等が行う認定

区域整備計画に関する施策への協力に充てるよう努めなければならないこととされている。

こうした規定が設けられている趣旨は、カジノ事業がＩＲ区域の整備の推進のために特別

に認められるものであることに鑑み、ＩＲ事業に求められる公益性を達成するためには、カ

ジノ事業の収益を十分に活用して、ＩＲ区域において必要となる新たな施設の整備や既存

の施設の更新を行うことにより、ＩＲ区域の魅力の向上を図り、世界中から多くの観光客を

引き付ける国際競争力を維持向上していくことが求められることを踏まえたものである。

この規定に基づき、カジノ事業の収益を、ＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上

に充てる方法としては、具体的には、ＩＲ施設の整備を行うための資本的支出や、ＩＲ施設

において提供されるコンテンツの更新又は追加を行うための支出、また、これらに関連する

人件費や広告宣伝費などの支出に充てること、自らカジノ施設の設置及び運営に伴う有害

な影響の排除のための措置を強化することなどが認められる。さらに、

こうした支出は必ずしも毎年度一定の水準で行われるとは限らず、数年に一度の間隔で計

画的に行うことも考えられることから、カジノ事業の収益の一部を、翌年度以降におけるこ

うした支出に充てることを目的とする積立金として積み立てておくことも認められる。

また、この規定に基づき、カジノ事業の収益を、都道府県等が行う認定区域整備計画に関す

る施策への協力に充てる方法としては、具体的には、都道府県等との十分な連携の下で、都

道府県等が行うＩＲ区域の周辺地域の開発及び整備、交通環境の改善その他のＩＲ区域の

整備に伴い必要となる関連する施策や、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排

除を適切に行うために必要な施策に協力するために、その費用の一部を分担することが認

められる。
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ＩＲ事業者は、区域整備計画を作成する際に、カジノ事業の収益をＩＲ施設の整備その他Ｉ

Ｒ事業の事業内容の向上や、都道府県等が行う認定区域整備計画に関する施策への協力に

充てることについての計画を記載することが求められる。また、ＩＲ事業者は、国土交通大

臣による認定区域整備計画の実施の状況についての毎年度の評価を受ける際に、当該年度

におけるカジノ事業の収益を、あらかじめ区域整備計画に記載した方針や、当該評価の結果

を踏まえて、カジノ事業の収益をＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上や及び

都道府県等が行う認定区域整備計画に関する施策への協力に充てるよう努める具体的な方

法について、説明責任を果たすことが求められることとなる。さらに、ＩＲ事業者は、当該

評価の結果を、事業基本計画及び事業計画に適時に反映させるなど、認定区域整備計画に係

る業務運営の改善に適切に反映することとされている。

なお、ＩＲ事業は民間事業者が行うものであることを踏まえ、民間の活力を生かした魅力的

なＩＲ区域の整備を可能にするため、ＩＲ事業者においては、適正な水準の配当等の利益配

分を行うことが認められるものであることに留意が必要である。

第４区域整備計画の認定に関する基本的な事項

１実施方針

（１） 実施方針の策定及び公表

ア 実施方針の策定の意義

実施方針は、都道府県等が、ＩＲ区域の整備の実施に関する方針を定めるものであり、ＩＲ

区域の整備の推進に関して、地域の合意形成を図っていく上での基礎となる構想である。ま

た、都道府県等は、民間事業者の公募に当たって、民間事業者においてＩＲ事業への参入の

ための検討が容易になるよう、都道府県等として民間事業者に求めるものを明らかにする

ことが必要である。

そのため、都道府県等は、実施方針において、都道府県等として考えるＩＲ区域

の整備の意義や目標、ＩＲ事業を実施する上で必要となる要件や民間事業者の選定方法な

どＩＲ区域の整備の実施に関する方針を、できる限り具体的に示すことが求められる。

イ 実施方針の記載事項

都道府県等は、基本方針に即して、実施方針を定めることとされており、実施方針には、Ｉ

Ｒ整備法第６条第２項各号に掲げる各事項を定めることとされている。策定に当たっては、

以下の点に留意して、各事項を定めることが求められる。

（ア） 特定複合観光施設区域の整備の意義及び目標に関する事項（ＩＲ整備法第６条第２

項第１号）
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我が国及びＩＲ区域を整備しようとする地域の観光及び地域経済の振興や財政の改善など、

都道府県等においてＩＲ区域の整備を推進することにより実現を目指す公益や、当該公益

を実現するための地域の創意工夫及び民間の活力を生かしたＩＲ区域の整備の実施の方向

性について、都道府県等としての基本的な構想を示し、当該構想を踏まえた目標を示すこと

が求められる。

（イ）特定複合観光施設区域を整備しようとする区域の位置及び規模に関する事項（ＩＲ整

備法第６条第２項第２号）

ＩＲ区域を整備しようとする区域の所在地及び敷地面積、当該区域の土地に関する権利関

係並びに土地をＩＲ事業者に使用させる方法及びその条件（土地の賃料又は代金等につい

ては、事前に確定すること。）等を示すことが求められる。

なお、民間事業者の公平かつ公正な選定の観点から、いかなる民間事業者が選定されたとし

ても、ＩＲ事業者が確実にその土地を利活用できるようにするための措置についても示す

ことが求められる。

（ウ）特定複合観光施設を構成する施設の種類、機能及び規模に関する事項並びに設置運営

事業等に関する事項（ＩＲ整備法第６条第２項第３号）

ＩＲ施設を構成する施設について、都道府県等として、ＩＲ事業者による設置及び運営を求

める施設の種類、機能及び規模を示すことが求められる。

なお、ＩＲ施設を構成する施設として、既存の施設を利用する場合には、民間事業者の公平

かつ公正な選定の観点から、いかなる民間事業者が選定されたとしても、当該施設の所有権

をＩＲ事業者に円滑に移管するとともに、当該ＩＲ事業者が当該施設を含むＩＲ施設を設

置し、運営できるようにするための措置についても示すことが求められる。

また、ＩＲ事業として実施することをＩＲ事業者に対して求める事業並びにカジノ施設の

設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために実施

することをＩＲ事業者に対して求める取組並びにＩＲ区域の整備に係るスケジュール等を

示すことが求められる。

（エ） 設置運営事業等を行おうとする民間事業者の募集及び選定に関する事項（ＩＲ整備

法第６条第２項第４号）

応募者の参加資格要件、応募に当たり提出を求める書類、民間事業者の選定手続、選定基準

及び選定に係るスケジュール等を示すことが求められる。

なお、ＩＲ整備法においては、応募に当たり、審査料を徴収すること自体は制限されていな

いが、公正性及び透明性を確保するために公募により民間事業者を選定することとしてい

るＩＲ整備法の趣旨を没却することのないよう、応募者間の公平性に留意して当該審査料
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を設定するとともに、当該審査料の金額を示すことが求められる。

（オ）設置運営事業等の円滑かつ確実な実施の確保に関する事項（ＩＲ整備法第６条第２項

第５号）

ＩＲ事業の実施を通じて、観光や地域経済の振興に寄与し、財政の改善に資するためには、

長期間にわたって、安定的かつ継続的なＩＲ事業の実施を確保する必要がある。こうした観

点から、ＩＲ事業者の責任の履行確保の方法や、ＩＲ事業におけるリスク及びその分担の在

り方等を示すことが求められる。また、ＩＲ区域の周辺地域の開発及び整備並びに交通環境

の改善等に関して、都道府県等及び都道府県公安委員会が実施する施策及び措置に係るも

のを記載するほか、必要に応じ、立地市町村等が実施する施策及び措置として想定するもの

があれば、できる限り明確に示すことが求められる。

なお、公募により民間事業者を選定することとしているＩＲ整備法の趣旨が没却されるこ

とのないよう、民間事業者の選定後は、当該民間事業者の株主又は社員（当該民間事業者が

まだ設立されていないときは、当該民間事業者を設立しようとする複数の企業によって構

成されるグループ（以下「コンソーシアム」という。）の構成員等。以下同じ。）の変更につ

いて承認を行う等の必要な手続を課すことが適切であり、このため、当該手続を併せて示す

ことが求められる。

また、ＩＲ区域の周辺地域の開発及び整備並びに交通環境の改善等に関して、ＩＲ事業者に

金銭の負担を求める場合には、その負担の内容及びその金額を、できる限り具体的に示すこ

とが求められる。

（カ） カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の活力を生かした特定複合

観光施設区域の整備を推進することにより我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在

型観光を実現するための施策及び措置に関する事

項（ＩＲ整備法第６条第２項第６号）

ＭＩＣＥ誘致のための施策及び措置や、周辺地域及び全国各地の観光地等と連携した広域

的な観光ルートの設定等のインバウンドの促進のための施策及び措置並びにこれらの施策

及び措置に関してＩＲ事業者に協力を求めたい事項等を示すことが求められる。

（キ）カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策

及び措置に関する事項（ＩＲ整備法第６条第２項第７号）

都道府県等及び都道府県公安委員会が実施する施策及び措置に係るものを記載するほか、

必要に応じ、立地市町村等が実施する施策及び措置並びにこれらの施策及び措置に関して

ＩＲ事業者に協力を求めたい事項等を示すことが求められる。
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ウ その他実施方針の策定及び公表に関する留意点

（ア）実施方針の策定に関する留意点

実施方針の策定に当たっては、以下の点に留意することが求められる。

・実施方針は、民間事業者の選定基準となるものであるため、その策定に当たっては、公正

性及び透明性を確保すること。

・実施協定の案を既に作成している場合にあっては、当該案を実施方針に添付することが望

ましいこと。

・認定都道府県等入場料納入金及び認定都道府県等納付金の使途に関する方針が既に定ま

っている場合には、当該方針を併せて記載することが望ましいこと。

・応募者が提出した提案書類の公開の有無や、提案書類に関する営業秘密等であって、公表

することにより当該民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれの

ある情報の取扱いについては、実施方針又は作成する場合は募集要項等（都道府県等が、公

募に係る事務手続や実施方針において示した事項に関する詳細事項等、民間事業者の公募

に際して必要な事項を記載し、公表する書類。以下同じ。）において定めることが望ましい

こと。

・協議会を組織する場合は、協議会がＩＲ区域の整備の推進に地域の理解が広く得られるよ

うにするために設けられていることを踏まえ、都道府県等の住民、学識経験者、関係行政機

関その他の都道府県等が必要と認める者を幅広く協議会に参画させ、そこでの議論の結果

が適切に実施方針に反映されるようにすること。なお、民間事業者の公平かつ公正な選定に

対する疑念を惹起しかねないため、民間事業者が選定されるまでは、ＩＲ事業を行おうと

する民間事業者を協議会の構成員とすることは認められないものであること。

（イ）実施方針の公表に関する留意点

実施方針の公表後、民間事業者と質疑応答を行うことは、民間事業者との意思疎通を図り、

実施方針等に関する事業者の理解を深める上で有効である。なお、公平性を確保する観点か

ら、民間事業者からの質問に対する回答（公表することにより、質問を行った民間事業者の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除く。）は、他の民間事

業者にも公表することが望ましいこと。

（２） 民間提案に対する措置

ア 民間提案の制度の意義

ＩＲは我が国にこれまで存在しないものであり、都道府県等にも十分な知見の蓄積がない

ため、都道府県等による実施方針の策定に当たっては、ＩＲ事業を行おうとする民間事業者
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からの提案を受けて、当該提案を踏まえた実施方針を定めるかどうかを検討することも有

益であることから、ＩＲ整備法第７条において実施方針の策定の提案の制度が設けられて

いる。

なお、ＩＲ整備法第７条の規定に基づく民間事業者による実施方針の策定の提案（以下「民

間提案」という。）は、民間事業者の提案先となる都道府県等のＩＲ区域の整備に係る意向

の如何にかかわらず、行うことができる。

また、都道府県等が、実施方針の策定に当たり、民間事業者に対して RFI（情報提供の募集）
や RFC（コンセプトの募集）等の市場調査を実施し、その結果を踏まえることも有益であ
るが、当該市場調査に応じた特定の民間事業者にとってのみ特に有利な実施方針を定める

等により、公募の趣旨を没却することのないよう留意することが求められる。また、市場調

査の内容や方法によっては、ＩＲ事業に関する情報が特定の民間事業者のみに流出するお

それがあるため、市場調査の実施に当たっては配慮が必要である。

イ 民間提案の検討

都道府県等が民間提案を受けたときは、当該民間提案について、ＩＲ区域の整備の適切性及

び実現可能性、観光及び地域経済の振興への寄与度等を検討することが考えられる。なお、

複数の民間提案を受けたときは、それらの提案の中から優れた部分を集約した実施方針を

定めることも併せて検討することも考えられる。

また、これらの検討に際しては、以下の点に留意する必要がある。

（ア） 都道府県等は、民間提案を行った民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利

益を損ねないよう留意して、当該民間提案を取り扱うこと。

（イ） 検討に要する期間の考え方については、民間提案の内容や都道府県等の

体制等により異なるが、当該検討に相当の期間を要する場合には、当該民間提案を行った民

間事業者に対し、結果を通知する時期の見込みを通知することが望ましいこと。

ウ 検討結果の通知及び公表

（ア） 都道府県等は、民間提案を踏まえた実施方針を定めることが適当であると認めると

きは、その旨を、当該提案を行った民間事業者に速やかに通知することが望ましい。なお、

民間提案を踏まえた実施方針を定める際には、民間提案に関する営業秘密等であって、公表

することにより当該民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれの

ある情報の取扱いについて配慮することが求められる。また、民間提案を行った特定の民間

事業者にとってのみ特に有利な実施方針を定める等により、公募の趣旨を没却することの

ないよう留意することが求められる。

（イ） 都道府県等は、民間提案を踏まえた実施方針を定める必要がないと認めるときは、

その旨及びその理由を当該提案を行った民間事業者に通知しなければならない。
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２ 公募及び選定

（１） 民間事業者の公募及び選定に関する一般的事項

都道府県等は、実施方針に即して、民間事業者の公募及び選定を行うこととされている。民

間事業者の公募及び選定については、選定の公正性及び透明性を確保するために、公募によ

り民間事業者を選定することとしているＩＲ整備法の趣旨を没却することのないよう、留

意することが求められる。

（２） 選定基準及び選定手続

ア 選定基準

選定基準の設定に当たっては、以下の点に留意することが求められる。

（ア） 我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現し、観光及び地域経済

の振興に寄与するため、都道府県等として実現を目指すＩＲ区域の整備を行うことができ、

かつ、かかる目的に沿って円滑かつ確実にＩＲ事業の運営を行うことができる事業者を選

定する観点から、適切な選定基準を設け、募集要項等において応募者に事前に公表すること。

（イ） 選定基準は、民間事業者の選定を公正かつ透明に行う観点から、客観的なものとす

ること。事業内容等について、定性的な基準を用いる場合でも、選定の評価結果の数量化等

により客観性を確保すること。

（ウ） 民間事業者の公募による選定に先立ち、都道府県等に対して民間提案を行った特定

の民間事業者や、都道府県等が実施した市場調査に応じた特定

の民間事業者を優遇するような選定基準を設けることは、公募により民間事業者を選定す

ることとしているＩＲ整備法の趣旨を没却するおそれがあるため、適切ではないこと。

（エ） 土地の所有者等の特定の者が、ＩＲ事業を行おうとする民間事業者の株主又は社員

に含まれることを、応募又は選定の要件とすることは、公募により民間事業者を選定するこ

ととしているＩＲ整備法の趣旨から認められないこと。

（オ） 土地の賃借料や、ＩＲ区域の周辺地域の開発及び整備並びに交通環境の改善等に関

する負担金等の多寡のみを選定基準とすることや、選定基準のうち当該負担金等に係るも

のに過度な配点を行う等は、（ア）に掲げる基準として適切ではないこと。

（カ） 選定された民間事業者は、都道府県等と共同して作成する区域整備計画が認定され

た場合は、カジノ事業の免許の申請を行うこととなるため、選定の段階においても、カジノ

事業の免許の基準を踏まえ、可能な範囲で民間事業者の適格性につき確認を行うことが必

要であること。そのため、選定基準には、民間事業者の役員（当該民間事業者がまだ設立さ
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れていないときであって、当該民間事業者の役員となる予定の者があるときは、当該者）及

び当該民間事業者の株主又は社員（当該株主又は社員が法人である場合は、当該法人の役員。

以下同じ。）が暴力団員等に該当しない者であることなど、ＩＲ事業者がカジノ事業の免許

を取得する上での欠格事由が存在しないことを、基準の一つとして含むこと。また、民間事

業者の役員及び当該民間事業者の株主又は社員に、カジノ事業の免許を取得する上での欠

格事由が存在しないことについて、民間事業者による表明・確約書を提出させること。さら

に、暴力団員等の排除等の観点から、都道府県公安委員会への照会や、必要に応じて民間の

調査会社等への調査の委託等を行うこと。加えて、民間事業者において、反社会的勢力との

関係を遮断し、反社会的勢力による被害を防止するため、行動指針を作成するなど適切な措

置を講ずる予定であることについて確認を行うこと。

（キ） 都道府県等の判断により、ＩＲ区域の整備による地域経済の振興への大きな寄与が

見込まれる民間事業者を高く評価するような選定基準を設けることも可能ではあるが、そ

の際には、調達、雇用及びコンソーシアムの構成員の在り方等に関連のある国際協定（例え

ば、WTO協定、経済連携協定（EPA）等）との整合性に留意する必要があること。

イ 選定手続

選定手続の検討及び実施に当たっては、以下の点に留意することが求められる。

（ア） 収賄等の不正行為を防止し、民間事業者の選定の公正性及び透明性を確保すること。

また、都道府県等においては、民間事業者の選定手続の公正性及び透明性に疑念を抱かれる

ことのないように十分に留意すること。

（イ） 選定に係るスケジュールの策定に当たっては、応募者が応募に向けての準備に要す

る期間の確保に配慮すること。

（ウ） 都道府県等が想定しているＩＲ事業の内容に関し、競争制限的な企業（同種のサー

ビスを提供可能な企業の数が極めて少なく、同時に当該サービスが事業の実施に不可欠で

ある企業）が存在する場合には、当該企業の公募への参加資格要件の在り方を検討し、適切

な参加資格要件を設けるとともに、いずれの応募者においても当該企業から公募手続にお

いて情報提供を受ける等の協力を受けることが可能となるよう配慮し、公平性を確保する

こと。

（エ） 都道府県等の判断により、実施協定に定めようとする内容等を調整するために、都

道府県等と応募者が直接対話を行う競争的対話方式を活用することも考えられること。ま

た、効率的かつ効果的な選定を行う観点から、競争的対話に参加することのできる応募者を

絞り込むため、段階的な選定プロセスを設けることも考えられること。

（オ） 応募者から提出された提案書類の審査において、公平かつ公正な審査を行うために、

有識者等により構成される第三者委員会を設置する等、適切な民間事業者の選定体制を構
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築する必要があること。

（カ） 第三者委員会を設けた場合は、実施方針の策定後、その構成員を募集要項等におい

て応募者に事前に公表すること。

（キ） 民間事業者の選定を行ったときは、その結果を、選定基準及び選定方法並びに評価

の過程及び結果に応じた選定過程の透明性を示すために必要な資料（公表することにより、

当該民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除く。）

と併せて、速やかに公表すること。

（３）基本方針が公表される前から進められている手続の取扱い

都道府県等による実施方針の作成や民間事業者の公募及び選定は、基本方針に即して行わ

れることが求められる。

他方、ＩＲ区域の整備の内容を優れたものとするとともに、ＩＲ区域の整備による効果を早

期に実現させる観点から、都道府県等において、基本方針が公表される前から、実施方針の

作成や民間事業者の公募及び選定のための手続等を進めておくことも想定される。

この場合には、基本方針が公表された後に、都道府県等において、それまでに進めてきてい

る手続等の内容が基本方針に即したものとなっていることを十分に確

認するとともに、必要に応じて、実施方針の修正やそれに応じた民間事業者の提案内容の修

正機会の確保を行った上で、実施方針の作成や民間事業者の公募及び選定のための手続を

完了するものとする。

３ 区域整備計画の記載事項、申請手続

（１） 区域整備計画の記載事項

区域整備計画は基本方針及び実施方針に即して作成することとされている。ＩＲ整備法第

９条第２項各号に掲げる区域整備計画の記載事項について、特に留意すべき点は以下のと

おりである。

ア 区域整備計画の意義及び目標に関する事項（ＩＲ整備法第９条第２項第１号関係）

区域整備計画の意義及び目標を、できる限り具体的かつ明確に記載しなければならない。具

体的には、ＩＲ区域の整備の方向性、ＩＲ区域の整備によって達成を目指す観光及び地域経

済に関する成果の内容及び程度、当該地域における既存の観光資源との連携の在り方、当該

都道府県等の財政の改善の見通し、当該地域の将来の在り方等を、現状の分析を踏まえて記

載することが求められる。

イ 事業基本計画（ＩＲ整備法第９条第２項第４号関係）
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事業基本計画は、以下の内容を含む必要がある。

(ア) ＩＲ施設を構成する施設の種類、機能及び規模に関する事項
ＩＲ施設の営業を開始しようとする時点におけるＩＲ施設を構成する施設の種類、機能及

び規模に関する事項を記載しなければならない。

ＩＲ区域においては、カジノ施設と国際会議場施設、展示等施設、魅力増進施設、送客施設

及び宿泊施設（その他の国内外の観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設が整備さ

れる場合には、当該施設を含む。）が一体として整備されるものであることから、基本的に

は、ＩＲ施設の営業開始の際に、ＩＲ施設を構成する全ての施設が供用開始される必要があ

る。ただし、ＩＲ施設を構成する一部の施設の工事の完成（例えば、宿泊施設を２棟建設す

る予定であるところ、うち１棟の宿泊施設のみの工事が完成している場合における、残りの

１棟の宿泊施設の工事の完成）が当該一部の施設を除いたＩＲ施設の営業開始以降となる

場合であっても、

①全てのＩＲ施設の整備のための資金が、ＩＲ整備法第９条第１項の申請を行う時点にお

いて確保されており、かつ、

②全てのＩＲ施設の建設工事の発注が同時期に行われる予定となっているときは、

一体として整備するものと認められることから当初より区域整備計画に記載し、

一括して認定を受けることができる。

ＩＲ施設の営業を開始しようとする時点において供用されない施設のうち、上記①及び②

に該当しないものは、区域整備計画に定めたＩＲ施設とは認められないので、事前に、当該

整備の内容に応じて、ＩＲ整備法第１１条第１項の規定に基づく変更の認定の申請又は同

条第２項の規定に基づく届出を行わなければならない。

(イ) ＩＲ施設の営業を開始するまでの工程に関する事項

ＩＲ施設の営業を開始するまでに予定している工程の詳細について、ＩＲ施設を構成する

各施設について、建設工事を発注する時期、建設工事に着手する時期及び建設工事が完了す

る時期、ＩＲ施設としての営業の開始（以下「開業」という。）の時期（カジノ施設以外の

ＩＲ施設の一部を、ＩＲ施設の開業に先立って開業する場合には、その開業の時期を含む。）

等に区分して、できる限り具体的に記載しなければならない。

ＩＲ区域においては、カジノ施設と国際会議場施設、展示等施設、魅力増進施設、送客施設

及び宿泊施設（その他の国内外の観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設が整備さ

れる場合には、当該施設を含む。）が一体として整備されるものであることから、ＩＲ施設

として開業するためには、基本的には、区域整備計画に定めたＩＲ施設を構成する全ての施

設が完成していることが必要である。
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しかしながら、ＩＲ区域の整備による効果を早期に発現させる観点から、区域整備計画に定

めたＩＲ施設のうちの一部が完成していない段階であっても、カジノ施設と国際会議場施

設、展示等施設、魅力増進施設、送客施設及び宿泊施設がそろって完成し、それらがＩＲ整

備法第２条第１項及び第２項並びに第４１条第１項第７号の規定を始めとするＩＲ整備法

及びそれに基づく政省令等の規定（以下「ＩＲ施設の基準等」という。）に適合している場

合には、それらの施設をＩＲ施設として開業（以下「一部早期開業」という。）を行うこと

が認められる。

一部早期開業が行われる場合にあっては、一部早期開業の時点以降に完成した施設を含む

ＩＲ施設の開業（その後に施設が順次完成する場合にはそれぞれの開業。以下同じ。）に当

たっても、ＩＲ施設の基準等に適合したものとなっていなければならない。

また、一部早期開業が行われる場合にあっては、その後に完成した施設を含むＩＲ施設の開

業の時期ごとに、ＩＲ施設の種類、機能及び規模に関する事項並びにＩＲ事業の運営方針に

関する事項を記載しなければならない。

(ウ) 維持管理及び設備投資に関する事項

ＩＲ事業に係る維持管理及び設備投資について、その対象となるＩＲ施設を構成する施設

ごとに、その具体的内容、費用及び時期を記載しなければならない。

(エ) ＩＲ事業者の組織体制に関する事項

カジノ事業の免許を得るまでに進める準備（ＩＲ施設の建設、調達等に係る契約、各種行為

準則の策定、従業員の雇用及び教育等）の段階からＩＲ整備法第 41条に基づく免許の基準、
第 97条に基づく契約の認可の基準、第 116条に基づく従業者の確認の基準等を念頭に置い
た反社会的勢力の排除等に徹底的に取り組むための措置を記載しなければならない。

(オ) カジノ事業の収益を活用したＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上及び

都道府県等が実施する区域整備計画に関する施策への協力に関する事項

事業基本計画は、カジノ事業の収益のＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上及

び都道府県等が実施する区域整備計画に関する施策への協力への活用に関する事項を含む

必要がある。具体的には、ＩＲ施設の開業（一部早期開業が行われる場合におけるその後の

開業を含む。）後に将来想定しているＩＲ施設の整備を含め、カジノ事業の収益を活用した

ＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上及び都道府県等が実施する区域整備計画

に関する施策への協力に関する計画を、できる限り具体的に記載することが必要となる。ま

た、このような計画を実施するための、区域整備計画の認定の申請時における資金計画も併

せて必要となる。

なお、将来の施設整備や事業内容等を、カジノ事業の収益のＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業

の事業内容の向上及び都道府県等が実施する区域整備計画に関する施策への協力への活用
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に関する事項として事業基本計画に記載したとしても、その内容を実行に移す際には必要

となるであろう事業基本計画における（ア）ＩＲ施設の営業を開始しようとする時点におけ

るＩＲ施設を構成する施設等の種類、機能及び規模に関する事項の変更については、その内

容に応じて、ＩＲ整備法第１１条第１項の規定に基づく変更の認定の申請又は同条第２項

の規定に基づく届出を行わなければならない。

(カ) カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な措置

ＩＲ事業者が実施する、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行う

ために必要な措置を、その費用の見込みも含め、できる限り

具体的に記載しなければならない。なお、それらの措置には、以下の内容を含める必要があ

る。

・暴力団員等のカジノ施設への入場の禁止、マネー・ローンダリング防止のための措置、20
歳未満の者のカジノ施設への入場禁止、日本人や外国人居住者を対象とした一律の入場回

数制限や入場料の賦課、依存防止規程に基づく利用制限措置や相談窓口の設置をはじめと

する依存防止のための措置、日本人等に対する貸付業務の規制や広告及び勧誘の規制など、

ＩＲ整備法に基づき取り組むことが求められるカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影

響の排除を適切に行うための措置を記載しなければならない。

・都道府県公安委員会との情報共有及び連絡体制の構築、治安維持のための防犯カメラの設

置、防犯上の観点も踏まえたＩＲ施設のレイアウトの設計、自主警備のための体制の確保、

地域の住民等からの苦情等を受け付ける体制の整備など、ＩＲ区域における犯罪の発生の

予防のための措置を記載しなければならない。また、ＩＲ区域には多数の外国人が来訪する

ことを踏まえ、外国語にも対応できる警備員の配置などについての措置も含めて記載しな

ければならない。

・カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために国や都道府県等

が実施する施策への協力について記載しなければならない。

ウ 前各号に掲げるもののほか、特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策及び措

置に関する事項（ＩＲ整備法第９条第２項第５号関係）

都道府県等は、地域の実情に即して、都道府県公安委員会や立地市町村等とも連携しつつ、

周辺地域の開発及び整備、交通環境の改善その他のＩＲ区域の整備に伴い必要となる関連

する施策を含むＩＲ区域の整備の推進に関する施策及び措置を策定し、実施することが求

められる。

このため、都道府県等は、区域整備計画において、次に掲げる事項をはじめとしたＩＲ区域

の整備の推進に関する施策及び措置を、その費用の見込みも含めて、できる限り具体的に記
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載する必要がある。ＩＲ事業者に金銭の負担を求める場合にはその負担の内容及びその金

額を示すことが求められる。

（ア） 周辺地域の開発及び整備

ＩＲ区域の周辺地域においても適切な開発及び整備が進められるよう、都市計画法に基づ

くマスタープランへの位置付けや用途地域等の指定又は臨港地区においては港湾法に基づ

く分区の指定等周辺地域との一体的な開発及び整備の推進についての施策及び措置を記載

すること。

（イ） 交通環境の改善

ＩＲ区域の整備に伴う交通量の見通しや周辺地域の交通インフラの状況を踏まえつつ、交

通環境の改善に関する施策及び措置を記載すること。

具体的には、公共交通の整備、道路の整備、駐車場の整備、交通安全施設の整備その他の交

通の安全及び円滑の確保のために必要な対策を記載すること。

（ウ） その他のＩＲ区域の整備に伴い必要となる関連する施策

（ア）及び（イ）の施策及び措置のほか、地域の実情に即して、自然災害時における避難計

画の策定、テロ対策のための体制や資機材の確保などＩＲ区域の整備に伴い必要となる関

連施策及び措置を記載すること。

（エ） 実施体制

都道府県等は、ＩＲ区域の整備の推進に関する施策及び措置の実施に当たって、ＩＲ事業者、

都道府県公安委員会、立地市町村等その他の関係地方公共団体との適切な役割分担を明確

にし、及び緊密な連携を確保し、その内容を記載すること。

エ 前各号に掲げるもののほか、カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の

活力を生かした特定複合観光施設区域の整備を推進することにより我が国において国際競

争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための施策及び措置に関する事項（ＩＲ整備法

第９条第２項第６号関係）

ＭＩＣＥ誘致のための施策及び措置や、周辺地域及び全国各地の観光地等と連携した広域

的な観光ルートの設定、ＩＲ区域を含めた地域における観光の魅力に関する海外における

プロモーション等のインバウンドの促進のための施策及び措置等について、その費用の見

込みや、都道府県等とＩＲ事業者、都道府県公安委員会、立地市町村等その他の関係地方公

共団体との役割分担や協力体制、観光地づくりとの連携を含めて記載しなければならない。

オ カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及
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び措置に関する事項（ＩＲ整備法第９条第２項第７号関係）

都道府県等は、次の（ア）から（エ）までに掲げる事項を含め、カジノ施設の設置及び運営

に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及び措置について、その費用の見

込みも含めて記載しなければならない。

（ア）犯罪の発生の予防、善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持

ＩＲ区域及びその周辺地域における商業施設、繁華街、住宅、学校などの立地状況を踏まえ

つつ、犯罪の発生の予防、秩序の維持、善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持に万全を尽く

すための施策及び措置を記載すること。

具体的には、国内外から多くの旅行者が来訪することを踏まえ、都道府県公安委員会と適切

に連携しつつ、防犯体制の強化、犯罪発生時はもとより平時からの情報共有及び連絡体制の

確保、防犯訓練における協力体制の確保、暴力団等の排除のための連絡体制の確保などの取

組について記載すること。また、ＩＲ区域の周辺地域において、その地域の状況に鑑み、性

風俗関連特殊営業の規制（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年
法律第 123号）第４章第１節に定めるものをいう。以下同じ。）等を適切に講ずる旨を記載
すること。

（イ） 青少年の健全育成

ＩＲ区域及びその周辺地域において、商業施設、繁華街、住宅、学校などの立地状況を踏ま

えつつ、青少年の健全育成に万全を尽くすための施策及び措置を記載すること。

具体的には、周辺地域の学生や住民向けの依存防止に係る啓発活動、ＩＲ区域や周辺商業施

設における青少年の保護育成などに適切に取り組む旨を記載すること。

（ウ） カジノ施設に入場した者がカジノ施設を利用したことに伴い受ける悪影響の防止

ＩＲ区域及びその周辺地域において、依存防止対策に万全を尽くすための施策及び措置を

記載すること。

具体的には、ＩＲ事業者によるカジノ行為に対する依存防止のための措置などと連携して、

都道府県等として行う相談窓口や治療体制の整備をはじめとしたカジノ行為に対する依存

防止のための取組について記載すること。

また、ＩＲ区域の周辺地域においても、当該地域の状況に鑑み、関係法令に基づく土地利用

規制を通じて、ギャンブル等施設の設置を認めないなどの措置を適切に講ずるための取組

を記載すること。

さらには、ギャンブル等依存症対策基本法（平成 30 年法律第 78 号）の規定に基づき、都
道府県が策定する都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画に基づくカジノ行為に対する

依存防止に関する取組について記載すること。

（エ） 実施体制
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都道府県等は、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必

要な施策及び措置の実施に当たって、ＩＲ事業者、都道府県公安委員会、立地市町村等その

他の関係地方公共団体との適切な役割分担を明確にし、及び緊密な連携を確保し、その内容

を記載すること。

カ 区域整備計画の実施により見込まれる経済的社会的効果に関する事項（ＩＲ整 25  

備法第９条第２項第８号関係）

国内外からの来訪者数、ＭＩＣＥイベントの開催件数、魅力増進施設や送客施設の利用者数

などの観光への効果の見通しや、来訪者による消費額、地域における雇用創出、ＩＲ施設の

開業までの初期投資などの地域経済への効果の見通しを記載しなければならない。

キ 第１７９条第１項に規定する認定都道府県等入場料納入金の使途に関する事項（ＩＲ

整備法第９条第２項第９号関係）

認定都道府県等入場料納入金は、（ア）ＩＲ区域の整備の推進のための施策及び措置、（イ）

カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及び措

置にも充てられることが望ましい。このことを踏まえ、認定都道府県等入場料納入金の使途

について、（ア）、（イ）及び（ア）又は（イ）に該当しない使途に区分した上で、可能な範

囲で具体的な内容や規模を記載するものとする。

ク 第１９３条第１項に規定する認定都道府県等納付金の使途（当該認定都道府県等納付

金を立地市町村等その他の関係地方公共団体に交付する場合には、その条件を含む。）に関

する事項（ＩＲ整備法第９条第２項第１０号関係）

認定都道府県等納付金の使途については、ＩＲ整備法第２３２条に規定されていることを

踏まえ、以下の分類ごとに、可能な範囲で具体的な内容や規模を記載するものとする。

（ア） 観光の振興に関する施策（ＩＲ区域の整備の推進のための施策を含む。）

（イ） 地域経済の振興に関する施策

（ウ） その他のＩＲ整備法第１条の目的及び第４条の関係地方公共団体の責務を達成す

るための施策（カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必

要な施策を含む。）

（エ） 社会福祉の増進に関する施策

（オ） 文化芸術の振興に関する施策

また、認定都道府県等納付金を立地市町村等、周辺地方公共団体その他の関係地方公共団体

に交付する場合には、交付の対象となる地方公共団体ごとに、認定都道府県等納付金の配分

の方針を示すとともに、その使途について、上記の分類に従い、可能な範囲で具体的な内容

や規模を記載するものとする。
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（２）添付書類

ア 区域整備計画の申請に関する添付書類

区域整備計画の認定を申請する都道府県等は、実施方針の策定、民間事業者の選定及び区域

整備計画の作成を公平かつ公正に行ったことを明らかにする

ために、都道府県等が公表した実施方針及び募集要項等、公募に応じた民間事業者の提案の

概要及びその評価並びにＩＲ整備法第８条第２項の規定に基づく協議会における協議又は

立地市町村等及び都道府県公安委員会との協議の経過及び結果を記載した書面、民間事業

者を選定した際の公表資料、都道府県等において定めた民間事業者との接触に関する規程

など、必要となる資料を区域整備計画と併せて、国土交通大臣に提出しなければならない。

また、区域整備計画が着実に実施されることを明らかにするため、区域整備計画の認定を申

請する時点における実施協定の案についても、区域整備計画と併せて、国土交通大臣に提出

しなければならない。

イ 地域における合意形成に関する添付書類

都道府県等は、ＩＲ整備法第９条第５項から第９項までの規定及び第 12条の規定に従って
区域整備計画を作成及び申請したことを明らかにするため、以下に掲げる内容を盛り込ん

だ資料を、区域整備計画と併せて、国土交通大臣に提出しなければならない。

（ア） ＩＲ整備法第９条第５項の規定に基づく協議会における協議又は立地市町村等及

び都道府県公安委員会との協議について、その協議の経過及び結果

（イ） ＩＲ整備法第９条第６項及び第９項の規定に基づく同意について、同意を得るまで

の経過及び同意に付された条件。なお、立地市町村等（ＩＲ整備法第９条第９項の適用の場

合にあっては、立地市町村）が地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第９６条第２項の規
定に基づき、この同意を議会の議決事項とした場合には、議会における議事の経過及び議決

の結果

（ウ） ＩＲ整備法第９条第７項の規定に基づいて都道府県等が実施した公聴会の開催そ

の他の住民の意見を反映させるために必要な措置の内容、経過及び結果並びにこれらの措

置を受けて区域整備計画に反映した内容

（エ） ＩＲ整備法第９条第８項の規定に基づく都道府県等の議会の議決について、議会に

おける議事の経過及び議決の結果

（オ） ＩＲ整備法第１２条第１項の規定に基づいて協議会を組織している場合は、協議会

の構成員、同条第７項の規定に基づき協議会が定めたもの、開催実績及び協議会における議

事の経過及び結果
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ウ ＩＲ事業者の適格性に関する添付書類

都道府県等は、ＩＲ事業者の適格性を担保するため、（ア）ＩＲ事業者の役員及び株主又は

社員について、①カジノ免許を取得する上での欠格事由が存在しないことに係るそれらの

者による表明・確約書、②暴力団員等が含まれないことを示すための都道府県公安委員会へ

の照会に係る回答書、③暴力団員等が含まれないこ

とについて調査会社等の調査を委託した場合にはその報告書を、また、（イ）ＩＲ事業者に

おいて、反社会的勢力との関係を遮断し、反社会的勢力による被害を防止するため、行動指

針を作成するなど適切な措置を講ずる予定であることを明らかにする書類を、区域整備計

画と併せて、国土交通大臣に提出しなければならない。

４ 認定の申請期間

ＩＲ整備法第９条第１項の規定に基づいて国土交通大臣の認定を申請しようとする都道府

県等は、ＩＲ整備法第９条第１０項の規定に基づく政令で定める期間内（令和３年１月４日

から同年７月３０日まで）にその申請を行わなければならない。

なお、申請書の提出先、提出方法その他の認定の申請手続に関する具体的な事項については、

国土交通大臣が別途定めるものとする。

５ 審査委員会

国土交通大臣は、ＩＲ整備法第９条第１１項の規定に基づき認定を行うに当たって、区域整

備計画の公平かつ公正な審査を行い、優れた区域整備計画を認定する観点から、有識者によ

り構成される審査委員会を設置する。審査委員会の構成員については、国土交通大臣が選任

し、区域整備計画の認定の申請の受付を開始する前に公表するものとする。審査委員会の事

務局は、国土交通省観光庁が担当する。

審査委員会における率直な意見の交換及び意思決定の中立性を確保するため、区域整備計

画の認定に関する審査委員会の会議は公開しない。一方、認定審査の透明性を確保する観点

から、審査委員会における認定審査の結果及び評価の過程については、区域整備計画の認定

後速やかに公表するものとする。

６ 認定審査の基準

（１）審査の基準の構成及び認定審査のプロセス

国土交通大臣は、ＩＲ整備法第９条第１１項に基づき、同項各号に掲げる基準に適合すると

認めるときは、区域整備計画の認定をすることができるものとされている。したがって、区

域整備計画について認定を受けるためには、同項第１号から第６号までに掲げる基準に適

合するものである必要がある。さらに、同項第７号において、認定を受けることとなる区域

整備計画の数が３を超えてはならないこととされていることから、同項第１号から第６号

までに掲げる基準に適合するもののうちから、３を超えない範囲内で優れた区域整備計画
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を認定することが求められている。

これを踏まえ、認定審査の基準を明確化するとともに、公平かつ公正に審査を行う観点から、

以下のとおり、認定を受けるために適合していなければならない基準（以下「要求基準」と

いう。）と、申請のあった区域整備計画が優れたものであるかを公平かつ公正に審査するた

めの基準（以下「評価基準」という。）を定めることとする。

ＩＲ整備法第９条第１項の規定に基づく認定の申請のあった区域整備計画については、ま

ず、要求基準に適合するものかどうかの確認を行い、要求基準に適合しない場合には、認定

を行わない。

要求基準に適合する場合は、評価基準に従って、審査委員会が評価を行い、

その結果を国土交通大臣に報告する。国土交通大臣は、審査委員会の審査の結果に基づき、

認定を受けることとなる区域整備計画の数が３を超えない範囲内で、優れた区域整備計画

を認定するものとする。

（２） 要求基準

要求基準を以下のとおり定める。

ア 基本方針への適合（ＩＲ整備法第９条第１１項第１号関係）

(ア) カジノ施設を含むＩＲ施設の開業以降全ての時点において、ＩＲ整備法第２条第

１項第１号から第５号までに掲げる施設が全て設置され及び運営されるとともに、そのそ

れぞれが、ＩＲ整備法施行令第１条から第５条までにおいて規定する基準又は要件を満た

していなければならない。

(イ) カジノ施設の数が１を超えず、かつ、ゲーミング区域の床面積の合計が、ＩＲ整備

法施行令第６条において規定する面積を超えないものとなっていなければならない。

(ウ) ＩＲ区域がＩＲ施設を設置する一団の土地の区域としてＩＲ事業者により一体的

に管理されるものでなければならない。

(エ) ＩＲ区域の土地の使用の権原をＩＲ事業者が既に有し、又はその権原をＩＲ事業

者が取得する見込みが明らかにされ、及びＩＲ施設を設置するために必要となる資金を調

達する見込みが明らかにされていなければならない。

(オ) 民間事業者の公募及び選定が公平かつ公正に行われたものでなければならない。

(カ) 区域整備計画の作成及び認定の申請に当たって、協議会における協議又は立地市

町村等及び都道府県公安委員会との協議、公聴会の開催その他の住民の意見を反映するた

めに必要な措置、都道府県等の議会の議決及び立地市町村の同意など、地域における合意形

成の手続が適切に行われたものでなければならない。

(キ) ①ＩＲ事業者の役員及び株主及び社員について、（ｉ）カジノ事業の免許の欠格事

由が存在しないことにつきそれらの者による表明・確約書、（ｉｉ）暴力団員等が含まれな
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いことを示すための都道府県公安委員会への照会に係る回答書、（ｉｉｉ）暴力団員等が含

まれないことについて調査会社に調査を委託した場合にはその報告書、また、②ＩＲ事業者

において、反社会的勢力との関係を遮断し、反社会的勢力による被害を防止するため、行動

指針を作成するなど適切な措置を講ずる予定であることを明らかにする書類が添付されて

いなければならない。

イ ＩＲ区域が整備される地域（ＩＲ整備法第９条第１１項第２号関係）

ＩＲ区域は、国内外の主要都市との交通の利便性その他の経済的社会的条件からみて、ＩＲ

区域の整備を推進することが適切と認められる地域でなければならない。

ウ 事業基本計画（ＩＲ整備法第９条第１１項第３号関係）

(ア) カジノ事業の収益が設置運営事業の実施に活用されることにより、設置運営事業

が一の設置運営事業者により一体的かつ継続的に行われると認められるものでなければな

らない。

(イ) 施設供用事業が行われる場合には、ＩＲ事業が設置運営事業者と施設供用事業者

との適切な責任分担及び相互の緊密な連携により行われると認められるものでなければな

らない。

(ウ) ＩＲ事業者が会社法に規定する会社であって、専ら設置運営事業（施設供用事業者

にあっては、施設供用事業）を行うものでなければならない。

(エ) 設置運営事業者がＩＲ施設を所有するもの（施設供用事業が行われる場合には、施

設供用事業者が所有するＩＲ施設を設置運営事業者が使用するもの）とされていなければ

ならない。

(オ) ＩＲ整備法に基づきＩＲ事業者が自ら実施するカジノ施設の設置及び運営に伴う

有害な影響の排除を適切に行うための措置、国や都道府県等が実施する施策への協力が事

業基本計画に記載されているとともに、その記載された措置をＩＲ事業者が適切に実施す

ると認められるものでなければならない。

エ ＩＲ区域の整備の推進に関する施策及び措置の適切な実施（ＩＲ整備法第９条第１１

項第４号関係）

(ア) カジノ事業の収益を活用して実施することが計画されているＩＲ施設の整備その

他ＩＲ事業の事業内容の向上及び都道府県等が実施する施策への協力等に係る内容が具体

的に記載されているとともに、区域整備計画に記載する収支計画及び資金計画と整合的な

ものとなっていなければならない。

(イ) 認定都道府県等入場料納入金及び認定都道府県等納付金の使途が明らかにされて

いなければならない。
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オ 観光及び地域経済の振興への寄与（ＩＲ整備法第９条第１１項第５号関係）

ＩＲ区域の整備による経済的社会的効果及びその効果を見込む根拠が明らかにされていな

ければならない。

カ カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除（ＩＲ整備法第９条第１１項第６

号関係）

カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策及び措

置が区域整備計画に記載されているとともに、記載された施策及び

措置を都道府県等が都道府県公安委員会及び立地市町村等と連携しつつ適切に実施すると

認められるものでなければならない。

（３） 評価基準

ＩＲ整備法第９条第１１項第７号において、認定を受けることとなる区域整備計画の数が

３を超えてはならないこととされていることから、要求基準を満たす区域整備計画のうち、

３という上限の範囲内で優れた区域整備計画を認定する必要がある。これを踏まえ、評価基

準として、同項第１号に基づいて以下のとおり定めるものとする。

評価基準の具体的な内容は、ＩＲ整備法やこの基本方針の趣旨を踏まえ、以下の５つの項目

から構成されるものとする。

ア 国際競争力の高い魅力ある滞在型観光の実現への寄与

イ 経済的社会的効果

ウ ＩＲ事業を安定的・継続的に運営できる能力及び体制

エ カジノ事業の収益の活用

オ カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除

なお、審査委員会において評価を行うための項目ごとの配点については、国土交通大臣が別

途定めるものとする。

ア 国際競争力の高い魅力ある滞在型観光の実現への寄与

(ア) ＩＲ区域全体

・ＩＲ区域全体のコンセプトが、明確であり、極めて高い国際競争力を有する優れたもので

あるとともに、他国の成功事例の模倣ではなく、独自性を有するものであることが求められ

る。

・ＩＲ区域内の建築物のデザインが、ＩＲ区域全体のコンセプトを具現化しており、ＩＲ区

域が立地する地域の新たな象徴となり得るような先進性や他には見られない魅力を有する

とともに、周囲の景観や環境と調和したものであることが求められる。

・日本を代表する観光施設にふさわしい、これまでにないスケールを持つ施設であることが

求められる。
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・障害者、高齢者、妊婦、乳幼児連れの人といった、配慮を必要とする来訪者それぞれの多

様なニーズに対応できるユニバーサルデザインの観点や、環境負荷低減、多文化共生、フェ

アトレードの観点から、世界の最先端であり、模範となることが求められる。

(イ) ＭＩＣＥ施設

・開催が想定される最大規模のＭＩＣＥイベントに対応できるなど、日本のＭＩ

ＣＥビジネスの国際競争力を飛躍的に向上させ、アジア・太平洋地域におけるＭＩＣＥビジ

ネスのリーダーとしての地位をより盤石にするために十分なスケールを有することが求め

られる。

・各国との首脳級会合、閣僚級会合などの重要な国際会議等の高度な需要に十分に対応でき

る機能を有し、施設の使い勝手が良く、上質で洗練された内装であり、水準の高い飲食サー

ビスが提供されるなど、国際競争力の高い、優れたクオリティを持つことが求められる。

・誘致しようとするＭＩＣＥイベントのターゲットが明確であり、近隣に既存のＭＩＣＥ施

設がある場合には適切な役割分担や連携を通じて国際競争力の強化が図られるとともに、

誘致、企画及び運営に必要な体制及びノウハウを備えていることが求められる。

(ウ) 魅力増進施設

世界中の観光客を惹き付けることのできる、国際的に最高水準のエンターテインメント性

を有する公演、展示、イベント等を提供するとともに、これを通じて、日本の伝統、文化、

芸術、先端技術、四季折々の自然などの様々な魅力を、幅広く又はより深く、これまでにな

いクオリティで発信することが求められる。また、計画された事業を実施するために必要な

体制を備えていることが求められる。

(エ) 送客施設

ＩＲへの来訪者を各地の魅力ある観光地に送り出すために、各地の観光の魅力を伝えるシ

ョーケースとしての機能や、旅行者に必要なサービスの手配を一元的に行うコンシェルジ

ュとしての機能を、十分に果たすものであることが求められる。また、各地の観光地へのＭ

ＩＣＥ施設利用者をはじめとするＩＲ来訪者の送り出しや、送客先の観光地づくりとの連

携など、計画された事業を実施するために必要な体制を備えていることが求められる。

(オ) 宿泊施設

・諸外国のＩＲにおける宿泊施設と比較して、客室の広さ、構成、設備が国際競争力を有す

るとともに、ＩＲ区域への来訪者の宿泊需要に適切に対応できる規模を持つことが求めら

れる。

・レストランなどの飲食サービスやその他付帯サービスのラインナップやクオリティが、国
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際競争力の高い、優れたものであることが求められる。

・来訪者の満足につながる質の高いサービスが提供されるとともに、計画された事業を実施

するために必要な体制を備えていることが求められる。

(カ) その他観光旅客の来訪及び滞在の促進に寄与する施設

コンテンツやサービスが、国際競争力と高いクオリティを有し、外国人旅行客をはじめとし

た幅広い人々が楽しむことのできる観光資源であることが求められる。また、施設の運営や

コンテンツの調達・開発など、計画された事業を実施するために必要な体制を備えているこ

とが求められる。

(キ) カジノ施設

ＩＲ区域全体のコンセプトと調和し、他の施設とバランスの取れた規模、デザイン及び配置

となっていることが求められる。

(ク) ＩＲ区域が整備される地域及び関連する施策等

・ＩＲ区域は、国際空港、国際港湾、鉄道ターミナル駅等から現地までの公共交通機関の所

要時間、運行頻度、輸送力等から見て、国内外の主要都市との交通の利便性に優れた地域で

あることが求められる。

・都道府県等が都道府県公安委員会及び立地市町村等と連携しつつ実施する交通アクセス

の改善、インフラ整備、ＭＩＣＥ誘致、観光振興などの施策が、優れたＩＲ区域を整備する

ために効果的であるとともに、それらが円滑に実施されることが求められる。

イ 経済的社会的効果

（ア） 観光への効果

大規模な国際会議をはじめとするＭＩＣＥイベントの開催件数や、国内外からＩＲ区域へ

の来訪者数、送客施設の機能による他地域への観光客数の増加が大きく見込まれることが

求められる。また、このような観光への効果は、説得力のある手法やデータを用いて精緻に

推計されており、その推計方法が示されていることが求められる。

（イ） 地域経済への効果

ＩＲ区域への来訪者による旅行消費額の増加、地域における雇用創出、ＩＲ施設の開業まで

の初期投資など、地域経済への効果が大きく見込まれることが求められる。また、このよう

な地域経済への効果は、説得力のある手法やデータを用いて精緻に推計されており、 その

推計方法が示されていることが求められる。
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（ウ） 2030年の政府の観光戦略の目標達成への貢献
（ア）及び（イ）の効果を早期に発現することによって、訪日外国人旅行者数を 2030年に
6000万人とし、訪日外国人旅行消費額を 2030年に 15兆円とする政府の観光戦略の目標達
成への大きな貢献が見込まれることが求められる。また、このような政府の観光戦略の目標

達成への貢献は、説得力のある手法やデータを用いて精緻に推計されており、その推計方法

が示されてい

ることが求められる。

ウ 事業を安定的・継続的に運営できる能力及び体制

（ア） ＩＲ事業者やその構成員が事業を確実に遂行できる能力を有すると認められると

ともに、構成員の間での役割分担と連携が適切に行われることが求められる。

（イ） 財務面からみて安定的であり、業績が下振れした場合にも適切に対応し、長期的に

事業を継続できることが求められる。

（ウ） 災害その他のリスク事象について、発生時における来訪者への情報提供や救援物

資の提供その他の適切なオペレーションや、損害に備えた保険の付保などが適切に講じら

れることが求められる。

（エ） ＩＲ区域の整備について、地域における十分な合意形成がなされており、ＩＲ事業

が長期的かつ安定的に継続していくために不可欠な地域における良好な関係が構築されて

いることが求められる。

エ カジノ事業の収益の活用

カジノ事業の収益を十分活用するとともに、その他の収益も活用して、ＩＲの開業後も長期

的に世界中の観光客を惹き付けることのできる魅力的な施設やコンテンツを継続的に創り

出すなど、ＩＲ施設の整備その他ＩＲ事業の事業内容の向上や都道府県等が実施する施策

への協力等を行うことが求められる。

オ カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除

最新の技術を活用したカジノ施設及びＩＲ区域内の適切な監視や警備、国内外の最新の知

見やベストプラクティスを踏まえた依存防止対策の強化その他のカジノ施設の設置及び運

営に伴う有害な影響の排除を行うために必要な施策及び措置が、確実かつ効果的に講じら

れることが求められる。

７ 実施協定の締結

実施協定は、区域整備計画の認定後、都道府県等とＩＲ事業者が協力して、その計画の着実

な実施を図ることを担保するために締結が求められるものである。また、実施協定の内容が、

区域整備計画の着実な実施に資するものであるかどうかを確認するために、国土交通大臣

の認可が必要とされている。

そのため、都道府県等及びＩＲ事業者は、長期間にわたる安定的で継続的なＩＲ事業の実施
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に向けて、以下の事項に留意して、区域整備計画の認定後、速やかに実施協定を締結しなけ

ればならない。

なお、ＩＲ事業はＩＲ事業者が実施するものであるが、その実施は地域に及ぼす影響が大き

いことから、ＩＲ整備法第 13条第５項の規定により、都道府県等は、ＩＲ事業の具体的な
実施体制及び実施方法等を定めた実施協定の概要を公表することとされている。

（１） 設置運営事業等の具体的な実施体制及び実施方法に関する事項（施設供用事業が行

われる場合には、施設の管理その他の事項に係る認定設置運営事業者と認定施設供用事業

者との間の責任分担及び相互の連携に関する事項を含む。）（ＩＲ整備法第 13条第１項第１
号関係）

ア 事業基本計画に基づいた実施体制及び実施方法を規定することが求められる。

（ア） 次に掲げる事項をその内容に含めることが求められる。

・ＩＲ施設を構成する施設の設置に係る投資額やスケジュール等

・ＩＲ区域の対象となる土地の所有者とＩＲ事業者との間における土地の利用条件並びに

土地の利用に係る費用、支払方法及び支払期限等

・ＩＲ施設の設置及び運営に伴い発生する費用の負担関係、支払方法及び支払期限等

・ＩＲ事業者の役員及び当該ＩＲ事業者の株主又は社員について、暴力団員等の排除に関す

る措置、カジノ事業の免許の欠格事由が存在しないことにつきそれらの者の表明・確約書を

提出させるなどＩＲ事業者の適格性を担保させるための措置及び当該措置に違反した場合

の措置

・ＩＲ事業者がカジノ事業の免許を取得する前及び取得した後の取引先又は委託先につい

て、暴力団員等の排除に関する措置、カジノ事業の免許の欠格事由が存在しないことにつき

それらの者の表明・確約書を提出させるなどＩＲ事業者の適格性を担保させるための措置

及び当該措置に違反した場合の措置

（イ） 都道府県等とＩＲ事業者の判断により、次に掲げる事項をその内容に含めることが

考えられる。

・ＩＲ施設の設計、建設、維持管理及び運営に関して、都道府県等がＩＲ事業者に求める条

件や水準に関する事項

・ＩＲ事業の実施に伴い発生するリスクに係る保険契約に関する事項

・ＩＲ事業の実施に伴い行われる銀行等からの資金調達に係るＩＲ事業者から都道府県等

への情報提供に関する事項

・ＩＲ事業者の株主又は社員の変更に当たって設ける制限に関する事項

（ウ） 上記のほか、都道府県等とＩＲ事業者の合意により、区域整備計画の着実な実施を
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図るために必要な事項をその内容に含めることが望ましい。

イ 施設供用事業が行われる場合には、施設の管理その他の事項に係る認定設置運営事業

者と認定施設供用事業者との間の責任分担及び相互の連携に関する事項も規定することが

求められる。

ウ ＩＲ事業は、長期間にわたって、安定的で継続的なＩＲ事業の実施を確保することが必

要である。こうした観点から、ＩＲ事業者の責任の履行確保の方法に関する事項、ＩＲ事業

におけるリスクやその分担等の都道府県等及びＩＲ事業者の責任の明確化に関する事項、

区域整備計画の認定の更新に向けて必要な手続に関する事項、その他のＩＲ事業の円滑か

つ確実な実施の確保に関する事項を規定することが求められる。

エ 認定区域整備計画に基づき、ＩＲ事業者が実施する国際競争力の高い魅力ある滞在型

観光を実現するための措置及びカジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切

に行うために必要な措置を規定することが求められる。

オ 認定区域整備計画の適正な実施及び実施協定の確実な履行の確保のために、ＩＲ整備

法第 14条の規定に基づき行われるＩＲ事業者から都道府県等への報告並びに都道府県等に
よる実地調査及び指示に関して、その措置及びそれに違反した場合の措置を具体的かつ明

確に規定することが求められる。

カ ＩＲ整備法第 17条第 1項の規定に基づき行われる認定設置運営事業者による営業開始
の届出に対する都道府県等の同意や、ＩＲ整備法第 28条第 4項の規定に基づき行われるＩ
Ｒ事業者による財務報告書の提出に対する都道府県等の同意等法令によって必要とされる

手続等に関して、その措置及びそれに違反した場合の措置を具体的かつ明確に規定するこ

とが求められる。

（２）設置運営事業等の継続が困難となった場合における措置に関する事項（ＩＲ整備法第

13条第１項第２号関係）
ア ＩＲ事業の継続が困難となる事由として、ＩＲ事業の業績不振、カジノ事業の免許が取

得又は更新ができない場合、国土交通大臣による区域整備計画の認定が取消される場合又

は認定の更新がなされない場合、災害の発生等が考えられるが、これらの想定される事由を

できる限り具体的かつ網羅的に列挙した上で、それぞれの場合に都道府県等及びＩＲ事業

者が採るべき措置を定めておくことが求められる。

イ ＩＲ事業の継続が困難な事由が発生した場合又は発生するおそれが強いと認められる

場合は、長期間にわたって安定的で継続的なＩＲ事業の運営に向けて、その状態の修復を図
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ることが基本であることから、帰責事由の有無や程度に応じて、修復に向けて認定設置都道

府県等とＩＲ事業者が採るべき措置を、具体的かつ明確に規定しておくことが求められる。

ウ ＩＲ事業の継続が困難な事由が発生し、及びその状態の修復が不可能であることによ

り、ＩＲ事業者の交替等によってＩＲ事業を継続する場合における、ＩＲ事業者から後継の

ＩＲ事業者への引継ぎ、ＩＲ施設の売却、当該売却した時点の対価

の算定など、円滑な引継ぎを実現させるために必要な措置を、具体的かつ明確に規定してお

くことが求められる。

エ ＩＲ事業の継続が困難な事由が発生し、及びその状態の修復が不可能であることによ

り、ＩＲ事業を廃止する場合における、ＩＲ区域の土地及びＩＲ施設等の資産の処理方法を

規定するとともに、ＩＲ事業者から都道府県等へのＩＲ事業の廃止までの手続等に関する

計画の提出を規定しておくことが求められる。

また、ＩＲ事業の廃止に伴って生ずる費用又は損害について、都道府県等とＩＲ事業者との

間における帰責事由の有無や程度に応じた負担関係を、具体的かつ明確に規定しておくこ

とが求められる。

なお、区域整備計画の認定の取消し後、ＩＲ事業者であった者又はその他の事業者がカジノ

施設以外の施設を継続して運営する場合における円滑な引継ぎのための措置についても、

具体的かつ明確に規定しておくことが求められる。

オ 実施協定においては、ＩＲ事業が実施協定に従って適切に運営されているにも関わら

ず、都道府県等又はＩＲ事業者のいずれかが必要な手続を行わないことにより認定の更新

がなされない場合（都道府県等の行政府の判断による場合、ＩＲ事業者の判断による場合の

ほか、都道府県等の議会の同意が行われないことによる場合を含む。）における補償につい

て規定することも可能である。

なお、実施協定においては、認定の更新が行われなかった場合や、国土交通大臣により認定

の取消しが行われた場合における、実施協定の解除に関する手続についても定めておくこ

とが必要である。

（３） 特定複合観光施設区域の整備の推進に関する施策その他の国際競争力の高い魅力

ある滞在型観光を実現するための施策及び措置に関する事項（ＩＲ整備法第１３条第１項

第３号関係）

ア 認定区域整備計画のうち、都道府県等が実施する施策及び措置を規定することが求め

られる。また、ＩＲ事業者及び都道府県公安委員会、立地市町村等その他の関係地方公共団

体との役割分担について規定することが求められる。

イ ＩＲ事業者が、当該施策及び措置に協力するに当たって資金を拠出する場合には、その

目的、金額、金額の決定方法その他の拠出に当たっての諸条件を規定することが求められる。

（４） カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施
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策及び措置に関する事項（ＩＲ整備法第１３条第１項第４号関係）

ア 認定区域整備計画のうち、都道府県等が実施する施策を規定することが求められる。ま

た、ＩＲ事業者及び都道府県公安委員会、立地市町村等その他の関係地方公共団体との役割

分担について規定することが求められる。

イ ＩＲ事業者が、都道府県等が実施する施策に協力するに当たって資金を拠出する場合

には、その目的、金額、金額の決定方法その他の拠出に当たっての諸条件を規定することが

求められる。

（５） 実施協定に違反した場合における措置に関する事項（ＩＲ整備法第１３条第１項第

５号関係）

ア 実施協定に違反した場合は、長期間にわたる安定的で継続的なＩＲ事業の実施に向け

て、その状態の修復を図ることが基本であることから、帰責事由の有無や程度に応じた、修

復に向けての都道府県等とＩＲ事業者が採るべき、違反した旨の報告、改善計画の策定など

の措置を、具体的かつ明確に規定することが求められる。

イ 実施協定に違反した場合における、実施協定違反の内容及び程度並びに帰責事由の有

無や程度に応じた措置を、具体的かつ明確に規定することが求められる。なお、実施協定に

違反した内容及び程度が重大で修復が困難な場合は、区域整備計画の認定の有効期間内で

あっても、都道府県等及びＩＲ事業者は実施協定を解除することができる旨を規定するこ

とが考えられる。

（６） 実施協定の有効期間（ＩＲ整備法第１３条第１項第６号関係）

実施協定の有効期間については、ＩＲ事業は長期間にわたる安定的で継続的な実施の確保

が必要であることを踏まえ、都道府県等とＩＲ事業者との合意により、区域整備計画の認定

の有効期間を超えた期間を定めることも可能である。

（７） 前各号に掲げるもののほか、認定区域整備計画の適正な実施のために必要な事項と

して国土交通省令で定めるもの（ＩＲ整備法第 13条第１項第７号関係）
認定区域整備計画の適正な実施のために必要な事項として国土交通省令で定めるものにつ

いて、規定することが求められる。

８ 区域整備計画の変更

認定区域整備計画の記載事項の変更に当たっては、変更後の認定区域整備計画が引き続き

６に記載する認定審査の基準（以下「認定審査の基準」という。）を満たすものであること

を確認するため、軽微な変更を除きＩＲ整備法第１１条第１項の規定に基づく国土交通大

臣の認定を受けることとしている。

この場合、区域整備計画の認定に当たって評価基準に基づき、３を超えない範囲内で優れた
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区域整備計画を認定している観点から、当初の認定区域整備計画において整備することを

予定していたＩＲ施設の機能や規模を縮減するような変更や、当初の認定区域整備計画に

おいて見込まれるとしていた経済的社会的効果を引き下げるような変更は、認定の審査基

準のうち要求基準を満たしていたとしても基本的に認められない。

一方、区域整備計画の認定を受けた後で、ＩＲ施設の設計の見直しを行い、より適切なもの

とする観点から設計の変更を行う必要が生じるなど、必ずしも経済的社会的効果の引き下

げをもたらすものではないものの、区域整備計画の認定の審査における評価結果に影響を

及ぼす可能性があるような変更を行う必要が生じる場合も考えられる。また、当初の認定後、

当初想定されなかった外的要因によるＩＲ事業の経営環境の悪化等により、ＩＲ事業者が

十全の努力をした上でなお、やむを得ず、ＩＲ施設の機能や規模を縮減するような変更や、

経済的社会的効果を引き下げるような変更を行う必要が生じる場合も考えられる。

こうした変更の認定を行う場合には、国土交通大臣は、必要に応じて審査委員会を開催し、

その意見を聴いた上で認定の可否を判断するものとする。この場合であっても、認定の審査

基準のうち要求基準を満たさない変更は認められない。

また、ＩＲ整備法第 37条第１項に基づく国土交通大臣の評価の結果を踏まえて、認定区域
整備計画の変更を行う場合については、当該変更の内容が当初認定された内容に加え、当該

評価の結果を適切に反映されているかどうかを確認した上で、認定の可否を判断すること

になる。

なお、変更の認定申請に当たっても、ＩＲ整備法第 11条第３項の規定に基づき、当初の認
定区域整備計画に係る認定申請と同様に、協議会における協議又は立地市町村等及び都道

府県公安委員会との協議、公聴会の開催その他の住民の意見を反映させるために必要な措

置、都道府県等の議会の議決及び立地市町村の同意など、地域における合意形成の手続が適

切に行われることが必要である。

一方、形式的な変更などのＩＲ整備法第１１条第１項の規定に基づき国土交通省令で定め

る軽微な変更については、変更の認定の対象とはせず、同条第 2 項に基づく国土交通大臣
への届出で足りるものとされている。

９ 認定の更新

日本型ＩＲの意義が十分に発揮されるためには、長期間にわたって、安定的で継続的なＩＲ

事業の実施が確保されることが前提条件の１つとなる。その上で、ＩＲ整備法第１０条第２

項の規定に基づく認定の更新制度は、ＩＲ事業が認定区域整備計画に従って着実に実施さ

れているかどうかについて、一定期間ごとに確認を行うために設けられているものである。

認定の更新を申請する際には、ＩＲ区域の整備は地域に及ぼす影響が大きいことから、地域

における十分な合意形成を確保するため、当初の認定区域整備計画に係る認定を申請する

際と同様に、協議会における協議又は立地市町村等及び都道府県公安委員会との協議、公聴

会の開催その他の住民の意見を反映するために必要な措置、都道府県等の議会の議決及び
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立地市町村の同意等を経ることが要件とされている。ＩＲ

事業者は、積極的な投資や都道府県等の施策への協力を通じて地域の観光や経済の振興に

貢献するとともに、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除にも引き続き万全

を期すことで、認定の更新に際して、地域における幅広い関係者の理解と協力が得られるよ

う努めることが重要である。

ＩＲ整備法第１０条第２項及び第３項の規定に基づく区域整備計画の認定の更新の申請に

当たっては、認定された期間の更新に加えて、区域整備計画の内容の拡充も必要となること

から、更新の申請と併せて、ＩＲ整備法第１１条第１項の規定に基づく区域整備計画の変更

の認定申請を併せて行うことが求められる。

国土交通大臣は、区域整備計画の認定の更新及びこれに伴う変更の申請があった場合には、

審査委員会を開催して、区域整備計画の変更の内容が認定の審査基準に引き続き適合する

ものであるかどうかを審査するとともに、当初の区域整備計画の認定又は直近の区域整備

計画の認定の更新のときから当該申請のときまでのＩＲ整備法第３７条第１項の規定に基

づく評価の結果及び同条第６項の規定に基づく適切な反映の結果を勘案して、区域整備計

画の認定の更新の適否を判断するものとする。

１０ 認定の取消し

国土交通大臣は、認定区域整備計画が的確に実施されることにより、カジノ事業の収益がＩ

Ｒ事業に適切に還元され、国際競争力の高い滞在型観光の実現等の公益が達成されている

かどうかを確認する観点から、ＩＲ事業者に対して、ＩＲ整備法第 29 条及び第 30 条の規
定に基づき、報告の徴収、質問又は立入検査及び指示を行うことができるとともに、都道府

県等に対して、ＩＲ整備法第 32 条から第 34 条までの規定に基づき、報告の徴収、必要な
措置の要求及び指示を行うことができることとされている。また、関係行政機関の長は、国

土交通大臣に対し、ＩＲ整備法第 29 条第５項及び第 30 条第３項の規定に基づき、ＩＲ事
業者に対する報告の徴収や指示を申し出ることができるとともに、ＩＲ整備法第 32条第２
項、第 33 条第２項及び第 34 条第２項の規定に基づき、都道府県等に対する報告の徴収、
必要な措置の要求及び指示を申し出ることができることとされている。

その上で、国土交通大臣は、以下の（１）から（４）までのいずれかに該当するときは、区

域整備計画の認定を取り消すことができる。

（１） 認定区域整備計画がＩＲ整備法第９条第１１項各号に掲げる基準に適合しなくな

ったと認めるとき。

（２） 公益上必要があるものとして都道府県等から区域整備計画の認定の取消しの申請

があったとき。

（３） ＩＲ事業者が、国土交通大臣によるＩＲ整備法第 30条第１項の規定に基づく指示
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に違反し、若しくはＩＲ整備法第 30条第２項の規定に基づく期限を付した停止

命令に違反したとき。

（４） 都道府県等が国土交通大臣によるＩＲ整備法第 34条第１項の規定に基づく指示に
違反したとき。

都道府県等は、公益上必要があるものとして区域整備計画の認定の取消しの申請を行おう

とするときは、ＩＲ事業が廃止されることに伴う社会的影響等も踏まえた上で、慎重な考慮

を行うことが必要である。国土交通大臣は、都道府県等から取消しの申請を受けたときは、

その公益上の必要性について、都道府県等に対して具体的な説明を求めるものとする。都道

府県等とＩＲ事業者との間の実施協定においては、都道府県等の申請により認定の取消し

が行われた場合における補償について規定しておくことも可能である。

また、ＩＲ整備法第 35条第２項の規定に基づき、関係行政機関の長は、国土交通大臣に対
し、区域整備計画の認定の取消しに関し、必要と認める意見を申し出ることができることと

されている。これは、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除等に係る関係行政

機関の所掌にも関する事項について、認定区域整備計画の的確な実施のために必要な措置

が講じられない場合等には、関係行政機関の長から国土交通大臣に意見の申出を行うこと

とすることにより、国土交通大臣は区域整備計画の認定の取消しに関し、より適切な判断を

することができるようにすることを目的としたものである。

さらに、国土交通大臣は、区域整備計画の認定の取消しに当たっては、ＩＲ整備法第 35条
第３項の規定に基づき、区域整備計画の認定時と同様に、関係行政機関の長に協議し、同意

を得るとともに、特定複合観光施設区域整備推進本部の意見を聞くことが必要であり、取り

消したときには、遅滞なくその旨及びその内容を公示する必要がある。

なお、区域整備計画の認定の取消しは、行政手続法（平成５年法律第 88号）第２条第４号
の不利益処分に該当するため、区域整備計画の認定の取消し前には、同法第 13条第１項の
規定に基づき、ＩＲ事業者に対して聴聞を行う等の適正な手続を経ることとなる。

１１ 評価

カジノ事業の収益を活用して地域の創意工夫及び民間の活力を生かしたＩＲ区域の整備を

推進することにより、国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現し、観光及び地域経済の

振興に寄与し、並びに財政の改善に資するためには、経済社会情勢の変化を踏まえ、認定区

域整備計画の実施の状況について定期的に確認し、見直しを行っていくことが必要である。

このため、ＩＲ整備法第 37条第１項の規定に基づき、国土交通大臣は、毎年度、

認定区域整備計画（事業計画を含む。以下同じ。）の実施の状況について評価を行うことと
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されている。

（１） 評価の考え方

認定区域整備計画の実施の状況についての毎年度の評価に当たっては、認定区域整備計画

に基づく取組の状況及び目標の達成状況について評価を行うこととする。

特に、カジノ事業の収益の活用については、ＩＲ事業の公益性の確保に当たって必要な再投

資が行われているかどうか、また、ＩＲ事業者の投資余力と比べて十分な再投資が行われて

いるかどうかの観点から、都道府県等及びＩＲ事業者による国内外のＩＲの状況や類似の

国内企業の状況との比較等に基づく説明等を踏まえた上で、評価を行うこととする。

また、都道府県等及びＩＲ事業者は、取組の状況や目標の達成状況を測るための指標（ＫＰ

Ｉ）について、その実績を示すデータを継続的に把握したうえで、毎年度の評価を受ける際

に、取組の状況や目標の達成状況について、データで示して説明できるようにする必要があ

る。

（２） 評価の方法

国土交通大臣は、認定区域整備計画の実施の状況についての毎年度の評価を行おうとする

ときは、都道府県等に対し、認定区域整備計画の実施の状況についての報告を求めることが

できるとされている。都道府県等は、上記の報告に際して、認定区域整備計画のうちＩＲ事

業者がその実施を担う事業基本計画及び事業計画についての実施状況について、ＩＲ事業

者に対し報告を求め、当該報告について意見があるときは、意見を付して、国土交通大臣に

報告することとされている。その際、都道府県等は、認定区域整備計画に基づく取組の状況

や目標の達成状況に加えて、要因分析や翌年度以降における改善に向けた取組等を取りま

とめて報告を行うこととする。

また、都道府県等は、認定区域整備計画の実施の状況の報告を行うに当たり、ＩＲ施設が設

置され、及び運営されている地域における関係者の意見を反映する観点から、協議会におけ

る協議又は立地市町村等及び都道府県公安委員会との協議を行うものとされている。

国土交通大臣は、認定区域整備計画の実施の状況についての毎年度の評価に当たっては、公

正性及び透明性を高める観点から、審査委員会を開催する。評価に関する審査委員会の会議

は、公開する。ただし、民間事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があると認めるときは、この限りでない。

審査委員会は、都道府県等が取りまとめた報告、前年度までの認定区域整備

計画の実施の状況についての評価の結果、区域整備計画の認定審査の際に得た情報、審査委

員会における都道府県等及びＩＲ事業者へのヒアリングなどに基づき、認定区域整備計画

に基づく取組の状況や目標の達成状況の評価及び今後改善すべき事項等を含む評価の結果

を取りまとめることとし、国土交通大臣は、その取りまとめを踏まえた上で、認定区域整備
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計画の実施の状況についての評価を行うこととする。

なお、国土交通大臣は、認定区域整備計画の実施の状況についての評価を行うに当たっては、

関係行政機関の長に協議するとともに、特定複合観光施設区域整備推進本部の意見を聴く

こととし、また、評価を行ったときは、遅滞なく、都道府県等に対し、当該評価の結果を通

知するとともに、これを公表するものとされている。

（３）評価の反映

都道府県等及びＩＲ事業者は、国土交通大臣による認定区域整備計画の実施の状況につい

ての評価の結果を、事業基本計画及び事業計画に適時に反映させるなど、認定区域整備計画

に係る業務運営の改善に適切に反映させなければならないものとされている。

第５ 第１から第４までに掲げるもののほか、カジノ事業の収益を活用して地域の創意工

夫及び民間の活力を生かした特定複合観光施設区域の整備を推進することにより我が国に

おいて国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための施策に関する基本的な事項

１ 施策の推進体制

政府においては、ＩＲ区域の整備の推進を総合的かつ集中的に行うため、内閣に、特定複合

観光施設区域整備推進本部が置かれている。特定複合観光施設区域整備推進本部による総

合調整の下で、以下に述べるとおり、国土交通省、カジノ管理委員会及びその他の関係行政

機関がそれぞれの役割を果たすことにより、ＩＲ区域の整備の推進を通じて、我が国におい

て国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための施策と、カジノ施設の設置及び

運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うための施策を講じていく必要がある。

国土交通省は、ＩＲ整備法に基づくＩＲ区域に係る制度の主務省として、基本方針の策定及

び公表、区域整備計画の審査及び認定、ＩＲ事業者に対する監督や認定区域整備計画の実施

の状況についての毎年度の評価等、ＩＲ区域の整備の推進に関する施策の策定及び実施を

通じて、我が国において国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を実現するための取組を進

めていくこととされている。

また、ＩＲ区域の整備の推進に当たっては、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な 43  

影響の排除を徹底的に行うことが重要であり、このため、ＩＲ整備法においては、世界最高

水準のカジノ規制と重層的かつ多段階的な依存防止対策の仕組みが設けられるとともに、

内閣府の外局として設置されるカジノ管理委員会が、これをつかさどることとされている。

カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策を進め

ていくためには、カジノ管理委員会に加えて、その他の関係行政機関の協力が必要であり、

具体的には、犯罪の発生の予防、善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持を図る観点並びにＩ

Ｒ区域の整備に伴い必要となる交通環境の改善を図る観点から国家公安委員会が、青少年
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の健全育成を図る観点から内閣府及び文部科学省が、依存防止対策の観点からギャンブル

等依存症対策推進本部、厚生労働省、金融庁、消費者庁及び法務省が位置付けられる。さら

にＩＲ区域の整備を通じた国及び地方公共団体の財政の改善を図る観点から財務省及び総

務省が、国際協定との整合性を図る観点から外務省が、ＭＩＣＥの開催による産業の振興の

観点から経済産業省が、ＩＲ区域と自然環境との調和を図る観点から環境省が、加えて、区

域整備計画の具体的な内容等を踏まえて必要があると認められる場合には、その内容等に

応じて適切な省庁が、ＩＲ整備法に基づく関係行政機関として位置付けられることとなる。

国土交通省がＩＲ区域の整備の推進のための施策を進めるに当たっては、関係行政機関の

適切な協力が必要であり、このため、ＩＲ整備法においては、国土交通大臣が区域整備計画

の認定及び実施協定の認可を行う際の関係行政機関の長への協議及び同意、ＩＲ事業の実

施の状況に関するＩＲ事業者の報告に係る関係行政機関の長から国土交通大臣への申出、

カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除に関する都道府県等への指示に係る関

係行政機関の長から国土交通大臣への申出、認定区域整備計画の実施の状況についての毎

年度の評価を行う際の関係行政機関の長への協議並びにＩＲ整備法の目的を達成するため

に必要な場合における国土交通大臣から関係行政機関の長への協力の要請などの規定が設

けられている。

ＩＲ区域の整備の推進に関係する地方公共団体は、国との適切な役割分担の下、その地方公

共団体の区域の実情に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有している。

ＩＲ整備法においては、都道府県等による実施方針の策定、民間事業者の選定、区域整備計

画の作成及び認定区域整備計画の実施の状況についての報告に当たって、協議会が組織さ

れている場合には協議会への協議が、協議会が組織されていない場合には立地市町村等及

び都道府県公安委員会への協議が求められる。さらに、都道府県等が実施方針や区域整備計

画において、都道府県公安委員会又は立地市町村等が実施する  施策及び措置を定めよ

うとするときは、あらかじめ、それぞれの者の同意

を得ることが必要となる。また、都道府県等は、ＩＲ事業者とともに、都道府県公安委員会

や立地市町村等その他の関係地方公共団体と連携しつつ、区域整備計画及び実施協定に基

づき、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うための施策及び措

置を講ずるものとされている。

ＩＲ事業者においては、民間の資金や能力など民間の活力を生かしたＩＲ区域を整備する

主体として、区域整備計画を都道府県等と共同して作成し、実施するものである。また、Ｉ

Ｒ整備法第 15条の規定に基づき、認定区域整備計画や国土交通大臣の認可を受けた実施協
定に従うこと、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うため国及

び都道府県等が実施する施策に協力すること並びにカジノ事業の収益をＩＲ事業の事業内

容の向上のみならず都道府県等が実施する施策への協力に充てるよう努めることが求めら

れるほか、都道府県等とともに地域の合意形成にも積極的に取り組んでいくことも期待さ
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れる。

２ 関係施策との連携

国がＩＲ区域の整備を推進するに当たっては、ＭＩＣＥ誘致、周辺地域や全国各地の観光地

等との連携及びＩＲ区域を含めた地域における観光の魅力に関する海外におけるプロモー

ション等によるインバウンドの促進のための施策並びにギャンブル等依存症防止に係る施

策をはじめ、関係する施策と連携して取り組むものとする。

第６ カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うために必要な施策

に関する基本的な事項

日本型ＩＲにおいては、本来刑法で禁止されているカジノ事業が例外的に特権として認め

られるものであることから、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響については、徹底

的に排除する必要がある。

このため、ＩＲ整備法においては、犯罪の発生の予防、善良の風俗及び清浄な風俗環境の保

持、青少年の健全育成、カジノ施設に入場した者がカジノ施設を利用したことに伴い受ける

悪影響の防止など、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うため

に必要な施策を講ずることが、国及び関係地方公共団体の責務として明確に位置付けられ

ている。また、都道府県等及びＩＲ事業者は、都道府県公安委員会や立地市町村等その他の

関係地方公共団体と連携しつつ、区域整備計画及び実施協定に基づき、カジノ施設の設置及

び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うための施策及び措置を講ずるものとされてい

る。

これを踏まえ、ＩＲ区域の整備及びＩＲ施設の設置及び運営に当たっては、関係者が密接に

連携して、カジノ施設の設置及び運営に伴う有害な影響の排除を適切に行うための施策及

び措置を確実に実施していくことが必要である。

１ 犯罪の発生の予防、善良の風俗及び清浄な風俗環境の保持

ＩＲ事業者は、ＩＲ整備法において義務付けられている、暴力団員等のカジノ施設への入場

の禁止、犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成 19 年法律第 22 号）に基づく措置

に上乗せしたマネー・ローンダリング防止のための措置などの対策を、確実に実施していく

ことが必要である。また、暴力団員等のカジノ施設への入場の禁止を徹底するためには、都

道府県公安委員会と適切に連携しつつ、最新の技術を活用することにより、暴力団員等のカ

ジノ施設への入場の禁止及びカジノ施設内において入場禁止対象者を発見するための措置、

カジノ施設及びその周辺地域における監視及び警備を確実に実施する必要がある。

都道府県等は、ＩＲ区域及びその周辺地域において、秩序の維持や防犯体制の強化のための

施策を講ずる必要がある。性風俗関連特殊営業は、ＩＲ区域内において認められないことは

言うまでもないが、ＩＲ区域の周辺地域においても、当該周辺地域の状況に鑑み、規制を適

切に講ずることが求められる。
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２ 青少年の健全育成

青少年の健全育成を図るため、ＩＲ事業者は、ＩＲ整備法において義務付けられている、20
歳未満の者のカジノ施設への入場禁止や、20 歳未満の者に対する勧誘の禁止などの措置を

確実に実施する必要がある。

また、都道府県等においても、学校での啓発活動、青少年の保護育成などの施策を講ずるこ

とが求められる。

３ カジノ施設に入場した者がカジノ施設を利用したことに伴い受ける悪影響の防止

ＩＲ事業者は、日本人や外国人居住者を対象とした一律の入場回数制限や入場料の賦課、依

存防止規程に基づく入場者及び家族の申出等による利用制限措置や相談窓口の設置といっ

た利用者の個別の事情に応じた対応、日本人等に対する貸付業務の規制や広告及び勧誘の

規制など、ＩＲ整備法において設けられている重層的かつ多段階的な措置を確実に実施す

る必要がある。

さらに、ＩＲ事業者は、これらの取組に加え、自主的に、依存防止等に関する事業者間の連

携協力等も通じて、国内外の最新の知見やベストプラクティスを平素から収集し、創意工夫

をして、依存防止対策を不断に強化することを通じて、依存防止に万全を尽くす必要がある。

都道府県等においては、ＩＲ事業者によるこうした依存防止対策と連携して、地域における

相談窓口や治療体制の整備などの施策を講ずるとともに、依存症である者等やその家族等

が早期に必要な治療や支援を受けられるよう地域における包括的な連携協力体制を構築す

るなど、カジノ行為に対する依存防止のために万全の対策を講ずることが求められる。

その一方で、ギャンブル等依存症対策基本法に基づき、全てのギャンブル等を対象

とした依存防止対策が進められているところであり、全ての都道府県において、同法の規定

に基づく都道府県ギャンブル等依存症対策推進計画を策定するとともに、これに基づく取

組を一層強力に進めていく必要がある。
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5.3 特定複合観光施設区域整備の事業可能性の検討に係る意見募集要項 

特定複合観光施設区域整備の事業可能性の検討に係る意見募集要項

第１ はじめに

愛知県では、中部国際空港やその周辺エリア（以下「中部国際空港エリア」とい

う。）において、「MICE を核とした国際観光都市」の実現を目指して調査研究を進め

ています。 

今般、国の法律（特定複合観光施設区域整備法）に基づき、特定複合観光施設区

域整備の事業としての可能性について、様々な民間事業者から幅広く意見募集を行

います。 

また、AI、IoT 、5G、自動運転などの最先端技術の活用により、中部国際空港エリ

アが日本型未来都市を象徴するスーパーシティ・スマートシティとなるための意見・提

案も求めます。

＜参考＞国際観光都市としての機能整備に関する研究について 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chiho-

sosei/kokusaikankoutoshi.html
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第２ 意見・提案を求める事項

１ 意見・提案の検討対象

本募集では、空港島の利活用可能な県有地等約 50㏊（赤枠内の斜線部分）を主な

検討対象とします。 
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２ 意見・提案を求める項目

以下の項目について、可能な限り御意見をください。 

  （１）基本コンセプト 

  （２）市場分析 

（３）全体計画・施設計画 

（４）事業スケジュール 

（５）事業計画 

（６）事業効果 

（７）事業実施体制 

（８）懸念事項対策等 

（９）地域の魅力を高める取組 

＜＜意見・提案の留意事項＞＞

愛知県は優れた交通インフラと有数の産業力を有するとともに、中部国際空港エ

リアでは我が国のゲートウエイとなる魅力的な機能の充実が進んでいます。意見・

提案は、地域の特性を活かしたものとするとともに、特定複合観光施設区域整備法

等の国の関係法令等を踏まえたものとしてください。

   中部国際空港エリアを、各国との首脳級会合、閣僚級会合などの重要かつ大規模

な国際会議やビジネス・イノベーションを創出する大規模な国際展示会、見本市等

が数多く開催される「MICE を核とした国際観光都市」とするため、必要となる誘

致策やそのための体制についても具体的に提案してください。

また、中部国際空港エリアでのスーパーシティ・スマートシティ実現に向け、交

通、物流、支払い、エネルギー・水、安全などの各分野で最先端技術の活用（自動

運転、顔認証、キャッシュレス化、手続ワンスオンリー化など）を検討してくださ

い。さらには、世界に先駆けた「未来都市」のショーケースが当地で実現できるよ

う、複数の分野にまたがる高度化・効率化された取組を提案してください。

ギャンブル依存症対策については、県、関係機関、事業者等が密接な連携を図り

ながら、有効な対策を講じる必要があります。中部国際空港エリアにおいては、最

先端技術を活用したアクセス制限や相談支援体制の整備など、万全な対策が確実か

つ効果的に講じられるよう提案してください。また、最先端の医療機関とのネット

ワークなどに関する提案もしてください。

第３ 参加資格

１ 参加資格要件

本募集は、下記の要件を全て満たす者を対象とします。 
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(1) 法人若しくは団体（以下「法人等」という。）であること（個人での参加は

不可）。 

(2) 自治体（愛知県を除く）及び自治体（愛知県を除く）から出資・出捐等の財

政支援を受けている法人等でないこと。  

(3) 「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書（平成 24 年

６月 29 日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）」に掲げる排除措置の

対象となる法人等でないこと。  

(4) 政治活動や宗教活動を主たる目的とする法人等でないこと。  

(5) 今後、本県からの問い合わせや個別対話の依頼があった場合に御協力いた

だけること。 

２ 参加者の構成

(1) 本募集は、複数の法人等によって構成されるグループでの参加も可能です。

申込等の各種手続を行う代表法人を定めてください。 

(2) グループを構成する全ての法人等が参加資格要件を満たす必要があります。 

第４ 意見募集の方法

   意見募集は、「ヒアリングの実施」と「意見・提案書の提出」の２つの方法で行

います。

意見募集の方法 対象者

ヒアリングの実施 空港島において特定複合観光施設区域の整備・運

営主体となることに関心を有する法人等

意見・提案書の提出 上記以外で「第２ ２ 意見・提案を求める項目」

に関しノウハウ・知見を有する法人等

１ ヒアリングの実施方法

(1) ヒアリングの対象 

空港島において特定複合観光施設区域の整備・運営主体となることに関心を有

する法人等を対象とします。

(2) ヒアリングの申込（事前申込） 

・申込書（様式１）を記入の上、電子メール（aichi.idea@jp.ey.com）により提

出してください。メール件名は、「ヒアリング申込」としてください。

・申込について質問のある場合、質問書（様式２）を記入の上、電子メール

（aichi.idea@jp.ey.com）により提出してください。メール件名は、「ヒアリン
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グ申込に関する質問」としてください。質問をした者に対し個別に電子メール

により回答します。なお、申込に関係のない事項の質問に対しては回答しませ

ん。

(3) ヒアリングの実施時期・方法

・ヒアリングの実施日や方法等の詳細は、対象となる参加者に対して、個別に電

子メールにより連絡します。ヒアリングの実施期間は、2020 年５月末頃までを

予定しています。

・ヒアリングは日本語で行いますので、通訳が必要な場合は、参加者にて通訳を

手配（費用負担を含む）してください。

・ヒアリングに代えて、意見・提案書の提出とさせていただく場合があります。

あらかじめ御了承ください。

 ２ 意見・提案書の提出方法

(1) 意見・提案書の提出の対象 

    ヒアリングの対象者以外で、「第２ ２ 意見・提案を求める項目」に関しノウ

ハウ・知見を有する法人等を対象とします。

(2) 意見・提案書の提出 

・意見・提案書（様式任意）を申込書（様式１）とともに、電子メール

（aichi.idea@jp.ey.com）により提出してください（資料が大容量の場合は、

御相談ください）。メール件名は、「意見・提案書の提出」としてください。

    【意見・提案書の提出期限：2020 年４月 30 日（木）】

   ・「第２ ２ 意見・提案を求める項目」の一部についての意見・提案書の提出も

可能とします。

   ・意見・提案書の提出について質問のある場合、質問書（様式２）を記入の上、

電子メール（aichi.idea@jp.ey.com）により提出してください。メール件名は、

「意見・提案書の提出に関する質問」としてください。質問をした者に対し個

別に電子メールにより回答します。なお、意見・提案書の提出に関係のない事

項の質問に対しては回答しません。

   ・必要に応じてヒアリングを行う場合がありますので、御協力をお願いします。

第５ 本募集に関する留意事項

○ 本募集は、本県が検討している取組に関心があり、開発及び投資並びに事業への

参入の意向を有する事業者の参加を想定しています。意見・提案を募る事業者と
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して本県が適切ではないと判断した場合には、本募集への参加をお断りする場

合があります。 

○ 以下のいずれかに該当する場合は、提出された意見・提案の全部又は一部を無効

とすることがあります。 

· 参加資格要件を有すると偽った場合又は要件を失った場合 

· 法令等もしくは公序良俗に違反する場合又はそのおそれのある場合 

· 提出書類に虚偽の内容が記載されていた場合 

· 著作権、商標権、意匠権その他の知的財産権を含め、第三者の何らかの権利・

利益を侵害する内容を含む場合 

〇 本募集に必要な費用は全て、参加者の負担とします。 

○ 本募集の意見・提案に関する著作権、商標権、意匠権その他の知的財産権は、参

加者その他権利を有する権利者に帰属します。なお、意見・提案に当たり、参加

者は他者の知的財産を侵害しないこととします。他者の知的財産を利用する場

合は、必要な対策を講じることとし、本県に一切の負担及び迷惑をかけないこと

とします。 

○ 募集結果について、全体概要は公表しますが、個別の事業者名や意見・提案の具

体的な内容については、原則公表しません。なお、事業者名や意見・提案の具体

的な内容について公表する場合には、事前に各事業者に意向を確認します。 

○ 頂いた意見・提案は、本県が空港島における特定複合観光施設区域整備の事業可

能性を調査する目的にのみ利用します。下記の事項を除き、公表・開示及び第三

者への提供は行いません。 

· 提出者が公表・開示等に同意した場合 

· 既に公知・公用の情報である場合 

· 法令等によって提供が要求される場合 

· 本募集の目的の範囲内で外部有識者、弁護士、公認会計士、コンサルタント

等の第三者に対して提供する場合（当該第三者へ守秘義務を課すことを前提） 

○ ヒアリング、意見・提案書、質問・回答等の書面において使用する言語は日本語

に限ります。ヒアリング等口頭のやり取りについては、日本語の通訳を利用する

場合に限り、日本語以外の言語を使用することも可能です。 

○ ヒアリング、意見・提案書、質問・回答等において使用する通貨及び単位は、日

本円及び計量法（平成４年法律第 51 号）に定める単位とします。 

○ 本募集の参加者は、本募集の過程において本県から受領した情報がある場合、こ

れを責任をもって管理し、本募集の目的以外でその情報等を使用してはなりま

せん。また、別段の定めがある場合を除き、愛知県の事前の承諾なしに第三者に

開示してはなりません。  

○ 参加者は、本募集に関して疑義・質問が生じた場合は、本募集要項に記載する手
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続により質問・確認を行い、担当窓口以外の関係機関又は関係部署に対して、個

別に問い合わせ等をしないようにしてください。  

第６ 本募集に係るお問い合わせ先

EY 新日本有限責任監査法人 

特定複合観光施設区域整備の事業可能性の検討に係る意見募集事務局 

電子メールアドレス： aichi.idea@jp.ey.com

住所：〒450-6642 名古屋市中村区名駅一丁目１番３号 JR ゲートタワー 42

階 

電話番号：052-566-1700 

第７ 担当 

愛知県政策企画局企画調整部地方創生課 



282 

5.4 Guidance on Request for Concept to Consider Business Feasibility of 

Development of Specified Complex Tourist Facilities Area 

Guidance on Request for Concept to Consider Business Feasibility of 
Development of Specified Complex Tourist Facilities Area 

I Introduction 
Aichi Prefecture is conducting research in order to realize the "City of 
International Tourism Focused on MICE" near Chubu Centrair 
International Airport and its surrounding area (hereinafter referred to as 
"Chubu Centrair International Airport Area").  
Based on the national legislation (the Act on Implementaion of 
Development of Specified Complex Tourist Facilities Areas), Aichi 
Prefecture is seeking a wide range of concepts from various private 
companies on the Business Feasibility of Development of Specified 
Complex Tourist Facilities Area. 
Additionally, it is requested to submit the opinion or proposal to realize 
the Super City / Smart City in Chubu Centrair Internastional Airport 
Area to symbolize the Japan’s future city, by utilizing cutting-edge 
technologies such as AI, IoT, 5G, self-driving cars and so on. 

<Reference material> 
Research on Functional Requirements for the "City of International 
Tourism Focused on MICE" 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/chiho-
sosei/kokusaikankoutoshi.html 
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II  Issues to be covered in opinions or proposals 
Scope of the location for opinions or proposals 

In this request, about 50ha (hatched part in red frame) of the land in the 
airport island owned by the Aichi Prefecture that can be utilized is the 
main area for opinions or proposals.
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Items for opinions or proposals 
Please provide comprehensive opinions on the following matters: 

(1) Fundamental concept 
(2) Market analysis 
(3) Overall plan, and facility plan 
(4) Project schedule 
(5) Business plan 
(6) Business effects 
(7) Organization for project implementation 
(8) Measures for concerns, etc. 
(9) Approach to enhance regional attractiveness 

<< Important points for opinions or proposals >> 
Aichi Prefecture has excellent transportation infrastructure and 

leading industrial strengths. Additionally, in the Chubu Centrair 
International Airport Area, the attractive functions are being developed 
as a gateway for Japan. The opinion or proposal should make good use 
of the regional characteristics and be based on relevant laws and 
regulations of Japan such as the Act on Implementation of Development 
of Specified Complex Tourist Facilities Areas. 
Participants are encouraged to make concrete proposals on measures 

and systems that would be necessary to attract many important and 
major international conferences, such as summit-level meetings with 
leaders from other countries and ministerial-level talks, as well as large-
scale international exhibitions and trade shows that help to create 
business innovations, thus making the Chubu Centrair International 
Airport Area the "City of International Tourism Focused on MICE." 
And, towards realizing the Super City / Smart City in the Chubu 

Centrair International Airport Area, it is requested to consider 
utilization of cutting-edge technologies in each field of transportation, 
logistics, payment, energy/water supply, security and so on (such as self-
driving cars, facial recognition, cashless system, once-only procedure, 
etc). It is expected to propose the sophisticated and streamlined 
approach in the combination of several fields, to realize the showcase of 
“Future City” in Aichi. 
Effective measures are needed to address gambling addiction, with 
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Aichi Prefecture, relevant agencies, business operators, and other 
parties concerned cooperating closely. In the Chubu Centrair 
International Airport Area, participants are expected to make proposals 
on, for example, how we can utilize cutting-edge technologies to limit 
access and develop consultation/support systems, to ensure that 
infallible measures are taken both reliably and effectively. Proposals on 
networking with state-of-the-art medical institutions are also welcome. 

III  Qualifications 
1 Qualification requirements 

Applicants who satisfy all of the following requirements can participate. 
(1) Participants must be corporations or other legal entities 

(hereinafter referred to as the “Legal Entities”) (individuals cannot 
participate). 

(2) Participants must be other than the local governments (excluding 
Aichi Prefecture) or Legal Entities receiving financial support such 
as equity investment from a local government (excluding Aichi 
Prefecture). 

(3) Participants must be other than the Legal Entities subject to a 
cease and desist order stipulated in “the agreement on the 
exclusion of crime groups from the affairs and business conducted 
by Aichi Prefecture (concluded by the Aichi Prefectural Governor 
and Chief of Aichi Prefectural Police Department on June 29, 
2012)”. 

(4) Participants must be other than the Legal Entities whose primary 
purpose is religious activities or political activities.  

(5) Participants must commit cooperation in addressing our inquiries 
and requests for individual dialogues on the content of proposal. 

2 Composition of participants 
(1) The opinions or proposals can be submitted either by one Legal 

Entity or by a group of multiple Legal Entities. Please designate a 
representative Legal Entity that will file an application and other 
documents and carry out formalities. 

(2) Each Legal Entity that comprises the group must meet the 
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qualifications to participate. 

IV Invitation of opinions 
Participants may provide their opinions via two channels: at interviews 
and by submitting opinion or proposal documents as follows . 

 Qualifications 
Interviews Legal Entities who have an interest in 

becoming a developer/operator of the 
Specified Complex Tourist Facilities Area on 
the airport island 

Submission of opinion 
or proposal documents 

Legal Entities who have know-how and 
knowledge on “II. 2 Items for opinions or 
proposals” other than those described above.

1 Conducting an interview 
(1) Qualifications 

Legal Entities who have an interest in becoming a 
developer/operator of the Specified Complex Tourist Facilities Area 
on the airport island. 

(2) Applying for an interview (preliminary application) 
· Please fill in the application form (Form 1) and send it via e-mail 

(aichi.idea@jp.ey.com). Please write “Interview Application” as the 
subject of the e-mail. 
· If you have a question about applying, please fill in the question 

form (Form 2) and send it via e-mail (aichi.idea@jp.ey.com). Please 
write “Question on Interview Application” as the subject of the e-
mail. A reply will be sent via e-mail to the individual who has 
submitted the question. Questions on matters that are not related 
to applying will not be answered. 

(3) Timing and method of conducting an interview 
· Details of an interview, such as when it will be conducted and how, 

will be notified individually via e-mail to relevant participants. 
Please note that interviews will take place by around the end of 
May 2020. 
· An interview will be conducted in Japanese. If you need a translator, 

it is the responsibility of the participant to arrange one (and bear 
the cost). 
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· Please note that an interview may be substituted by submission of 
opinion or proposal documents. 

2 Conducting submission of opinion or proposal documents 
(1) Qualifications 

Legal Entities who have know-how and knowledge on “II. 2 Items for 
opinions or proposals” other than those qualifying to do an interview. 

(2) Submission of opinion or proposal documents 
· Please submit your opinion or proposal documents (free format) via 

e-mail (aichi.idea@jp.ey.com), together with an application form 
(Form 1). (Consult us if your file sizes are too large.) Please write 
“Submission of Opinion or Proposal Documents” as the subject of 
the e-mail. 
[Deadline for submission of opinion or proposal documents: 
Thursday, April 30, 2020] 
· You may submit your opinion or proposal documents on part of “II. 

2 Items for opinions or proposals.” 
· If you have a question on submission of opinion or proposal 

documents, please fill in the question form (Form 2) and send it via 
e-mail (aichi.idea@jp.ey.com). Please write “Question on 
Submission of Opinion or Proposal Documents” as the subject of the 
e-mail. A reply will be sent via e-mail to the individual who has 
submitted the question. Questions on matters that are not related 
to submission of opinion or proposal documents will not be 
answered. 
· You may be requested to give an interview as necessary. We 

appreciate your cooperation in this regard. 

V Matters to be noted for the Request for Concept to Consider Business Feasibility of 
Development of Specified Complex Tourist Facilities Area (hereinafter referred to as the 
“Request for Concept”) 
○ This Request for Concept is intended for corporations or other Legal 

Entities who are interested in the initiative that the Aichi Prefecture 
is considering, and who intend to participate in its development, 
investment and operations. The Aichi Prefectural Government may 
reject a corporation or Legal Entity’s participation in the Request for 
Concept, if it is judged that it is not appropriate as an participant to 
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submit opinions or proposals. 
○ If any of the following occur, all or part of the opinion or proposal 

documents may be invalidated. 
· In the event that the participant falsely claim to have the 

qualification requirements or it lose the requirements 
· In the event that the participant violates the law, public order and 

morals, or there is the possibility 
· In the event that the opinion or proposal documents contain false 

content 
· In the event that the opinion or proposal documents include 

contents that infringe any right or interest of a third party, 
including copyright, trademark right, design right and other 
intellectual property right 

○ The participants shall bear all expenses necessary for the procedures 
for the Request for Concept. 

○ Copyright, trademark right, design right, and other intellectual 
property rights regarding the opinion or proposal documents shall 
belong to the participant or any other right holder who possesses such 
rights. In submitting opinion or proposal, a participant shall not 
infringe the intellectual property of others. If a participant uses the 
intellectual property of others, he/she must take necessary measures 
and not bother Aichi Prefecture with any burden or inconvenience.  

○ About the result of collected information, we will announce the whole 
summary, but will not announce in principle about individual 
participant’s name and specific contents of opinions or proposals. If we 
plan to disclose the participant’s name and the specific content of 
opinions or proposals, we will ask each participant in advance and get 
permission. 

○ The opinions or proposals are only used by Aichi Prefecture for the 
purpose of considering business feasibility of development of Specified 
Complex Tourist Facilities Area in the airport island. Aichi Prefecture 
shall not announce, disclose, or provide it except for any of the 
following events: 
· In the event that the participant agrees 
· In the event that the contents have been already known to the 

public 
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· In the event that the contents are required for submission pursuant 
to laws and regulations 

· In the event that the contents are required for submission to third 
parties such as outside experts, lawyers, certified public 
accountants, and consultants to the extent necessary for the 
accomplishment of the purposes of the Request for Concept (It is 
assumed that the confidentiality obligation is imposed on the said 
third parties.) 

○ The languages used for interviews and documents including the 
written opinions or proposals, questions and answers, etc. shall only 
be Japanese. As for verbal correspondences such as interviews , 
languages other than Japanese can be used on the condition to arrange 
interpreters to interpret into Japanese. 

○ Currency and units that are used in interviews, written opinions or 
proposals, questions and answers, etc. shall be the Japanese Yen and 
units that are stipulated under the Measurement Law (Law No. 51 in 
1992). 

○ The participant is responsible for the management of information 
received from Aichi Prefecture for the Request for Concept, and must 
not use the information for any purposes other than for the 
implementation of the Request for Concept. In addition, the 
participant must not disclose the information to a third party without 
the prior approval by Aichi Prefecture, except as otherwise provided.  

○ In the case that a participant has doubts or questions on the Request 
for Concept, it shall question or confirm through the procedures as 
provided in this guidance. The participant must not make any 
individual inquiry to any related organizations or related departments 
other than the designated contact.  

VI  Contact for the office of the Request for Concept 
Ernst & Young ShinNihon LLC 

Secretarial Office for the Request for Concept to Consider Business 
Feasibility of Development of Specified Complex Tourist Facilities 
Area 

E-mail: aichi.idea@jp.ey.com



290 

Address: JR Gate Tower, 42nd floor  
1-3-3 Meieki, Nakamura-ku, Nagoya 450-6642 JAPAN 

Phone: +81-52-566-1700 

VII  Responsible bureau 
Regional revitalization Division, Planning and Coordination 
Department, Bureau of Policy Planning, Aichi Prefectural Government 


